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はじめに

○離島は、海洋国家である我が国にとって、領海や排他的経済水域等

の保全、海洋資源の利用、自然環境の保全などの観点から、極めて
重要な役割を果たすとともに、豊かな自然・文化を有しており、優れ
た観光・教育・スポーツの場でもあります。

○ しかしながら、離島をとりまく環境は、著しい人口減少や高齢化の進

展など、依然として厳しい状況にあり、離島の振興は、大変重要な課
題です。

○ また、平成２９年４月１日には、いわゆる「有人国境離島法」が施行さ

れ、有人国境離島地域の保全・維持についても、なお一層取り組ん
でいく必要があります。

○ 本支援メニュー集は、島の活性化を担う地方公共団体職員や事業者

の皆様を対象に、離島で活用できる国の支援メニューを関係省庁と
連携し、とりまとめたものです。

○ 特にご要望の多い、「産業活性化」「観光振興」「人材育成」「施設整
備」について、国の支援メニューの主なものを掲載しています。

○ 本メニュー集が活用され、今後ますますの離島の振興が図られるこ
とを期待しています。

内閣府 総合海洋政策推進事務局
国土交通省 国土政策局 離島振興課
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Ⅰ 「離島振興対策実施地域」向け、
「特定有人国境離島地域」向けの支援メニュー
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「離島振興対策実施地域」向け
（本土と比べ、離島に対して手厚い措置のある支援メニュー）

193
195
197
199
201
205
48
50
59
61
63

65
67
69
71
73
75
121
123
125
127

129
130
134
150

159
165
168
175
179
187
189
231

233
※令和３年４月１日現在、７７地域２５４島が離島振興法による離島振興対策実施地域と
なっています。

国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度
国土交通省 全国の島々が集まる祭典「アイランダー」
国土交通省 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」
国土交通省 スマートアイランド推進実証調査
国土交通省 地域公共交通確保維持改善事業
内閣府 子どものための教育・保育給付交付金
内閣府 子ども・子育て支援整備交付金
総務省 携帯電話等エリア整備事業
総務省 高度無線環境整備推進事業
総務省 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業
総務省 「新たな日常」の定着に向けた

ケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業
総務省 公衆無線LAN環境整備支援事業
総務省 災害情報等代替伝送システム整備事業
文部科学省 離島における公立の高等学校等の教職員定数の加算
文部科学省 離島高校生修学支援事業
文部科学省 公立学校施設整備費
厚生労働省 水道施設整備費補助金
厚生労働省 生活基盤施設耐震化等交付金
厚生労働省 へき地保険医療対策
厚生労働省 離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するための交通費等の支援
厚生労働省 離島等地域における特別地域加算に係る

利用者負担額軽減措置事業
厚生労働省 地域医療介護総合確保基金
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 強い農業・担い手づくり総合支援交付金

（うち産地基幹施設等支援タイプ）
農林水産省 産地生産基盤パワーアップ事業（うち収益性向上対策）
農林水産省 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
農林水産省 中山間地域活性化資金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
資源エネルギー庁 離島のガソリン流通コスト対策事業費
資源エネルギー庁 離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業費
環境省 海岸漂着物等地域対策推進事業
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
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「特定有人国境離島地域」向け
（特定有人国境離島に対して手厚い措置のある支援メニュー）

37
39
48
50
59
61
63

65
67
71
73
75
115
125

132
134
142
168
175
177
179
183
187
189
193
195
197
199
201
205

233
※有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する
特別措置法（平成28年法律第33号）（いわゆる「有人国境離島法」） に基づき、７１島が
特定有人国境離島に指定されています。

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 特定有人国境離島地域事業活動支援利子補給金
内閣府 子どものための教育・保育給付交付金
内閣府 子ども・子育て支援整備交付金
総務省 携帯電話等エリア整備事業
総務省 高度無線環境整備推進事業
総務省 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業
総務省 「新たな日常」の定着に向けた

ケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業
総務省 公衆無線LAN環境整備支援事業
文部科学省 離島における公立の高等学校等の教職員定数の加算
文部科学省 離島高校生修学支援事業
文部科学省 公立学校施設整備費
厚生労働省 地域雇用開発助成金
厚生労働省 へき地保険医療対策
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 農業人材力強化総合支援事業
農林水産省 中山間地域活性化資金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 特定有人国境離島漁村支援交付金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
水産庁 水産多面的機能発揮対策
資源エネルギー庁 離島のガソリン流通コスト対策事業費
資源エネルギー庁 離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業費
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度
国土交通省 全国の島々が集まる祭典「アイランダー」
国土交通省 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」
国土交通省 スマートアイランド推進実証調査
国土交通省 地域公共交通確保維持改善事業
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
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Ⅱ 「事業目的別」支援メニュー一覧
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島の産業を活性化させたい！
（商品開発・販路拡大等の取り組み）

①商品開発やプランづくりをしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 農山漁村振興交付金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」

②専門家等のアドバイスを受けたい！

内閣府 地域活性化伝道師派遣制度
内閣府 プロフェッショナル人材事業
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 農業人材力強化総合支援事業
農林水産省 農山漁村振興交付金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
国土交通省 離島活性化交付金

③活動を行う組織・体制をつくりたい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 農業人材力強化総合支援事業
水産庁 離島漁業再生支援交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費

40
52
134
142
175
211
257

37
40
52

132
145
175
193
199

44
46
52

132
134
142
145
175
193

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
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④島での活動を行う資金がほしい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 特定有人国境離島地域事業活動支援利子補給金
農林水産省 農山漁村振興交付金
林野庁 森林・山林多面的機能発揮対策交付金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 特定有人国境離島漁村支援交付金
環境省 脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業

⑤販路拡大をしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
厚生労働省 地域雇用活性化推進事業
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 農山漁村振興交付金
農林水産省 中山間地域活性化資金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 全国の島々が集まる祭典「アイランダー」
国土交通省 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業

のうち過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業

37
39
145
171
175
177
252

37
40
52
117

132
145
168
175
193
197
199
211

254

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
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⑥産業活性化のための施設整備をしたい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 携帯電話等エリア整備事業
総務省 高度無線環境整備推進事業
厚生労働省 地域雇用開発助成金
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
農林水産省 農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業

（スーパーL資金の金利負担軽減措置）
農林水産省 農山漁村振興交付金
農林水産省 強い農業・担い手づくり総合支援交付金

（うち産地基幹施設等支援タイプ）
農林水産省 鳥獣被害防止総合対策交付金
農林水産省 強い農業・担い手づくり総合支援交付金

（うち地域担い手育成支援タイプ及び先進的農業経営
確立支援タイプ）

農林水産省 産地生産基盤パワーアップ事業（うち収益性向上対策）
農林水産省 中山間地域活性化資金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
中小企業庁 先端設備等導入計画に係る固定資産税の特例について
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度
国土交通省 官民連携基盤整備推進調査費
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
環境省 脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業
環境省 社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業

のうち過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業

40
59
61
115

132
134
136
140

145
150

152
155

159
168
179
191
193
195
203
211

233
252

254

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・

・・・・・
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内閣府 地方創生推進交付金
文化庁 ふるさと文化財の森管理業務支援事業
厚生労働省 地域雇用開発助成金
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 畜産・酪農生産力強化対策事業
農林水産省 強い農業・担い手づくり総合支援交付金

（うち産地基幹施設等支援タイプ）
農林水産省 鳥獣被害防止総合対策交付金
農林水産省 農業法人投資育成事業
農林水産省 産地生産基盤パワーアップ事業（うち収益性向上対策）
農林水産省 中山間地域等直接支払交付金
農林水産省 多面的機能支払交付金
農林水産省 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
林野庁 森林・山林多面的機能発揮対策交付金
林野庁 林業・木材産業成長産業化促進対策交付金

（うち森林整備地域活動支援対策）
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
水産庁 水産多面的機能発揮対策
水産庁 韓国・中国等外国漁船操業対策事業
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

⑦その他

40
101
115
134
138
150

152
157
159
161
163
165
171
173

175
179
183
185
193
211

233

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
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島に人を呼び込みたい！
（観光交流等を通じた活性化の取り組み）

①観光戦略等のプランづくりをしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 史跡等保存活用計画等策定
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」
国土交通省 グリーンスローモビリティの活用検討に向けた実証調査支援事業
環境省 生物多様性保全推進交付金（エコツーリズム地域活性化支援事業）

②専門家等のアドバイスを受けたい！

内閣府 地域活性化伝道師派遣制度
内閣府 プロフェッショナル人材事業
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究）
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
観光庁 広域周遊観光促進のための観光地域支援事業
観光庁 地域観光資源の多言語解説整備支援事業

③活動を行う組織・体制をつくりたい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究）
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 生物多様性保全推進交付金（エコツーリズム地域活性化支援事業）
環境省 環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費

37
40
52
86
145
193
199
208
244

44
46
52
105
110

111

145
193
219
221

40
52
110

111

193
211
244
257

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
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④農業・漁業を活かした活動をしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
農林水産省 農山漁村振興交付金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 特定有人国境離島漁村支援交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験

⑤自然・文化・伝統を活かした活動をしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 重要無形文化財等公開事業
文化庁 民俗文化財伝承・活用等事業
文化庁 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
文化庁 地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究）
農林水産省 農山漁村振興交付金
林野庁 森林・山林多面的機能発揮対策交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
観光庁 地域観光資源の多言語解説整備支援事業
環境省 生物多様性保全推進交付金（エコツーリズム地域活性化支援事業）

37
52
145
175
177
193
211

37
52
96
99
102
103
105
110

111

145
171
193
211
221
244

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
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⑥外国人を呼びたい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
文化庁 地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 地域公共交通確保維持改善事業
観光庁 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
観光庁 広域周遊観光促進のための観光地域支援事業
観光庁 地域観光資源の多言語解説整備支援事業
観光庁 ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の

「まちあるき」の満足度向上
観光庁 公共交通利用環境の革新等

⑦島の情報発信・PRをしたい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
総務省 公衆無線LAN環境整備支援事業
文化庁 重要文化財（建造物・美術工芸品）修理、防災事業
文化庁 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
文化庁 地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 全国の島々が集まる祭典「アイランダー」
国土交通省 グリーンスローモビリティの活用検討に向けた実証調査支援事業
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
観光庁 地域観光資源の多言語解説整備支援事業
環境省 生物多様性保全推進交付金（エコツーリズム地域活性化支援事業）

40
52
102
103
105
110

145
193
205
213
219
221

223
226

37
40
52
67
80
102
103
105
145
193
197
208
211
221
244

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
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⑧観光交流拠点などの施設整備をしたい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 携帯電話等エリア整備事業
総務省 高度無線環境整備推進事業
総務省 公衆無線LAN環境整備支援事業
文化庁 重要文化財（建造物・美術工芸品）修理、防災事業
文化庁 登録有形文化財建造物修理事業
文化庁 民家保存管理施設
文化庁 重要伝統的建造物群保存地区保存事業
文化庁 重要有形民俗文化財修理・防災事業
文化庁 民俗文化財伝承・活用等事業
文化庁 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
文化庁 地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
文化庁 重要文化財等防災施設整備事業
農林水産省 農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業

（スーパーL資金の金利負担軽減措置）
農林水産省 農山漁村振興交付金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
中小企業庁 先端設備等導入計画に係る固定資産税の特例について
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度
国土交通省 官民連携基盤整備推進調査費
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
観光庁 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
観光庁 ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の

「まちあるき」の満足度向上
観光庁 公共交通利用環境の革新等
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
環境省 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

40
59
61
67
80
81
82
93
98
99
102
103
113
140

145
179
191
193
195
203
211
213

223
226

233
246

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
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⑨その他

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 近代和風建築等総合調査
文化庁 重要文化財建造物等買上
文化庁 地域活性化のための特色ある文化財調査・活用
文化庁 天然記念物緊急調査
文化庁 天然記念物再生事業
文化庁 天然記念物食害対策
文化庁 埋蔵文化財緊急調査
文化庁 名勝地調査
文化庁 文化的景観保護推進事業
文化庁 伝統的建造物群保存対策
文化庁 指定文化財管理
文化庁 民俗文化財調査
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
厚生労働省 離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するための交通費等の支援
厚生労働省 離島等地域における特別地域加算に係る

利用者負担額軽減措置事業
農林水産省 中山間地域等直接支払交付金
農林水産省 多面的機能支払交付金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
国土交通省 スマートアイランド推進実証調査
国土交通省 地域公共交通確保維持改善事業
環境省 海岸漂着物等地域対策推進事業
環境省 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた

地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
環境省 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

40
52
79
83
84
85
87
88
89
90
91
92
94
97
105
127

129
161
163
179
201
205
231

233
246

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
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①農業・漁業等の担い手を確保・育成したい！

内閣府 地方創生推進交付金
内閣府・総務省 特定地域づくり事業推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
厚生労働省 地域雇用活性化推進事業
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
農林水産省 農業人材力強化総合支援事業
農林水産省 強い農業・担い手づくり総合支援交付金

（うち地域担い手育成支援タイプ及び先進的農業経営確立支援タイプ）
林野庁 森林・山林多面的機能発揮対策交付金
水産庁 離島漁業再生支援交付金
水産庁 特定有人国境離島漁村支援交付金
水産庁 経営体育成総合支援事業
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
環境省 指定管理鳥獣捕獲等事業交付金事業

②島の文化の後継者を育成したい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 重要無形文化財伝承事業
文化庁 民俗文化財伝承・活用等事業
文化庁 文化財保存技術保存事業
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
文化庁 文化芸術による子供育成総合事業
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究）
厚生労働省 地域雇用活性化推進事業
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験

40
42
52
117
134
136
142
155

171
175
177
181
193
211
228

37
40
52
95
99
100
105
108
110

111

117
145
193
211

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

島の人づくりをしたい
（担い手確保、後継者育成等）
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④職業訓練を行いたい！

総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
厚生労働省 多様な民間機関を活用した高度・多様な職業訓練機会の確保
農林水産省 農業人材力強化総合支援事業
水産庁 経営体育成総合支援事業
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験

⑤その他

内閣府 子どものための教育・保育給付交付金
文部科学省 離島における公立の高等学校等の教職員定数の加算
文部科学省 離島高校生修学支援事業
文部科学省 地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワーク構築事業

（COREハイスクール・ネットワーク構想）
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
文化庁 文化芸術による子供育成総合事業
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言サミットの開催）
文化庁 危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

（危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究）
農林水産省 中山間地域等直接支払交付金
農林水産省 多面的機能支払交付金
農林水産省 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

52
119
142
181
211

48
71
73
77

105
108
110

111

161
163
165

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・

③島のガイドを育成したい！

内閣府 地方創生推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文化庁 地域文化財総合活用推進事業
厚生労働省 地域雇用活性化推進事業
農林水産省 農山漁村振興交付金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 海の次世代モビリティの利活用に関する実証実験
観光庁 地域通訳案内士制度
環境省 生物多様性保全推進交付金（エコツーリズム地域活性化支援事業）

40
52
105
117
145
193
211
216
244

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
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①加工所や販売所等を整備したい！

内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
厚生労働省 地域雇用開発助成金
農林水産省 食料産業・６次産業化交付金のうち

「６次産業化の推進及び６次産業化施設整備」
農林水産省 甘味資源作物生産支援対策
農林水産省 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
農林水産省 農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業

（スーパーL資金の金利負担軽減措置）
農林水産省 農山漁村振興交付金
農林水産省 鳥獣被害防止総合対策交付金
農林水産省 中山間地域活性化資金
水産庁 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業
中小企業庁 先端設備等導入計画に係る固定資産税の特例について
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度

②空き家や廃校等を有効活用したい！
内閣府 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
総務省 過疎地域持続的発展支援交付金
文部科学省 公立学校施設整備費
厚生労働省 地域医療介護総合確保基金
農林水産省 農山漁村振興交付金
農林水産省 中山間地域活性化資金
国土交通省 離島活性化交付金
国土交通省 離島における割増償却制度

③その他

内閣府 子ども・子育て支援整備交付金
総務省 携帯電話等エリア整備事業
総務省 高度無線環境整備推進事業
総務省 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業
総務省 「新たな日常」の定着に向けた

ケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業
総務省 公衆無線LAN環境整備支援事業
総務省 災害情報等代替伝送システム整備事業
文部科学省 公立学校施設整備費
厚生労働省 水道施設整備費補助金
厚生労働省 生活基盤施設耐震化等交付金
厚生労働省 へき地保健医療対策
厚生労働省 地域医療介護総合確保基金
農林水産省 中山間地域活性化資金
国土交通省 離島活性化交付金
環境省 社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業

のうち過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業

島で施設整備を行いたい！
（加工・販売所や交流拠点の整備等の取り組み）

37
115

132
134
136
140

145
152
168
179
191
193
195

37
52
75
130
145
168
193
195

50
59
61
63

65
67
69
75
121
123
125
130
168
193

254

・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
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Ⅲ 「省庁別」支援メニュー一覧
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

1
内

閣
府

特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

社
会

維
持

推
進

交
付

金

近
隣

諸
国

の
海

洋
活

動
が

活
発

化
し

て
い

る
状

況
に

鑑
み

、
平

成
2
9
年

4
月

に
施

行
さ

れ
た

有
人

国
境

離
島

法
に

基
づ

き
特

定
有

人
国

境
離

島
地

域
の

地
域

社
会

の
維

持
を

支
援

す
る

た
め

、
交

付
金

を
交

付
す

る
。

○
○

○
5
.5

/
1
0
、

6
/
1
0
、

5
/
1
0

総
合

海
洋

政
策

推
進

事
務

局
有

人
国

境
離

島
政

策
推

進
室

0
3
-
6
2
5
7
-
3
7
9
4

3
7

2
内

閣
府

特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

事
業

活
動

支
援

利
子

補
給

金

特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

で
の

地
域

社
会

維
持

の
た

め
の

雇
用

機
会

の
拡

充
を

図
る

た
め

、
特

定
有

人
国

境
離

島
地

域
に

お
い

て
創

業
又

は
事

業
拡

大
を

行
う

事
業

者
に

対
す

る
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

融
資

を
行

う
地

域
金

融
機

関
に

対
し

て
利

子
補

給
を

行
う

。

○
○

定
額

総
合

海
洋

政
策

推
進

事
務

局
有

人
国

境
離

島
政

策
推

進
室

0
3
-
6
2
5
7
-
3
9
5
7

3
9

3
内

閣
府

地
方

創
生

推
進

交
付

金

「
地

方
版

総
合

戦
略

」
に

位
置

付
け

ら
れ

、
地

域
再

生
法

に
基

づ
き

認
定

さ
れ

る
地

域
再

生
計

画
に

記
載

さ
れ

る
地

方
公

共
団

体
の

自
主

的
・
主

体
的

な
取

組
で

、
先

導
的

な
事

業
を

支
援

す
る

。
○

○
1
/
2

地
方

創
生

推
進

事
務

局
交

付
金

チ
ー

ム
0
3
-
3
5
8
1
-
4
2
1
3

4
0

4
内

閣
府

総
務

省
特

定
地

域
づ

く
り

事
業

推
進

交
付

金

　
地

域
人

口
の

急
減

に
直

面
し

て
い

る
地

域
に

お
い

て
就

労
そ

の
他

の
社

会
的

活
動

を
通

じ
て

地
域

社
会

の
維

持
及

び
地

域
経

済
の

活
性

化
に

寄
与

す
る

人
材

の
確

保
及

び
そ

の
活

躍
の

推
進

を
図

る
た

め
、

地
域

人
口

の
急

減
に

対
処

す
る

た
め

の
特

定
地

域
づ

く
り

事
業

の
推

進
に

関
す

る
法

律
（
令

和
元

年
法

律
第

6
4
 号

）
に

基
づ

く
特

定
地

域
づ

く
り

事
業

協
同

組
合

の
安

定
的

な
運

営
を

確
保

す
る

た
め

の
支

援
を

行
う

。

○
○

1
/
2

地
方

創
生

推
進

事
務

局
自

治
行

政
局

地
域

振
興

室

0
3
-
6
2
5
7
-
1
4
1
0

0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
3
4

4
2

5
内

閣
府

地
域

活
性

化
伝

道
師

派
遣

制
度

地
域

の
活

性
化

に
向

け
意

欲
的

な
取

組
を

行
お

う
と

す
る

地
域

に
対

し
て

、
地

域
お

こ
し

の
専

門
家

（
地

域
活

性
化

伝
道

師
）
を

紹
介

し
、

指
導

・
助

言
を

行
う

。
○

○
専

門
家

派
遣

等
人

材
の

紹
介

を
通

じ
た

支
援

地
方

創
生

推
進

事
務

局
0
3
-
5
5
1
0
-
2
1
6
7

4
4

6
内

閣
府

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
事

業

各
道

府
県

に
整

備
さ

れ
た

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
が

、
潜

在
成

長
力

あ
る

地
域

企
業

の
経

営
者

に
対

し
、

新
販

路
開

拓
や

新
商

品
開

発
な

ど
の

「
攻

め
の

経
営

」
へ

の
転

身
を

促
し

、
そ

の
成

長
戦

略
を

実
現

す
る

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
の

採
用

を
支

援
す

る
も

の
。

○
○

－

・
各

道
府

県
の

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
は

地
方

創
生

推
進

交
付

金
等

に
て

支
援

内
閣

府
地

方
創

生
推

進
室

0
3
-
5
2
5
3
-
2
1
1
1

4
6

7
内

閣
府

子
ど

も
の

た
め

の
教

育
・
保

育
給

付
交

付
金

認
可

保
育

所
の

設
置

な
ど

特
定

教
育

・
保

育
及

び
特

定
地

域
型

保
育

の
確

保
が

著
し

く
困

難
で

あ
る

離
島

そ
の

他
の

地
域

に
お

い
て

、
教

育
・
保

育
を

必
要

と
す

る
就

学
前

子
ど

も
を

対
象

に
、

へ
き

地
保

育
所

で
の

特
例

保
育

の
実

施
に

要
す

る
費

用
を

給
付

す
る

。

○
○

○
○

国
1
/
2
、

都
道

府
県

1
/
4
、

市
町

村
1
/
4

※
事

業
主

拠
出

金
充

当
額

控
除

後
の

負
担

割
合

子
ど

も
・
子

育
て

本
部

参
事

官
（
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

担
当

）
付

0
3
-
5
2
5
3
-
2
1
1
1

4
8

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

離
島

振
興

の
た

め
の

支
援

メ
ニ

ュ
ー

一
覧

（
府

省
庁

別
）

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

20



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

8
内

閣
府

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

整
備

交
付

金

対
象

と
な

る
施

設
が

奄
美

群
島

振
興

開
発

特
別

措
置

法
、

離
島

振
興

法
、

小
笠

原
諸

島
振

興
開

発
特

別
措

置
法

の
指

定
地

域
の

い
ず

れ
か

に
所

在
す

る
場

合
は

、
算

出
さ

れ
た

補
助

基
準

額
に

、
0
.0

8
を

乗
じ

て
得

ら
れ

た
額

を
加

算
し

、
交

付
基

礎
額

を
算

出
す

る
。

○
○

○
○

（
１

）
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
整

備
費

公
設

⇒
国

：
１

／
３

、
都

道
府

県
、

市
町

村
：
各

１
／

３
民

設
⇒

国
：
２

／
９

　
都

道
府

県
、

市
町

村
：
各

２
／

９
社

会
福

祉
法

人
等

：
１

／
３

（
２

）
病

児
保

育
施

設
整

備
費 公

設
⇒

国
：
１

／
３

、
都

道
府

県
、

市
町

村
：
各

１
／

３
民

設
⇒

国
：
３

/
１

０
、

都
道

府
県

、
市

町
村

：
各

３
／

１
０

社
会

福
祉

法
人

等
：
１

／
１

０

（
1
）
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
整

備
費

に
つ

い
て

は
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

や
保

育
園

等
の

待
機

児
童

が
発

生
し

て
い

る
、

又
は

子
育

て
安

心
プ

ラ
ン

に
参

加
し

て
い

る
場

合
は

、
補

助
率

の
嵩

上
げ

を
実

施
公

設
⇒

国
：
２

／
３

、
都

道
府

県
、

市
町

村
：
各

１
／

６
民

設
⇒

国
：
１

／
２

、
都

道
府

県
、

市
町

村
：
各

１
／

８
、

社
会

福
祉

法
人

等
：
１

／
４

子
ど

も
・
子

育
て

本
部

参
事

官
（
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

担
当

）
付

0
3
-
5
2
5
3
-
2
1
1
1

5
0

9
総

務
省

過
疎

地
域

持
続

的
発

展
支

援
交

付
金

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
地

域
課

題
解

決
の

た
め

の
取

組
を

支
援

す
る

こ
と

に
よ

り
、

過
疎

地
域

の
持

続
的

発
展

を
支

援
（
下

記
の

メ
ニ

ュ
ー

に
よ

り
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

両
面

か
ら

支
援

）
①

過
疎

地
域

等
集

落
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
圏

形
成

支
援

事
業

②
過

疎
地

域
持

続
的

発
展

支
援

事
業

③
過

疎
地

域
集

落
再

編
整

備
事

業
④

過
疎

地
域

遊
休

施
設

再
整

備
事

業

○
○

○

①
１

０
／

１
０

②
市

町
村

等
　

１
０

／
１

０
都

道
府

県
１

／
２

o
r６

／
１

０
③

１
／

２
以

内
④

１
／

３
以

内

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
①

は
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
。

②
～

④
は

過
疎

地
域

で
あ

る
こ

と
が

要
件

。
・
事

業
メ

ニ
ュ

ー
に

よ
り

対
象

経
費

が
異

な
る

。

自
治

行
政

局
地

域
自

立
応

援
課

過
疎

対
策

室
0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
3
6

5
2

1
0

総
務

省
携

帯
電

話
等

エ
リ

ア
整

備
事

業

離
島

等
の

地
理

的
に

条
件

不
利

な
地

域
に

お
い

て
、

地
方

公
共

団
体

が
携

帯
電

話
等

の
基

地
局

施
設

、
伝

送
路

施
設

を
設

置
す

る
場

合
や

、
無

線
通

信
事

業
者

が
５

Ｇ
等

の
高

度
化

施
設

を
設

置
す

る
場

合
、

基
地

局
の

開
設

に
必

要
な

伝
送

路
施

設
を

整
備

す
る

場
合

に
、

国
が

当
該

施
設

の
設

置
費

用
等

の
一

部
を

補
助

す
る

。

○
○

○
○

○
１

／
３

、
１

／
２

、
２

／
３

、
４

／
５

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
総

合
通

信
基

盤
局

移
動

通
信

課

事
業

政
策

課
ブ

ロ
ー

ド
バ

ン
ド

整
備

推
進

室

0
3
-
5
2
5
3
-
5
8
9
4

0
3
-
5
2
5
3
-
5
8
6
6

5
9

1
1

総
務

省
高

度
無

線
環

境
整

備
推

進
事

業

5
G

・
Io

T
等

の
高

度
無

線
環

境
の

実
現

に
向

け
て

、
離

島
等

の
条

件
不

利
地

域
に

お
い

て
、

地
方

公
共

団
体

や
電

気
通

信
事

業
者

等
が

、
高

速
・
大

容
量

無
線

通
信

の
前

提
と

な
る

光
フ

ァ
イ

バ
を

整
備

す
る

場
合

に
そ

の
事

業
費

の
一

部
を

補
助

す
る

。
ま

た
、

令
和

３
年

度
よ

り
、

地
方

公
共

団
体

が
行

う
離

島
地

域
の

光
フ

ァ
イ

バ
等

の
維

持
管

理
に

要
す

る
経

費
に

関
し

て
、

そ
の

一
部

を
補

助
す

る
。

○
○

○
○

○
○

１
／

３
、

１
／

２
、

２
／

３

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

第
三

セ
ク

タ
ー

総
合

通
信

基
盤

局
事

業
政

策
課

ブ
ロ

ー
ド

バ
ン

ド
整

備
推

進
室

0
3
ｰ

5
2
5
3
ｰ

5
8
6
6

6
1

1
2

総
務

省
地

域
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

整
備

事
業

被
災

情
報

や
避

難
情

報
な

ど
、

国
民

の
生

命
・
財

産
の

確
保

に
不

可
欠

な
情

報
を

確
実

に
伝

達
す

る
た

め
、

災
害

発
生

時
に

地
域

に
お

い
て

重
要

な
情

報
伝

達
手

段
と

な
る

放
送

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

靱
化

を
実

現
す

る
。

○
○

○
○

○
地

方
公

共
団

体
　

１
／

２
第

三
セ

ク
タ

ー
　

  
１

／
３

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
情

報
流

通
行

政
局

衛
星

・
地

域
放

送
課

地
域

放
送

推
進

室
0
3
-
5
2
5
3
-
5
8
0
8

6
3

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

21
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域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

1
3

総
務

省
「
新

た
な

日
常

」
の

定
着

に
向

け
た

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
光

化
に

よ
る

耐
災

害
性

強
化

事
業

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
網

に
つ

い
て

、
耐

災
害

性
の

向
上

を
図

る
と

と
も

に
、

４
Ｋ

・
８

Ｋ
の

送
受

信
環

境
を

確
保

す
る

た
め

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
等

に
お

け
る

光
化

等
を

支
援

す
る

。
○

○
○

○
○

地
方

公
共

団
体

　
１

／
２

第
三

セ
ク

タ
ー

　
  

１
／

３

・
財

政
力

指
数

ほ
か

の
条

件
あ

り
・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域

情
報

流
通

行
政

局
衛

星
・
地

域
放

送
課

地
域

放
送

推
進

室
0
3
-
5
2
5
3
-
5
8
0
8

6
5

1
4

総
務

省
公

衆
無

線
L
A

N
環

境
整

備
支

援
事

業

防
災

の
観

点
か

ら
、

防
災

拠
点

（
避

難
所

・
避

難
場

所
、

官
公

署
）
及

び
被

災
場

所
と

し
て

想
定

さ
れ

災
害

対
応

の
強

化
が

望
ま

れ
る

公
的

拠
点

（
博

物
館

、
文

化
財

、
自

然
公

園
等

）
に

お
け

る
公

衆
無

線
L
A

N
（
W

i-
F
i）

環
境

の
整

備
を

行
う

地
方

公
共

団
体

等
に

対
し

、
そ

の
費

用
の

一
部

を
補

助
す

る
。

○
○

○
○

○

地
方

公
共

団
体

、
第

三
セ

ク
タ

ー
　

１
／

２
（
財

政
力

指
数

が
０

．
４

以
下

か
つ

条
件

不
利

地
域

の
市

町
村

に
つ

い
て

は
２

／
３

）

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

第
三

セ
ク

タ
ー

情
報

流
通

行
政

局
地

域
通

信
振

興
課

0
3
-
5
2
5
3
-
5
7
5
6

6
7

1
5

総
務

省
災

害
情

報
等

代
替

伝
送

シ
ス

テ
ム

整
備

事
業

第
三

セ
ク

タ
ー

法
人

が
所

有
す

る
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に
つ

い
て

、
断

線
等

に
よ

っ
て

停
波

し
た

場
合

に
お

い
て

も
情

報
伝

送
の

代
替

手
段

を
確

保
し

、
耐

災
害

性
の

強
化

を
図

る
た

め
、

広
帯

域
の

無
線

シ
ス

テ
ム

の
整

備
を

行
う

事
業

で
あ

っ
て

、
第

三
セ

ク
タ

ー
法

人
に

対
し

て
支

援
す

る
。

○
○

○
第

三
セ

ク
タ

ー
　

１
／

３

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
過

疎
地

域
等

の
条

件
不

利
地

域
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

第
三

セ
ク

タ
ー

情
報

流
通

行
政

局
衛

星
・
地

域
放

送
課

地
域

放
送

推
進

室
0
3
-
5
2
5
3
-
5
8
0
9

6
9

1
6

文
部

科
学

省
離

島
に

お
け

る
公

立
の

高
等

学
校

等
の

教
職

員
定

数
の

加
算

離
島

の
教

育
の

特
殊

事
情

に
鑑

み
、

離
島

の
公

立
高

等
学

校
等

の
教

職
員

定
数

に
つ

い
て

、
加

配
措

置
を

行
う

も
の

。
(全

額
地

方
交

付
税

措
置

）
○

○
－

初
等

中
等

教
育

局
財

務
課

0
3
-
6
7
3
4
-
2
0
3
8

7
1

1
7

文
部

科
学

省
離

島
高

校
生

修
学

支
援

事
業

高
校

未
設

置
離

島
の

高
校

生
を

対
象

に
、

教
育

費
負

担
が

重
く
な

っ
て

い
る

通
学

費
、

居
住

費
に

要
す

る
経

費
を

支
援

す
る

都
道

府
県

及
び

市
町

村
に

対
す

る
補

助
○

○
○

地
方

公
共

団
体

１
／

２
以

内
初

等
中

等
教

育
局

財
務

課
0
3
-
6
7
3
4
-
2
0
2
7

7
3

1
8

文
部

科
学

省
公

立
学

校
施

設
整

備
費

　
公

立
の

小
中

学
校

等
の

施
設

整
備

に
お

い
て

、
義

務
教

育
諸

学
校

等
の

施
設

費
の

国
庫

負
担

等
に

関
す

る
法

律
の

規
定

等
に

よ
り

、
設

置
者

で
あ

る
地

方
公

共
団

体
が

行
う

施
設

整
備

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

国
が

一
定

の
割

合
を

負
担

等
す

る
も

の
。

　
離

島
に

つ
い

て
は

、
離

島
振

興
法

の
規

定
等

に
基

づ
き

、
国

の
負

担
割

合
の

特
例

を
設

け
る

な
ど

離
島

の
振

興
の

た
め

の
特

別
措

置
を

実
施

。

○
※

※
○

・
小

中
学

校
等

施
設

の
新

増
築

や
学

校
統

合
に

伴
う

既
存

施
設

の
改

修
等

　
通

常
１

／
２

→
離

島
振

興
地

域
５

．
５

／
１

０

・
小

中
学

校
等

の
改

築
　

通
常

１
／

３
→

離
島

振
興

地
域

５
．

５
／

１
０

大
臣

官
房

文
教

施
設

企
画

・
防

災
部

施
設

助
成

課
0
3
-
6
7
3
4
-
2
4
6
4

7
5

1
9

文
部

科
学

省

地
域

社
会

に
根

ざ
し

た
高

等
学

校
の

学
校

間
連

携
・
協

働
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
事

業
（
Ｃ

Ｏ
Ｒ

Ｅ
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

想
）

複
数

の
高

等
学

校
の

教
育

課
程

の
共

通
化

や
IC

T
機

器
の

最
大

限
の

活
用

に
よ

り
、

中
山

間
地

域
や

離
島

等
の

高
等

学
校

に
お

い
て

も
生

徒
の

多
様

な
進

路
実

現
に

向
け

た
教

育
・
支

援
を

可
能

と
す

る
高

等
学

校
教

育
を

実
現

し
、

持
続

的
な

地
方

創
生

の
核

と
し

て
の

機
能

強
化

を
図

る
。

○
○

委
託

事
業

と
し

て
実

施
初

等
中

等
教

育
局

参
事

官
（
高

等
学

校
担

当
）
付

高
等

学
校

改
革

推
進

室

0
3
-
6
7
3
4
-
2
0
2
2

7
7

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

2
0
-
1

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
近

代
和

風
建

築
等

総
合

調
査

近
代

和
風

建
築

又
は

近
代

化
遺

産
（
建

造
物

等
）
の

所
在

地
、

形
態

・
意

匠
及

び
保

存
状

況
等

に
関

し
て

、
都

道
府

県
が

行
う

調
査

事
業

に
対

す
る

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

7
9

2
0
-
2

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
文

化
財

（
建

造
物

・
美

術
工

芸
品

）
修

理
、

防
災

事
業

重
要

文
化

財
の

管
理

又
は

修
理

に
要

す
る

経
費

、
及

び
公

開
活

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

な
ど

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

文
化

財
第

一
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
0

2
0
-
3

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
登

録
有

形
文

化
財

建
造

物
修

理
事

業

登
録

有
形

文
化

財
建

造
物

の
保

存
と

活
用

を
図

る
た

め
に

必
要

な
保

存
修

理
に

係
る

設
計

監
理

に
要

す
る

経
費

、
及

び
公

開
活

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

な
ど

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
1

2
0
-
4

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
民

家
保

存
管

理
施

設

重
要

文
化

財
で

あ
る

民
家

が
現

状
変

更
等

に
よ

り
居

住
者

の
日

常
生

活
に

著
し

く
支

障
が

生
じ

た
場

合
に

、
当

該
民

家
を

管
理

す
る

た
め

に
新

し
く
保

存
管

理
施

設
を

設
置

す
る

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
１

／
２

（
上

限
あ

り
）

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
個

人
所

有
者

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
2

2
0
-
5

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
文

化
財

建
造

物
等

買
上

重
要

文
化

財
で

あ
る

建
造

物
及

び
そ

の
敷

地
の

保
存

の
た

め
特

別
の

事
情

に
よ

る
買

上
げ

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
１

／
２

　
等

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
3

2
0
-
6

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
地

域
活

性
化

の
た

め
の

特
色

あ
る

文
化

財
調

査
・
活

用

全
国

に
所

在
す

る
我

が
国

の
歴

史
・
文

化
の

解
明

に
必

要
な

文
化

財
（
美

術
工

芸
品

）
（
絵

画
、

彫
刻

、
工

芸
品

、
書

跡
・
典

籍
、

古
文

書
、

歴
史

資
料

等
）
の

平
時

お
よ

び
震

災
や

津
波

等
の

大
規

模
災

害
に

よ
る

散
逸

、
亡

失
を

防
ぎ

、
保

存
対

策
の

基
本

計
画

策
定

に
資

す
る

た
め

に
実

施
す

る
保

存
状

況
等

の
調

査
に

要
す

る
経

費
、

及
び

調
査

成
果

の
情

報
発

信
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

財
第

一
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
4

2
0
-
7

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
天

然
記

念
物

緊
急

調
査

学
術

上
価

値
の

高
い

動
物

・
植

物
及

び
地

質
鉱

物
の

実
態

を
把

握
し

、
そ

の
保

存
対

策
に

資
す

る
た

め
に

行
う

調
査

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
１

／
２

　
等

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
5

2
0
-
8

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
史

跡
等

保
存

活
用

計
画

等
策

定

史
跡

、
名

勝
又

は
天

然
記

念
物

の
保

存
活

用
の

万
全

を
期

す
る

た
め

、
史

跡
等

の
保

存
活

用
計

画
を

策
定

す
る

事
業

に
要

す
る

経
費

、
及

び
古

く
か

ら
文

物
や

人
々

の
交

流
の

舞
台

と
な

っ
て

き
た

古
道

・
運

河
等

と
そ

れ
に

沿
う

地
域

に
残

さ
れ

て
い

る
歴

史
的

遺
産

を
周

囲
の

環
境

を
含

め
て

総
合

的
か

つ
体

系
的

に
調

査
す

る
と

と
も

に
、

そ
れ

ら
を

活
用

し
、

機
能

さ
せ

る
た

め
の

計
画

の
策

定
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
管

理
団

体
等

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
6

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

23



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

2
0
-
9

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
天

然
記

念
物

再
生

事
業

天
然

記
念

物
の

保
護

及
び

再
生

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
○

１
／

２
　

等
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
7

2
0
-
1
0

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
天

然
記

念
物

食
害

対
策

天
然

記
念

物
に

指
定

さ
れ

た
動

物
に

よ
る

農
作

物
、

造
林

木
等

に
対

す
る

食
害

等
の

防
止

対
策

の
た

め
に

、
地

方
公

共
団

体
が

行
う

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助

○
○

２
／

３
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
8

2
0
-
1
1

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
埋

蔵
文

化
財

緊
急

調
査

土
地

に
埋

蔵
さ

れ
て

い
る

文
化

財
の

実
態

を
把

握
す

る
た

め
の

調
査

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
１

／
２

　
等

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

8
9

2
0
-
1
2

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
名

勝
地

調
査

消
滅

や
改

変
の

危
機

に
瀕

し
て

い
る

未
指

定
・
未

登
録

の
名

勝
地

の
保

護
の

た
め

に
、

必
要

情
報

の
集

約
を

目
的

と
し

て
実

施
す

る
調

査
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
0

2
0
-
1
3

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
文

化
的

景
観

保
護

推
進

事
業

文
化

的
景

観
の

保
存

と
活

用
を

図
る

た
め

の
事

業
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
1

2
0
-
1
4

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
伝

統
的

建
造

物
群

保
存

対
策

伝
統

的
建

造
物

群
の

保
存

状
況

等
の

調
査

及
び

こ
れ

に
基

づ
く
保

存
・
防

災
対

策
の

策
定

並
び

に
そ

れ
ら

の
見

直
し

の
事

業
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
2

2
0
-
1
5

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
伝

統
的

建
造

物
群

保
存

地
区

保
存

事
業

重
要

伝
統

的
建

造
物

群
保

存
地

区
の

保
存

の
た

め
に

行
う

当
該

保
存

地
区

内
に

お
け

る
建

造
物

及
び

伝
統

的
建

造
物

群
と

一
体

を
な

す
環

境
を

保
存

す
る

た
め

特
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

物
件

の
管

理
、

修
理

、
修

景
又

は
復

旧
、

及
び

保
存

地
区

の
公

開
活

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

１
／

２
　

等
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
3

2
0
-
1
6

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
指

定
文

化
財

管
理

指
定

文
化

財
の

維
持

管
理

の
万

全
を

期
す

る
た

め
に

、
地

方
公

共
団

体
及

び
国

有
文

化
財

の
管

理
団

体
が

行
う

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
○

１
／

２
　

等
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
国

有
文

化
財

の
管

理
団

体
文

化
庁

文
化

資
源

活
用

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
4

2
0
-
1
7

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
無

形
文

化
財

伝
承

事
業

重
要

無
形

文
化

財
等

の
保

存
の

た
め

の
伝

承
事

業
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
定

額

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
保

持
団

体
、

文
化

庁
長

官
が

そ
の

保
存

に
当

た
る

こ
と

を
適

当
と

認
め

る
団

体
若

し
く

は
個

人

文
化

庁
文

化
財

第
一

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
5

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

24



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

2
0
-
1
8

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
無

形
文

化
財

等
公

開
事

業

重
要

無
形

文
化

財
等

の
保

存
の

た
め

の
公

開
事

業
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
定

額

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
文

化
庁

長
官

が
そ

の
保

存
に

当
た

る
こ

と
を

適
当

と
認

め
る

者
文

化
庁

文
化

財
第

一
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
6

2
0
-
1
9

文
化

庁
【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
民

俗
文

化
財

調
査

有
形

の
民

俗
文

化
財

及
び

こ
れ

に
関

連
す

る
無

形
の

民
俗

文
化

財
に

つ
い

て
、

そ
の

保
護

に
資

す
る

た
め

の
調

査
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
文

化
庁

長
官

が
民

俗
文

化
財

の
調

査
に

当
た

る
こ

と
を

適
当

と
認

め
る

者
文

化
庁

文
化

財
第

一
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
7

2
0
-
2
0

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
重

要
有

形
民

俗
文

化
財

修
理

・
防

災
事

業

重
要

有
形

民
俗

文
化

財
の

管
理

又
は

修
理

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

又
は

管
理

団
体

文
化

庁
文

化
財

第
一

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
8

2
0
-
2
1

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
民

俗
文

化
財

伝
承

・
活

用
等

事
業

民
俗

文
化

財
の

伝
承

・
活

用
等

事
業

の
た

め
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

、
保

護
団

体
な

ど
文

化
庁

文
化

財
第

一
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

9
9

2
0
-
2
2

文
化

庁
【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
文

化
財

保
存

技
術

保
存

事
業

選
定

保
存

技
術

等
の

保
存

の
た

め
の

伝
承

者
の

養
成

等
の

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
○

定
額

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
保

持
者

、
保

存
団

体
、

文
化

庁
長

官
が

そ
の

保
存

に
当

た
る

こ
と

を
適

当
と

認
め

る
団

体
若

し
く
は

個
人

文
化

庁
文

化
財

第
一

課
0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

1
0
0

2
0
-
2
3

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
ふ

る
さ

と
文

化
財

の
森

管
理

業
務

支
援

事
業

文
化

財
建

造
物

の
保

存
に

必
要

な
植

物
性

材
料

の
資

材
供

給
林

及
び

研
修

林
に

お
い

て
、

高
品

位
の

資
材

を
確

保
し

継
続

的
に

供
給

す
る

た
め

に
必

要
な

管
理

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
○

１
／

２
　

等
・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

な
ど

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

1
0
1

2
0
-
2
4

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
歴

史
活

き
活

き
！

史
跡

等
総

合
活

用
整

備
事

業

史
跡

、
名

勝
又

は
天

然
記

念
物

の
保

存
と

活
用

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

そ
の

整
備

等
を

行
う

た
め

に
必

要
な

経
費

、
登

録
記

念
物

の
保

存
と

活
用

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

そ
の

整
備

等
の

設
計

管
理

等
を

行
う

た
め

に
必

要
な

経
費

、
及

び
古

く
か

ら
文

物
や

人
々

の
交

流
の

舞
台

と
な

っ
て

き
た

古
道

・
運

河
等

と
そ

れ
に

沿
う

地
域

に
残

さ
れ

て
い

る
歴

史
的

遺
産

の
活

用
整

備
を

図
る

事
業

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

の
補

助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

な
ど

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

1
0
2

2
0
-
2
5

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
保

存
・

活
用

事
業

費
補

助
金

】
地

域
の

特
色

あ
る

埋
蔵

文
化

財
活

用
事

業

地
域

の
特

色
あ

る
埋

蔵
文

化
財

の
総

合
的

な
公

開
活

用
を

推
進

す
る

た
め

に
必

要
な

経
費

に
つ

い
て

の
補

助
○

○
○

１
／

２
　

等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
文

化
庁

長
官

が
埋

蔵
文

化
財

の
総

合
的

な
公

開
活

用
に

当
た

る
こ

と
を

適
当

と
認

め
る

法
人

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

1
0
3

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

2
1

文
化

庁
地

域
文

化
財

総
合

活
用

推
進

事
業

我
が

国
の

「
た

か
ら

」
で

あ
る

地
域

の
多

様
で

豊
か

な
文

化
遺

産
の

活
用

を
図

る
こ

と
に

よ
り

、
文

化
振

興
と

と
も

に
地

域
活

性
化

に
資

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
○

○
○

○
予

算
の

範
囲

内
に

お
い

て
定

額
補

助

・
補

助
対

象
は

、
地

域
の

文
化

遺
産

の
所

有
者

も
し

く
は

保
護

団
体

（
保

存
会

等
）
等

に
よ

っ
て

構
成

さ
れ

る
実

行
委

員
会

等

文
化

庁
地

域
文

化
創

生
本

部
0
7
5
-
3
3
0
-
6
7
2
0

（
内

線
1
0
2
9
）

1
0
5

2
2

文
化

庁
文

化
芸

術
に

よ
る

子
供

育
成

総
合

事
業

小
学

校
・
中

学
校

等
に

お
い

て
子

供
た

ち
に

一
流

の
文

化
芸

術
団

体
や

芸
術

家
に

よ
る

質
の

高
い

様
々

な
文

化
芸

術
を

鑑
賞

・
体

験
す

る
機

会
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
芸

術
家

に
よ

る
表

現
手

法
を

用
い

た
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

等
を

実
施

す
る

。

○
○

芸
術

家
派

遣
等

補
助

対
象

：
学

校
、

芸
術

団
体

文
化

庁
参

事
官

（
芸

術
文

化
担

当
）
付

学
校

芸
術

教
育

室
0
3
-
6
7
3
4
-
2
8
3
5

1
0
8

2
3
-
1

文
化

庁

危
機

的
な

状
況

に
あ

る
言

語
・

方
言

の
活

性
化

・
調

査
研

究
事

業
（
危

機
的

な
状

況
に

あ
る

言
語

・
方

言
サ

ミ
ッ

ト
の

開
催

）

平
成

２
１

年
２

月
に

ユ
ネ

ス
コ

が
指

摘
し

た
危

機
的

な
状

況
に

あ
る

８
言

語
・
方

言
(八

丈
方

言
が

含
ま

れ
る

)や
東

日
本

大
震

災
の

被
災

地
方

言
に

関
す

る
調

査
結

果
，

各
地

の
継

承
の

た
め

の
取

組
事

例
等

を
紹

介
す

る
と

と
も

に
，

そ
れ

ぞ
れ

の
言

葉
に

よ
る

語
り

の
披

露
や

危
機

言
語

・
方

言
を

使
っ

た
活

動
や

研
究

を
行

っ
て

い
る

方
の

講
演

等
を

通
し

て
，

危
機

言
語

・
方

言
の

価
値

や
，

各
地

域
に

お
け

る
危

機
言

語
・
方

言
の

保
存

・
継

承
の

活
動

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

い
た

だ
き

，
「
地

域
の

宝
」
で

あ
る

言
語

・
方

言
の

危
機

的
な

状
況

の
改

善
に

つ
な

げ
よ

う
と

す
る

も
の

。

○
○

都
道

府
県

に
支

出
委

任
を

し
て

実
施

・
開

催
地

と
な

る
対

象
地

域
は

危
機

的
な

状
況

に
あ

る
言

語
・

方
言

を
抱

え
る

地
域

・
都

道
府

県
に

支
出

委
任

文
化

庁
国

語
課

0
3
-
6
7
3
4
-
2
8
3
9

1
1
0

2
3
-
2

文
化

庁

危
機

的
な

状
況

に
あ

る
言

語
・

方
言

の
活

性
化

・
調

査
研

究
事

業
（
危

機
的

な
状

況
に

あ
る

言
語

・
方

言
の

ア
ー

カ
イ

ブ
化

を
想

定
し

た
実

地
調

査
研

究
）

平
成

２
１

年
２

月
に

ユ
ネ

ス
コ

が
指

摘
し

た
危

機
的

な
状

況
に

あ
る

８
言

語
・
方

言
(八

丈
方

言
が

含
ま

れ
る

)の
う

ち
，

音
声

資
料

や
映

像
資

料
を

は
じ

め
，

保
存

・
継

承
に

必
要

な
調

査
研

究
が

十
分

と
は

言
え

な
い

地
域

の
方

言
に

つ
い

て
，

当
該

地
域

の
方

言
の

保
存

・
継

承
に

資
す

る
た

め
，

教
材

等
を

作
成

す
る

上
で

よ
り

ど
こ

ろ
と

な
る

基
礎

デ
ー

タ
の

集
積

を
中

心
に

，
ア

ー
カ

イ
ブ

と
し

て
公

開
す

る
こ

と
を

想
定

し
た

実
地

調
査

及
び

そ
の

分
析

，
方

言
の

保
存

・
継

承
に

資
す

る
諸

研
究

や
成

果
報

告
等

を
行

う
も

の
。

○
○

委
託

事
業

と
し

て
実

施

・
調

査
研

究
の

対
象

と
な

る
の

は
危

機
的

な
状

況
に

あ
る

言
語

・
方

言
を

抱
え

る
地

域
・
委

託
先

は
法

人
格

を
有

す
る

団
体

文
化

庁
国

語
課

0
3
-
6
7
3
4
-
2
8
3
9

1
1
1

2
4

文
化

庁

【
国

宝
重

要
文

化
財

等
防

災
施

設
整

備
費

補
助

金
】

重
要

文
化

財
等

防
災

施
設

整
備

事
業

文
化

財
所

有
者

等
に

対
し

て
必

要
な

防
火

対
策

、
耐

震
対

策
等

に
係

る
施

設
整

備
に

つ
い

て
の

補
助

○
○

○
１

／
２

　
等

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
所

有
者

な
ど

文
化

庁
文

化
資

源
活

用
課

0
3
-
5
2
5
3
-
4
1
1
1

1
1
3

2
5

厚
生

労
働

省
地

域
雇

用
開

発
助

成
金

雇
用

情
勢

が
厳

し
い

地
域

等
に

お
い

て
、

事
業

所
を

設
置

・
整

備
し

、
地

域
の

求
職

者
等

を
雇

い
入

れ
た

場
合

に
活

用
で

き
る

助
成

制
度

○
※

○

事
業

所
の

設
置

・
整

備
費

用
と

増
加

し
た

対
象

労
働

者
の

数
等

に
応

じ
て

一
定

額
を

支
給

平
成

2
9
年

度
よ

り
特

定
有

人
国

境
離

島
地

域
等

メ
ニ

ュ
ー

を
創

設
職

業
安

定
局

地
域

雇
用

対
策

課
0
3
-
3
5
9
3
-
2
5
8
0

1
1
5

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

2
6

厚
生

労
働

省
地

域
雇

用
活

性
化

推
進

事
業

雇
用

機
会

が
不

足
し

て
い

る
地

域
や

過
疎

化
が

進
ん

で
い

る
地

域
等

の
市

町
村

、
経

済
団

体
等

か
ら

構
成

さ
れ

る
協

議
会

が
地

域
の

特
性

を
生

か
し

て
提

案
す

る
「
魅

力
あ

る
雇

用
」
や

「
そ

れ
を

担
う

人
材

」
の

維
持

・
確

保
を

図
る

た
め

の
創

意
工

夫
あ

る
取

組
に

つ
い

て
、

コ
ン

テ
ス

ト
方

式
に

よ
り

選
抜

・
委

託
し

た
上

で
実

施
す

る
。

○
○

１
／

１
（
委

託
事

業
）

・
有

効
求

人
倍

率
が

一
定

以
下

で
あ

る
こ

と
等

の
要

件
を

満
た

す
地

域
及

び
過

疎
等

地
域

と
し

て
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

地
域

が
対

象
・
地

域
の

関
係

者
（
市

町
村

、
経

済
団

体
等

）
か

ら
構

成
さ

れ
る

協
議

会
が

事
業

を
実

施

職
業

安
定

局
地

域
雇

用
対

策
課

0
3
-
3
5
9
3
-
2
5
8
0

1
1
7

2
7

厚
生

労
働

省
多

様
な

民
間

機
関

を
活

用
し

た
高

度
・
多

様
な

職
業

訓
練

機
会

の
確

保

求
職

中
の

方
を

対
象

と
し

て
、

就
職

に
必

要
な

技
能

及
び

知
識

の
習

得
を

図
る

た
め

、
民

間
教

育
訓

練
機

関
等

を
活

用
し

て
公

共
職

業
訓

練
（
離

職
者

に
対

す
る

委
託

訓
練

）
及

び
求

職
者

支
援

訓
練

を
実

施
。

○
○

○
委

託
契

約
に

基
づ

く
委

託
費

の
支

払
い

　
等

人
材

開
発

統
括

官
訓

練
企

画
室

0
3
-
3
5
9
5
-
3
3
5
6

1
1
9

2
8

厚
生

労
働

省
水

道
施

設
整

備
費

補
助

金
水

道
施

設
の

整
備

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を

補
助

す
る

。
○

※
○

1
/
4
、

1
/
3
、

4
/
1
0
、

1
/
2

離
島

地
域

の
簡

易
水

道
等

の
整

備
に

つ
い

て
は

、
補

助
率

1
/
2

医
薬

・
生

活
衛

生
局

水
道

課
0
3
-
3
5
9
5
-
2
3
6
8

1
2
1

2
9

厚
生

労
働

省
生

活
基

盤
施

設
耐

震
化

等
交

付
金

水
道

施
設

等
の

耐
震

化
等

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を

交
付

す
る

。
○

※
○

1
/
4
、

1
/
3
、

4
/
1
0
、

1
/
2

離
島

地
域

の
簡

易
水

道
等

の
整

備
に

つ
い

て
は

、
交

付
率

1
/
2

医
薬

・
生

活
衛

生
局

水
道

課
0
3
-
3
5
9
5
-
2
3
6
8

1
2
3

3
0

厚
生

労
働

省
へ

き
地

保
健

医
療

対
策

へ
き

地
に

お
け

る
医

療
提

供
体

制
の

確
保

に
必

要
な

経
費

を
補

助
す

る
。

○
※

※
○

○
１

／
２

、
２

／
３

、
３

／
４

医
政

局
地

域
医

療
計

画
課

0
3
-
3
5
9
5
-
2
1
8
5

1
2
5

3
1

厚
生

労
働

省
離

島
に

居
住

す
る

妊
婦

が
妊

婦
健

診
を

受
診

す
る

た
め

の
交

通
費

等
の

支
援

離
島

に
住

む
妊

婦
の

妊
婦

健
康

健
診

を
受

診
す

及
び

出
産

に
必

要
な

医
療

を
受

け
る

機
会

を
確

保
す

る
た

め
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

地
方

単
独

事
業

と
し

て
行

う
健

康
診

査
及

び
分

娩
の

支
援

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を

特
別

交
付

税
に

よ
り

措
置

す
る

。

○
－

特
別

交
付

税
に

よ
り

措
置

子
ど

も
家

庭
局

母
子

保
健

課
0
3
-
3
5
9
5
-
2
5
4
4

1
2
7

3
2

厚
生

労
働

省
離

島
等

地
域

に
お

け
る

特
別

地
域

加
算

に
係

る
利

用
者

負
担

額
軽

減
措

置
事

業

離
島

等
で

の
介

護
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
た

場
合

の
特

別
地

域
加

算
に

よ
る

負
担

へ
の

対
応

と
し

て
、

市
町

村
民

税
非

課
税

の
者

の
利

用
者

負
担

額
の

１
割

分
を

減
額

す
る

。
○

○
○

１
／

２
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

地
域

が
対

象
老

健
局

介
護

保
険

計
画

課
0
3
-
3
5
9
5
-
2
8
9
0

1
2
9

3
3

厚
生

労
働

省
地

域
医

療
介

護
総

合
確

保
基

金

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
に

向
け

て
、

都
道

府
県

計
画

に
基

づ
き

、
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

等
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
介

護
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
た

め
の

支
援

を
行

う
。

○
※

○
2
/
3

老
健

局
高

齢
者

支
援

課
0
3
-
3
5
9
5
-
2
8
8
8

1
3
0

3
4

農
林

水
産

省
食

料
産

業
・
６

次
産

業
化

交
付

金
の

う
ち

「
６

次
産

業
化

の
推

進
及

び
６

次
産

業
化

施
設

整
備

」

地
域

の
創

意
工

夫
を

生
か

し
な

が
ら

、
多

様
な

事
業

者
が

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
し

て
取

り
組

む
新

商
品

開
発

や
販

路
開

拓
、

農
林

水
産

物
の

加
工

・
販

売
施

設
の

整
備

等
の

取
組

を
支

援
。

○
※

○
○

○
○

ソ
フ

ト
事

業
1
/
2
、

1
/
3
以

内
ハ

ー
ド

事
業

1
/
2
、

3
/
1
0
以

内

地
方

公
共

団
体

が
交

付
対

象
と

な
る

の
は

ソ
フ

ト
事

業
の

み
。

ハ
ー

ド
事

業
の

実
施

に
は

、
以

下
の

要
件

あ
り

。
・
六

次
産

業
化

・
地

産
地

消
法

に
基

づ
く
総

合
化

事
業

計
画

等
の

認
定

を
受

け
て

い
る

こ
と

・
事

業
実

施
に

当
た

り
融

資
又

は
出

資
を

受
け

て
い

る
こ

と

食
料

産
業

局
産

業
連

携
課

0
3
-
6
7
3
8
-
6
4
7
4

1
3
2

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

27



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

3
5

農
林

水
産

省
甘

味
資

源
作

物
生

産
支

援
対

策

国
内

産
糖

と
輸

入
糖

と
の

内
外

コ
ス

ト
差

を
調

整
し

、
甘

味
資

源
作

物
生

産
者

等
の

経
営

安
定

を
図

る
た

め
の

交
付

金
を

交
付

す
る

と
と

も
に

、
「
さ

と
う

き
び

増
産

基
金

」
に

よ
る

病
害

虫
防

除
・
か

ん
水

な
ど

の
自

然
災

害
に

対
応

し
た

取
組

及
び

甘
味

資
源

作
物

の
生

産
性

向
上

や
働

き
方

改
革

に
対

応
し

た
分

み
つ

糖
工

場
の

労
働

効
率

を
高

め
る

取
組

を
支

援
。

○
○

○
○

○
○

○
1
/
2
以

内
、

6
/
1
0
以

内
、

定
額

政
策

統
括

官
地

域
作

物
課

0
3
-
3
5
0
1
-
3
8
1
4

1
3
4

3
6

農
林

水
産

省
畜

産
・
酪

農
収

益
力

強
化

整
備

等
特

別
対

策
事

業

　
畜

産
農

家
を

始
め

と
す

る
地

域
の

関
係

者
が

連
携

し
、

作
業

の
外

部
化

や
省

力
化

、
規

模
拡

大
等

に
よ

り
、

体
質

強
化

を
進

め
る

た
め

、
地

域
で

策
定

す
る

畜
産

ク
ラ

ス
タ

ー
計

画
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
中

心
的

な
経

営
体

等
が

行
う

施
設

整
備

や
機

械
導

入
な

ど
の

競
争

力
強

化
に

向
け

た
生

産
基

盤
の

構
築

や
生

産
性

向
上

等
に

向
け

た
取

組
の

実
証

調
査

等
を

支
援

。
　

ま
た

、
畜

産
ク

ラ
ス

タ
ー

計
画

に
基

づ
く
、

牛
肉

の
輸

出
拡

大
や

都
府

県
酪

農
の

生
産

基
盤

強
化

の
た

め
の

、
繁

殖
雌

牛
と

乳
用

後
継

牛
の

増
頭

を
支

援
。

○
○

○
○

1
/
2
以

内
、

定
額

生
産

局
①

畜
産

企
画

課

②
牛

乳
乳

製
品

課

①
0
3
-
3
5
0
1
-
1
0
8
3

　
 0

3
-
3
5
0
2
-
0
8
7
4

②
0
3
ｰ

3
5
0
2
ｰ

5
9
8
8

1
3
6

3
7

農
林

水
産

省
畜

産
・
酪

農
生

産
力

強
化

対
策

事
業

畜
産

・
酪

農
の

生
産

力
強

化
を

図
る

た
め

、
性

判
別

技
術

を
活

用
し

た
優

良
な

乳
用

種
後

継
牛

の
確

保
及

び
畜

産
経

営
に

お
け

る
新

技
術

を
活

用
し

た
繁

殖
性

の
向

上
、

種
豚

の
改

良
に

よ
る

生
産

性
の

向
上

等
の

取
組

を
支

援
。

○
○

○

支
援

対
象

者
へ

は
定

額
、

1
/
2
以

内
（
基

金
管

理
団

体
へ

は
定

額
）

生
産

局
畜

産
振

興
課

0
3
-
6
7
4
4
-
2
5
8
7

1
3
8

3
8

農
林

水
産

省

農
業

経
営

基
盤

強
化

資
金

利
子

助
成

金
等

交
付

事
業

（
ス

ー
パ

ー
L
資

金
の

金
利

負
担

軽
減

措
置

）

　
ス

ー
パ

ー
Ｌ

資
金

の
金

利
負

担
軽

減
措

置
を

実
施

し
、

規
模

拡
大

等
に

意
欲

的
に

取
り

組
む

農
業

者
を

金
融

面
か

ら
強

力
に

支
援

。
○

○
民

間
事

業
者

　
貸

付
当

初
５

年
間

実
質

無
利

子
化

経
営

局
金

融
調

整
課

0
3
-
6
7
4
4
-
2
1
6
5

1
4
0

3
9

農
林

水
産

省
農

業
人

材
力

強
化

総
合

支
援

事
業

次
世

代
を

担
う

人
材

を
育

成
・
確

保
す

る
た

め
、

就
農

準
備

や
経

営
開

始
時

の
早

期
の

経
営

確
立

を
支

援
す

る
資

金
の

交
付

、
農

業
法

人
等

で
の

実
践

研
修

、
就

農
希

望
者

に
対

す
る

相
談

体
制

の
整

備
、

労
働

力
の

調
整

に
よ

る
人

材
の

確
保

、
地

域
に

お
け

る
新

規
就

農
者

へ
の

サ
ポ

ー
ト

活
動

、
農

業
大

学
校

・
農

業
高

校
等

に
お

け
る

農
業

教
育

の
高

度
化

等
を

支
援

。

○
※

○
○

○
○

定
額

、
1
/
2
以

内
・
原

則
5
0
歳

未
満

の
就

農
希

望
者

及
び

認
定

新
規

就
農

者
等

経
営

局
就

農
・
女

性
課

0
3
-
3
5
0
2
-
6
4
6
9

1
4
2

4
0

農
林

水
産

省
農

山
漁

村
振

興
交

付
金

　
地

域
の

創
意

工
夫

に
よ

る
活

動
の

計
画

づ
く
り

か
ら

農
業

者
等

を
含

む
地

域
住

民
の

就
業

の
場

の
確

保
、

農
山

漁
村

に
お

け
る

所
得

の
向

上
や

雇
用

の
増

大
に

結
び

つ
け

る
取

組
を

取
組

の
発

展
段

階
に

応
じ

て
総

合
的

に
支

援
し

、
農

林
水

産
業

に
関

わ
る

地
域

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
維

持
と

農
山

漁
村

の
活

性
化

及
び

自
立

化
を

後
押

し
す

る
。

対
象

事
業

は
下

記
の

通
り

。
①

地
域

活
性

化
対

策
②

農
泊

推
進

対
策

③
農

山
漁

村
活

性
化

整
備

対
策

○
○

○
○

○
定

額
、

1
/
2
　

等
・
農

林
漁

業
者

の
組

織
す

る
団

体
等

農
村

振
興

局

①
都

市
農

村
交

流
課 （
地

域
活

性
化

対
策

）
②

都
市

農
村

交
流

課 （
農

泊
推

進
対

策
）

③
地

域
整

備
課

（
農

山
漁

村
活

性
化

整
備

対
策

）

①
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

②
0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
6

③
0
3
-
3
5
0
1
-
0
8
1
4

1
4
5

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

28



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

4
1

農
林

水
産

省

強
い

農
業

・
担

い
手

づ
く
り

総
合

支
援

交
付

金
（
う

ち
産

地
基

幹
施

設
等

支
援

タ
イ

プ
）

国
産

農
畜

産
物

の
安

定
供

給
の

た
め

、
生

産
か

ら
流

通
ま

で
の

強
い

農
業

づ
く
り

に
必

要
な

産
地

基
幹

施
設

の
整

備
等

を
支

援
。

○
※

○
○

○
都

道
府

県
へ

は
定

額
（
事

業
実

施
主

体
へ

は
事

業
費

の
1
/
2
以

内
等

）

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
農

業
者

の
組

織
す

る
団

体
、

事
業

協
同

組
合

な
ど

生
産

局

食
料

産
業

局

総
務

課
生

産
推

進
室 食

品
流

通
課

卸
売

市
場

室

0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
5

0
3
-
6
7
4
4
-
2
0
5
9

1
5
0

4
2

農
林

水
産

省
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
対

策
交

付
金

深
刻

化
・
広

域
化

し
て

い
る

野
生

鳥
獣

に
よ

る
農

林
水

産
業

等
に

係
る

被
害

に
対

応
す

る
た

め
、

鳥
獣

被
害

防
止

特
別

措
置

法
に

基
づ

き
市

町
村

が
作

成
し

た
「
被

害
防

止
計

画
」
に

基
づ

く
取

組
等

を
総

合
的

に
支

援
。

具
体

的
に

は
、

・
侵

入
防

止
柵

、
処

理
加

工
施

設
、

捕
獲

技
術

高
度

化
施

設
等

の
整

備
・
捕

獲
機

材
の

導
入

、
追

い
払

い
等

の
地

域
ぐ

る
み

の
被

害
防

止
活

動
・
捕

獲
を

含
め

た
サ

ル
の

複
合

対
策

、
他

地
域

の
人

材
を

活
用

し
た

捕
獲

、
ＩＣ

Ｔ
等

を
用

い
た

実
証

・
捕

獲
活

動
の

取
組

・
ジ

ビ
エ

利
活

用
推

進
の

取
組

等

○
○

○
○

都
道

府
県

へ
は

定
額

（
事

業
実

施
主

体
へ

は
事

業
費

の
1
/
2
以

内
等

）

・
鳥

獣
被

害
防

止
特

別
措

置
法

に
基

づ
く
被

害
防

止
計

画
が

策
定

さ
れ

て
い

る
こ

と
又

は
作

成
さ

れ
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

等
の

採
択

要
件

あ
り

。

農
村

振
興

局
鳥

獣
対

策
・
農

村
環

境
課

鳥
獣

対
策

室
0
3
-
3
5
9
1
-
4
9
5
8

1
5
2

4
3

農
林

水
産

省

強
い

農
業

・
担

い
手

づ
く
り

総
合

支
援

交
付

金
（
う

ち
地

域
担

い
手

育
成

支
援

タ
イ

プ
及

び
先

進
的

農
業

経
営

確
立

支
援

タ
イ

プ
）

地
域

の
担

い
手

（
実

質
化

さ
れ

た
人

・
農

地
プ

ラ
ン

に
位

置
付

け
ら

れ
た

中
心

経
営

体
、

農
地

中
間

管
理

機
構

か
ら

賃
借

権
の

設
定

等
を

受
け

た
者

等
）
が

融
資

を
受

け
、

農
業

用
機

械
・
施

設
を

導
入

す
る

取
組

を
支

援
し

ま
す

。
○

○
3
/
1
0
以

内
経

営
局

経
営

政
策

課
担

い
手

総
合

対
策

室
0
3
-
6
7
4
4
-
2
1
4
8

1
5
5

4
4

農
林

水
産

省
農

業
法

人
投

資
育

成
事

業

 株
式

会
社

又
は

投
資

事
業

有
限

責
任

組
合

が
、

農
業

法
人

に
対

す
る

投
資

の
円

滑
化

に
関

す
る

特
別

措
置

法
（
投

資
円

滑
化

法
）
に

基
づ

き
、

農
業

法
人

投
資

育
成

事
業

（
農

業
法

人
の

株
式

等
の

取
得

及
び

経
営

指
導

等
を

行
う

事
業

）
に

関
す

る
事

業
計

画
に

つ
い

て
農

林
水

産
大

臣
の

承
認

を
受

け
た

場
合

に
は

、
株

式
会

社
日

本
政

策
金

融
公

庫
か

ら
出

資
を

受
け

る
こ

と
が

可
能

（
出

資
比

率
５

０
％

未
満

）
。

○
○

民
間

事
業

者
出

資
比

率
５

０
％

未
満

　
株

式
会

社
日

本
政

策
金

融
公

庫
か

ら
の

出
資

を
受

け
な

く
て

も
、

農
業

法
人

投
資

育
成

事
業

を
行

う
こ

と
は

可
能

。
　

株
式

会
社

日
本

政
策

金
融

公
庫

か
ら

の
出

資
を

受
け

る
に

は
、

公
庫

の
募

集
要

項
の

条
件

を
満

た
す

こ
と

が
必

要
。

　
公

庫
の

予
算

上
の

制
約

が
あ

る
た

め
、

希
望

者
全

て
が

出
資

を
受

け
ら

れ
る

と
は

限
ら

な
い

。

経
営

局
金

融
調

整
課

0
3
-
6
7
4
4
-
1
3
9
5

1
5
7

4
5

農
林

水
産

省
産

地
生

産
基

盤
パ

ワ
ー

ア
ッ

プ
事

業
（
う

ち
収

益
性

向
上

対
策

）

収
益

力
強

化
に

計
画

的
に

取
り

組
む

産
地

に
対

し
、

計
画

の
実

現
に

必
要

な
農

業
機

械
の

導
入

、
集

出
荷

貯
蔵

施
設

の
整

備
等

を
総

合
的

に
支

援
。

○
※

○
○

○
1
/
2
以

内
等

効
果

増
進

事
業

は
定

額
（
1
/
2
相

当
）

「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
農

業
者

、
農

業
者

の
組

織
す

る
団

体
な

ど
生

産
局

総
務

課
生

産
推

進
室

0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
4
5

1
5
9

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

4
6

農
林

水
産

省
中

山
間

地
域

等
直

接
支

払
交

付
金

農
業

生
産

条
件

の
不

利
な

中
山

間
地

域
等

に
お

い
て

、
集

落
等

を
単

位
に

、
農

用
地

を
維

持
・
管

理
し

て
い

く
た

め
の

取
決

め
(協

定
)を

締
結

し
、

そ
れ

に
し

た
が

っ
て

農
業

生
産

活
動

等
を

行
う

場
合

に
、

面
積

に
応

じ
て

一
定

額
を

交
付

し
ま

す
。

○
○

○
定

額

・
対

象
と

な
る

地
域

は
地

域
振

興
立

法
等

で
指

定
さ

れ
た

地
域

に
お

い
て

、
傾

斜
が

あ
る

等
の

基
準

を
満

た
す

一
団

の
農

用
地

・
補

助
対

象
は

、
農

業
者

の
組

織
す

る
団

体
等

農
村

振
興

局
地

域
振

興
課

0
3
-
3
5
0
1
-
8
3
5
9

1
6
1

4
7

農
林

水
産

省
多

面
的

機
能

支
払

交
付

金

農
業

・
農

村
の

多
面

的
機

能
の

維
持

・
発

揮
を

図
る

た
め

、
地

域
共

同
で

行
う

、
地

域
資

源
（
農

地
、

水
路

、
農

道
等

）
の

基
礎

的
保

全
活

動
や

質
的

向
上

を
図

る
活

動
を

支
援

○
○

○
定

額

・
交

付
単

価
は

地
域

、
地

目
等

に
よ

り
異

な
る

・
補

助
対

象
は

、
農

業
者

等
の

組
織

す
る

団
体

等
農

村
振

興
局

農
地

資
源

課
・
多

面
的

機
能

支
払

推
進

室
0
3
-
6
7
4
4
-
2
1
9
7

1
6
3

4
8

農
林

水
産

省
特

定
野

菜
等

供
給

産
地

育
成

価
格

差
補

給
事

業

野
菜

生
産

・
出

荷
の

安
定

と
消

費
者

へ
の

安
定

供
給

を
図

る
た

め
、

価
格

低
落

時
に

お
け

る
生

産
者

補
給

金
の

交
付

等
を

実
施

。
○

※
○

○
１

／
３

生
産

局
園

芸
作

物
課

0
3
-
3
5
0
2
-
5
9
6
1

1
6
5

4
9

農
林

水
産

省
中

山
間

地
域

活
性

化
資

金

農
林

水
産

業
の

生
産

流
通

条
件

が
不

利
な

中
山

間
地

域
に

お
い

て
、

農
林

漁
業

を
総

合
的

に
振

興
し

て
地

域
の

活
性

化
を

図
る

た
め

、
地

域
の

農
林

畜
水

産
物

の
加

工
の

増
進

及
び

流
通

の
合

理
化

、
農

林
漁

業
資

源
の

総
合

的
利

用
等

を
目

的
と

し
た

長
期

低
利

の
資

金
を

融
資

。

○
○

○
○

○

貸
付

利
率

：
0
.2

1
％

～
0
.6

0
％

（
令

和
3
年

3
月

1
8
日

現
在

）
貸

付
限

度
額

：
負

担
額

の
8
0
％

以
内

・
貸

付
対

象
者

は
、

中
小

企
業

者
等

に
限

る
農

村
振

興
局

地
域

振
興

課
0
3
-
6
7
4
4
-
2
4
9
8

1
6
8

5
0

林
野

庁
森

林
・
山

林
多

面
的

機
能

発
揮

対
策

交
付

金

森
林

の
多

面
的

機
能

発
揮

と
と

も
に

関
係

人
口

の
創

出
を

通
じ

、
山

村
地

域
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
維

持
・
活

性
化

を
図

る
た

め
、

地
域

住
民

や
地

域
外

関
係

者
等

に
よ

る
活

動
組

織
が

実
施

す
る

森
林

の
保

全
管

理
、

森
林

資
源

の
活

用
を

図
る

取
組

等
を

支
援

。

○
○

○
定

額
、

1
/
2
、

1
/
3
以

内
※

都
道

府
県

、
市

町
村

に
よ

っ
て

は
上

乗
せ

あ
り

・
一

活
動

組
織

当
た

り
の

単
年

度
の

交
付

額
の

上
限

は
５

０
０

万
円

林
野

庁
森

林
整

備
部

森
林

利
用

課
山

村
振

興
・
緑

化
推

進
室

0
3
-
3
5
0
2
-
0
0
4
8

1
7
1

5
1

林
野

庁

林
業

・
木

材
産

業
成

長
産

業
化

促
進

対
策

交
付

金
（
う

ち
森

林
整

備
地

域
活

動
支

援
対

策
）

森
林

経
営

計
画

の
作

成
や

森
林

施
業

の
集

約
化

に
必

要
と

な
る

森
林

情
報

の
収

集
、

合
意

形
成

活
動

、
森

林
境

界
の

明
確

化
等

の
活

動
に

対
し

て
支

援
○

○
○

○
○

定
額

・
森

林
が

所
在

す
る

市
町

村
長

と
協

定
を

締
結

す
る

必
要

林
野

庁
森

林
整

備
部

森
林

利
用

課
0
3
-
3
5
0
1
-
3
8
4
5

1
7
3

5
2

水
産

庁
離

島
漁

業
再

生
支

援
交

付
金

漁
場

の
生

産
力

の
向

上
な

ど
漁

業
の

再
生

に
共

同
で

取
り

組
む

離
島

の
漁

業
集

落
に

交
付

金
を

交
付

す
る

と
と

も
に

、
離

島
の

新
規

漁
業

就
業

者
に

対
す

る
漁

船
・
漁

具
等

の
リ

ー
ス

の
取

組
を

支
援

す
る

。
○

○
○

都
道

府
県

　
定

額
水

産
庁

漁
港

漁
場

整
備

部
防

災
漁

村
課

0
3
-
6
7
4
4
-
2
3
9
2

1
7
5

5
3

水
産

庁
特

定
有

人
国

境
離

島
漁

村
支

援
交

付
金

特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

に
お

い
て

、
漁

業
集

落
が

行
う

雇
用

を
創

出
す

る
た

め
の

取
組

等
を

市
町

村
が

支
援

す
る

場
合

に
要

す
る

経
費

に
対

し
て

交
付

金
を

交
付

す
る

。

○
○

都
道

府
県

　
定

額
水

産
庁

漁
港

漁
場

整
備

部
防

災
漁

村
課

0
3
-
6
7
4
4
-
2
3
9
2

1
7
7

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

30



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

5
4

水
産

庁
浜

の
活

力
再

生
・
成

長
促

進
交

付
金

の
う

ち
水

産
業

強
化

支
援

事
業

漁
業

所
得

の
向

上
を

目
指

す
「
浜

の
活

力
再

生
プ

ラ
ン

」
の

着
実

な
推

進
を

支
援

す
る

た
め

、
　

「
浜

の
活

力
再

生
プ

ラ
ン

」
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
共

同
利

用
施

設
の

整
備

、
密

漁
防

止
対

策
、

水
産

業
の

ス
マ

ー
ト

化
の

推
進

等
の

取
組

を
支

援
。

○
※

※
○

○
定

額
、

1
/
3
、

4
/
1
0
、

1
/
2
、

5
.5

/
1
0
、

2
/
3
以

内

・
「
補

助
対

象
」
の

「
そ

の
他

」
は

、
漁

協
等

※
離

島
振

興
対

策
実

施
地

域
に

お
い

て
は

、
補

助
率

5
.5

/
1
0

水
産

庁
漁

港
漁

場
整

備
部

防
災

漁
村

課
0
3
-
6
7
4
4
-
2
3
9
1

1
7
9

5
5

水
産

庁
経

営
体

育
成

総
合

支
援

事
業

漁
業

・
漁

村
を

支
え

る
人

材
の

確
保

・
育

成
を

図
る

た
め

、
漁

業
へ

の
就

業
前

の
者

に
対

し
資

金
を

交
付

、
漁

業
現

場
で

の
長

期
研

修
を

通
じ

た
就

業
・
定

着
の

促
進

、
海

技
士

免
許

等
の

資
格

取
得

及
び

漁
業

者
の

経
営

能
力

の
向

上
を

支
援

。

○
○

定
額

水
産

庁
漁

政
部

企
画

課
0
3
-
6
7
4
4
-
2
3
4
0

1
8
1

5
6

水
産

庁
水

産
多

面
的

機
能

発
揮

対
策

環
境

・
生

態
系

の
維

持
・
回

復
や

安
心

し
て

活
動

で
き

る
海

域
の

確
保

な
ど

、
漁

業
者

等
が

行
う

水
産

業
・
漁

村
の

多
面

的
機

能
の

発
揮

に
資

す
る

地
域

の
活

動
を

支
援

。
○

※
○

○
定

額
水

産
庁

漁
港

漁
場

整
備

部
計

画
課

0
3
-
3
5
0
1
-
3
0
8
2

1
8
3

5
7

水
産

庁
韓

国
・
中

国
等

外
国

漁
船

操
業

対
策

事
業

外
国

漁
船

の
影

響
を

受
け

て
い

る
漁

場
の

機
能

回
復

や
漁

業
者

の
経

営
安

定
・
被

害
救

済
の

た
め

の
対

策
を

支
援

。
○

○
定

額
、

1
/
2
、

2
/
5
、

1
/
3
、

2
/
3
以

内
水

産
庁

資
源

管
理

部
管

理
調

整
課

0
3
－

3
5
0
2
－

8
4
6
9

1
8
5

5
8

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

離
島

の
ガ

ソ
リ

ン
流

通
コ

ス
ト

対
策

事
業

費

輸
送

形
態

と
本

土
か

ら
の

距
離

に
応

じ
て

補
助

単
価

を
設

定
し

、
離

島
に

お
け

る
ガ

ソ
リ

ン
の

追
加

的
な

輸
送

コ
ス

ト
相

当
分

を
補

助
す

る
。

○
○

○
○

揮
発

油
販

売
業

者
等

1
0
/
1
0

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

奄
美

群
島

、
小

笠
原

諸
島

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

石
油

流
通

課
0
3
-
3
5
0
1
-
1
5
1
1

内
線

：
4
6
6
1

1
8
7

5
9

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

離
島

へ
の

石
油

製
品

の
安

定
・

効
率

的
な

供
給

体
制

の
構

築
支

援
事

業
費

地
域

ご
と

に
関

係
者

（
自

治
体

、
事

業
者

、
需

要
家

な
ど

）
に

よ
る

検
討

の
場

（
協

議
会

）
を

設
け

、
石

油
製

品
の

流
通

合
理

化
や

安
定

供
給

等
に

向
け

た
議

論
を

行
い

、
地

域
の

実
情

を
踏

ま
え

た
具

体
的

な
対

策
を

策
定

す
る

こ
と

を
支

援
す

る
。

○
○

○
○

○
○

民
間

団
体

等
　

1
0
/
1
0

・
「
対

象
地

域
」
の

「
そ

の
他

」
は

奄
美

群
島

、
小

笠
原

諸
島

、
沖

縄
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

庁
石

油
流

通
課

0
3
-
3
5
0
1
-
1
5
1
1

内
線

：
4
6
6
1

1
8
9

6
0

中
小

企
業

庁
先

端
設

備
等

導
入

計
画

に
係

る
固

定
資

産
税

の
特

例
に

つ
い

て

先
端

設
備

等
導

入
計

画
に

基
づ

き
、

一
定

の
設

備
を

新
規

取
得

し
た

場
合

に
、

自
治

体
の

判
断

に
よ

り
、

固
定

資
産

税
を

最
大

３
年

間
ゼ

ロ
（
*
）
に

で
き

る
。

*
課

税
標

準
を

市
町

村
の

条
例

で
定

め
る

割
合

（
ゼ

ロ
～

1
/
2
）
を

乗
じ

て
得

た
額

と
す

る

○
○

固
定

資
産

税
の

課
税

標
準

を
、

３
年

間
ゼ

ロ
～

１
／

２
（
※

）
に

軽
減

※
 市

町
村

の
条

例
で

定
め

る
割

合

※
市

区
町

村
が

国
か

ら
「
導

入
促

進
基

本
計

画
」
の

同
意

を
受

け
た

地
域

に
限

る
。

中
小

企
業

庁
財

務
課

技
術

・
経

営
革

新
課

0
3
-
3
5
0
1
-
5
8
0
3

0
3
-
3
5
0
1
-
1
8
1
6

1
9
1

6
1

国
土

交
通

省
離

島
活

性
化

交
付

金

海
上

輸
送

費
の

軽
減

等
戦

略
産

業
の

育
成

に
よ

る
雇

用
拡

大
等

の
定

住
促

進
、

観
光

の
推

進
等

に
よ

る
交

流
の

拡
大

促
進

、
安

全
・
安

心
な

定
住

条
件

の
整

備
強

化
等

の
取

組
を

支
援

。
○

○
○

○
○

地
方

公
共

団
体

　
1
/
2
以

内
民

間
団

体
　

1
/
3
以

内
　

等
国

土
政

策
局

離
島

振
興

課
0
3
-
5
2
5
3
-
8
4
2
1

1
9
3

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

6
2

国
土

交
通

省
離

島
に

お
け

る
割

増
償

却
制

度

離
島

振
興

対
策

実
施

地
域

の
う

ち
、

産
業

振
興

促
進

計
画

を
策

定
し

て
い

る
市

町
村

に
お

い
て

、
事

業
（
製

造
業

、
農

林
水

産
物

等
販

売
業

、
旅

館
業

及
び

情
報

サ
ー

ビ
ス

業
等

）
を

行
う

者
が

、
当

該
事

業
の

た
め

に
用

い
る

設
備

（
機

械
、

建
物

、
構

築
物

等
）
を

取
得

し
、

使
用

し
た

場
合

、
普

通
償

却
に

加
え

、
５

年
間

割
増

償
却

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

○
○

○
○

○

償
却

率
　

機
械

・
装

置
 ：

普
通

償
却

限
度

額
の

3
2
％

、
建

物
・
附

属
設

備
、

構
築

物
：
普

通
償

却
限

度
額

の
4
8
％

・
産

業
の

振
興

に
関

す
る

計
画

の
策

定
・
国

の
認

定
が

必
要

国
土

政
策

局
離

島
振

興
課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
4
2
1

1
9
5

6
3

国
土

交
通

省
全

国
の

島
々

が
集

ま
る

祭
典

「
ア

イ
ラ

ン
ダ

ー
」

全
国

の
離

島
地

域
か

ら
出

展
者

が
都

心
に

集
ま

り
「
島

と
都

市
部

と
の

交
流

」
「
島

と
島

と
の

交
流

」
を

通
じ

て
定

住
促

進
を

図
る

事
業

で
あ

る
「
ア

イ
ラ

ン
ダ

ー
」
を

開
催

し
、

離
島

の
魅

力
の

情
報

発
信

を
行

う
場

を
提

供
す

る
と

と
も

に
、

都
市

住
民

の
離

島
に

対
す

る
ニ

ー
ズ

の
把

握
を

目
的

と
し

た
調

査
業

務
（
参

加
者

等
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

、
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
）
を

行
う

。

○
○

○
○

○
○

-
・
原

則
と

し
て

、
（
公

財
）
日

本
離

島
セ

ン
タ

ー
会

員
及

び
離

島
関

係
組

織
の

み
参

加
可

能
国

土
政

策
局

離
島

振
興

課
0
3
-
5
2
5
3
-
8
4
2
1

1
9
7

6
4

国
土

交
通

省
離

島
と

企
業

を
つ

な
ぐ

「
し

ま
っ

ち
ん

ぐ
」

離
島

と
企

業
を

つ
な

ぐ
「
マ

ッ
チ

ン
グ

」
の

場
を

設
け

、
商

談
な

ど
を

通
じ

て
、

離
島

の
活

性
化

に
つ

な
げ

る
取

組
○

○
○

○
-

・
自

治
体

担
当

者
を

通
じ

た
参

加
が

条
件

国
土

政
策

局
離

島
振

興
課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
4
2
1

1
9
9

6
5

国
土

交
通

省
ス

マ
ー

ト
ア

イ
ラ

ン
ド

推
進

実
証

調
査

離
島

地
域

が
抱

え
る

課
題

解
決

の
た

め
、

ＩＣ
Ｔ

や
ド

ロ
ー

ン
な

ど
の

新
技

術
の

離
島

地
域

へ
の

実
装

を
図

る
実

証
調

査
を

行
う

○
○

○
　

-
(国

土
交

通
省

に
よ

る
調

査
事

業
)

離
島

振
興

対
策

実
施

地
域

を
構

成
員

に
含

む
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

等
に

よ
る

応
募

が
条

件
国

土
政

策
局

離
島

振
興

課
0
3
-
5
2
5
3
-
8
4
2
1

2
0
1

6
6

国
土

交
通

省
官

民
連

携
基

盤
整

備
推

進
調

査
費

官
民

連
携

に
よ

る
地

域
活

性
化

を
図

る
た

め
、

民
間

の
設

備
投

資
等

と
一

体
的

に
実

施
す

る
国

土
交

通
省

所
管

の
基

盤
整

備
（
道

路
、

海
岸

、
河

川
、

港
湾

、
都

市
公

園
、

市
街

地
整

備
、

空
港

等
）
の

事
業

化
検

討
に

つ
い

て
、

都
道

府
県

・
市

町
村

に
対

し
て

、
調

査
費

補
助

を
行

う
。

○
○

１
／

２
国

土
政

策
局

広
域

地
方

政
策

課
調

整
室

0
3
-
5
2
5
3
-
8
3
6
0

2
0
3

6
7

国
土

交
通

省
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
改

善
事

業

地
域

の
多

様
な

主
体

の
連

携
・
協

働
に

よ
る

、
地

域
の

暮
ら

し
や

産
業

に
不

可
欠

な
交

通
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

・
充

実
に

向
け

た
取

組
を

支
援

○
○

○
○

○
１

／
２

、
１

／
３

　
等

・
地

域
に

お
け

る
協

議
会

の
議

論
を

経
て

計
画

を
作

成
す

る
こ

と
が

前
提

総
合

政
策

局
地

域
交

通
課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
3
9
6

2
0
5

6
8

国
土

交
通

省
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

活
用

検
討

に
向

け
た

実
証

調
査

支
援

事
業

地
域

が
抱

え
る

様
々

な
交

通
の

課
題

の
解

決
と

、
地

域
で

の
低

炭
素

型
モ

ビ
リ

テ
ィ

の
導

入
を

同
時

に
進

め
ら

れ
る

グ
リ

ー
ン

ス
ロ

ー
モ

ビ
リ

テ
ィ

の
導

入
、

地
域

で
の

活
用

に
向

け
、

実
証

調
査

を
行

う
。

○
○

　
-

(国
土

交
通

省
に

よ
る

調
査

事
業

)
総

合
政

策
局

環
境

政
策

課
0
3
-
5
2
5
3
-
8
2
6
9

2
0
8

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

32



全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

6
9

国
土

交
通

省
海

の
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

利
活

用
に

関
す

る
実

証
事

業

沿
岸

・
離

島
地

域
が

抱
え

る
課

題
解

決
の

た
め

、
海

の
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

新
た

な
技

術
・
知

見
を

活
用

し
、

現
地

に
実

装
す

る
た

め
に

必
要

な
検

証
す

べ
き

事
項

に
つ

い
て

、
実

証
的

な
実

験
を

行
う

。

○
○

○
○

○
実

験
に

要
す

る
経

費
の

助
成

（
5
0
0
万

円
以

内
）

※
海

の
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
（
A

S
V

、
A

U
V

、
R

O
V

な
ど

、
推

進
力

を
有

し
海

上
ま

た
は

海
中

を
無

人
で

浮
遊

し
移

動
す

る
も

の
）
を

活
用

し
て

、
新

た
な

利
活

用
で

結
果

を
公

表
で

き
る

も
の

に
限

る
。

※
実

証
海

域
の

使
用

に
係

る
自

治
体

を
含

む
関

係
者

へ
説

明
済

み
で

あ
る

こ
と

を
条

件
と

す
る

。
※

詳
細

は
調

整
中

の
た

め
、

変
更

が
あ

り
う

る
。

※
公

募
は

6
月

以
降

に
開

始
予

定
。

総
合

政
策

局
海

洋
政

策
課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
2
6
6

2
1
1

7
0

観
光

庁
訪

日
外

国
人

旅
行

者
受

入
環

境
整

備
緊

急
対

策
事

業

訪
日

外
国

人
旅

行
者

受
入

環
境

整
備

に
積

極
的

に
取

り
組

む
地

域
に

お
い

て
、

観
光

地
及

び
公

共
交

通
機

関
に

お
け

る
ス

ト
レ

ス
フ

リ
ー

で
快

適
に

旅
行

で
き

る
環

境
を

整
備

す
る

た
め

、
地

方
自

治
体

や
観

光
地

域
づ

く
り

法
人

（
Ｄ

Ｍ
Ｏ

）
、

旅
館

・
ホ

テ
ル

、
交

通
事

業
者

そ
の

他
の

民
間

事
業

者
等

が
行

う
、

多
言

語
で

の
観

光
情

報
提

供
機

能
の

強
化

、
無

料
W

i-
F
iサ

ー
ビ

ス
の

提
供

拡
大

、
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

決
済

の
普

及
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

推
進

、
感

染
症

対
策

等
に

関
す

る
個

別
の

取
組

を
支

援
す

る
。

○ (※
)

○
○

○
2
/
3
、

1
/
2
、

2
/
5
、

1
/
3
、

1
/
4

※
訪

日
外

国
人

旅
行

者
受

入
環

境
整

備
に

積
極

的
に

取
り

組
む

地
域

で
あ

る
こ

と
。

加
え

て
、

地
方

で
の

消
費

拡
大

に
向

け
た

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

対
応

支
援

事
業

に
お

い
て

は
、

補
助

対
象

は
、

観
光

地
の

「
ま

ち
あ

る
き

」
の

満
足

度
向

上
整

備
支

援
事

業
の

対
象

と
な

る
地

域
を

除
き

、
着

地
型

整
備

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

地
域

に
お

い
て

実
施

さ
れ

る
も

の
に

限
る

。
※

一
部

事
業

に
つ

い
て

は
地

域
要

件
の

対
象

外

観
光

庁
外

客
受

入
担

当
参

事
官

室
0
3
-
5
2
5
3
-
8
9
7
2

2
1
3

7
1

観
光

庁
地

域
通

訳
案

内
士

制
度

各
地

域
に

お
け

る
通

訳
案

内
士

の
不

足
に

対
応

を
図

る
観

点
か

ら
、

一
定

区
域

内
に

お
い

て
名

称
独

占
資

格
を

付
与

す
る

地
域

通
訳

案
内

士
制

度
を

導
入

す
る

こ
と

に
よ

り
、

多
様

化
す

る
訪

日
外

国
人

旅
行

者
の

旅
行

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
を

図
っ

て
い

る
。

○
○

　
-

（
地

域
通

訳
案

内
士

育
成

等
計

画
の

策
定

に
際

し
て

の
ア

ド
バ

イ
ス

等
の

支
援

）

観
光

庁
観

光
人

材
政

策
室

0
3
-
5
2
5
3
-
8
3
6
7

2
1
6

7
2

観
光

庁
広

域
周

遊
観

光
促

進
の

た
め

の
観

光
地

域
支

援
事

業

訪
日

外
国

人
旅

行
者

及
び

日
本

人
国

内
旅

行
者

の
「
新

た
な

旅
の

ス
タ

イ
ル

」
に

対
応

す
る

た
め

、
観

光
地

域
づ

く
り

法
人

（
D

M
O

）
が

中
心

と
な

り
、

地
域

が
一

体
と

な
っ

て
行

う
、

調
査

・
戦

略
策

定
、

滞
在

コ
ン

テ
ン

ツ
の

充
実

、
受

入
環

境
整

備
、

旅
行

商
品

流
通

環
境

整
備

、
情

報
発

信
と

い
っ

た
取

組
に

対
し

て
総

合
的

な
支

援
を

行
う

。

○
○

○

定
額

（
調

査
・
戦

略
策

定
）

事
業

費
の

1
/
2
（
滞

在
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
、

受
入

環
境

整
備

、
旅

行
商

品
流

通
環

境
整

備
、

情
報

発
信

・
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

）

※
継

続
事

業
に

つ
い

て
は

2
年

目
:2

/
5
、

3
年

目
:1

/
3

観
光

庁
観

光
地

域
振

興
課

広
域

連
携

推
進

室
0
3
-
5
2
5
3
-
8
3
2
7

2
1
9

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

7
3

観
光

庁
地

域
観

光
資

源
の

多
言

語
解

説
整

備
支

援
事

業

訪
日

外
国

人
旅

行
者

に
と

っ
て

分
か

り
や

す
く
、

面
的

な
観

光
ス

ト
ー

リ
ー

を
伝

え
る

魅
力

的
な

解
説

文
の

整
備

を
促

進
す

る
た

め
、

国
が

英
語

の
ネ

イ
テ

ィ
ブ

等
専

門
人

材
の

リ
ス

ト
化

、
派

遣
体

制
の

構
築

を
行

い
、

地
域

に
お

け
る

観
光

資
源

の
解

説
文

の
作

成
等

を
支

援
す

る
。

ま
た

、
本

事
業

で
作

成
し

て
い

る
英

語
解

説
文

を
元

に
し

た
中

国
語

解
説

文
作

成
を

支
援

す
る

。

○
○

　
-

(観
光

庁
に

よ
る

調
査

事
業

)

本
事

業
の

費
用

の
対

象
は

、
解

説
文

の
作

成
に

要
す

る
費

用
の

み
で

あ
り

、
解

説
文

完
成

後
の

情
報

発
信

媒
体

整
備

に
要

す
る

費
用

に
つ

い
て

は
対

象
と

し
な

い
。

観
光

庁
観

光
資

源
課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
9
2
5

2
2
1

7
4

観
光

庁

ＩＣ
Ｔ

等
を

活
用

し
た

多
言

語
対

応
等

に
よ

る
観

光
地

の
　

「
ま

ち
あ

る
き

」
の

満
足

度
向

上

訪
日

外
国

人
旅

行
者

の
来

訪
が

特
に

多
い

観
光

地
等

に
お

い
て

、
公

共
交

通
機

関
の

駅
等

か
ら

個
々

の
観

光
ス

ポ
ッ

ト
に

至
る

ま
で

、
IC

T
も

活
用

し
て

、
多

言
語

案
内

標
識

や
無

料
エ

リ
ア

W
i-

F
iの

整
備

、
域

内
の

小
売

・
飲

食
店

を
挙

げ
た

キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
決

済
対

応
等

の
ま

ち
な

か
に

お
け

る
面

的
な

「
ま

る
ご

と
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
対

応
」
や

、
こ

れ
ら

と
一

体
的

に
行

う
外

国
人

観
光

案
内

所
や

「
道

の
駅

」
等

の
機

能
強

化
、

古
民

家
等

の
歴

史
的

資
源

や
自

転
車

の
活

用
等

を
集

中
的

に
支

援
し

、
「
ま

ち
あ

る
き

」
の

満
足

度
の

向
上

を
目

指
す

。
あ

わ
せ

て
、

観
光

地
の

災
害

等
の

非
常

時
の

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

。

○ (※
)

○
○

○
1
/
2
、

1
/
3

※
訪

日
外

国
人

旅
行

者
の

来
訪

が
特

に
多

い
観

光
地

等
で

あ
る

こ
と

観
光

庁
外

客
受

入
担

当
参

事
官

室
0
3
-
5
2
5
3
-
8
9
7
2

2
2
3

7
5

観
光

庁
公

共
交

通
利

用
環

境
の

革
新

等

　
地

方
部

へ
の

訪
日

外
国

人
旅

行
者

の
誘

致
の

加
速

化
に

向
け

、
我

が
国

へ
の

ゲ
ー

ト
ウ

ェ
イ

と
な

る
空

港
・
港

湾
か

ら
訪

日
外

国
人

旅
行

者
の

来
訪

が
特

に
多

い
観

光
地

等
に

至
る

ま
で

の
既

存
の

公
共

交
通

機
関

等
に

つ
い

て
、

訪
日

外
国

人
旅

行
者

の
 ニ

ー
ズ

が
特

に
高

い
多

言
語

対
応

、
無

料
W

i-
F
iサ

ー
ビ

ス
、

ト
イ

レ
の

洋
式

化
、

キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
決

済
対

応
等

の
取

組
を

一
気

呵
成

に
推

進
。

あ
わ

せ
て

、
二

次
交

通
に

つ
い

て
、

多
様

な
移

動
ニ

ー
ズ

に
き

め
細

や
か

に
対

応
す

る
新

た
な

交
通

サ
ー

ビ
ス

の
創

出
等

を
促

進
し

、
訪

日
外

国
人

旅
行

者
の

移
動

手
段

の
選

択
肢

を
充

実
さ

せ
る

と
と

も
に

、
「
観

光
地

型
M

aa
S
」

の
実

装
に

向
け

て
、

観
光

地
の

公
共

交
通

機
関

の
w

e
b

等
で

の
検

索
を

可
能

と
す

る
デ

ー
タ

化
の

取
組

等
を

支
援

。

○ (※
)

○
○

○
1
/
2
、

1
/
3

※
我

が
国

へ
の

ゲ
ー

ト
ウ

ェ
イ

と
な

る
空

港
・
港

湾
か

ら
訪

日
外

国
人

旅
行

者
の

来
訪

が
特

に
多

い
観

光
地

等
に

至
る

ま
で

の
既

存
の

公
共

交
通

機
関

等
で

あ
る

こ
と

観
光

庁

国
土

交
通

省
総

合
政

策
局

外
客

受
入

担
当

参
事

官
室

地
域

交
通

課

0
3
-
5
2
5
3
-
8
9
7
2

0
3
-
5
2
5
3
-
8
3
9
6

2
2
6

7
6

環
境

省
指

定
管

理
鳥

獣
捕

獲
等

事
業

交
付

金
事

業

都
道

府
県

等
が

指
定

管
理

鳥
獣

捕
獲

等
事

業
に

関
す

る
実

施
計

画
等

を
定

め
て

行
う

指
定

管
理

鳥
獣

（
ニ

ホ
ン

ジ
カ

、
イ

ノ
シ

シ
）
の

捕
獲

等
事

業
を

交
付

金
に

よ
り

支
援

す
る

。

○
○

○
１

／
２

以
内

、
定

額
等

・
補

助
対

象
は

、
都

道
府

県
等

（
今

年
度

の
交

付
金

は
既

に
配

分
済

み
）

自
然

環
境

局
野

生
生

物
課

鳥
獣

保
護

管
理

室
0
3
-
5
5
2
1
-
8
2
8
5

2
2
8

7
7

環
境

省
海

岸
漂

着
物

等
地

域
対

策
推

進
事

業

地
方

公
共

団
体

が
実

施
す

る
海

岸
漂

着
物

等
及

び
漂

流
・
海

底
ご

み
の

回
収

・
処

理
事

業
等

に
対

し
、

補
助

金
を

交
付

。
対

象
事

業
は

、
地

域
計

画
策

定
・
改

定
に

係
る

事
業

、
海

岸
漂

着
物

等
及

び
漂

流
・
海

底
ご

み
の

回
収

・
処

理
に

係
る

事
業

、
こ

れ
ら

海
洋

ご
み

等
の

発
生

抑
制

対
策

に
係

る
事

業
。

○
※

○

地
方

公
共

団
体

１
／

２
（
地

域
計

画
策

定
・
改

定
に

係
る

事
業

）
、

７
／

１
０

（
海

洋
ご

み
の

回
収

・
処

理
、

発
生

抑
制

対
策

に
係

る
事

業
）

※
離

島
振

興
法

の
対

象
と

な
る

地
域

に
つ

い
て

は
、

補
助

率
を

７
／

１
０

か
ら

９
／

１
０

に
嵩

上
げ

水
・
大

気
環

境
局

水
環

境
課

海
洋

環
境

室
0
3
-
5
5
2
1
-
9
0
2
5

2
3
1

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の
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全 国

離 島 地 域

特 定 有 人 国 境 離 島 地

域

そ の 他

地 方 公 共 団 体

協 議 会 等

民 間 事 業 者

そ の 他

局
・
部

課
・
室

連
絡

先
（
T
E
L
）

参
照

ペ
ー

ジ

担
当

N
o
.

府
省

庁
名

事
　

業
　

名
事

　
業

　
概

　
要

主
　

な
　

補
　

助
　

率
備

　
　

考

対
象

地
域

補
助

対
象

7
8

環
境

省

P
P

A
活

用
な

ど
再

エ
ネ

価
格

低
減

等
を

通
じ

た
地

域
の

再
エ

ネ
主

力
化

・
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
促

進
事

業

離
島

は
、

地
理

的
条

件
、

需
要

規
模

等
の

各
種

要
因

よ
り

電
力

供
給

量
に

占
め

る
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
割

合
が

低
く
、

本
土

と
比

較
し

て
、

実
質

的
な

二
酸

化
炭

素
排

出
係

数
が

高
い

状
況

で
あ

る
。

一
方

で
、

太
陽

光
発

電
設

備
等

の
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

は
変

動
性

電
源

で
あ

り
、

電
力

供
給

量
に

占
め

る
割

合
を

高
め

る
に

あ
た

っ
て

は
、

調
整

力
を

強
化

し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

調
整

力
の

強
化

に
あ

た
っ

て
、

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
や

需
要

側
設

備
を

群
単

位
で

管
理

・
制

御
技

術
の

実
装

を
支

援
し

、
離

島
全

体
で

再
エ

ネ
自

給
率

の
向

上
を

図
る

。

○
○

○
○

○
３

／
４

、
２

／
３

・
対

象
地

域
は

電
気

事
業

法
上

の
離

島
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課 地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室

0
3
-
5
5
2
1
-
8
3
5
5

2
3
3

7
9

環
境

省
災

害
等

廃
棄

物
処

理
事

業
海

岸
保

全
区

域
外

の
海

岸
に

大
量

に
漂

着
し

た
廃

棄
物

の
収

集
、

運
搬

及
び

処
分

○
○

○
１

／
２

・
一

部
事

務
組

合
、

広
域

連
合

、
特

別
区

を
含

む
環

境
再

生
・
資

源
循

環
局

廃
棄

物
適

正
処

理
推

進
課

0
3
-
3
5
8
1
-
3
3
5
1

2
4
2

8
0

環
境

省

生
物

多
様

性
保

全
推

進
交

付
金 （
エ

コ
ツ

ー
リ

ズ
ム

地
域

活
性

化
支

援
事

業
）

地
域

協
議

会
の

現
状

を
踏

ま
え

、
エ

コ
ツ

ー
リ

ズ
ム

全
体

構
想

の
作

成
、

エ
コ

ツ
ー

リ
ズ

ム
に

関
す

る
ル

ー
ル

や
プ

ロ
グ

ラ
ム

づ
く
り

、
人

材
育

成
な

ど
の

活
動

経
費

の
一

部
を

助
成

○
○

地
域

協
議

会
　

１
／

２
・
補

助
対

象
の

協
議

会
は

条
件

あ
り

自
然

環
境

局
国

立
公

園
課

国
立

公
園

利
用

推
進

室
0
3
－

5
5
2
1
－

8
2
7
1

2
4
4

8
1

環
境

省
脱

炭
素

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

よ
る

地
域

循
環

共
生

圏
構

築
事

業

「
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

導
入

実
証

・
促

進
事

業
」

に
お

い
て

、
住

宅
地

、
観

光
地

、
離

島
に

お
け

る
交

通
の

低
炭

素
化

と
公

共
交

通
空

白
地

等
の

地
域

課
題

の
解

決
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
（
電

動
で

、
時

速
2
0
km

未
満

で
公

道
を

走
る

こ
と

が
可

能
な

4
人

乗
り

以
上

の
モ

ビ
リ

テ
ィ

）
の

導
入

に
関

す
る

支
援

を
実

施
。

○
○

○
○

１
／

２
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課 地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室

0
3
-
5
5
2
1
-
8
3
5
5

2
4
6

8
2

環
境

省
脱

炭
素

社
会

構
築

に
向

け
た

再
エ

ネ
等

由
来

水
素

活
用

推
進

事
業

脱
炭

素
社

会
の

構
築

に
向

け
、

地
域

で
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

等
か

ら
水

素
を

製
造

、
貯

蔵
・
運

搬
及

び
利

活
用

す
る

事
等

を
支

援
す

る
。

ま
た

、
運

輸
部

門
等

の
脱

炭
素

化
及

び
水

素
需

要
の

増
大

に
向

け
、

燃
料

電
池

バ
ス

等
の

モ
ビ

リ
テ

ィ
へ

の
水

素
活

用
を

支
援

す
る

。

○
○

○
1
/
3
、

1
/
2
、

2
/
3

地
球

環
境

局
地

球
温

暖
化

対
策

課
地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室
0
3
-
5
5
2
1
-
8
3
3
9

2
5
2

8
3

環
境

省

社
会

変
革

と
物

流
脱

炭
素

化
を

同
時

実
現

す
る

先
進

技
術

導
入

促
進

事
業

の
う

ち
過

疎
地

域
等

に
お

け
る

無
人

航
空

機
を

活
用

し
た

物
流

実
用

化
事

業

荷
量

の
限

ら
れ

る
過

疎
地

域
に

お
い

て
、

既
存

物
流

か
ら

ド
ロ

ー
ン

物
流

へ
の

転
換

を
支

援
。

輸
配

送
の

効
率

化
に

よ
る

C
O

2
排

出
量

の
大

幅
削

減
と

と
も

に
、

労
働

力
不

足
対

策
や

災
害

時
、

感
染

症
流

行
時

も
含

め
持

続
可

能
な

物
流

網
の

構
築

を
同

時
実

現
す

る
も

の
。

（
国

土
交

通
省

と
の

連
携

事
業

）

○
○ ※

計
画

策
定

経
費

は
定

額
（
上

限
5
0
0
万

円
）
補

助

機
材

・
設

備
導

入
経

費
（
改

修
経

費
を

含
む

）
は

補
助

率
1
/
2

※
地

方
公

共
団

体
と

共
同

申
請

を
す

る
者

に
限

定

環
境

省
地

球
環

境
局

国
土

交
通

省
総

合
政

策
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

低
炭

素
物

流
推

進
室

物
流

政
策

課

0
3
-
5
5
2
1
-
8
3
2
9

0
3
-
5
2
5
3
-
8
7
9
9

2
5
4

8
4

環
境

省

環
境

で
地

方
を

元
気

に
す

る
地

域
循

環
共

生
圏

づ
く
り

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

費

地
域

循
環

共
生

圏
づ

く
り

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

を
構

築
し

、
地

域
循

環
共

生
圏

の
創

造
を

目
指

す
地

域
を

支
援

す
る

中
で

、
環

境
整

備
と

事
業

化
に

向
け

た
支

援
を

行
う

。
○

○
○

○

環
境

整
備

団
体

は
2
0
0
万

円
ま

で
、

事
業

化
支

援
団

体
は

1
0
0
0
万

円
ま

で
費

用
を

負
担

環
境

省
大

臣
官

房
環

境
計

画
課

0
3
-
5
5
2
1
-
8
3
2
8

2
5
7

注
）
対

象
地

域
の

「
※

」
は

、
全

国
向

け
の

制
度

で
あ

る
が

、
離

島
地

域
に

対
し

て
特

別
の

措
置

が
あ

る
も

の

35



Ⅳ 支援メニュー 個票

36



    

No. 1  Ｒ３予算額 5,000 百万円 

事業名 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金 府省庁名 内閣府 

概 要 

近隣諸国の海洋活動が活発化している状況に鑑み、平成 29 年 4 月に施行された有人国

境離島法に基づき特定有人国境離島地域の地域社会の維持を支援するため、交付金を交

付する。 

支援対象 地方公共団体、民間事業者等 補助率 5.5/10、6/10、5/10 

対象事業 

①運賃低廉化 

○離島住民向けの航路・航空路の運賃について、航路についてはＪＲ運賃並、航

空路については新幹線運賃並に引き下げ 

②物資の費用負担の軽減 

○農水産物（生鮮品）全般の移出に係る輸送コストを低廉化 

○原材料等（飼料、氷、箱など）の移入に係る輸送コストを低廉化 

③雇用機会の拡充 

○民間事業者等による創業・事業拡大のための設備投資資金、運転資金を支援 

（最長５年間の支援） 

○特定有人国境離島地域への人材供給を図るため、同地域における就労体験や

住民との交流等を内容とするツアーの組成及び募集並びに受入れ体制の整備

及び情報の発信等を支援 

④滞在型観光の促進 

    ○「もう一泊」してもらうための着地型観光サービスが組み込まれた旅行商品

等の企画・開発、宣伝、実証、販売促進に係る経費を支援することにより、旅

行者の実質負担を軽減 

     ※ 宿泊及び体験を伴う旅行商品等の造成・販売促進のための旅行代金の割

引等の支援を拡充及びワーケーション及びチャーター便や観光路線の活用

を推進 

支援内容 
①運賃低廉化は 5.5/10 の交付率、②輸送コスト支援は 6/10 の交付率、 

③雇用機会の拡充は 5/10 又は 5.5/10 の交付率、④滞在型観光促進は 5.5/10 の交付率 

離島での 
実績 

Ｒ２年度交付自治体  

礼文町、八丈町、佐渡市、輪島市、隠岐の島町、萩市、五島市、薩摩川内市等 

担当部署 総合海洋政策推進事務局 有人国境離島政策推進室 

連絡先 03-6257-3794 

参照 HP https://www8.cao.go.jp/ocean/kokkyouritou/hourei/r3_hourei/pdf/r3_yosanan.pdf  
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国
特
定
有
人
国
境
離
島

関
係
地
方
公
共
団
体

○
平
成
2
8
年
４
月
に
制
定
さ
れ
た
有
人
国
境
離
島
法
に
基

づ
く
施
策
を
推
進
す
る
た
め
、
各
事
業
を
通
じ
て
特
定

有
人
国
境
離
島
地
域
の
地
域
社
会
の
維
持
を
推
進
。

特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
社
会
維
持
推
進
交
付
金
（
内
閣
府
総
合
海
洋
政
策
推
進
事
務
局
）

令
和
３
年
度
予
算
額
5
0
.0
億
円

（
２
年
度
予
算
額

5
0
.0
億
円
）

事
業
概
要
・
目
的

各
事
業
内
容

資
金
の
流
れ

・
航
路
・
航
空
路
利
用
者
数
が
増
加
（
H
2
8
年
度
6
0
6
万
人
→
H
3
0
年
度
6
1
9
万
人
）

・
新
規
雇
用
者
数
が
増
加
（
令
和
元
年
度
末
ま
で
に
1
,
1
3
7
人
の
雇
用
を
創
出
）

・
そ
の
他
、
農
水
産
物
の
販
路
拡
大
や
作
業
効
率
化
の
た
め
の
投
資
、
従
業
員
の
雇
用
増
や
給

与
増
等
が
実
現

効
果

交
付
率

6
/
10
等

民
間
事
業
者
等

交
付
金

②
物
資
の
費
用
負
担
の
軽
減

②
物
資
の
費
用
負
担
の
軽
減

・
民
間
事
業
者
等
に
よ
る
創
業
・
事
業
拡
大
の
た
め
の
設
備
投
資
、
運
転
資
金
を
支
援

・
本
土
の
人
材
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等
を
目
的
と
し
た
ツ
ア
ー
に
係
る
経
費
を
支
援

③
雇
用
機
会
の
拡
充

③
雇
用
機
会
の
拡
充

・
「
も
う
一
泊
」
し
て
も
ら
う
た
め
の
旅
行
商
品
等
の
造
成
、
宣
伝
、

販
売
促
進
等
に
係
る
経
費
を
支
援

④
滞
在
型
観
光
の
促
進

④
滞
在
型
観
光
の
促
進

→
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
や
、
チ
ャ
ー
タ
ー
便
等
を
活
用
し
た
誘
客
を
支
援

→
感
染
症
対
策
の
た
め
の
物
品
購
入
や
、
新
し
い
生
活
様
式
に
対
応
す
る
事
業
の
支
援

・
離
島
住
民
向
け
の
航
路
・
航
空
路
運
賃
の
低
廉
化

・
農
水
産
物
（
生
鮮
品
）
全
般
の
移
出
、
原
材
料
等
（
飼
料
等
）
の
移
入

①
運
賃
低
廉
化

①
運
賃
低
廉
化

特
定
有
人
国
境
離
島
地
域

１
５
地
域
・
７
１
島

（
８
都
道
県
・
２
９
市
町
村
）

人
口
２
６
９
，
３
０
７
人

（
平
成
2
7
年
国
勢
調
査
）
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No. 2  Ｒ３予算額 12 百万円 

事業名 特定有人国境離島地域事業活動支援利子補給金 府省庁名 内閣府 

概 要 

特定有人国境離島地域での地域社会維持のための雇用機会の拡充を図るため、特定有人

国境離島地域において創業又は事業拡大を行う事業者に対するスタートアップ融資を行

う地域金融機関に対して利子補給を行う。 

支援対象 金融機関 補助率 定額 

対象事業 

○利子補給事業の適用となる融資は、次に掲げる要件に適合する借受者に対して実施す

るものとする。 

 

①  特定有人国境離島地域における創業の場合、当該事業が利子補給の終了後において

も継続又は拡大すると見込まれるもの。 

 

② 特定有人国境離島地域に事業所を有する者による事業拡大の場合、売上高の増加又は

付加価値額（営業利益、人件費及び減価償却費の合計額をいう。以下同じ。）の増加

を伴う事業拡大であって、計画期間内にその事業拡大のために従業員を新たに雇用

し、利子補給の終了後においても雇用が継続又は拡大すると見込まれるもの。 

 

③  特定有人国境離島地域以外の地域における創業の場合、計画期間内に借受者と直接

取引のある特定有人国境離島地域の産品、サービスの生産者等の売上高の増加又は付

加価値額の増加及び従業員の新たな雇用に寄与し、利子補給の終了後においても雇用

が継続又は拡大すると見込まれるもの。 

 

○対象となる融資の例 

 ・水産加工場の整備・改修・増設に対する設備資金。 

 ・新たに離島で事業所を立ち上げたときの設備資金。 

 ・老朽化したホテル・旅館の改修に対する設備資金。 

 ・廃校等を活用した研修施設の改修に対する設備資金。 

 ・ベンチャー企業の事業スタート時の運転資金。 

支援内容 定額 

離島での 
実績 

特定有人国境離島地域の指定金融機関（10 行）に対し、利子補給を行った。 

備 考  

担当部署 総合海洋政策推進事務局 有人国境離島政策推進室 

連絡先 03-6257-3957 

参照 HP  
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No. 3  R３予算額 1,000 億円の内数 

事業名 地方創生推進交付金 府省庁名 内閣府 

概 要 
「地方版総合戦略」に位置付けられ、地域再生法に基づき認定される地域再生計画に記

載される地方公共団体の自主的・主体的な取組で、先導的な事業を支援する。 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 

対象事業 

 各地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略に位置づけられた事業であり、

具体的には以下のような分野を想定 

（１） しごと創生・・・・・ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本   

版 DMO、地域商社）、ローカルサービス生産性向上 等 

（２） 地方への人の流れ・・ 移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成     

               等 

（３） 働き方改革・・・・・ 若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等 

（４） まちづくり・・・・・ コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、 

連携中枢都市、商店街活性化 等 

支援内容 

○ 地域再生法第 5 条 4 項 1 号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対して、

国から、地方創生推進交付金（補助率：1/2）を交付。 

 ※１ 対象事業の中に各府省庁が所管する他の予算制度等がある場合には、その制度の活用が優先さ

れるため、本交付金の支援対象外。 

 ※２ 本交付金の対象事業であっても、事業に係る地方公共団体職員の人件費、特定の個人や個別企

業に対する給付経費及びそれに類するもの及び施設や設備の整備、備品購入自体を主目的とす

るもの、貸付金又は保証金、基金積立金は支援対象外。 

 

○ 地方創生推進交付金の交付対象事業の採択に当たっては、①自立性、②官民協働、

③地域間連携、④政策間連携等の視点から、事業の先導性を審査。 

 

○ 上記の①～④まで全て満たす場合には先駆タイプ（都道府県：最大３億円（国費）、

中枢中核都市：最大 2.5 億円（国費）、市区町村：最大２億円（国費））で申請すること

ができ、①と②～④で２つ以上該当する場合には、横展開タイプ（都道府県：最大 1 億

円（国費）、中枢中核都市：最大 0.85 億円（国費）、市区町村：最大 0.7 億円（国費））

での申請が可能。 

離島での 
実績 

令和２年度交付団体  島根県海士町、長崎県佐世保市、対馬市、五島市  等 

備 考  

担当部署 内閣府 地方創生推進事務局 

連絡先 ０３－３５８１－４２１３ 

参照 HP http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/kouhukin/index.html  
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国

交
付
金
（
１
/
２
）

都
道
府
県

市
町
村

【
対
象
事
業
】

①
先
駆
性
の
あ
る
取
組
及
び
先
駆
的
・
優
良
事
例
の
横
展
開

・
官
民
協
働
、
地
域
間
連
携
、
政
策
間
連
携
、
事
業
推
進
主
体
の
形
成
、
人
材
の
確

保
・
育
成

例
）
し
ご
と
創
生
、
観
光
振
興
、
地
域
商
社
、
ス
ポ
ー
ツ
・
健
康
ま
ち
づ
く
り
、

生
涯
活
躍
の
ま
ち
、
働
き
方
改
革
、
小
さ
な
拠
点
、
商
店
街
活
性
化

等

②
S
o
c
i
e
t
y
5
.
0を
推
進
す
る
た
め
の
全
国
的
な
モ
デ
ル
と
な
る
取
組

・
未
来
技
術
を
活
用
し
た
新
た
な
社
会
シ
ス
テ
ム
づ
く
り
を
支
援

③
わ
く
わ
く
地
方
生
活
実
現
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
（
移
住
・
起
業
・
就
業
支
援
）

・
東
京
圏
か
ら
の
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
の
促
進
及
び
地
方
の
担
い
手
不
足
対
策

④
複
数
年
度
に
わ
た
る
施
設
整
備
事
業
（
地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金
）

○
第
２
期
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に
基
づ
く
地
方

創
生
の
よ
り
一
層
の
推
進
に
向
け
た
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

①
地
方
版
総
合
戦
略
に
基
づ
く
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
的
・
主
体

的
で
先
導
的
な
事
業
を
支
援

②
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
設
定
と
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
組
み
込
み
、
従
来
の

「
縦
割
り
」
事
業
を
超
え
た
取
組
を
支
援

③
地
域
再
生
法
に
基
づ
く
法
律
補
助
の
交
付
金
と
し
、
安
定
的
な
制

度
・
運
用
を
確
保

【
手
続
き
】
地
方
公
共
団
体
は
対
象
事
業
に
係
る
地
域
再
生
計
画

（
概
ね
５
年
程
度
）
を
作
成
し
、
内
閣
総
理
大
臣
が
認
定
。

※
本
交
付
金
の
う
ち
一
部
に
つ
い
て
は
、
地
方
大
学
・
産
業
創
生
法
に

基
づ
く
交
付
金
と
し
て
執
行

地
方
創
生
推
進
交
付
金
（
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局
）

令
和
３
年
度
予
算
額
１
,０
０
０
億
円

（
令
和
２
年
度
予
算
額
１
,０
０
０
億
円
）

事
業
概
要
・
目
的

対
象
事
業
等

資
金
の
流
れ

①
複
数
年
度
に
わ
た
る
施
設
整
備
事
業
の
円
滑
化
（
本
交
付
金
の
う
ち
5
0
億
円

を
地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金
と
し
て
措
置
（
2
0
億
円
の
増
額
）
）

②
移
住
支
援
事
業
の
要
件
緩
和
（
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
等
の
対
象
化
）

③
起
業
支
援
事
業
の
要
件
緩
和
（
S
o
ci
et
y5
.0
関
連
業
種
等
の
対
象
化
）

令
和
３
年
度
か
ら
の
主
な
運
用
改
善

具
体
的
な

「
成
果
目
標
（
Ｋ
Ｐ
Ｉ）
」

の
設
定

「
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

サ
イ
ク
ル
」

の
確
立

（
１
/
２
の
地
方
負
担
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
ま
す
）

交
付
上
限
額
（
国
費
）

申
請
上
限
件
数

都
道
府
県

先
駆
3.
0億
円

横
展
開
1
.
0億
円

原
則
９
事
業
（
う
ち
広
域
連
携
３
事
業
）

中
枢
中
核
都
市

先
駆
2.
5億
円

横
展
開
0
.
8
5億
円

原
則
７
事
業
（
う
ち
広
域
連
携
２
事
業
）

市
町
村

先
駆
2.
0億
円

横
展
開
0
.
7億
円

原
則
５
事
業
（
う
ち
広
域
連
携
１
事
業
）

※
So

cie
ty

5.
0タ
イ
プ
は
都
道
府
県
・
中
枢
中
核
都
市
・
市
町
村
と
も
に
交
付
上
限
額

（
国
費
）

3.
0億
円
、
申
請
上
限
件
数
の
枠
外
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No. 4  Ｒ３予算額 484 百万円 

事業名 特定地域づくり事業推進交付金 府省庁名 
内閣府 

総務省 

概 要 

地域人口の急減に直面している地域において就労その他の社会的活動を通じて地域社

会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材の確保及びその活躍の推進を図るため、

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和元年法

律第 64 号）に基づく特定地域づくり事業協同組合の安定的な運営を確保するための支

援を行います 

 

支援対象 地方公共団体 補助率 1/2 

対象事業 特定地域づくり事業協同組合の運営費を支援 

支援内容 

以下の対象経費について、1/2 までの範囲で地方公共団体が支援した額の 1/2 を支援 

・派遣職員人件費（対象経費の上限額：400 万円/年・人） 

・事務局運営費（対象経費の上限額：600 万円/年） 

離島での 
実績 

R2 島根県海士町 

備 考  

担当部署 
内閣府地方創生推進事務局 

総務省自治行政局地域振興室 

連絡先 
TEL 03-6257-1410 

TEL 03-5253-5534 

参照 HP  
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対
象
：
人
口
規
模
・
人
口
密
度
・
事
業
所
数
等
に
照
ら
し
、
人
材
確
保
に
特
に
支
援
が
必
要
な
地
区
と
し
て
知
事
が
判
断

※
過
疎
地
域
に
限
ら
れ
な
い

認
定
手
続
：
事
業
協
同
組
合
の
申
請
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
知
事
が
認
定
（
1
0
年
更
新
制
）

特
例
措
置
：
労
働
者
派
遣
法
に
基
づ
く
労
働
者
派
遣
事
業
（
無
期
雇
用
職
員
に
限
る
）
を
届
出
で
実
施
可
能

人
口
急
減
法
の
概
要

特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合
制
度
の
概
要

都
道
府
県

・
事
業
者
単
位
で
見
る
と
年
間
を
通
じ
た
仕
事
が
な
い

・
安
定
的
な
雇
用
環
境
、
一
定
の
給
与
水
準
を
確
保
で
き
な
い

⇒
人
口
流
出
の
要
因
、
U
I
J
タ
ー
ン
の
障
害

人
口
急
減
地
域
の
課
題

・
地
域
の
仕
事
を
組
み
合
わ
せ
て
年
間
を
通
じ
た
仕
事
を
創
出

・
組
合
で
職
員
を
雇
用
し
事
業
者
に
派
遣

（
安
定
的
な
雇
用
環
境
、
一
定
の
給
与
水
準
を
確
保
）

⇒
地
域
の
担
い
手
を
確
保

特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合
制
度

〈
組
合
の
運
営
経
費
〉市
町
村

１
／
２

利
用
料
金
収
入

１
／
４

交
付
金

食 品 加 工 業 者

製 材 業 者

介 護 業 者

運 送 業 者

飲 食 ・ 宿 泊 業 者

農 業 者

林 業 者

…

機 械 製 造 業 者

特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合
員

…

人
材
派
遣

認
定

特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合

漁 業 者

１
／
８

特
別

交
付
税

１
／
８

１
／
２
市
町
村
助
成

根
拠
法
：
地
域
人
口
の
急
減
に
対
処
す
る
た
め
の
特
定
地
域
づ
く
り
事
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
2
年
6
月
4日
施
行
）

財
政

支
援

利
用

料
金

地
域
づ
く
り
人
材
の
雇
用
⇒
所
得
の
安
定
・
社
会
保
障
の
確
保

※
こ
の
ほ
か
、
設
立
支
援
に
対
す
る
特
別
交
付
税
措
置
あ
り

R
3
予
算
5
.0
億
円

（
内
閣
府
予
算
計
上
）
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No. 5  R3 当初予算 

R2 補正予算 

0.6 百万円 

- 

事業名 地域活性化伝道師派遣制度 府省庁名 内閣府 

概 要 
 地域の活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対して、地域おこしの専門家

（地域活性化伝道師）を紹介し、指導・助言を行う。 

支援対象 地方公共団体 補助率 
専門家派遣等人材の紹介を通じた支

援 

対象事業 

地方創生推進事務局では、まちづくりや地域産業、観光など様々な分野における地域

おこしの実績を有した民間専門家を地域活性化伝道師として登録している。地域活性化

伝道師は地域からの要請を受け、地域リーダーの育成支援や事業遂行に必要なスキル・

ノウハウの伝授など、自身の知見を基に、地域課題解決に向けた支援を行う。 

支援内容 

①各自治体及び団体等が、課題解決への取組みに適した伝道師を選び、任意に招へいや

相談を行うことができるよう、地方創生推進事務局 HP に地域活性化伝道師のリスト

を掲載。 
②地方創生推進事務局が、地域に対する助言等の一環として、取組熟度が相当程度高く、

支援する意義が特に高いと判断される場合に、地域活性化伝道師を当該地域へ派遣。 

離島での 
実績 ― 

備 考  

担当部署 地方創生推進事務局 
連絡先 03-5510-2167 

参照 HP http://www. chisou.go.jp/tiiki/ouentai.html 
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地
域
活
性
化
伝
道
師
に
つ
い
て

地
域
の
活
性
化
に
向

け
意

欲
的

な
取

組
を

行
お
う
と
す
る
地
域
に
対
し
て
、
地
域
お
こ
し
の
専
門
家

(
地

域
活

性
化

伝
道

師
)
を

紹
介

し
指

導
・

助
言

を
行

う
。

○
地
域

活
性
化
伝
道
師

登
録

数
：

３
９

３
名
（

令
和
３
年
４
月
１
日
現
在
）

※
事
務
局
H
P
（

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
 
c
h
i
s
o
u
.
g
o
.
j
p
/
t
i
i
k
i
/
o
u
e
n
t
a
i
.
h
t
m
l
）
に
お
い
て
公
開

分
野
別
登
録
数
（

重
複

を
含

む
）

○
令
和

２
年
度
実
績
：

地
域

活
性

化
伝

道
師
４

名
を
全
国
４
地
域
に
派
遣

○
活
用

方
法
：

①
各
自

治
体

及
び

団
体

等
が

、
課
題
解
決
へ
の
取
組
み
に
適
し
た
伝
道
師
を
選
び
、

任
意

に
招

へ
い

や
相

談
を

行
う

。
②
地
方

創
生

推
進

事
務

局
が

、
地
域
に
対
す
る
助
言
等
の
一
環
と
し
て
、
取
組
熟
度

が
相

当
程

度
高

く
、

支
援

す
る

意
義

が
特

に
高

い
と

判
断

さ
れ

る
場
合
に
、
地
域
活
性
化
伝
道
師
を
当
該
地
域
へ
派
遣
す
る

。

地
域
の
成
長

力
強

化
・

雇
用

創
出

に
資
す

る
よ

う
、

こ
れ

を
担

う
地

域
人

材
力

の
強

化
に

つ
い

て
地

域
活

性
化

伝
道

師
が

切
れ

目
な

く
支

援

①
地
域
の
リ
ー
ダ

ー
の

育
成

地
域
活

性
化

伝
道

師
の

講
義

を
受

け
、

取
組
の

立
ち

上
が

り
段

階
に

お
け

る
実
行
プ

ラ
ン

の
企

画
、

取
組

の
実

施
体
制
の

構
築

を
後

押
し

。

②
取
組
の
実
施
段
階

実
行
プ
ラ
ン
に
基
づ
く
取
組
を
実
施

拡
大
し
て
い
く
上
で
必
要
と
な
る
人

員
を
確
保
し
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修

な
ど
の
実
施
を
後
押
し
。

地
域
リ
ー
ダ
ー
が
中
心
と
な
っ
て
、

地
域
の
産
学
官

連
携
で
商
品
開
発
を

進
め
、
事
業
化

に
必
要
な
経
営
や
広

告
・
宣
伝
の
ノ

ウ
ハ
ウ
を
伝
授
。

④
販

路
拡

大
・

雇
用

創
出

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
販
路
拡
大
の
支

援
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域

の
新
た
な
産
業
と
し
て
定
着
。
こ
れ

が
モ
デ
ル
と
な
り
、
地
域
間
連
携
に

よ
り
、
広
域
的
に
波
及
。

③
取
組
の

事
業

化
段

階

１
．
地
域
産
業
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
・
農
商
工
連
携

２
．
地
域
医
療
、
福
祉
・

介
護
、
教
育

３
．
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

集
落
再
生

４
．
地
域
交
通
・
情
報
通
信

５
．
農
・
林
・
水
産
業

６
．
観
光
・
交
流

７
．
環
境

８
．
ま
ち
づ
く
り

１
４
８
人

２
２
人

９
５
人

１
６
人

７
８
人

１
３
４
人

３
０
人

１
５
０
人

内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局

事
業
概
要

地
域
活
性
化
伝
道
師
登
録
数
、
実
績
及
び
活
用
方
法

モ
デ
ル
地
域
に
お
け
る
指
導
内
容
イ
メ
ー
ジ
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No. 6  R３予算額 １０２百万円 

事業名 プロフェッショナル人材事業 府省庁名 内閣府 

概 要 
潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」

への転身を促し、その成長戦略を実現するプロフェッショナル人材の活用を支援する。 

支援対象 地域企業 補助率 ― 

対象事業 

【プロフェッショナル人材事業】 
○地域企業が、事業の拡大や革新等の成長のため、プロフェッショナル人材を円滑に活

用できるよう支援する。具体的には、45 道府県（東京都と沖縄県を除く）に整備されて

いる「プロフェッショナル人材戦略拠点」が中心となり、地域企業の経営者に、新商品開

発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦略を実現するための

プロフェッショナル人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、連携する人材ビジネ

ス事業者に人材ニーズを取り繋ぐことで、プロフェッショナル人材と地域企業とのマッ

チングを支援する。 

支援内容 
各道府県に整備されたプロフェッショナル人材戦略拠点によるプロフェッショナル人材

の活用支援。 

離島での 
実績 ― 

備 考 各道府県のプロフェッショナル人材戦略拠点は、地方創生推進交付金等にて支援。 

担当部署 内閣府地方創生推進室 
連絡先 03-5253-2111 

参照 HP http://www.pro-jinzai.go.jp/ 
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４
５
道
府
県
（
東
京
都
と
沖
縄
県
を
除
く
）
が
「
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材

拠
点
」
を
設
置
し
、
平
成
２
８
年
１
月
か
ら
本
格
稼
働
。
潜
在
成
長
力
あ
る

地
域
企
業
に
対
し
、
経
営
戦
略
の
策
定
支
援
と
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人

材
の
活
用
支
援
活
動
を
行
う
。

各
拠
点
は
、
地
域
企
業
の
経
営
者
を
対
象
に
、
成
長
戦
略
や
人
材
戦
略

へ
の
関
心
を
高
め
る
セ
ミ
ナ
ー
等
の
活
動
を
展
開
し
つ
つ
、
成
長
が
期
待

さ
れ
る
企
業
を
個
別
に
訪
問
。
経
営
者
に
「
攻
め
の
経
営
」
と
新
た
な
事

業
展
開
を
促
す
と
と
も
に
、
企
業
の
成
長
に
必
要
な
プ
ロ
人
材
ニ
ー
ズ
を

明
確
に
切
り
出
し
、
優
良
な
雇
用
機
会
と
し
て
人
材
市
場
に
発
信
す
る
。

地
域
金
融
機
関
や
各
種
支
援
機
関
等
と
も
、
有
望
企
業
の
発
掘
や
成
長

戦
略
の
策
定
な
ど
で
積
極
的
に
連
携
。
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
事
業
者
と
も
密
接

に
連
携
し
つ
つ
、
様
々
な
形
で
プ
ロ
人
材
の
還
流
実
現
に
取
り
組
む
。

専
門
人
材
の
常
勤
雇
用
だ
け
で
な
く
、
東
京
圏
な
ど
の
都
市
部
の
大
企

業
を
は
じ
め
、
地
域
の
幅
広
い
企
業
に
対
し
、
副
業
・
兼
業
を
含
め
た
多

様
な
形
態
で
の
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ
を
進
め
る
。

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
事
業

（
相
談
件
数
）

（
成
約
件
数
）

【
プ
ロ
人
材
受
入
企
業
業
種
】

【
プ
ロ
人
材
の
年
代
】

(令
和
３
年
２
月
末
現
在
)

【
プ
ロ
人
材
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
】
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No. 7  R3 当初予算 

R2 補正予算 

13,932 億円の内数 

10 億円の内数 

事業名 子どものための教育・保育給付交付金 府省庁名 内閣府 

概 要 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第６８条第１項

の規定に基づき、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支弁する施設型給付費等の支給

に要する費用の一部を負担することにより、子どもが健やかに成長するように支援する

ことを目的とする。 

支援対象 市町村 補助率 
国：１／２  
都道府県、市町村：各１／４ 

対象事業 

・特例保育 
認可保育所の設置など特定教育・保育及び特定地域型保育の確保が著しく困難である離

島その他の地域において、教育・保育を必要とする就学前子どもを対象に、へき地保育

所での特例保育の実施に要する費用を給付する。 

支援内容 
特例保育の実施に要する費用につき国が１／２、都道府県が１／４、市町村が１／４を

負担する。 

離島での 
実績 

対馬市、薩摩川内市、壱岐市等 

備 考 補助率は事業主拠出金充当額控除後の負担割合 

担当部署 内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付 

連絡先 03－5253－2111 

参照 HP  
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平
成
2
7
年
度
（
平
成
2
6
年
度
以
前
は
子
ど
も
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
交
付
金
と
は
異
な
る
形
態
で
補
助
を
実
施
)

市
町
村

国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
４
、
市
町
村
１
／
４

特
定
教
育
・
保
育
及
び
特
定
地
域
型
保
育
の
確
保
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
離
島
そ
の
他
の
地
域
（
へ
き
地
）
に
お
い
て
、
教
育
・
保
育

を
必
要
と
す
る
就
学
前
子
ど
も
を
対
象
に
、
へ
き
地
保
育
所
で
の
特
例
保
育
の
実
施
に
要
す
る
費
用
を
給
付
す
る
。
（
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
法
第
3
0
条
第
１
項
第
４
号
）

(参
考
)子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
(抄
)

第
三
十
条

市
町
村
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
内
閣
府
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
特
定
地
域
型
保
育
（
第
三
号
に
規
定
す
る
特
定
利
用
地
域

型
保
育
に
あ
っ
て
は
、
保
育
必
要
量
の
範
囲
内
の
も
の
に
限
る
。
）
に
要
し
た
費
用
又
は
第
四
号
に
規
定
す
る
特
例
保
育
（
第
十
九
条
第
一
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
小
学
校
就
学
前
子

ど
も
に
該
当
す
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
子
ど
も
（
以
下
「
保
育
認
定
子
ど
も
」
と
い
う
。
）
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
保
育
必
要
量
の
範
囲
内
の
も
の
に
限
る
。
）
に
要
し
た
費
用
に
つ
い

て
、
特
例
地
域
型
保
育
給
付
費
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

四
特
定
教
育
・
保
育
及
び
特
定
地
域
型
保
育
の
確
保
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
離
島
そ
の
他
の
地
域
で
あ
っ
て
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
も
の
に
居
住
地
を
有
す
る
教
育
・
保

育
給
付
認
定
保
護
者
に
係
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
子
ど
も
が
、
特
例
保
育
（
特
定
教
育
・
保
育
及
び
特
定
地
域
型
保
育
以
外
の
保
育
を
い
い
、
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
小
学
校

就
学
前
子
ど
も
に
該
当
す
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
子
ど
も
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
同
号
に
掲
げ
る
小
学
校
就
学
前
子
ど
も
に
該
当
す
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
子
ど
も
に
対
し
て
提
供

さ
れ
る
教
育
に
係
る
標
準
的
な
一
日
当
た
り
の
時
間
及
び
期
間
を
勘
案
し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
一
日
当
た
り
の
時
間
及
び
期
間
の
範
囲
内
に
お
い
て
行
わ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
同

じ
。
）
を
受
け
た
と
き
。

へ
き
地
保
育
所
に
対
す
る
財
政
支
援
に
つ
い
て

特
例
地
域
型
保
育
給
付
（
特
例
保
育
）

特
例
地
域
型
保
育
給
付
（
特
例
保
育
）

令
和
２
年
度
予
算
額
（
当
初
）

1
兆
3
,3
7
9
億
円
の
内
数

→
令
和
３
年
度
予
算
（
当
初
）

1
兆
3
,9
3
2
億
円
の
内
数
※

(※
子
ど
も
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
交
付
金
の
一
部
と
し
て
実
施
)

（
※
「
少
子
化
社
会
対
策
大
綱
」
（
令
和
2
年
5
月
2
9
日
閣
議
決
定
）
等
を
踏
ま
え
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
)

事
業
概
要

負
担
割
合

実
施
主
体

創
設
年
度

直
近
の
交
付
実
績
及
び
内
示
ベ
ー
ス

平
成
2
7
年

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年
度

3
7
1
か
所

3
4
6
か
所

3
0
9
か
所

2
9
4
か
所

2
7
4
か
所

令
和
２
年
度

2
3
6
か
所
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No. 8  R3 当初予算 19,102 百万円 

事業名 子ども・子育て支援整備交付金 府省庁名 内閣府 

概 要 
市町村が、放課後児童クラブ及び病児保育事業を整備するために要する経費の一部を補

助する。 

支援対象 市町村  補助率 
国：１／３、 
都道府県、市町村：各１／３ 等 

対象事業 

（１）放課後児童クラブ整備費 
    子ども・子育て支援法における市町村子ども・子育て支援事業計画及び「新・放

課後子ども総合プラン」に基づき、放課後児童クラブを整備するために要する

経費の一部を補助する。 
 
（２）病児保育施設整備費 
    病児保育施設を整備するために要する経費の一部を補助する。 

支援内容 

（１）放課後児童クラブ整備費 
①市町村が整備を行う場合、②市町村が社会福祉法人等が行う施設の整備に対して

補助を行う場合 
① 国：１／３ 都道府県、市町村：各１／３  
② 国：２／９ 都道府県、市町村：各２／９ 社会福祉法人等：１／３ 

  放課後児童クラブや保育園等の待機児童が発生している、又は子育て安心プランに

参加している場合は、補助率の嵩上げを実施 
① 国：２／３ 都道府県、市町村：各１／６ 
② 国：１／２ 都道府県、市町村：各１／８ 社会福祉法人等：１／４ 

（２）病児保育施設整備費 
① 国：１／３  都道府県、市町村：各１／３ 
② 国：３／１０ 都道府県、市町村：各３／１０ 社会福祉法人等：１／１０ 
 

離島での 
実績 令和元年度：２施設 

備 考 
対象となる施設が奄美群島振興開発特別措置法、離島振興法、小笠原諸島振興開発特別

措置法の指定地域のいずれかに所在する場合は、算出された補助基準額に、0.08 を乗じ

て得られた額を加算し、交付基礎額を算出する。 
担当部署 内閣府子ども・子育て本部 
連絡先 TEL 03－5253－2111 

参照 HP  
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子
ど
も
・
子
育
て
支
援
整
備
交
付
金
に
つ
い
て

市
町
村
が
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
及
び
病
児
保
育
施
設
を
整
備
す
る
た
め
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
。

（
１
）
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
整
備
費

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
に
お
け
る
市
町
村
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
及
び
「
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
整
備
す
る
た
め
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
。

（
２
）
病
児
保
育
施
設
整
備
費

病
児
保
育
施
設
を
整
備
す
る
た
め
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
。

事
業
概

要

【
実
施
主
体
】
市
町
村
（
特
別
区
含
む
）
【
補
助
対
象
事
業
者
】
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
、
学
校
法
人
、
市
町
村
が
認
め
た
者
等

【
補
助
率
】

（
１
）
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
整
備
費

①
国
：
１
／
３
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
１
／
３

②
国
：
２
／
９
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
２
／
９
社
会
福
祉
法
人
等
：
１
／
３

注
：
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
や
保
育
所
等
の
待
機
児
童
が
発
生
し
て
い
る
、
又
は
新
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
に
参
加
し
て
い
る
場
合
は
、
補
助
率
の
嵩
上
げ
を
実
施

①
国
：
２
／
３
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
１
／
６

②
国
：
１
／
２
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
１
／
８
社
会
福
祉
法
人
等
：
１
／
４

（
２
）
病
児
保
育
施
設
整
備
費

①
国
：
１
／
３
０
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
１
／
３

②
国
：
３
／
１
０
都
道
府
県
、
市
町
村
：
各
３
／
１
０
社
会
福
祉
法
人
等
：
１
／
１
０

【
令
和
３
年
度
基
準
額
（創
設
の
場
合
）
】

（
１
）
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
整
備
費
２
８
，
６
５
９
千
円
（
単
独
設
置
）
、
５
７
，
３
１
８
千
円
（
放
課
後
子
供
教
室
と
一
体
的
に
実
施
等
）

（
２
）
病
児
保
育
施
設
整
備
費
あ
あ
３
８
，
９
２
４
千
円

※
沖
縄
振
興
計
画
、
過
疎
地
域
自
立
促
進
市
町
村
計
画
、
山
村
振
興
計
画
、
津
波
避
難
対
策
緊
急
事
業
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
場
合
、
別
途
加
算

※
特
別
豪
雪
地
帯
、
奄
美
群
島
、
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
、
小
笠
原
諸
島
に
所
在
す
る
場
合
は
、
補
助
基
準
額
に
0
.0
8
を
乗
じ
た
額
を
加
算

実
施
内
容

等

令
和

２
年

度
予

算
額

１
８

６
億

円
→

 
令

和
３

年
度

予
算

額
１

９
１

億
円
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No. 9  Ｒ３予算額 783 百万円 

事業名 過疎地域持続的発展支援交付金 府省庁名 総務省 

概 要 

過疎地域等における地域課題解決のための取組を支援することにより、過疎地域の持続

的発展を支援（下記のメニューにより、ハード・ソフト両面から支援） 

①過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 

②過疎地域持続的発展支援事業 

③過疎地域集落再編整備事業 

④過疎地域遊休施設再整備事業 

支援対象 

①：条件不利地域を有する市町村 

②：過疎地域を有する市町村及び一

部事務組合並びに都道府県 

③：過疎地域を有する市町村 

④：過疎地域を有する市町村及び一

部事務組合 

補助率 

①１０／１０ 

②市町村等 １０／１０ 

都道府県 １／２ or ６／１０ 

③１／２以内 

④１／３以内 

対象事業 

①過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 
・ 基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワーク圏」

（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援の取組や「なりわい」を創

出する活動を支援。 
②過疎地域持続的発展支援事業 
・ 過疎地域の地域課題解決を図り、持続的発展に資する取組として、過疎市町村が実施

するＩＣＴ等技術活用事業、都道府県が行う人材育成事業等を支援。 
③過疎地域集落再編整備事業 
・ 過疎地域における定住を促進するため、基幹的な集落等に住宅団地を造成する事業

や、空き家を有効活用し住宅を整備する事業等に対して補助。 
④過疎地域遊休施設再整備事業 
・ 過疎地域に存在している廃校舎等の遊休施設を有効活用し、地域振興施設として再整

備する事業に対して補助。 

支援内容 

①過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 
事 業 主 体：地域運営組織等 

交付対象者：条件不利地域を有する市町村（上記の事業主体への間接補助） 

対 象 地 域：過疎地域（過疎地域以外の条件不利地域も含む。） 

補 助 対 象：地域運営組織が活性化プランに基づき実施する事業（主にソフト事業） 

補 助 率：１０／１０（交付対象経費の上限額 1,500 万円） 

      下記を実施する場合には上乗せ支援 

専門人材を活用する事業（＋500 万円） 

ＩＣＴ等技術を活用する事業（＋1,000 万円） 

上記の併用事業（＋1,500 万円） 

②過疎地域持続的発展支援事業 
事 業 主 体：過疎市町村（※１）、都道府県    

交付対象者：上記事業主体に掲げる過疎地域市町村、一部事務組合等、都道府県 

対 象 地 域：過疎地域 
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補 助 対 象：過疎地域市町村が行うソフト事業 

補 助 率：市町村等 １０／１０、都道府県 １／２ or ６ ／１０（※２）                   

（交付対象経費の上限額 2,000 万円） 
③過疎地域集落再編整備事業 
事 業 主 体：過疎地域市町村 

交付対象者：上記事業主体に掲げる過疎地域市町村又は一部事務組合等 

対 象 地 域：過疎地域 

補 助 対 象：団地造成費・空き家改修費等 

補 助 率：１／２以内 

④過疎地域遊休施設再整備事業 
事 業 主 体：過疎地域市町村（※１） 

交付対象者：上記事業主体に掲げる過疎地域市町村又は一部事務組合等 

対 象 地 域：過疎地域 

補 助 対 象：遊休施設改修費 

補 助 率：１／３以内 

（※１）構成市町村の１／２以上が過疎地域市町村である一部事務組合等も含む 
（※２）財政力指数 0.51 未満の都道府県に限る 

離島での 
実績 

令和２年度：１件（「過疎地域等自立活性化推進交付金」の実績） 

備 考  

担当部署 総務省自治行政局地域自立応援課過疎対策室 

連絡先 03－5253－5536 

参照 HP  
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○
過

疎
地

域
等

に
お

け
る

地
域

課
題

解
決

の
た

め
の

取
組

を
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
過

疎
地

域
の

持
続

的
発

展
を

支
援

。

○
過

疎
市

町
村

が
過

疎
地

域
に

あ
る

遊
休

施
設

を
再

活
用

し
て

地
域

間
交

流

及
び

地
域

振
興

、
地

域
課

題
解

決
を

図
る

た
め

の
施

設
整

備
に

対
し

て
補

助

（
1
/
3
補

助
）

〈
例

〉

・
テ

レ
ワ

ー
ク

施
設

や
サ

テ
ラ

イ
ト

オ
フ

ィ
ス

等
働

く
場

の
整

備
事

業

・
地

域
運

営
組

織
等

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
拠

点
施

設

・
食

肉
、

農
産

物
等

の
加

工
施

設

○
令

和
３

年
度

予
算

額
0
.6

億
円

（
令

和
２

年
度

予
算

額
0
.6

億
円

）

○
過

疎
地

域
の

地
域

課
題

解
決

を
図

り
、

持
続

的
発

展
に

資
す

る
取

組
と

し
て

、

過
疎

市
町

村
が

実
施

す
る

ＩＣ
Ｔ

等
技

術
活

用
事

業
、

都
道

府
県

が
行

う
人

材

育
成

事
業

等
を

支
援

。
（
市

町
村

：
定

額
補

助
都

道
府

県
：
6
/
1
0
、

1
/
2
補

助
）

※
過

疎
地

域
等

自
立

活
性

化
推

進
事

業
を

発
展

的
に

改
組

し
、

事
業

主
体

に

都
道

府
県

を
追

加

※
 交

付
対

象
経

費
の

限
度

額
2
,0

0
0
万

円

○
令

和
３

年
度

予
算

額
2
.3

億
円

（
令

和
２

年
度

予
算

額
1
.4

億
円

）

③
過

疎
地

域
集

落
再

編
整

備
事

業

②
過

疎
地

域
持

続
的

発
展

支
援

事
業

④
過

疎
地

域
遊

休
施

設
再

整
備

事
業

○
基

幹
集

落
を

中
心

に
周

辺
の

複
数

集
落

を
ひ

と
つ

の
ま

と
ま

り
と

す
る

「
集

落

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

圏
」
（
小

さ
な

拠
点

）
に

お
い

て
地

域
運

営
組

織
等

が
行

う
生

活

支
援

の
取

組
や

「
な

り
わ

い
」
を

創
出

す
る

活
動

等
を

支
援

。
（
定

額
補

助
）

※
交

付
対

象
経

費
の

限
度

額
1
,5

0
0
万

円

（
下

記
事

業
に

つ
い

て
は

、
限

度
額

を
上

乗
せ

）

①
専

門
人

材
を

活
用

す
る

事
業

（
＋

5
0
0
万

円
）

②
ＩＣ

Ｔ
等

技
術

を
活

用
す

る
事

業
（
＋

1
,0

0
0
万

円
）

③
上

記
（
①

＋
②

）
併

用
事

業
（
＋

1
,5

0
0
万

円
）

○
令

和
３

年
度

予
算

額
4
.0

億
円

（
令

和
２

年
度

予
算

額
4
.0

億
円

）

①
過

疎
地

域
等

集
落

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

圏
形

成
支

援
事

業

（
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

：
「
小

さ
な

拠
点

」
の

形
成

関
連

事
業

）

過
疎
地
域
持
続
的
発
展
支
援
交
付
金

R
３

予
算

額
７

．
８

億
円

（
R

２
予

算
額

６
．

９
億

円
）

○
過

疎
市

町
村

が
過

疎
地

域
の

集
落

再
編

を
図

る
た

め
に

行
う

次
の

事
業

に

対
し

て
補

助
（
1
/
2
補

助
）

・
定

住
促

進
団

地
整

備
事

業

・
定

住
促

進
空

き
家

活
用

事
業

・
集

落
等

移
転

事
業

・
季

節
居

住
団

地
整

備
事

業

○
令

和
３

年
度

予
算

額
0
.9

億
円

（
令

和
２

年
度

予
算

額
0
.9

億
円

）
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過
疎
地
域
等
集
落
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
形
成
支
援
事
業

〇
「
集

落
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
圏

」
（
小

さ
な

拠
点

）
に

お
い

て
、

生
活

支
援

や
「
な

り
わ

い
」
の

創
出

等
の

地
域

課
題

の
解

決
に

資
す

る
取

組
を

幅
広

く
支

援
（
特

に
専

門
人

材
や

ＩＣ
Ｔ

等
技

術
を

活
用

す
る

場
合

に
は

上
乗

せ
支

援
）
。

（
１

）
対

象
地

域
過

疎
地

域
を

は
じ

め
と

し
た

条
件

不
利

地
域

（
２

）
事

業
主

体
集

落
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
圏

を
支

え
る

中
心

的
な

組
織

（
地

域
運

営
組

織
等

）

（
３

）
対

象
事

業
集

落
機

能
の

維
持

・
活

性
化

プ
ラ

ン
に

基
づ

く
取

組

（
4
）

交
付

対
象

経
費

の
限

度
額

1
,5

0
0
万

円
（
定

額
補

助
）

※
下

記
事

業
に

つ
い

て
は

、
限

度
額

を
上

乗
せ

①
専

門
人

材
を

活
用

す
る

事
業

（＋
50

0
万

円
）

②
ＩＣ

Ｔ
等

技
術

を
活

用
す

る
事

業
（
＋

1
,0

00
万

円
）

上
記

（
①

＋
②

）併
用

事
業

（
＋

1
,5

0
0
万

円
）

施
策

の
概

要

①
専

門
人

材
活

用
の

イ
メ

ー
ジ

特
産

品
開

発
、

観
光

振
興

、
地

域
交

通
、

地
域

人
材

育
成

、
移

住
定

住
促

進
、

IC
T
技

術
等

に
関

す
る

専
門

的
知

識
を

有
す

る
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
、

事
業

者
等

②
ＩＣ

Ｔ
等

技
術

活
用

の
イ

メ
ー

ジ

ド
ロ

ー
ン

を
活

用
し

た
買

物
支

援
、

セ
ン

サ
ー

を
用

い
た

鳥
獣

被
害

対
策

、
対

話
型

ア
プ

リ
を

活
用

し
た

高
齢

者
の

見
守

り
、

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

学
習

環
境

整
備

等

Ｒ
３

予
算

額
：
４

．
０

億
円

※
範

囲
は

、
新

旧
小

学
校

区
、

旧
町

村
等

を
想

定

集
落

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

圏
に

お
け

る
取

組
の

イ
メ

ー
ジ

移
動

手
段

の
確

保
高

齢
者

の
買

い
物

支
援

鳥
獣

被
害

対
策

農
業

等
に

お
け

る
担

い
手

不
足

の
解

消
伝

統
・
文

化
の

継
承

特
産

品
等

の
商

品
開

発

役
場

所
在

地
域
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過
疎
地
域
持
続
的
発
展
支
援
事
業

○
過

疎
地

域
の

持
続

的
発

展
に

必
要

な
人

材
育

成
事

業
、

ＩＣ
Ｔ

等
技

術
活

用
事

業
を

支
援

。

（
１

）
対

象
地

域
過

疎
地

域

（
２

）
事

業
主

体
①

過
疎

市
町

村

②
都

道
府

県

（
３

）
交

付
対

象
経

費
の

限
度

額
2
,0

0
0
万

円

（
４

）
交

付
率

①
定

額

②
1
/
2
又

は
6
/
1
0（

※
）

※
財

政
力

指
数

0
.5

1
未

満
の

都
道

府
県

に
限

る

（
５

）
対

象
事

業

施
策

の
概

要
人

材
育

成
事

業
の

イ
メ

ー
ジ

ＩＣ
Ｔ

等
技

術
活

用
事

業
の

イ
メ

ー
ジ

【
実

施
例

】

複
数

の
過

疎
市

町
村

を
対

象
と

し
都

道
府

県
主

催
で

行
う

地
域

リ
ー

ダ
ー

育
成

、
交

流
、

分
野

別
人

材
育

成
研

修
事

業
等

〇
人

材
育

成
事

業
（
主

と
し

て
都

道
府

県
実

施
を

想
定

。
た

だ
し

、
伝

統
、

文
化

の
継

承
な

ど
地

域
が

特
定

さ
れ

る
場

合
は

、
市

町
村

実
施

も
可

）

・
地

域
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

・
他

地
域

と
の

交
流

や
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

強
化

等
※

育
成

す
べ

き
人

材
（
地

域
の

リ
ー

ダ
ー

）
の

イ
メ

ー
ジ

様
々

な
地

域
組

織
や

活
動

に
横

断
的

に
関

わ
る

人
材

（
横

串
人

材
）
、

地
域

資
源

を
活

用
し

、
地

場
産

品
開

発
や

地
域

P
R

が
で

き
る

人
材

、
地

域
内

人
材

と
外

部
人

材
を

つ
な

ぐ
人

材
、

IT
リ

テ
ラ

シ
ー

に
長

け
た

人
材

等

〇
ＩＣ

Ｔ
等

技
術

活
用

事
業

（
過

疎
市

町
村

の
み

）

・
集

落
等

の
テ

レ
ワ

ー
ク

環
境

整
備

・
オ

ン
ラ

イ
ン

で
の

健
康

相
談

・
ア

プ
リ

を
活

用
し

た
災

害
情

報
な

ど
の

生
活

情
報

配
信

・
ド

ロ
ー

ン
を

活
用

し
た

買
物

等
の

生
活

支
援

・
セ

ン
サ

ー
を

使
っ

た
鳥

獣
対

策
等

【
実

施
例

】

都
市

等
と

の
交

流
促

進
に

資
す

る
オ

ン
ラ

イ
ン

環
境

整
備

、
リ

モ
ー

ト
で

の
医

療
、

教

育
、

農
業

等
の

支
援

体
制

の
構

築
等

Ｒ
３

予
算

額
：
２

．
３

億
円
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○
ポ

ス
ト

コ
ロ

ナ
社

会
を

見
据

え
、

都
市

部
か

ら
過

疎
地

域
へ

の
移

住
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
過

疎
地

域
に

お
け

る
定

住
を

促
進

す
る

た
め

、
定

住
促

進
団

地
の

整
備

や
空

き
家

を
活

用
し

た
住

宅
整

備
等

を
支

援

事
業

の
イ

メ
ー

ジ

（
１

）
事

業
の

種
類

①
定

住
促

進
団

地
整

備
事

業

過
疎

市
町

村
が

実
施

す
る

基
幹

的
な

集
落

等
に

住
宅

団
地

を
造

成
す

る
事

業
に

対
し

て
補

助

②
定

住
促

進
空

き
家

活
用

事
業

過
疎

市
町

村
内

に
点

在
す

る
空

き
家

を
有

効
活

用
し

、
過

疎
市

町
村

が
実

施
す

る
住

宅
整

備
に

対
し

て
補

助

③
集

落
等

移
転

事
業

基
礎

的
条

件
が

著
し

く
低

下
し

た
集

落
又

は
孤

立
散

在
す

る
住

居
の

基
幹

的
な

集
落

等
へ

の
移

転
事

業
に

対
し

て
補

助

④
季

節
居

住
団

地
整

備
事

業

交
通

条
件

が
悪

く
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

の
確

保
が

困
難

な
地

域
に

あ
る

住
居

を
対

象
に

し
た

、
冬

期
間

な
ど

季
節

居
住

等
の

た
め

の
団

地
形

成
事

業
に

対
し

て
補

助

（
２

）
実

施
主

体
過

疎
市

町
村

（
３

）
交

付
率

１
／

２
以

内

定
住
促
進
空
き
家
活
用
事
業

定
住
促
進
団
地
整
備
事
業

施
策

の
概

要

過
疎
地
域
集
落
再
編
整
備
事
業

交
付

対
象

経
費

の
限

度
額

3
,8

7
7
千

円
×

戸
数

交
付

対
象

経
費

の
限

度
額

4
,0

0
0
千

円
×

戸
数

過
疎

地
域

内
の

空
き

家
を

移
住

者
等

へ
の

住
宅

へ
改

修

改
修

前
改

修
後

過
疎

地
域

内
で

定
住

促
進

の
た

め
の

住
宅

団
地

を
造

成

Ｒ
３

予
算

額
：
０

．
９

億
円
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過
疎

地
域

に
数

多
く
存

在
し

て
い

る
廃

校
舎

や
使

用
さ

れ
て

い
な

い
家

屋
等

の
遊

休
施

設
を

有
効

活
用

し
、

地
域

振
興

、
地

域
課

題
解

決
に

資

す
る

施
設

や
都

市
住

民
等

と
の

地
域

間
交

流
を

促
進

す
る

た
め

の
農

林

漁
業

等
体

験
施

設
、

生
産

加
工

施
設

、
地

域
芸

能
・
文

化
体

験
施

設
等

の
整

備
事

業
に

対
し

て
補

助

（
１

）
事

業
主

体

過
疎

市
町

村

（
２

）
交

付
対

象
経

費
の

限
度

額

6
0
,0

0
0
千

円

（
３

）
交

付
率

１
／

３
以

内

○
過

疎
地

域
内

の
遊

休
施

設
を

有
効

活
用

し
、

地
域

間
交

流
促

進
や

地
域

振
興

に
資

す
る

施
設

へ
再

整
備

す
る

取
組

を
支

援

施
策

の
概

要
事

業
の

イ
メ

ー
ジ

過
疎
地
域
遊
休
施
設
再
整
備
事
業 過
疎
地
域
内
の
遊
休
施
設

過
疎
地
域
内
の
課
題
解
決
に
対
応
し
た
施
設
へ

改
修

使
用

さ
れ

て
い

な
い

倉
庫

等

使
用

さ
れ

て
い

な
い

旧
公

民
館

廃
校

舎

テ
レ

ワ
ー

ク
施

設
や

サ
テ

ラ
イ

ト
オ

フ
ィ

ス
等

働
く
場

の
施

設
整

備

地
域

運
営

組
織

等
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

拠
点

施
設

食
肉

、
農

産
物

等
の

加
工

施
設

Ｒ
３

予
算

額
：
０

．
６

億
円
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No. 10  Ｒ３予算額 1,514 百万円 
事業名 携帯電話等エリア整備事業 府省庁名 総務省 

概 要 

携帯電話等は国民生活に不可欠なサービスとなっているが、地理的な条件や事業採算

上の問題により、サービスを利用することができない地域や５Ｇ等の高度化サービスが

利用できない地域がある。このような地域において携帯電話等を利用可能とするととも

に、新たな日常を支える５Ｇ等の高度化サービスの普及を促進することにより、電波の

利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保することを目的とする。 
支援対象 地方公共団体、無線通信事業者 補助率 １／３、１／２、２／３、４／５ 

対象事業 

離島等の地理的に条件不利な地域において、地方公共団体が携帯電話等の基地局施設

（鉄塔、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）を設置する場合や、無線通信事業者

が高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）の設置や基地局の開設に必要な伝送路施設を整備

する場合に、国が当該施設の設置費用等の一部を補助する。 

支援内容 

ア 事業主体：地方公共団体 ←基地局施設・伝送路施設（設置費用） 
       無線通信事業者←高度化施設（設置費用）・伝送路施設（運用費用） 
イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（離島、過疎地、辺地、半島など） 
ウ 補助対象：基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）・伝送路施設（光ファイバ等）・ 
       高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）の設置費用 
       伝送路施設の運用費用（中継回線事業者の設備の 10 年分の使用料） 
エ 補 助 率：基地局施設の設置費用 １／２（複数者参画の場合 ２／３） 

高度化施設の設置費用 １／２（複数者共同整備の場合 ２／３） 
伝送路施設の運用費用 １／２（世帯数が 100 未満の場合 ２／３） 

       伝送路施設の設置費用 １／２（財政力指数０.３未満の有人国境離島市

町村（全部離島）の場合 ４／５、その他の離島市町村の場合 ２／３、

普通交付税不交付都道府県の場合 １／３） 

離島での 
実績 

H24 鹿児島県瀬戸内町（基地局設置費用を補助）、長崎県対馬市（基地局設置費用・伝送

路運用費用を補助） 
H29 伊豆島しょ部（神津島-式根島-新島：伝送路施設設置費用を補助） 
H29 伊豆島しょ部（新島-利島-大島：伝送路施設設置費用を補助） 
H30 伊豆島しょ部（八丈島、青ヶ島：伝送路施設設置費用を補助） 
H30 鹿児島県十島村（中之島-諏訪之瀬島-平島：伝送路施設設置費用を補助） 
R1 鹿児島県十島村（中之島-口之島、宝島-小宝島：伝送路施設設置費用を補助） 
R1 鹿児島県瀬戸内町（奄美大島～加計呂麻島：伝送路施設設置費用を補助） 
R1 長崎県対馬市（基地局設置費用を補助） 
R2 島根県隠岐の島町（高度化施設設置費用を補助）、沖縄県竹富町（高度化施設設置費

用を補助） 
    （注）実施中のものを含む。 

備 考  

担当部署 
総務省総合通信基盤局 
電波部 移動通信課、電気通信事業部 事業政策課 ブロードバンド整備推進室 

連絡先 TEL 03-5253-5894、03-5253-5866 
参照 HP http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/keitai/index.htm 
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事
業
名

事
業
内
容

事
業
主
体

補
助
率

①
基
地
局
施
設

整
備
事
業

圏
外
解
消
の
た
め
、
携
帯
電
話
等
の

基
地
局
施
設
を
設
置
す
る
場
合
の
整

備
費
を
補
助

地
方
公
共

団
体

②
伝
送
路
施
設

運
用
事
業

圏
外
解
消
又
は
高
度
化
無
線
通
信

を
行
う
た
め
、
携
帯
電
話
等
の
基
地

局
開
設
に
必
要
な
伝
送
路
を
整
備
す

る
場
合
の
運
用
費
を
補
助

無
線
通
信

事
業
者

③
高
度
化
施
設

整
備
事
業

３
G
・
４
G
を
利
用
で
き
る
エ
リ
ア
で
高

度
化
無
線
通
信
を
行
う
た
め
、
５
G
等

の
携
帯
電
話
の
基
地
局
を
設
置
す
る

場
合
の
整
備
費
を
補
助

無
線
通
信

事
業
者

④
伝
送
路
施
設

設
置
事
業

圏
外
解
消
の
た
め
、
携
帯
電
話
等
の

基
地
局
開
設
に
必
要
な
伝
送
路
を
設

置
す
る
場
合
の
整
備
費
を
補
助

地
方
公
共

団
体

携
帯
電
話
等
エ
リ
ア
整
備
事
業
の
概
要

イ
メ
ー
ジ
図

携
帯
電
話
交
換
局
等

 

 

 

５
Ｇ
等
対
応
設
備
の
設
置
に
よ
る

施
設
・
エ
リ
ア
の
高
度
化

（
３
G
対
応
専
用
設
備
の
４
G
対
応

設
備
へ
の
高
度
化
も
含
む
）

イ
メ
ー
ジ
図

④
伝
送
路
施
設
設
置
事
業
（
海
底
光
フ
ァ
イ
バ
）

①
基
地
局
施
設
整
備
事
業

②
伝
送
路
施
設
運
用
事
業

（
高
度
化
施
設
に
か
か
る
伝
送
路
整
備
を
行
う
場
合
も
含
む
）

地
理
的
に
条
件
不
利
な
地
域
（
過
疎
地
、
辺
地
、
離
島
、
半
島
な
ど
）
に
お
い
て
携
帯
電
話
等
を
利
用
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
５
Ｇ
等
の
高
度
化
サ
ー
ビ
ス
の
普
及
を
促
進
す
る

こ
と
に
よ
り
、
電
波
の
利
用
に
関
す
る
不
均
衡
を
緩
和
し
、
電
波
の
適
正
な
利
用
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

【
１
者
参
画
の
場
合
】

【
複
数
者
参
画
の
場
合
】

国
１
/２

市
町
村
※
１

３
/１
０

都
道
府
県

１
/
５

５
G
等
対
応
送
受
信
機
を
設
置

５
G
等
対
応
ア
ン
テ
ナ
を
設
置

無
線
通
信
事
業
者

１
/３

国
２
/３

無
線
通
信
事
業
者

１
/２

国
１
/２

市
町
村
※
１

１
/
５

国
２
/３

都
道

府
県

２
/
１
５

※
２
:
財
政
力
指
数
0
.
3未
満
の
有
人
国
境
離
島
市
町
村
（
全
部
離
島
）
が
設
置
す
る
場
合
は
4/
5
、

道
府
県
・
離
島
以
外
市
町
村
の
場
合
は
1
/
2、
東
京
都
の
場
合
は
1
/
3

離
島
市
町
村

１
/３

国
２
/３

※
２

施
策
の
概
要

※
１
:
地
方
自
治
法
等
に
基
づ
き
一
部
は
携
帯
電
話
事
業
者
に
お
い
て
負
担

無
線
通
信
事
業
者

１
/３

国
２
/３

【
１
者
整
備
の
場
合
】

【
複
数
者
共
同
整
備
の
場
合
】

（
注
）
４
Ｇ
エ
リ
ア
へ
の
５
Ｇ
基
地
局
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
設
置
す
る
５
Ｇ
特
定
基
地
局

に
よ
る
カ
バ
ー
エ
リ
ア
が
30
0
世
帯
未
満
の
場
合
に
限
る

令
和
３
年
度
予
算
額

１
，
５
１
４
百
万
円

（
令
和
２
年
度
予
算
額

１
，
５
１
１
百
万
円
）

無
線
通
信
事
業
者

１
/２

国
１
/２

【
1
00
世
帯
以
上
3
00
世
帯
未
満
の
場
合
】

【
1
00
世
帯
未
満
の
場
合
】

③
高
度
化
施
設
整
備
事
業

60



No. 11 
 R3 当初予算

R2 補正予算 

3,682 百万円 
53,185 百万円 

事業名 高度無線環境整備推進事業 府省庁名 総務省 

概 要 
特定周波数への逼迫を回避することにより、電波の有効かつ公平な利用を確保するとと

もに、５G や IoT 等による地域活性化や地域の課題解決を支援することを目的とする。 

支援対象 
自治体、第３セクター、一般社団法

人等、民間事業者 
補助率 １／３、１／２、２／３ 

対象事業 

離島等の条件不利地域において、地方公共団体や電気通信事業者等が、高速・大容量無

線通信の前提となる光ファイバを整備する場合にその事業費の一部を補助する。また、

令和３年度より、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理に要する経費

に関して、その一部を補助する。 

支援内容 

自治体が整備する場合：１／２ 
（財政力指数 0.5 以上の場合１／３、離島地域の場合２／３） 
※離島地域の光ファイバ等の維持管理補助は、収支赤字の１／２ 
第３セクター・民間事業者が整備する場合：１／３（離島地域の場合１／２） 

離島での 
実績 

R2 実績（光ファイバ整備費用を交付決定） 
宮城県塩竈市（桂島、野々島、寒風沢島、朴島）、山形県酒田市（飛島）、新潟県粟島浦村

（粟島）、岡山県岡山市（犬島）、岡山県瀬戸内市（前島）、広島県福山市（走島）、山口県

萩市（相島）、山口県上関町（祝島、八島）、香川県高松市（男木島、女木島）、福岡県新

宮町（相島）、長崎県長崎市（池島、高島）、長崎県五島市（福江島）、長崎県西海市（松

島）、長崎県新上五島町（中通島、頭ヶ島、桐ノ小島、若松島、日島、有福島、漁生浦島）、

宮崎県延岡市（島野浦島）、大分県佐伯市（大島、屋形島、深島）、鹿児島県薩摩川内市

（上甑島、下甑島）、鹿児島県十島村（口之島、中之島、諏訪之瀬島、平島、悪石島、小

宝島、宝島）、鹿児島県長島町（獅子島）、鹿児島県屋久島町（屋久島、口永良部島）、鹿

児島県瀬戸内町（加計呂麻島、奄美大島）、鹿児島県徳之島町（徳之島）、沖縄県那覇市、

宜野湾市、名護市、今帰仁村（沖縄本島）、沖縄県宮古島市（宮古島、来間島）、沖縄県石

垣市（石垣島） 
備 考  

担当部署 総務省総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課ブロードバンド整備推進室 
連絡先 TEL 03-5253-5866 

参照 HP https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/broadband/ 
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高
度
無
線
環
境
整
備
推
進
事
業 当

初
予

算
額
ス
マ
ー
ト
ホ
ー
ム

教
育
Ｉｏ
Ｔ

ス
マ
ー
ト
モ
ビ
リ
テ
ィ

観
光
Ｉｏ
Ｔ

農
業
Io
T

コ
ワ
ー
キ
ン
グ

ス
ペ
ー
ス

無
線
局

エ
ン
ト
ラ
ン
ス

（
ク
ロ
ー
ジ
ャ
等
）

地
域
の
拠
点
的
地
点

ア
事

業
主

体
：

直
接

補
助

事
業

者
：
自

治
体

、
第

３
セ

ク
タ

ー
、

一
般

社
団

法
人

等
、

間
接

補
助

事
業

者
：民

間
事

業
者

イ
対

象
地

域
：

地
理

的
に

条
件

不
利

な
地

域
（
過

疎
地

、
辺

地
、

離
島

、
半

島
、

山
村

、
特

定
農

山
村

、
豪

雪
地

帯
）

ウ
補

助
対

象
：

伝
送

路
設

備
、

局
舎

（
局

舎
内

設
備

を
含

む
。

）等

エ
負

担
割

合
：

イ
メ

ー
ジ

図

高
速
・
大
容
量
無
線
通
信
の
前
提
と
な
る
伝
送
路

令
和

３
年

度
予

算
額

：
3
6
.8

 億
円

令
和

２
年

度
２

次
補

正
予

算
：
5
0
1.

6
億

円
令

和
２

年
度

１
次

補
正

予
算

：
3
0
.3

億
円

令
和

２
年

度
当

初
予

算
額

：
52

.7
億

円

（
自

治
体

が
整

備
す

る
場

合
）

国
２

／
３

自
治

体
１

／
３

国
（
※

）

１
／

２
自

治
体

（
※

）

１
／

２

【
離

島
】

【
そ

の
他

の
条

件
不

利
地

域
】

（
第

３
セ

ク
タ

ー
・
民

間
事

業
者

が
整

備
す

る
場

合
）

国
１

／
２

３
セ

ク
・
民

間
１

／
２

国
１

／
３

【
離

島
】

【
そ

の
他

の
条

件
不

利
地

域
】

３
セ

ク
・
民

間
２

／
３

（
※
）
財
政
力
指
数
０
．
５
以
上
の
自
治
体

は
国
庫
補
助
率
１
／
３

•5
G

・
Io

T
等

の
高

度
無

線
環

境
の

実
現

に
向

け
て

、
条

件
不

利
地

域
に

お
い

て
、

地
方

公
共

団
体

、
電

気
通

信
事

業
者

等
に

よ
る

、
高

速
・
大

容
量

無
線

通
信

の
前

提
と

な
る

伝
送

路
設

備
等

の
整

備
を

支
援

。
具

体
的

に
は

、
無

線
局

エ
ン

ト
ラ

ン
ス

ま
で

の
光

フ
ァ

イ
バ

を
整

備
す

る
場

合
に

、
そ

の
整

備
費

の
一

部
を

補
助

す
る

。
•ま

た
、

地
方

公
共

団
体

が
行

う
離

島
地

域
の

光
フ

ァ
イ

バ
等

の
維

持
管

理
に

要
す

る
経

費
に

関
し

て
、

そ
の

一
部

を
補

助
す

る
。

※
離

島
地

域
の

光
フ

ァ
イ

バ
等

の
維

持
管

理
補

助
は

、
収

支
赤

字
の

1
/
2

通
信
ビ
ル

※
新

規
整

備
に

加
え

、
R

2
年

度
か

ら
は

、
電

気
通

信
事

業
者

が
公

設
設

備
の

譲
渡

を
受

け
、

(5
G

対
応

等
の

)高
度

化
を

伴
う

更
新

を
行

う
場

合
も

補
助

。

（
公

設
の

ま
ま

の
高

度
化

や
高

度
化

し
な

い
更

新
は

対
象

外
）
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No. 12  R3 予算額 233 百万円の内数 

事業名 
地域ケーブルテレビネットワーク整備事業 

（放送ネットワーク整備支援事業） 
府省庁名 総務省 

概 要 
被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に伝達するた

め、災害発生時に地域において重要な情報伝達手段となる放送ネットワークの強靱化を

実現する。 

支援対象 
①市町村、市町村の連携主体 
②第三セクター 

補助率 
①１／２ 
②１／３ 

対象事業 

放送・通信網の切断による情報遮断の回避といった防災上の観点から、地域ケーブルテ

レビネットワークについて、有線網切断が想定される箇所等の２ルート化、一部無線化

や、監視制御機能の強化に係る設備等の整備費用の一部を補助する。（離島地域等条件不

利地域については、２ルート化と同時に行う、老朽化した既存幹線の更新も補助対象。） 
※ 条件不利地域：離島、豪雪地帯、辺地、山村、半島、特定農山村、過疎地域 

支援内容 

○補助率 

⑴ 市町村及び市町村の連携主体：１／２ 
⑵ 第三セクター：１／３ 
（過疎債・辺地債は、⑴の場合、充当可能。⑵の場合も、市町村が補助を行う場合は同

様。） 
○補助対象経費 

センター施設、送受信装置、伝送施設、鉄塔、局舎、無線設備、用地取得費等 

離島での 
実績 

H24 対馬市、五島テレビ、佐渡市 
H25 五島市、海士町 

備 考  

担当部署 総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室 
連絡先 TEL 03-5253-5808 

参照 HP http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/cable_kyoujin.html 
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タッ
プ
オ
フ

ア
ンプ

加
入
者
宅
・公
民
館

CA
TV
局
舎

(送
出
装
置
・ヘ
ッド
エ
ンド
)

遠
隔
監
視
制
御
機
能
を整

備

2ル
ー
ト化

既 存 幹 線

自
主
放
送
・地
上
波
再
放
送

自
主
放
送
・地
上
波
再
放
送

PS
光
ノー
ド

PS

無
線
化

老
朽
化
した
既
存
幹
線
の
更
新

（
条
件
不
利
地
域
に
限
る
）

共
聴
施
設
の
整
備

○
令
和
３
年
度
予
算
額
2.
3億
円
※

○
補
助
対
象

市
町
村
、市

町
村
の
連
携
主
体
又
は
第
三
セ
クタ
ー

○
補
助
率

⑴
市
町
村
及
び
市
町
村
の
連
携
主
体
：
1/
2

⑵
第
三
セ
クタ
ー
：
1/
3

○
補
助
対
象
経
費

セ
ンタ
ー
施
設
、送

受
信
装
置
、伝

送
施
設
、

鉄
塔
、局

舎
、無

線
設
備
、用

地
取
得
費

等

地
域
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビネ
ット
ワ
ー
ク整

備
事
業

災
害
時
の
情
報
伝
達
手
段
を
確
保
す
る
観
点
か
ら、
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ網

に
つ
い
て
以
下
の
支
援
を
実
施

①
ネ
ット
ワ
ー
クの
切
断
が
想
定
され
る
箇
所
等
の
２
ル
ー
ト
化
(無
線
化
を
含
む
)や
監
視
制
御
機
能
の
強
化
等

②
条
件
不
利
地
域
に
お
け
る
「２
ル
ー
ト
化
と同
時
に
行
う」
老
朽
化
した
既
存
幹
線
の
更
新

（
過
疎
債
・辺
地
債
は
、⑴

の
場
合
、充

当
可
能
。

⑵
の
場
合
も
、市

町
村
が
補
助
を行

う場
合
は
同
様
。）

※
地
上
基
幹
放
送
ネ
ット
ワー
ク整

備
事
業
等
と併

せ
た
「放
送
ネ
ット
ワー
ク整

備
支
援
事
業
」の
予
算
額
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No. 
13 

 R3 予算額 
R2 三次補正予算

1,100 百万円 
1,100 百万円 

事業名 
「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ

光化による耐災害性強化事業 
府省庁名 総務省 

概 要 
激甚化する自然災害等への課題に対処し、ポストコロナにおける「新たな日常」の定着

に資するため、ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテレビネットワ

ーク光化）を実施する。 

支援対象 
① 市町村、市町村の連携主体 
② 第三セクター 

補助率 
① １／２ 
② １／３ 

対象事業 
災害時等の確実かつ安定的な情報伝達の確保等の観点から、条件不利地域等に該当する

地域におけるケーブルテレビ網の光化等の整備費用の一部を補助する。 
※ 条件不利地域：離島、豪雪地帯、辺地、山村、半島、特定農山村、過疎地域 

支援内容 

○補助対象 
以下の①～③のいずれも満たす地域の市町村、市町村の連携主体又は第三セクター 

①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村 
②条件不利地域 
③財政力指数が 0.5 以下の市町村その他特に必要と認める地域 

○補助率 
⑴ 市町村及び市町村の連携主体：１／２ 
⑵ 第三セクター：１／３ 
（過疎債・辺地債は、⑴の場合、充当可能。⑵の場合も、市町村が補助を行う場合は同

様。） 
○補助対象経費 

光ファイバケーブル、送受信設備、アンテナ等 

離島での 
実績 R2 宮古島市 

備 考  

担当部署 総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室 
連絡先 TEL 03-5253-5808 

参照 HP https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/cable_fiber.html 
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「
新
た
な
日
常
」
の
定
着
に
向
け
た
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
光
化
に
よ
る
耐
災
害
性
強
化
事
業

事
業
イ
メ
ー
ジ

○
事
業
主
体

市
町
村
、
市
町
村
の
連
携
主
体
又
は
第
三
セ
ク
タ
ー

○
補
助
対
象
地
域

以
下
の
①
～
③
の
い
ず
れ
も
満
た
す
地
域

①
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
が
地
域
防
災
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
市
町
村

②
条
件
不
利
地
域

③
財
政
力
指
数
が
0
.5
以
下
の
市
町
村
そ
の
他
特
に
必
要
と
認
め
る
地
域

○
補
助
率

⑴
市
町
村
及
び
市
町
村
の
連
携
主
体
：
1
/
2

⑵
第
三
セ
ク
タ
ー
：
1
/
3

○
補
助
対
象
経
費
（
下
図
の
赤
字
部
分
）

光
フ
ァ
イ
バ
ケ
ー
ブ
ル
、
送
受
信
設
備
、
ア
ン
テ
ナ
等

光
ノー
ド

タッ
プ
オ
フ

ヘ
ッド
エ
ンド

ア
ンテ
ナ

光
ケ
ー
ブ
ル
化

光
ケ
ー
ブ
ル

同
軸
ケ
ー
ブ
ル

「
新
た
な
日
常
」
の
定
着
・
加
速
に
向
け
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
対
策
と
災
害
対
策
を
同
時
に
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

災
害
時
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
へ
の
感
染
拡
大
の
防
止
の
た
め
、
在
宅
避
難
・
分
散
避
難
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
求

め
ら
れ
る
。
在
宅
で
も
、
放
送
に
よ
り
信
頼
で
き
る
災
害
情
報
を
確
実
に
得
ら
れ
る
よ
う
、
地
域
の
情
報
通
信
基
盤
で
あ
る

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
光
化
に
よ
る
耐
災
害
性
強
化
が
必
要
。

災
害
時
に
お
い
て
、
放
送
に
よ
り
確
実
か
つ
安
定
的
な
情
報
伝
達
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
条
件
不
利
地
域
等
に
該
当
す
る

地
域
に
お
け
る
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
光
化
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

令
和
３
年
度
予
算
額
：
1
1
.0
億
円
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No. 14  R3 予算額 900 百万円 
事業名 公衆無線 LAN 環境整備支援事業 府省庁名 総務省 

概 要 
災害時に、携帯電話等が輻輳のために利用できない場合であっても、必要な情報伝達手

段を確保するために、防災拠点等における Wi-Fi 環境の整備を行うことにより、電波の

適正な利用の確保に資することを目的とする。 

支援対象 都道府県、市町村、第三セクター 補助率 
１／２ 
（財政力指数が０．４以下かつ条件不

利地域の市町村については２／３） 

対象事業 
防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定され災

害対応の強化が望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線 LAN
（Wi-Fi）環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その費用の一部を補助する。 

支援内容 

財政力指数が 0.8 以下又は条件不利地域（※）の地方公共団体・第三セクターに対して、

防災拠点（避難所・避難場所、官公署）や災害対応の強化が望まれる公的な拠点（自然公

園、都市公園、文化財、博物館、観光案内所）において Wi-Fi 環境を整備する費用の一

部（補助率は１／２（財政力指数が 0.4 以下かつ条件不利地域の市町村については２／

３））を補助。 
※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯 

離島での 
実績 

【参考】過去の類似事業等の実績（Wi-Fi 環境の整備を実施） 
平成 25 年度補正 防災情報ステーション等整備事業 
 北海道礼文町（礼文島）、島根県海士町（中ノ島）、福岡県宗像市（大島） 
平成 26 年度補正、27 年度当初、28 年度当初 観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業 
 島根県隠岐の島町（島後）、愛媛県松山市（中島）、長崎県壱岐市（壱岐島）、新上五島

町（若松島ほか）、五島市（福江島ほか）の他、天城町（奄美群島）での実績あり 
平成 29 年度当初 公衆無線 LAN 環境整備支援事業 
 東京都新島村（新島、式根島）、広島県大崎上島町（大崎上島）、鹿児島県和泊町（沖永

良部島）、沖縄県伊江村（伊江島） 
平成 30 年度当初 公衆無線 LAN 環境整備支援事業 
  鹿児島県西之表市（種子島） 
令和元年度当初 公衆無線 LAN 環境整備支援事業 
 熊本県上天草市（大矢野島）、鹿児島県伊仙町（徳之島） 
令和２年度当初 公衆無線 LAN 環境整備支援事業 
 東京都利島村（利島）、滋賀県近江八幡市（沖島）、香川県土庄町（小豆島）、福岡県宗

像市（大島）、大分県津久見市（保戸島）、鹿児島県大和村（奄美大島）、沖縄県久米島町

（久米島） 

備 考 
離島振興対策実施地域は財政力指数に関わらず条件不利地域であるため、補助対象とな

る。（財政力指数が 0.4 以下であれば、補助率は２／３） 
担当部署 総務省情報流通行政局地域通信振興課 
連絡先 TEL 03-5253-5756 

参照 HP 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/kyouzinkasinsei.
html 
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衆

無
線
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N
環

境
整
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事
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○
防

災
の

観
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ら

、
防

災
拠

点
（
避

難
所

・
避

難
場

所
、

官
公

署
）
及

び
被

災
場

所
と

し
て

想
定

さ
れ

災
害

対
応

の
強

化
が

望
ま

れ
る

公
的

拠
点

（
博

物
館

、
文

化
財

、
自

然
公

園
等

）
に

お
け

る
公

衆
無

線
L
A

N
（
W

i-
F
i）

環
境

の
整

備
を

行
う

地
方

公
共

団
体

等
に

対
し

、
そ

の
費

用
の

一
部

を
補
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す

る
。

ア
事

業
主

体
：
財

政
力

指
数

が
０

．
８

以
下

（
３

か
年

の
平

均
値

）
又

は
条

件
不

利
地

域
（
※

）
の

普
通

地
方

公
共

団
体

・
第

三
セ

ク
タ

ー

※
 過

疎
地

域
、

辺
地

、
離

島
、

半
島

、
山

村
、

特
定

農
山

村
、

豪
雪

地
帯

イ
対

象
拠

点
：
最

大
収

容
者

数
や

利
用

者
数

が
一

定
以

下
の

①
防

災
拠

点
：
避

難
所

・
避

難
場

所
（
学

校
の

体
育

館
及

び
グ

ラ
ウ

ン
ド

、
市

民
セ

ン
タ

ー
、

公
民

館
等

）
、

官
公

署

②
被

災
場

所
と

想
定

さ
れ

災
害

対
応

の
強

化
が

望
ま

れ
る

公
的

拠
点

：
博

物
館

、
文

化
財

、
自

然
公

園
、

都
市

公
園

等

ウ
補

助
対

象
：
無

線
ア

ク
セ

ス
装

置
、

制
御

装
置

、
電

源
設

備
、

伝
送

路
設

備
等

を
整

備
す

る
場

合
に

必
要

な
費

用
等

エ
補

助
率

：
１

／
２

（
財

政
力

指
数

が
０

．
４

以
下

か
つ

条
件

不
利

地
域

の
市

町
村

に
つ

い
て

は
２

／
３

）

伝
送

路
設

備

制
御

装
置
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セ

ン
タ

ー
設

備
等

）

無
線

ア
ク

セ
ス

装
置

（
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EE
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2.
11
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又

は
IE

EE
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2.
11
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対

応
W

i-F
i ）

電
源

装
置

イ
メ

ー
ジ

図

W
i-F

iの
メ

リ
ッ

ト
と

し
て

、
災

害
時

に
は

、
携

帯
電

話
等

が
輻

輳
の

た
め

に
利

用
で

き
な

い
場

合
で

も
、

情
報

収
集

が
可

能
ラ

ジ
オ

や
防

災
行

政
無

線
等

の
片

方
向

の
情

報
伝

達
手

段
と

異
な

り
、

被
災

者
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
情

報
収

集
が

可
能

避
難

所
・

避
難

場
所

官
公

署

文
化

財
自

然
公

園
・

都
市

公
園

博
物

館

防
災

拠
点

、
災

害
対

応
の

強
化

が
望

ま
れ

る
公

的
拠

点

（
億
円
）

当
初
予
算
額

R
1年

度
R

2年
度

R
3年

度

予
算

額

11
.8

8.
6

9.
0
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No. 15  Ｒ３予算額 233 百万円の内数 

事業名 
災害情報等代替伝送システム整備事業 
（放送ネットワーク整備支援事業） 

府省庁名 総務省 

概 要 
 第三セクター法人が所有するケーブルテレビネットワークについて、断線等によって

停波した場合においても情報伝送の代替手段を確保し、耐災害性の強化を図るため、広

帯域の無線システムの整備を行う事業であって、第三セクター法人に対して支援する。 

支援対象 第三セクター 補助率 １／３ 

対象事業 
ケーブルテレビネットワークについて、断線等によって停波した場合においても情報伝

送の代替手段を確保し、耐災害性の強化を図る観点から、条件不利地域等に該当する地

域における広帯域の無線システムの整備の一部を支援する。 

支援内容 

○補助対象 
 以下の①～③のいずれもいたす地域の第三セクター法人 

① 市町村と防災に関する協定を締結している地域 
② 条件不利地域 
③ 放送法第１４０条第１項の市町村の区域を勘案して定められる区域 

○補助率 
 第三セクター：１／３ 
○補助対象経費 
 送受信設備、アンテナ設備、設置調整等 

離島での 
実績  

備 考  

担当部署 総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室 
連絡先 TEL 03-5253-5809 

参照 HP  
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○
事
業
主
体

第
三
セ
ク
タ
ー
法
人

○
補
助
対
象

・
送
受
信
設
備

・
ア
ン
テ
ナ
設
備

・
設
置
調
整
等

災
害
情
報
等
代
替
伝
送
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
（
放
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
支
援
事
業
）

第
三
セ
ク
タ
ー
法
人
の
所
有
す
る
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
、
断
線
等
に
よ
っ
て
停
波

し
た
場
合
に
お
い
て
も
情
報
伝
送
の
代
替
手
段
を
確
保
し
、
耐
災
害
性
の
強
化
を
図
る
た
め
、
広
帯
域

の
無
線
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
行
う
事
業
で
あ
っ
て
、
第
三
セ
ク
タ
ー
法
人
が
行
う
も
の
。

【
令
和
３
年
度
予
算
額
：
２
.３
億
円
】

事
業
イ
メ
ー
ジ

○
補
助
率
第
三
セ
ク
タ
ー
：１
／
３

○
対
象
地
域

・
市
町
村
と
防
災
に
関
す
る
協
定
を
締
結
し
た
地
域
、

・
条
件
不
利
地
域

・
放
送
法
第
１
４
０
条
第
１
項
の
市
町
村
の
区
域
を
勘
案
し
て
定
め
ら
れ
る
地
域

※
地
上
基
幹
放
送
ネ
ット
ワ
ー
ク整

備
事
業
等
と併

せ
た

「放
送
ネ
ット
ワ
ー
ク整

備
支
援
事
業
」の
予
算
額
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No. 16  R3 予算額 ― 

事業名 
離島における公立の高等学校等の教職員定数の

加算 
府省庁名 文部科学省 

概 要 
離島の教育の特殊事情に鑑み、離島の公立高等学校等の教職員定数について、加配措置

を行うもの。（全額地方交付税措置） 

支援対象 
公立高等学校等のある離島を有す

る都道府県、市町村 
補助率 ― 

対象事業 ― 

支援内容 

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（昭和 36 年法律第 188

号）附則第 11 項に基づき、離島に高等学校（中等教育学校後期課程を含む。）及び特別

支援学校高等部が設置されているときは、離島の教育の特殊事情に鑑み、教職員定数に、

政令で定める数を加える。 

離島での 
実績 

令和２年度予算：100 人 

備 考  

担当部署 文部科学省初等中等教育局財務課 

連絡先 03-6734-2038 

参照 HP  
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加配教職員定数について（高校）

高等学校における加配教職員定数は、少人数指導等の実施、中
途退学や日本語指導の対応など、学校が個々に抱える問題解決の
ために、基本的な教職員定数とは別に特例的に措置しているもの
であり、学校規模等により算定される基本的な定数とともに地方
財政計画人員に計上され、全額地方交付税措置がなされるもので
ある。

令和３年度予算における加配教職員定数一覧

加 配 事 項 内 容 予算定数

指導方法改善 外国語のｵｰﾗﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、数学のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ授業など 1,066人※

(法9条2項) における少人数指導

通級による指導 高等学校における障害に応じた特別の指導（通級 (+47人)
(法22条3号) による指導）に対応 254人

生徒支援 中途退学や日本語指導など教育指導上特別な配慮 1,191人※

(法22条3号) が必要な生徒対応

養護教諭 事件の発生に伴う心のケアなど生徒の心身の健康 84人
(法22条3号) への対応

職業系類型・コー 普通科において職業系の類型・コースを開設し、 346人
ス開設 多様な教育を展開※

(法22条4号)

多様な教科・科目 普通科において多数の教科・科目を開設し、多様 737人
開設 な教育を展開※

(法22条4号)

研修等定数 資質向上のための教員研修、初任者研修、教育指 (▲47人)
(法22条5号) 導の改善研究対応 2,387人

離島地域 離島地域の高校又は特別支援学校高等部における 100人
(法附則11項) 教育の充実への対応

合 計 6,165人

※上記、4つの事項については、各項目10人程度の小規模校向けの優先枠を設ける。
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No. 17  R3 予算額 238 百万円 

事業名 離島高校生修学支援事業 府省庁名 文部科学省 

概 要 
高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっている通学費、居住費に要

する経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助 

支援対象 都道府県、市町村 補助率 １／２以内 

対象事業 

高校未設置の離島に住む高校生が、高校進学のために島外に通学及び居住することに

なることから、通学費や居住費などを対象に修学支援に要する経費の援助を行う都道府

県及び市町村に対し、国がこれに要する経費の一部を補助するもの 

（１）通学に要する交通費 

 

（２）居住費 

支援内容 

（１）生徒の自宅から学校所在地まで、常態として（夏期間のみなど季節単位も含む。）

交通機関を利用して通学する生徒の旅客運賃等をいう。 

（２）高等学校等へ通学するため、生徒の自宅がある離島を離れ、本土または他の離島

の民間アパートや寄宿舎等自宅外に居住している生徒の下宿費、寮費、アパート代

等をいう。 

   なお、冬期間のみ下宿するなど、季節単位で居住費が発生する場合も、その期間

は居住費の対象となる。 

離島での 
実績 

R2 青ヶ島、初島など（１都 17 県で実施） 

備 考 

高校未設置離島とは、離島振興法、小笠原諸島振興開発特別措置法、奄美群島振興開

発特別措置法、沖縄振興特別措置法の各法令で指定されている離島のほか、橋梁等によ

り本土との陸上交通が確保されていない離島の中に高等学校等が設置されていない地域

をいう。 

担当部署 文部科学省初等中等教育局財務課 

連絡先 03-6734-2027 

参照 HP  
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【
補
助
対
象
一
覧
】

区
分

へ
き
地
学
校

過
疎
地
域
等

学
校
統
合

激
甚
災
害

指
定
時

高
校
未
設
置

離
島

ス
ク
ー
ル

バ
ス
等

購
入
費

○
○

○

通
学
費

○
○

○

寄
宿
舎

居
住
費

○
○

○
○

下
宿
等

居
住
費

○

修
学
旅

行
費

○

保
健
管

理
費

○

想
定
人
材

都
道
府
県
・市
町
村

実
施

主
体

１
／
２

（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
ヵ年
の
財
政
力
指
数

0.
4未

満
の
市
町
村
は
２
／
３
、保

健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必

要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

補
助
率

へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

令
和
３
年
度
予
算
額

２
３
.４
億
円

（
前
年
度
予
算
額

２
３
.５
億
円
）

Ⅰ
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
へ
き
地
学
校
等
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に

基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

Ⅱ
補
助
内
容

へ
き
地
学
校
、
過
疎
地
域
等
及
び
学
校
統
廃
合
に
係
る
小
・
中
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト

等
を
購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
等
購
入
費

５
９
７
百
万
円
（
６
０
８
百
万
円
）

高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
通
学
費
、

居
住
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
す
る
補
助

（
３
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
８
百
万
円
（
２
３
８
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費
等

１
，
３
０
５
百
万
円
（
１
，
３
０
５
百
万
円
）

➣
学
校
統
廃
合
に
伴
う
小
中
学
校
等
へ
の
遠
距
離
通
学
に
要
す
る
児
童
生
徒
の
交
通

費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
：
５
年
間
）

➣
激
甚
災
害
に
よ
る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り
、
通
学
が
困
難
と
な
っ
た
小
中
学
校
等
へ

の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の
事
業

に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
：
５
年
間
）

（
４
）
そ
の
他

２
０
４
百
万
円
（
２
０
４
百
万
円
）

寄
宿
舎
居
住
費
、
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
（
３
～
５
級
地
）
、
保
健
管
理
費
等
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No. 18  R3 予算額 

R２第 3 次補正予算 

68,837 百万円 

130,540 百万円 

事業名 公立学校施設整備費 府省庁名 文部科学省 

概 要 

公立の小中学校等の施設整備については、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関

する法律の規定等により、設置者である地方公共団体が行う施設整備に要する経費につい

て国が一定の割合を負担等している。 

 離島については、離島振興法の規定等に基づき、国の負担割合の特例を設けるなど離島

の振興のための特別措置を講じている。 

支援対象 都道府県、市町村 等 補助率 ５．５／１０ 

対象事業 

【主な特別措置の概要】 

①小中学校等施設の新増築 

（公立の小中学校等の校舎・屋内運動場等の新増築に要する経費の一部を国が負担） 

②学校統合に伴う既存施設の改修 

（公立の小中学校等の統合に伴い実施する既存の校舎の改修に要する経費に対して国

が交付金を交付） 

③小中学校等施設の改築 

（公立の小中学校等の校舎・屋内運動場・寄宿舎の改築に要する経費に対して国が交付

金を交付） 

④へき地小中学校等施設の新増築 

（へき地の公立の小中学校等の寄宿舎、教職員住宅、集会室の新増築に要する経費に対

して国が交付金を交付） 

支援内容 
①・②・④ 算定割合： 通常１／２ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

③   算定割合： 通常１／３ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

離島での 
実績 

R2 計 13 島に計約 444,582 千円を交付。（嵩上げ部分の金額を含む全体額） 

備 考  

担当部署 文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課 

連絡先 03-6734-2464 

参照 HP http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/main11_a2.htm 
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離島振興地域における公立学校施設整備について 

 

１ 制度の概要 

 公立の小中学校等の施設整備については、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関す

る法律の規定等により、設置者である地方公共団体が行う施設整備に要する経費について国が

一定の割合を負担等している。 

 離島については、離島振興法の規定等に基づき、国の負担割合の特例を設けるなど離島の振

興のための特別措置を講じている。 

 

２ 主な特別措置の概要 

①  小中学校等施設の新増築 

事業概要：公立の小中学校等の校舎・屋内運動場等の新増築に要する経費の一部を国が負

担 

算定割合：通常１／２ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

 

②  学校統合に伴う既存施設の改修 

   事業概要：公立の小中学校等の統合に伴い実施する既存の校舎の改修に要する経費に対し

て国が交付金を交付 

    算定割合：通常１／２ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

 

③  小中学校等施設の改築 

事業概要：公立の小中学校等の校舎・屋内運動場・寄宿舎の改築に要する経費に対して国

が交付金を交付 

算定割合：通常１／３ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

 

④  へき地小中学校等施設の新増築 

事業概要：へき地の公立の小中学校等の寄宿舎、教職員住宅、集会室の新増築に要する経

費に対して国が交付金を交付 

算定割合：通常１／２ → 離島振興地域 ５．５／１０ 

 

【参考】 

  事業名 対象となる学校種別 嵩上げ 

① 新増築 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（小中学部）
※１

 法 7 条 1 項 

② 統合改修 小学校、中学校、義務教育学校 予算補助 

③ 改築 
危険改築 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（小中学部）

※１
 法 7 条 1 項 

不適格改築 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（小中学部）
※１

 予算補助 

④ 教員住宅の建築 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（小中学部）
※１

 法 7 条 7 項 

⑤ 集会室の整備 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程） 法 7 条 7 項 

⑥ へき地寄宿舎 小学校、中学校、義務教育学校 予算補助 

※１ 視覚障害者又は聴覚障害者である児童又は生徒に対する教育を主として行うものに限る。 

※２ 上記のほか、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（小中学部であり、視覚障害者又は聴覚障害者で

ある児童又は生徒に対する教育を主として行うものに限る。）の公害防止工事についても、通常１／３→離島振興地域５．５／１０となっている。 
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No. 19  Ｒ３予算額 208 百万円 

事業名 

地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協

働ネットワーク構築事業（ＣＯＲＥハイスクー

ル・ネットワーク構想） 

府省庁名 文部科学省 

概 要 

中山間地域や離島等に立地する小規模校等学校の教育環境改善のため、複数の高等学校

の教育課程の共通化・相互互換やＩＣＴの最大限の活用により、生徒の進路希望に対応

した多様な教科・科目の開設や習熟度別指導を実現するとともに、高等学校が立地する

地元自治体等の関係機関と連携・協働する体制を構築し持続的な地方創生の核としての

高等学校の機能強化を図る学校間連携・協働ネットワークの構築に関する調査研究を実

施する。 

支援対象 国公私立の高等学校・中等教育学校 補助率 委託費（１０／１０） 

対象事業 

①同時双方向型の遠隔授業など ICT も活用した連携・協働 

 ⇒自校では受けることのできない授業の受講を可能化 

 ⇒免許外教科担任制度の利用解消 

 

②地元自治体等の関係機関と連携・協働する体制の構築 

 ⇒学校外の教育資源を活用した教育の高度化・多様化 

 ⇒地域を深く理解しコミュニティを支える人材の育成 

支援内容 
遠隔授業の開発・実施等に必要な経費 

（設備備品費、人件費、旅費、謝金等） 

離島での 
実績 

北海道、新潟県、島根県、長崎県から離島に所在する高等学校を対象とする事業申請が

されている。 

備 考 令和３年度からの新規事業として実施。委託機関の公表は令和３年３月末を予定 

担当部署 初等中等教育局参事官（高等学校担当）付高等学校改革推進室 

連絡先 ０３－６７３４－２０２２ 

参照 HP - 
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No. 20-1  R3 予算額 ５百万円 

事業名 近代和風建築等総合調査 府省庁名 文化庁 

概 要 
近代和風建築又は近代化遺産（建造物等）の所在地、形態・意匠及び保存状況等に関し

て、都道府県が行う調査事業に対する補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
当該地方公共団体に所在する近代和風建築又は近代化遺産（建造物等）の歴史的沿革、

建築意匠・技法に関する調査事業。原則として２か年継続事業とする。 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考  

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-2  R3 予算額 １２，５６２百万円 

事業名 
重要文化財（建造物・美術工芸品）修理、防災

事業 
府省庁名 文化庁 

概 要 重要文化財の管理又は修理、及び公開活用に要する経費についての補助 

支援対象 所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
修理事業、管理事業、公開活用事業（これらの事業施行上必要な調査事業を含む） 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R 元 礼文町 佐渡市 隠岐の島町島後 壱岐市 対馬市 佐世保市黒島 
R2  礼文町 佐渡市 壱岐市 対馬市 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課・文化資源活用課 
連絡先 03-6734-4835、03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-3  R3 予算額 １０８百万円 

事業名 登録有形文化財建造物修理事業 府省庁名 文化庁 

概 要 
登録有形文化財建造物の保存と活用を図るために必要な保存修理に係る設計監理に要す

る経費、及び公開活用に要する経費についての補助 

支援対象 所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

１ 保存修理に係る設計監理事業 
次のア～ウに掲げるいずれかに該当する登録有形文化財建造物の保存・活用の模範

となるもので、これらの登録有形文化財建造物の保存修理に係る設計監理事業 
ア 各地の歴史的景観を活かしたまちづくりに資するもの 
イ 各地の特色ある伝統的建築文化の技術・意匠などの伝承に資するもの 
ウ 身近な地域づくりや地域振興に資するもの 

 
２ 公開活用事業 
詳細な内容については参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 R1 八丈町 竹富町竹富島 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-4  R3 予算額 ３百万円の内数 

事業名 民家保存管理施設 府省庁名 文化庁 

概 要 
重要文化財である民家が現状変更等により居住者の日常生活に著しく支障が生じた場合

に、当該民家を管理するために新しく保存管理施設を設置する事業に要する経費につい

ての補助 

支援対象 個人所有者 補助率 １／２（上限あり） 

対象事業 
保存管理施設を建築する事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
１件当たり２、７００千円を最高限度額とする。 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-5  R3 予算額 ４百万円の内数 

事業名 重要文化財建造物等買上 府省庁名 文化庁 

概 要 
重要文化財である建造物及びその敷地の保存のため特別の事情による買上げに要する経

費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
各条件を満たした建造物等を買上げる事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-6  R3 予算額 ２８百万円 

事業名 地域活性化のための特色ある文化財調査・活用 府省庁名 文化庁 

概 要 

全国に所在する我が国の歴史・文化の解明に必要な文化財（美術工芸品）（絵画、彫刻、

工芸品、書跡・典籍、古文書、歴史資料等）の平時および震災や津波等の大規模災害によ

る散逸、亡失を防ぎ、保存対策の基本計画策定に資するために実施する保存状況等の調

査に要する経費、及び調査成果の情報発信に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

次に掲げる史料の所在確認及び保存状況を調査する事業。 
（１）まとまって１か所に伝存し、調査によって当該地域の歴史及び文化を明らかにす

るもの。 
（２）散在しているが、特定の歴史事象等について包括的に調査することによって、そ

の価値が明らかにされるもの。 
（３）その他上記事項に準ずるもの。 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-7  R3 予算額 ２７百万円 

事業名 天然記念物緊急調査 府省庁名 文化庁 

概 要 
学術上価値の高い動物・植物及び地質鉱物の実態を把握し、その保存対策に資するため

に行う調査に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）減少原因調査……減少又は衰滅の虞れのある動植物等についてその原因の調査 
（２）分布調査……学術上貴重な動植物等の所在、分布の調査 
（３）生態調査……減少しつつある動物・植物の生態及び生息環境とのかかわり合いに

ついての調査 
（４）保存対策調査……減少原因調査、分布調査、生態調査などをふまえた具体的な保

存対策の実施方法等についての調査 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 R1 礼文町 与那国町 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-8  R3 予算額 １００百万円 

事業名 史跡等保存活用計画等策定 府省庁名 文化庁 

概 要 

史跡、名勝又は天然記念物の保存活用計画を策定する事業に要する経費、及び古くから

文物や人々の交流の舞台となってきた古道・運河等とそれに沿う地域に残されている歴

史的遺産を周囲の環境を含めて総合的かつ体系的に調査するとともに、それらを活用し、

機能させるための計画の策定に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体、所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
（１）史跡等保存活用計画策定事業 
（２）歴史の道総合計画策定事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 対馬市 新上五島町 奄美市 久米島町 石垣市 
 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-9  R3 予算額 １００百万円 

事業名 天然記念物再生事業 府省庁名 文化庁 

概 要 天然記念物の保護及び再生事業に要する経費についての補助 

支援対象 所有者、地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）給餌 
（２）増殖施設、保護収容施設の整備 
（３）病害虫駆除 
（４）施肥等樹勢回復 
（５）遷移の中断、促進及び正常化 
（６）生息・生育環境の維持・復元のための事業 
（７）その他天然記念物の再生に必要と認める事業 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 萩市見島 土庄町 石垣市 
R2 萩市見島 土庄町 新上五島町 石垣市 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-10  R3 予算額 ２００百万円 

事業名 天然記念物食害対策 府省庁名 文化庁 

概 要 
天然記念物に指定された動物による農作物、造林木等に対する食害等の防止対策のため

に、地方公共団体が行う事業に要する経費についての補助 

支援対象 
地方公共団体（一部事業については

都道府県のみ） 
補助率 ２／３ 

対象事業 

（１）幼樹保護 
（２）防護柵設置 
（３）捕獲 
（４）防護網等設置 
（５）餌場借上 
（６）給餌 
（７）効果測定等調査 
（８）その他保護管理のために必要な施設の設置等 

支援内容 補助率２／３。 

離島での 
実績 R1  小笠原村 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-11  R3 予算額 ３，００２百万円 

事業名 埋蔵文化財緊急調査 府省庁名 文化庁 

概 要 土地に埋蔵されている文化財の実態を把握するための調査に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）発掘調査 
（２）遺跡発掘事前総合調査 
（３）遺跡詳細分布調査 
（４）重要遺跡確認緊急調査 
（５）出土遺物保存処理 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照。 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 佐渡市、上島町、壱岐市、対馬市、屋久島町、瀬戸内町、喜界町、徳之島町、天城

町、伊仙町、和泊町、知名町、与論町、伊江村、伊是名村、宮古島市、石垣市、与那国町 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-12  R3 予算額 １５百万円 

事業名 名勝地調査 府省庁名 文化庁 

概 要 
消滅や改変の危機に瀕している未指定・未登録の名勝地の保護のために、必要情報の集

約を目的として実施する調査経費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
（１）名勝地を特定するために行う総合調査 
（２）個別の名勝地を対象として行う実測図作成等に係る詳細調査 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-13  R3 予算額 ２７２百万円 

事業名 文化的景観保護推進事業 府省庁名 文化庁 

概 要 文化的景観の保存と活用を図るための事業に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）調査事業 
（２）保存活用計画策定事業 
（３）整備事業 
（４）普及・啓発事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 佐渡市、佐世保市黒島、新上五島町、五島市 
R2 佐渡市、佐世保市黒島、新上五島町 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-14  R3 予算額 １，５７９百万円の

内数 

事業名 伝統的建造物群保存対策 府省庁名 文化庁 

概 要 
伝統的建造物群の保存状況等の調査及びこれに基づく保存・防災対策の策定並びにそれ

らの見直しの事業に要する経費についての補助 

支援対象 市町村 補助率 １／２ 等 

対象事業 

(１)伝統的建造物群保存対策調査 
・歴史的沿革及び自然的、社会的、経済的概況の調査 
・伝統的建造物群及びこれと一体をなす環境の保存状況に関する調査 
・伝統的建造物群及びこれと一体をなす環境の保存対策の策定 
(２)重要伝統的建造物群保存地区防災計画策定 
・重要伝統的建造物群保存地区の防災計画策定 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-15  R3 予算額 １，５７９百万円の

内数 

事業名 重要伝統的建造物群保存地区保存事業 府省庁名 文化庁 

概 要 
重要伝統的建造物群保存地区の保存のために行う当該保存地区内における建造物及び伝

統的建造物群と一体をなす環境を保存するため特に必要と認められる物件の管理、修理、

修景又は復旧に要する経費についての補助 

支援対象 市町村 補助率 １／２ 等 

対象事業 

伝統的建造物群保存地区の保存のため市町村が自ら行う事業または所有者等の行う事業

又は所有者等が行う事業に対し市町村がその経費を補助する事業 
 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

 
R2 佐渡市宿根木、牟岐町出羽島、、呉市富町御手洗、丸亀市塩飽本島町笠島、平戸市

大島村神浦、竹富町竹富島 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-16  R3 予算額 １３２百万円 

事業名 指定文化財管理 府省庁名 文化庁 

概 要 
指定文化財の維持管理の万全を期するために、地方公共団体及び国有文化財の管理団体

が行う事業に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）防災設備保守点検等 
（２）差し茅、防蟻防虫、雪降し等小修理 
（３）名勝等庭園の荒廃防止及び民家の環境整備 
（４）燻蒸・殺虫 
（５）文化財保護管理指導 
（６）国有文化財の見廻り看視及び清掃 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
（１）～（５）の事業については補助率１／２。（６）の事業については補助率４／５。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 島後（隠岐布施海岸） 
R2 島後（隠岐布施海岸） 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-17  R3 予算額 ３７３百万円 

事業名 重要無形文化財伝承事業 府省庁名 文化庁 

概 要 重要無形文化財等の保存のための伝承事業に要する経費についての補助 

支援対象 保存団体、地方公共団体等 補助率 定額 

対象事業 

（１）伝承者の養成 
（２）研修発表会 
（３）資料の収集整理（文化財保護法第７１条の重要無形文化財に限る。） 
（４）指定の要件の品質管理（工芸技術のうち文化財保護法第７１条の重要無形文化財

に限る。） 
（５）技術研究 
（６）原材料・用具の確保 
（７）関連技術事業 
（８）重要無形文化財人形浄瑠璃文楽の伝承を実施する団体の活動運営経費 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 予算の範囲内において定額。 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-18  R3 予算額 ４７百万円 

事業名 重要無形文化財等公開事業 府省庁名 文化庁 

概 要 重要無形文化財等の保存のための公開事業に要する経費についての補助 

支援対象 保存団体、地方公共団体等 補助率 定額 

対象事業 
（１） 国家指定芸能特別鑑賞会 
（２） 日本伝統工芸展 

支援内容 
予算の範囲内において定額。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-19  R3 予算額 ３０百万円 

事業名 民俗文化財調査 府省庁名 文化庁 

概 要 
有形の民俗文化財及びこれに関連する無形の民俗文化財について、その保護に資するた

めの調査に要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体等 補助率 １／２ 等 

対象事業 
我が国の民俗文化財のうち、散逸、衰滅、変容のおそれのあるもの、又はかつて広域的に

伝承されていたが、急激な社会変化によって特定地域に伝承されているもの等、我が国

の文化を理解するうえで特に重要性が認められるものについての調査事業 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R 元 小豆島（小豆島農村歌舞伎調査を実施）、種子島（種子島の盆踊調査を実施） 
R2 南島原市、平戸市、長崎市、佐世保市、小値賀町、新上五島町、五島市、小豆島、

種子島 
 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-20  R3 予算額 １３６百万円 

事業名 重要有形民俗文化財修理・防災事業 府省庁名 文化庁 

概 要 重要有形民俗文化財の管理又は修理に要する経費についての補助 

支援対象 所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 
（１）管理事業 
（２）修理事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-21  R3 予算額 １６９百万円 

事業名 民俗文化財伝承・活用等事業 府省庁名 文化庁 

概 要 民俗文化財の伝承・活用等事業のために要する経費についての補助 

支援対象 地方公共団体、所有者、保護団体等 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）重要有形・無形及び登録有形民俗文化財伝承基盤整備事業 
（２）無形民俗文化財伝承事業 
（３）無形民俗文化財活用事業 
（２）（３）の事業は、地方公共団体が行う事業を原則とする。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-22  R3 予算額 ３９５百万円 

事業名 文化財保存技術保存事業 府省庁名 文化庁 

概 要 選定保存技術等の保存のための伝承者の養成等の事業に要する経費についての補助 

支援対象 保持者、保存団体、地方公共団体等 補助率 定額 

対象事業 

（１）伝承者の養成 
（２）研修発表会 
（３）技術、技能の錬磨 
（４）記録の作成及び刊行 
（５）原材料・用具の確保 
（６）関連技術事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 予算の範囲内において定額 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化財第一課 
連絡先 03-6734-4835 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-23  R3 予算額 ５百万円 

事業名 ふるさと文化財の森管理業務支援事業 府省庁名 文化庁 

概 要 
文化財建造物の保存に必要な植物性材料の資材供給林及び研修林において、高品位の資

材を確保し継続的に供給するために必要な管理に要する経費についての補助 

支援対象 所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）下草刈り及び除草 
（２）剪定及び間伐 
（３）山焼き 
（４）病害虫及び害獣対策（捕獲、防護網等設置） 
（５）荒皮剥き 
（６）管理のために必要な設備（標識、説明板、境界標、囲い等）の設置 
（７）管理のために必要な通路の整備 
（８）管理のために必要な資料作成 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績  

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-24  R3 予算額 ５，６２４百万円 

事業名 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業 府省庁名 文化庁 

概 要 

史跡、名勝又は天然記念物の整備等を行うために必要な経費、登録記念物の整備等の設

計管理等を行うために必要な経費、及び古くから文物や人々の交流の舞台となってきた

古道・運河等とそれに沿う地域に残されている歴史的遺産の活用整備を図る事業に要す

る経費についての補助 

支援対象 所有者、管理団体、地方公共団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）史跡等総合活用整備 
（２）登録記念物活用整備事業 
（３）歴史の道活用整備事業 
（４）石垣等緊急調査 
（５）（１）～（４）の事業実施に伴い必要となる普及・啓発事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
補助率加算等あり。詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

R1 横須賀市猿島 佐渡市 今治市能島 長崎市高島 長崎市端島 五島市 天草市 

久米島町 石垣市 北大東村 
R2 佐渡市 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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No. 20-25  R3 予算額 ５５０百万円 

事業名 地域の特色ある埋蔵文化財活用事業 府省庁名 文化庁 

概 要 
地域の特色ある埋蔵文化財の総合的な公開活用を推進するために必要な経費についての

補助 

支援対象 地方公共団体等 補助率 １／２ 等 

対象事業 
（１）埋蔵文化財の公開及び整理・収蔵等を行うために必要な設備整備に係る事業 
（２）埋蔵文化財の普及・啓発に係る事業 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 R1 壱岐市 南種子町 伊仙町 和泊町 知名町 宮古島市 

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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国
宝
重
要
文
化
財
等
保
存
・
活
用
事
業
費
補
助
金

国
宝
・
重
要
文
化
財
（
建
造
物
）
を
次
世
代
に
継
承
す
る
た
め
の
修
理
や
、
自
然
災
害
等
か
ら
護
る
た
め
の

防
災
設
備
の
整
備
、
耐
震
診
断
等
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。

・
国
宝
・
重
要
文
化
財
建
造
物
保
存
修
理
強
化
対
策
事
業

1
1,
49
7
百
万
円
（
11
,5
63
百
万
円
）

等

◆
美
術
工
芸
品
の
保
存
修
理
等

1,
06

5百
万
円
（

1,
06

2百
万
円
）

＜
主
な
施
策
＞

国
宝
・
重
要
文
化
財
（
美
術
工
芸
品
）
を
次
世
代
に
継
承
す
る
た
め
の
修
理
や
、
盗
難
等
に
よ
り
所
在
不
明
と

な
る
こ
と
や
、
自
然
災
害
か
ら
護
る
た
め
の
防
災
・
防
犯
設
備
等
の
整
備
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。

◆
伝
統
的
建
造
物
群
基
盤
強
化

1,
57

9百
万
円
（

1,
56

7百
万
円
）

◆
建
造
物
の
保
存
修
理
等

11
,6

10
 百
万
円
（

11
,6

76
百
万
円
）

国
民
共
有
の
財
産
で
あ
る
文
化
財
を
次
世
代
に
継
承
す
る
た
め
、
文
化
財
の
保
存
・
伝
承
等
の
た
め
の
各
種
事
業
に
対
し
て
補
助
を

実
施
。

◆
史
跡
等
の
保
存
整
備
・
活
用
等

9,
89

0百
万
円
（

10
,3

72
百
万
円
）

歴
史
上
、
学
術
上
価
値
の
高
い
史
跡
等
に
つ
い
て
、
保
存
と
活
用
を
図
る
た
め
の
事
業
を
行
う
所
有
者
、
管
理
団
体
等
に

対
す
る
補
助
を
充
実
し
、
保
存
整
備
や
活
用
等
を
推
進
す
る
。

・
歴
史
活
き
活
き
！
史
跡
等
総
合
活
用
整
備
事
業

5
,6
24
百
万
円
（
6
,1
0
6百
万
円
）

等

伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
を
社
会
基
盤
と
し
て
捉
え
、
保
存
に
関
す
る
計
画
か
ら
防
災
対
策
ま
で
を
体
系
的
に

位
置
付
け
、
定
期
的
な
修
理
に
よ
る
個
々
の
伝
統
的
建
造
物
の
健
全
性
確
保
と
と
も
に
、
防
災
設
備
等
の
整
備
を

一
体
的
・
総
合
的
に
実
施
し
、
災
害
に
強
く
、
魅
力
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
実
現
す
る
。

令
和
3年

度
予
算
額

25
,5
17
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

26
,0
24
百
万
円
)

◆
無
形
文
化
財
の
伝
承
・
公
開
等

1,
21

4百
万
円
（

1,
19

0百
万
円
）

芸
能
や
工
芸
技
術
の
無
形
文
化
財
、
風
俗
慣
習
や
民
俗
芸
能
等
の
民
俗
文
化
財
、
文
化
財
の
修
理
や
用
具
の
製
作
・
修

理
等
の
文
化
財
の
保
存
の
た
め
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
文
化
財
保
存
技
術
の
確
実
な
伝
承
等
を
図
る
た
め
に
必
要
な
支

援
を
行
う
。

≪
重
要
文
化
財
間
重
富
関
係
資
料
≫

≪
重
要
文
化
財
（
建
造
物
）

輪
王
寺
大
猷
院
霊
廟
二
天
門
≫
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No. 21  Ｒ３予算額 １，１５３百万円 

事業名 

地域文化財総合活用推進事業 

（地域文化遺産・地域計画等、地域無形文化遺

産継承基盤整備） 

府省庁名 文化庁 

概 要 
我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産の活用を図ることにより、文化

振興とともに地域活性化に資することを目的とする。 

支援対象 

地域の文化遺産の所有者もしくは

保護団体（保存会等）等によって構

成される実行委員会等 

補助率 予算の範囲内において定額補助 

対象事業 

文化振興とともに地域活性化を推進するため、我が国の「たから」である地域の多様で

豊かな文化遺産を活用した、伝統芸能・伝統行事の公開・後継者養成、古典に親しむ活動

など、各地域の実情に応じた特色ある総合的な取組に対して補助を行うもの。 

 

（１）地域文化遺産・地域計画等 

①人材育成事業：地域の文化遺産を総合的に紹介するためのボランティア、ヘリテージ

マネージャー等の人材育成 

②普及啓発事業：地域の文化遺産を普及啓発するための事業（発表会、展覧会、ワークシ

ョップ、シンポジウム等） 

③情報発信事業：地域の文化遺産に関する総合的な情報を発信するためのホームページ、

映像、パンフレット等の制作 

（２）地域無形文化遺産継承基盤整備 

①後継者養成事業：地域の文化遺産の継承のための後継者の育成等 

②用具等整備事業：地域の文化遺産の継承のために用いる用具の新調、修理 

③記録作成事業：地域の文化遺産の保存継承等に関する記録作成 

（３）その他事業：地域の文化遺産を活用した地域活性化に資すると認められる事業 

支援内容 

各地方公共団体が地域の文化遺産を活用した取組が計画的・効果的に実施されるよう、

地域活性化に資する特色ある総合的な取組に関して策定する実施計画に基づき、実行委

員会等が実施する事業に要する経費の全部又は一部を予算の範囲内で補助するもの。 

離島での 
実績 

R2 佐渡市（民謡大会の実施）など 

備 考 

・１０月頃に募集開始予定 

・実行委員会等が所在する地方公共団体及び都道府県を通じて応募（個別の団体からの

直接応募は不可） 

担当部署 文化庁地域文化創生本部 

連絡先 ０７５－３３０－６７２０（内線１０２９） 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/chiiki_kasseika/ 
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■
目

的
地
域
に
古
く
か
ら
継
承
さ
れ
て
い
る
当
該
地
域
に
固
有
の
文
化
遺
産
を
活
用

し
た

、
伝

統
行

事
・

伝
統

芸
能

の
公

開
や

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
な

ど
、

特
色

あ
る

総
合

的
な

取
組

を
支

援
す

る
こ

と
で

、
文

化
振

興
及

び
地

域
活

性
化

を
推

進

■
補
助
対
象
事
業

地
方

公
共

団
体

が
文

化
財

を
活

用
し

た
地

域
の

目
指

す
べ

き
姿

を
戦

略
的

に
計

画
当

該
計

画
に

合
致

す
る
補
助
事
業
を
手
段
と
し
て
実
施
計
画
を
実
現

し
、

評
価

■
現
状
の
課
題
等

○
文

化
財

は
、

地
域

の
人

々
に

豊
か

さ
や

感
動

を
与

え
る

と
と

も
に

心
の

よ
り

ど
こ

ろ
と

し
て

、
地
域
に
活
力
を
与
え
る
国
民
共
有
の
財
産

○
過

疎
化

や
少

子
高

齢
化

な
ど

に
よ

る
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

の
衰

退
や

文
化

財
の

担
い

手
不

足
で

、
地
域
の
文
化
財
が
消
失
の
危
機
に
直
面

■
文
化
芸
術
推
進
基
本
計
画
（
第
１
期
）
（
平
成
３
０
年
３
月
閣
議
決
定
）

有
形

・
無

形
の

文
化

財
に

つ
い

て
、

価
値

の
適

切
な

継
承

に
資

す
る

よ
う

、
地
域
振
興
等
、
観
光
・
産
業
振
興
等
へ
の
活
用

の
た

め
の

取
組

を
推

進

日
本

の
文

化
財

や
伝

統
等

は
、

世
界

に
誇

る
べ

き
も

の
。
日
本
人
自
身
が
そ
の
価
値
を
十
分
に
認
識

し
た

上
で

維
持

、
継

承
、

発
展

さ
せ

る
こ

と
が

重
要

地
域
文
化
財
総
合
活
用
推
進
事
業
（
地
域
文
化
遺
産
・
地
域
計
画
等
）

令
和
3年

度
予
算
額

73
8百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

86
9百

万
円
)

域
内

の
文

化
財

を
総

合
的

に
活

用

補
助
事
業
者

文
化

財
の

保
護

団
体

等
で

構
成

さ
れ

る
実

行
委

員
会

地
方
公
共
団
体

文
化
庁

地
方
公
共
団
体

（
実
施
計
画
策
定
）

A
団

体
ｼﾝ

ﾎﾟ
ｼﾞ

ｳﾑ
開

催
B
団

体
ｶﾞ

ｲﾄ
の

育
成

Ｃ
団

体
伝

統
芸

能
公

開

①
募

集

②
申

請
書

提
出

③
申

請
書

等
提

出

審
査

会
(外

部
)

④ 審 査 依 頼

⑤ 意 見
⑥

決
定

・
補

助
金

交
付

実
行

委
員

会

地
域
文
化
遺
産
・
地
域
計
画
等

・
人

材
育

成
( 

ﾎﾞ
ﾗﾝ

ﾃｨ
ｱｶ

ﾞｲ
ﾄﾞ

等
の

育
成

)
・

普
及

啓
発

（
伝

統
芸

能
等

の
公

開
、

ｼﾝ
ﾎﾟ

ｼﾞ
ｳﾑ

の
開

催
等

）
等

交
流
人
口

の
増

観
光
客
の

増
…

事
業
概
要

事
業
概
要

事
業
ｽｷ
ｰﾑ

事
業
ｽｷ
ｰﾑ

活
用
事
例

ヘ
リ

テ
ー

ジ
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
の

育
成

民
俗

芸
能

大
会

の
開

催

地
域
に
活
力
・
地
域

の
誇
り
を
醸
成

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催
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○
過
疎
化
・少
子
高
齢
化
等
を
背
景
に
、信

仰
や
習
俗
等
を
源
とし
た
地
域
文
化
遺
産
の
担
い
手
が

減
少
し、
伝
統
行
事
等
の
実
施
や
継
承
が
困
難

○
継
承
基
盤
の
体
制
が
脆
弱
な
地
域
の
伝
統
行
事
等
は
取
り残

され
る
お
それ

令
和
3年

度
予
算
額

41
5百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

20
8百

万
円
）

地
域
文
化
財
総
合
活
用
推
進
事
業

（
地
域
無
形
文
化
遺
産
継
承
基
盤
整
備
）

地
域
の
伝
統
文
化
は
人
々
の
つ
な
が
り
や
地
元
へ
の
愛
着
を
生
み
出
す
役
割
を
果
た
し
て
お
り
、
地
域
の
伝
統
行
事
や
民
俗
芸
能
を
支
え
る
保
存
会
等

を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
の
人
々
の
心
の
絆
や
地
域
社
会
の
連
携
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
地
域
の
文
化
振
興
・
地
域
活
性
化
を
推
進
す
る
。

民
俗
芸
能
や
伝
統
行
事
の
保
存
会
会
員
等
を
対
象
とし
た

技
術
練
磨
等
の
事
業

等

祭
礼
行
事
等
の
継
承
に
用
い
る
た
め
の
記
録
映
像
を
作
成
し、

合
わ
せ
て
情
報
発
信
す
る
事
業

等

地
域
の
文
化
遺
産
を
次
世
代
に
継
承
し、
活

用
して
い
くた
め
に
は
、地

域
の
人
々
が
一
体
と

な
って
持
続
的
に
継
承
す
る
必
要
が
あ
る
。

全
国
の
山
車
行
事
等

【住
吉
神
社
節
句
祭
（
兵
庫
）
、
神
戸
山
王
祭

（
岐
阜
）
、
粉
河
祭
（
和
歌
山
）
な
ど
】

国
指
定
重
要
無
形
民
俗
文
化
財

【祇
園
祭
、
博
多
祇
園
山
笠
行
事
、
青
森
ね
ぶ
た
祭
な
ど
】

支 援 対 象 の

イ メ ー ジ

＜
全
国
の
伝
統
行
事
等
の
状
況
＞

文
化
庁

地
方
公
共
団
体

（
実
施
計
画
策
定
）

①
募
集

②
申
請
書
提
出

③
申
請
書
等
提
出

審
査
会
(外
部
)

④ 審 査 依 頼

⑤ 意 見
⑥
決
定
・

補
助
金
交
付

実
行
委
員
会

事
業
ｽｷ
ｰﾑ

事
業
ｽｷ
ｰﾑ

地
域
の
民
俗
芸
能
や
伝
統
行
事
に
用
い
る
獅
子
頭
や
衣
装

等
を
修
理
、新

調
し、
後
継
者
養
成
等
を
行
う事

業
等

■
補
助
対
象
事
業

地
域
の
文
化
遺
産
の
継
承
の
た
め
、基

盤
を
整
え
る
取
組

■
補
助
対
象
事
業

地
域
の
文
化
遺
産
の
継
承
の
た
め
、基

盤
を
整
え
る
取
組

文
化
財
の
保
存
団
体
等
で
構
成
さ
れ
る
実
行
委
員
会

Ａ
保
存
団
体

Ｂ
保
存
団
体

補
助
事
業
者

文
化
財
の
保
存
団
体
等
で
構
成
され
る
実
行
委
員
会

現
状
の
課
題
・必
要
性

用
具
等
整
備
事
業

後
継
者
養
成
事
業

記
録
作
成
事
業
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No. 22  Ｒ３予算額 5,507 百万円 

事業名 文化芸術による子供育成総合事業 府省庁名 文化庁 

概 要 

小学校・中学校等において子供たちに一流の文化芸術団体や芸術家による質の高い様々

な文化芸術を鑑賞・体験する機会を提供するとともに、芸術家による表現手法を用いた

ワークショップ等を実施する。 

支援対象 
① 芸術団体 

② 学校（小学校・中学校等） 
補助率 芸術家派遣等 

対象事業 

小学校・中学校等において子供たちに一流の文化芸術団体や芸術家による質の高い様々

な文化芸術を鑑賞・体験する機会を提供するため、以下の事業を実施。 

（１）巡回公演事業 

一流の文化芸術団体を選定し、小学校・中学校等において実演芸術公演及びワークシ

ョップを実施。 

（２）合同開催事業 

山間、へき地、離島など、鑑賞機会に恵まれない地域に存する小学校・中学校等につい

て、合同で実演芸術公演を実施。 

（３）芸術家の派遣事業 

個人又は少人数の芸術家が学校を訪れ、講話、実技披露、実技指導を実施。 

（４）コミュニケーション能力向上事業 

芸術家による表現手法を用いた計画的・継続的なワークショップや実技披露に加え、児

童・生徒が小集団で協働して、課題解決に取り組む活動を実施。 

支援内容 
（１）（２）は芸術団体へ業務委託 

（３）（４）は国が芸術家派遣費等を負担 

離島での 
実績 

 R2 巡回公演事業、合同開催事業では、７都県において子供たちに一流の文化芸術団

体や芸術家による質の高い様々な文化芸術を鑑賞・体験する機会を提供するとともに、

芸術家による表現手法を用いたワークショップ等を実施した。（計 21 件） 

備 考  

担当部署 文化庁参事官（芸術文化担当）付学校芸術教育室 

連絡先 03-6734-2835 

参照 HP http://www.kodomogeijutsu.go.jp/ 
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文
化
芸
術
は
、
子
供
た
ち
の
育
成
に
大
き
な
力
と
な
る
。

■
一
流
の
文
化
芸
術
団
体
や
芸
術
家
に
よ
る
質
の
高
い
様
々
な
文
化
芸
術
を
鑑
賞
・
体
験
す
る
こ
と
は
、
子
供
た
ち
の
豊
か
な
感
性
・
情
操
や
、
創
造
力
・
想
像
力
を
養

う
上
で
大
き
な
効
果
。

■
芸
術
家
を
教
育
現
場
に
派
遣
し
て
行
う
対
話
や
創
作
、
表
現
に
係
る
体
験
活
動
は
、
子
供
た
ち
の
思
考
力
・判
断
力
・表
現
力
等
の
向
上
や
、
自
己
肯
定
感
、
社
会
性
、
責
任

感
等
の
育
成
に
大
き
な
効
果
。

３
芸
術
家
の
派
遣
事
業

■
個
人
又
は
少
人
数
の
芸
術
家
が
学
校
を
訪
れ
、
講
話
、

実
技
披
露
、
実
技
指
導
を
実
施
。

■
国
、
教
育
委
員
会
と
地
域
の
N
P
O
法
人
等
が
連
携
し
、
学

校
と
芸
術
家
個
人
や
小
規
模
グ
ル
ー
プ
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
。

３
，
１
５
０
件
程
度
（
学
校
公
募
型
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
提
案
型
）

１
巡
回
公
演
事
業

４
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
向
上
事
業

■
学
校
に
お
い
て
、
芸
術
家
に
よ
る
表
現
手
法
を
用
い
た

計
画
的
・継
続
的
な
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
を
実
施
。

■
芸
術
家
に
よ
る
実
技
披
露
に
加
え
、
児
童
・
生
徒
が
小

集
団
で
協
働
し
て
、
課
題
解
決
に
取
り
組
む
活
動
を
実
施
。

■
創
作
や
小
集
団
で
の
話
合
い
等
の
プ
ロ
セ
ス
を
重
視
。

２
０
０
件
程
度
（
学
校
公
募
型
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
提
案
型
）

豊
か
な
創
造
力
・
想
像
力
を
養
う

思
考
力
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
な
ど

社
会
人
と
し
て
の
素
養
を
身
に
つ
け
る

将
来
の
芸
術
家
や
観
客
層
を
育
成
し
、

優
れ
た
文
化
芸
術
の
創
造
に
つ
な
げ
る

２
合
同
開
催
事
業

■
国
が
一
流
の
文
化
芸
術
団
体
を
選
定
し
、
小
学
校
・
中

学
校
・特
別
支
援
学
校
等
に
お
い
て
実
演
芸
術
公
演
を
実

施
。

■
事
前
に
児
童
・
生
徒
が
自
ら
参
加
す
る
体
験
型
の
活
動

（ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
）を
実
施
。

□
公
演
種
目
1
5
種
目

□
公
演
数
１
，
５
５
０
公
演
程
度

■
山
間
、
へ
き
地
、
離
島
な
ど
、
鑑
賞
機
会
に
恵
ま
れ
な
い

地
域
に
存
す
る
小
学
校
・中
学
校
・特
別
支
援
学
校
等
に

つ
い
て
、
合
同
で
実
演
芸
術
公
演
を
実
施
。

□
公
演
種
目
：
１
５
種
目

□
公
演
数
：
４
９
０
公
演
程
度

■
よ
り
多
く
の
文
化
芸
術
の
鑑
賞
・
体
験
が
可
能
と
な
る
よ
う
地
方
公
共
団
体
へ
の
呼
び
か
け
な
ど
を
行
う
と
と
も
に
、
将
来
的
に
は
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
事
業
等
も
含
め
、
義
務
教
育
期

間
中
毎
年
１
回
は
、
文
化
芸
術
の
鑑
賞
・
体
験
が
で
き
る
環
境
を
整
え
る
こ
と
を
目
指
す
。

■
小
・
中
学
校
・
特
別
支
援
学
校
や
教
育
委
員
会
が
学
校
と
同
等
と
認
め
る
場
合
は
、
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
や
院
内
学
級
等
で
の
実
施
も
行
い
、
様
々
な
環
境
に
い
る
義
務
教
育
期
間
中
の
多
く
の

子
供
た
ち
が
質
の
高
い
文
化
芸
術
に
触
れ
る
機
会
の
充
実
に
努
め
る
。

■
他
教
科
と
比
べ
、
学
校
内
に
お
け
る
研
鑽
の
機
会
が
乏
し
い
美
術
や
音
楽
と
い
っ
た
芸
術
系
教
科
等
担
当
教
員
等
へ
の
研
修
等
を
通
し
た
学
び
の
機
会
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
今
後
の
芸

術
教
育
の
方
向
性
や
文
化
芸
術
と
教
育
両
分
野
の
一
体
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
等
を
検
討
す
る
。

■
映
画
を
含
む
メ
デ
ィ
ア
芸
術
分
野
を
は
じ
め
、
各
実
演
芸
術
分
野
に
お
い
て
、
さ
ら
に
芸
術
教
育
を
推
進
す
る
た
め
、
教
育
課
程
に
沿
っ
た
実
施
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
証
実
験
等
を
通
し
、
学
校
が

さ
ら
に
本
事
業
を
活
用
し
や
す
く
な
る
よ
う
検
討
す
る
。

■
各
地
方
の
芸
術
系
及
び
教
育
系
大
学
等
の
芸
術
担
当

講
師
等
を
活
用
し
、
各
都
道
府
県
等
の
ブ
ロ
ッ
ク
別
に
講

師
を
派
遣
し
、
小
・中
学
校
・高
校
等
の
芸
術
担
当
教
員
へ

の
研
修
及
び
実
演
鑑
賞
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
交
流
会

等
の
意
見
交
換
の
場
を
設
け
る
。

５
芸
術
教
育
に
お
け
る
芸
術
担
当
教
員
等
研
修
事
業

文
化
芸
術
に
よ
る
子
供
育
成
総
合
事
業

令
和
３
年
度
予
算
額

5,
50
7百

万
円

(前
年
度
予
算
額

5,
33
0百

万
円
)
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No. 23-1  R3 予算額 32 百万円の内数 

事業名 

危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査

研究事業（危機的な状況にある言語・方言サミ

ットの開催） 

府省庁名 文化庁 

概 要 

平成２１年２月にユネスコが指摘した危機的な状況にある８言語・方言(八丈方言が含ま

れる)や東日本大震災の被災地方言に関する調査結果，各地の継承のための取組事例等を

紹介するとともに，それぞれの言葉による語りの披露や危機言語・方言を使った活動や

研究を行っている方の講演等を通して，危機言語・方言の価値や，各地域における危機

言語・方言の保存・継承の活動について理解を深めていただき，「地域の宝」である言語・

方言の危機的な状況の改善につなげようとするもの。 

支援対象 都道府県 補助率 都道府県に支出委任をして実施 

対象事業 危機的な状況にある言語・方言サミットの開催 

支援内容 都道府県に支出委任 

離島での 
実績 

なし 

備 考 ・開催地となる対象地域は危機的な状況にある言語・方言を抱えている地域 

担当部署 文化庁国語課 

連絡先 03-6734-2839 

参照 HP https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kokugo_shisaku/kikigengo/index.html 
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No. 23-2  R3 予算額 32 百万円の内数 

事業名 

危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研

究事業（危機的な状況にある言語・方言のアーカ

イブ化を想定した実地調査研究） 

府省庁名 文化庁 

概 要 

平成２１年２月にユネスコが指摘した危機的な状況にある８言語・方言(八丈方言が含ま

れる)のうち，音声資料や映像資料をはじめ，保存・継承に必要な調査研究が十分とは言

えない地域の方言について，当該地域の方言の保存・継承に資するため，教材等を作成

する上でよりどころとなる基礎データの集積を中心に，アーカイブとして公開すること

を想定した実地調査及びその分析，方言の保存・継承に資する諸研究や成果報告等を行

うもの。 

支援対象 法人格を有する団体 補助率 委託事業として実施 

対象事業 危機的な状況にある言語・方言のアーカイブ化を想定した実地調査研究の実施 

支援内容 

 

委託事業として実施 

 

離島での 
実績 

平成２５及び２６年度の危機言語・方言の実態に関する調査研究において，東京都八丈

島，青ヶ島での調査を実施 

備 考 
・調査研究の対象となるのは危機的な状況にある言語・方言を抱える地域 

・委託先は法人格を有する団体 

担当部署 文化庁国語課 

連絡先 03-6734-2839 

参照 HP https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kokugo_shisaku/kikigengo/index.html 
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ユ
ネ
ス
コ
に
指
摘
さ
れ
た
言
語
・
方
言
や
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
に
お
け
る
方
言
な
ど
，
我
が
国
に
お
い
て
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方
言
の
実
態
を
把
握
す
る
と
と
も
に
，
観
光
振
興
や
地
域
振
興
に
つ
な
が
る
地
域
の

文
化
の
基
盤
で
あ
る
言
語
・
方
言
の
保
存
・
継
承
に
向
け
た
地
域
で
の
取
組
の
実
情
を
把
握
し
，
言
語
・
方
言
が
消
滅
す
る
こ
と
が
な
く
，
保
存
・継
承
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
じ
，
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方

言
の
状
況
改
善
に
つ
な
げ
る
。

◎
「
文
部
科
学
省
組
織
令
」
（
平
成
2
1
年
政
令
第
2
5
1
号
・
平
成
3
0
年
1
0
月
1
日

一
部

改
正

）
第
9
9
条

国
語
課
は
，
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一
国
語
の
改
善
及
び
そ
の
普
及
に
関
す
る
こ
と
。

（
中
略
）

三
ア

イ
ヌ

文
化

の
振

興
に

関
す

る
こ

と
（

ア
イ

ヌ
語

の
継

承
並

び
に
ア

イ
ヌ

語
に

関
す

る
知

識
の

普
及

及
び

啓
発

に
関

す
る

こ
と

に
限

る
。

）
◎
「
A
t
l
a
s
 
o
f
 
t
h
e
 
W
o
r
l
d
’
s
 
L
a
n
g
u
a
g
e
s
 
i
n
 
D
a
n
g
e
r
」
（
平
成
2
1
年
2
月

1
9
日

ユ
ネ

ス
コ

）
消
滅
の
危
機
に
あ
る
と
さ
れ
た
8
言
語
・
方
言
（
ア
イ
ヌ
語
，
八
丈
方
言
，
奄
美
方
言
，
国
頭
（
く
に
が
み
）
方
言
，
沖
縄
方
言
，
宮
古
方
言
，
八
重
山
方
言
，
与
那
国
方
言
）

◎
「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
」
（
平
成
2
3
年
7
月
2
9
日
東
日

本
大

震
災

復
興

対
策

本
部

）
「
地
域
の
た
か
ら
」
で
あ
る
文
化
財
や
歴
史
資
料
の
修
理
・
修
復
を
進
め
る
と
と
も
に
，
伝
統
行
事
や
方
言
の
再
興
等
を
支
援
す
る
。

◎
「
北
海
道
外
ア
イ
ヌ
生
活
実
態
調
査
」
を
踏
ま
え
た
全
国
的
見
地
か
ら
の

施
策

の
展

開
に

つ
い

て
（

平
成

2
4
年

6
月

1
日

ア
イ

ヌ
政

策
推

進
会

議
政

策
推
進

作
業

部
会

）
関
係
機
関
に
お
け
る
ア
イ
ヌ
語
の
調
査
研
究
を
一
層
充
実
・
強
化
さ
せ
る
と
と
も
に
，
ア
イ
ヌ
語
の
研
究
を
行
っ
て
い
る
大
学
等
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
そ
の
成
果
の
普
及
啓
発
を
行
う
こ
と
，
ま
た
，
ア
イ
ヌ
語
の
教
育
・
研
究
環
境
の
整
備
に

努
め
る
こ
と
な
ど
に
よ
っ
て
，
ア
イ
ヌ
語
の
伝
承
活
動
を
支
援
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

◎
「
国
連
社
会
権
規
約
委
員
会
最
終
見
解
」
（
平
成
2
5
年
5
月
1
7
日
国
連
社
会

権
規

約
委

員
会

）
ア
イ
ヌ
語
を
保
全
し
か
つ
振
興
す
る
た
め
に
と
ら
れ
た
措
置
の
成
果
に
関
す
る
情
報
を
次
回
の
定
期
報
告
書
に
記
載
す
る
よ
う
要
請
す
る
。

◎
「
民
族
共
生
の
象
徴
と
な
る
空
間
」
に
お
け
る
文
化
伝
承
等
の
活
動
に
つ

い
て

（
平

成
2
5
年

9
月

1
1
日

ア
イ

ヌ
政

策
推

進
会

議
）

象
徴
空
間
に
お
い
て
は
，
ア
イ
ヌ
語
に
第
一
言
語
，
い
わ
ば
“
公
用
語
”
と
し
て
の
位
置
付
け
を
与
え
る
こ
と
，
ア
イ
ヌ
語
に
関
す
る
学
習
・
翻
訳
拠
点
と
し
て
位
置
付
け
る
こ
と
が
，
ア
イ
ヌ
語
の
取
組
の
方
向
性
と
し
て
示
さ
れ
る
。

◎
ア
イ
ヌ
文
化
の
振
興
等
の
た
め
の
「
民
族
共
生
の
象
徴
と
な
る
空
間
」
の

整
備

及
び

管
理

に
関

す
る

基
本

方
針

に
つ

い
て

（
平

成
2
6
年

6
月

1
3
日

閣
議

決
定

）
◎
「
国
連
人
種
差
別
撤
廃
委
員
会

日
本
の
第
1
0
回
・
第
1
1
回
定
期
報
告
に
関

す
る

総
括

所
見

」
（

平
成

3
0
年

8
月

）
ア
イ
ヌ
の
人
々
の
…
文
化
及
び
言
語
に
対
す
る
権
利
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
強
化
を
継
続
す
る
こ
と

◎
「
文
化
芸
術
推
進
基
本
計
画
」
（
第
１
期
）
（
平
成
3
0
年
3
月
6
日
閣
議
決

定
）

第
４

今
後
５
年
に
講
ず
べ
き
文
化
芸
術
に
関
す
る
基
本
的
な
施
策

２
戦
略
２
関
連

●
ユ
ネ
ス
コ
の
公
表
し
た
国
内
に
お
け
る
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方
言
や
東
日
本
大
震
災
被
災
地
域
の
方
言
に
つ
い
て
，
そ
の
実
態
を
把
握
す

る
と
と
も
に
，
言
語
･
方
言
の
保
存
･
継
承
の
た
め
の
調
査
研
究
と
情
報
の
収
集
を
行
い
，
そ
の
成
果
の
普
及
等
を
通
じ
て
，
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方
言
の
状
況
改
善
に
つ
な
げ
る
。
【
戦
略
２
，
４
，
５
】

◎
「
ア
イ
ヌ
の
人
々
の
誇
り
が
尊
重
さ
れ
る
社
会
を
実
現
す
る
た
め
の
施
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
（
平
成
3
1
年
法
律
第
1
6
号
）
及
び
本
法
律
に
基
づ
く
「
ア
イ
ヌ
施
策
の
総
合
的
か
つ
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
」
（
令
和
元

年
9
月
6
日
閣
議
決
定
）

具 体 的 な 取 組

ユ ネ ス コ が 指 摘 し た 言 語 ・ 方 言 東 日 本 大 震 災 の 被 災 地 の 方 言

（ 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 １ １ 日 ）

震 災 の 発 生

震 災 の 影 響 に 関 す る 予 備

調 査

危 機 状 況 の 実 態 調 査

ユ
ネ
ス
コ
が

指
摘
し
た
ア

イ
ヌ
語
，
与

那
国
方
言
，

奄
美
方
言
，

宮
古
方
言
に

つ
い
て
，
ユ

ネ
ス
コ
の
基

準
に
照
ら
し

た
危
機
の
程

度
，
言
語
・

方
言
の
現
状

を
調
査

保 存 ・ 継 承 の 取 組 に 関 す る

調 査 （ 未 実 施 ）

「
東
日
本
大

震
災
か
ら
の

復
興
の
基
本

方
針
」
（
平

成
2
3
年
７
月

2
9
日
東
日
本

大
震
災
復
興

対
策
本
部
）

に
盛
り
込
ま

れ
た
方
言
の

再
興
に
関
す

る
記
載
を
受

け
た
緊
急
措

置

東
北
地
方
の
方

言
の
特
徴
を
把

握
の
上
，
被
害

状
況
か
ら
の
方

言
の
危
機
状
況

の
予
測
や
，
三

陸
地
方
南
部
を

中
心
と
し
た
方

言
に
関
す
る
意

識
等
を
調
査

保 存 ・ 継 承 の 取 組 に 関 す る 調 査 震 災 の 影 響 に 関 す る 実 態

調 査

ア
イ
ヌ
語
，

与
那
国
方

言
，
奄
美

方
言
，
宮

古
方
言
に

つ
い
て
，

自
治
体
等

に
お
け
る

保
存
・
継

承
に
関
す

る
取
組
や

課
題
等
を

調
査

青
森
県
，
岩
手

県
，
宮
城
県
，

福
島
県
，
茨
城

県
に
お
け
る
方

言
の
特
徴
，
方

言
の
現
状
，
方

言
に
関
す
る
意

識
の
調
査
，
音

声
デ
ー
タ
の
収

録
等
を
実
施

危 機 状 況 の 実

態 調 査

ア イ ヌ 語 の ア ー

カ イ ブ 化 に 関 す

る 調 査 研 究

被 災 地 に お け る 方 言 の

再 興 支 援

八
丈
方
言
，
国
頭
方
言
，
沖
縄
方

言
，
八
重
山
方
言
に
つ
い
て
，
ユ

ネ
ス
コ
の
基
準
に
照
ら
し
た
危
機

の
程
度
，
方
言
の
現
状
，
自
治
体

等
に
お
け
る
方
言
の
保
存
・
継
承

に
関
す
る
取
組
や
課
題
等
を
調
査

平
成

22
年
度

平
成

23
年
度

平
成

24
年
度

平
成

25
～

26
年
度

消
滅
の
危
機
の
度
合
い
が
最
も
高

い
ア
イ
ヌ
語
に
つ
い
て
，
現
存
す

る
音
声
デ
ー
タ
の
整
理
・
分
析
，

ア
ー
カ
イ
ブ
化
の
形
式
の
検
討
等

を
調
査
研
究
，
平
成
2
6
年
度
末
に

は
報
告
会
も
開
催

保 存 ・ 継 承 の

取 組 に 関 す る

調 査

平
成

27
～

29
年
度

活 性 化 調 査

研 究

ア イ ヌ 語 の 保 存 ・

継 承 に 必 要 な

ア ー カ イ ブ 化 事 業

①
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方
言
に
関
す
る
研
究
協
議
会
の
開
催

②
消
滅
の
危
機
に
あ
る
言
語
・
方
言
サ
ミ
ッ
ト
の
開
催

③
保
存
・
継
承
の
た
め
の
ア
ー
カ
イ
ブ
化
を
想
定
し
た
調
査
研
究

①
ア
イ
ヌ
語
の
ア
ナ
ロ

グ
音
声
デ
ー
タ
の
デ

ジ
タ
ル
化

②
ア
イ
ヌ
語
ア
ー
カ
イ

ブ
作
成
の
支
援

危
機
的
な
状
況
に
あ
る
言
語
・
方
言
の
活
性
化
・
調
査
研
究
事
業

（
前
年
度
予
算
額

3
3
百
万
円
）

令
和
３
年
度
予
算
額

3
2
百
万
円

平
成

30
年
度

①
ア
イ
ヌ
語
の
ア
ナ
ロ

グ
音
声
デ
ー
タ
の
デ

ジ
タ
ル
化

②
ア
イ
ヌ
語
ア
ー
カ
イ

ブ
作
成
の
支
援

③
ア
イ
ヌ
語
ア
ー
カ
イ

ブ
人
材
育
成

令
和
元
年
度
以
降

①
ア
イ
ヌ
語
の
ア
ナ
ロ

グ
音
声
デ
ー
タ
の
デ

ジ
タ
ル
化

②
ア
イ
ヌ
語
ア
ー
カ
イ

ブ
作
成
の
支
援

③
ア
イ
ヌ
語
ア
ー
カ
イ

ブ
人
材
育
成

※
民

族
共

生
象
徴
空
間
に

お
け
る
ア
イ
ヌ
語
体
験

プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
関
与

消 滅 の 危 機 に あ る 言 語 ・ 方 言
青
森
県
，
岩
手
県
，
宮
城
県
，
福
島
県
，
茨
城
県
に
お
け
る
方
言
の
保
存
・
継
承
に
関
す
る
様
々
な
取
組
の
支
援
を
実
施

（
主
な
取
組
例
）

○
傾
聴
を
兼
ね
た
方
言
調
査

○
方
言
ア
ー
カ
イ
ブ
の
作
成

○
方
言
教
材
の
作
成

○
方
言
教
室
の
実
施

○
方
言
に
関
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
開
催

な
ど
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No. 24  R3 予算額 ２，６３２百万円 

事業名 重要文化財等防災施設整備事業 府省庁名 文化庁 

概 要 文化財所有者等に対して必要な防火対策、耐震対策等に係る施設整備についての補助 

支援対象 所有者、管理団体 補助率 １／２ 等 

対象事業 

（１）防災施設 
ア 消火施設、避雷施設、警報施設、防盗・防犯施設の設置工事 
イ 火除地設定、消防道路設置、防災倉庫等設置、保護柵設置、覆屋設置、防火壁、擁

壁、排水施設の設置工事 
ウ 耐震対策工事 
（２）保存活用施設（重要文化財（美術工芸品）及び重要有形民俗文化財に限る。） 
ア 耐火構造である保存施設又は保存活用施設の設置工事 
イ アに伴い、一体的に整備される展示設備、解説用設備の設置工事等 
ウ アに伴い、一体的に整備される温湿度調整設備工事、擁壁、排水施設工事等 
 
詳細な内容については参照 HP にある補助要項を参照 

支援内容 
補助率１／２。 
詳細は参照 HP にある補助要項を参照 

離島での 
実績 

令和 2 年度 長崎県五島市 奈留島 江上天主堂（防災整備） 
      長崎県佐世保市 黒島 黒島天主堂（耐震工事） 

島根県隠岐の島町 隠岐の島 水若酢神社本殿（防災整備） 

      

備 考 都道府県教育委員会に相談。随時。 

担当部署 文化庁文化資源活用課 
連絡先 03-6734-2834 

参照 HP http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/ 
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重
要
文
化
財
等
防
災
施
設
整
備
事
業

【
事
業
概
要
】
世
界
遺
産
・
国
宝
等
に
お
け
る
防
火
対
策
５
か
年
計
画
を
踏
ま
え
、
文
化
財
の
保
全
と
見
学
者
の
安
全
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
必
要

な
防
火
対
策
、
耐
震
対
策
に
係
る
施
設
整
備
に
つ
い
て
補
助
を
実
施
。
（
補
助
率
：
最
大
８
５
％
）

早
期
発
見

・
自
動
火
災
報
知
施
設
を
設
置
し

迅
速
に
初
期
消
火
へ

延
焼
防
止

・
近
隣
火
災
か
ら
護
る
た
め
の

ド
レ
ン
チ
ャ
―
、
放
水
銃
等

初
期
消
火

・
初
期
消
火
、
火
災
の
拡
大
を

防
ぐ
た
め
の
消
火
栓
施
設
等

・
我
が
国
の
文
化
財
の
多
く
は
木
造
で
あ
る
た
め
防
火
対
策
は
必
須

・
個
別
の
文
化
財
特
性
に
応
じ
た
防
火
対
策
を
実
施

・
老
朽
化
し
た
防
火
施
設
、
毀
損
し
た
防
火
施
設
の
更
新
、
再
整
備
が
必
要

・
そ
の
他
盗
難
等
か
ら
文
化
財
を
護
る
た
め
の
防
犯
施
設
整
備
、
耐
火
構
造
の
保
存
活
用
施
設
整
備
を
実
施

・
地
震
大
国
日
本
で
は
、
文
化
財
価
値

の
保
護
と
利
用
者
の
安
全
確
保
の
た

め
に
耐
震
対
策
は
必
須

・
重
要
文
化
財
（
建
造
物
）

・
重
要
文
化
財
（
美
術
工
芸
品
）

・
重
要
有
形
民
俗
文
化
財

・
史
跡
名
勝
天
然
記
念
物

・
重
要
文
化
的
景
観

・
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区

◆
免
震
工
事

≪
免
震
装
置
の
設
置
≫

大
規
模
な
近
代
建
造

物
の
場
合
、
耐
震
補

強
工
事
で
は
な
く
免

震
工
事
を
採
用
す
る

こ
と
が
あ
る
。

≪
耐
久
性
、
耐
震
性
の
高
い

ポ
リ
エ
チ
レ
ン
管
へ
の
更
新
≫

≪
老
朽
化
し
た
放
水
銃
の
更
新
≫

（
前
年
度
予
算
額

2,
63
2百

万
円
）

※
特
に
世
界
遺
産
・
国
宝
の
建
造
物
や
、
重
要
文
化
財

を
保
管
す
る
博
物
館
等
の
防
火
対
策
に
つ
い
て
は
早

急
な
対
応
を
図
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
補
正
予
算
も

活
用
す
る
と
と
も
に
、
所
有
者
負
担
の
軽
減
策
を
重
点

的
に
図
る
。

（
更
新
前
）

（
更
新
後
）

（
炎
感
知
器
）

（
Ｒ
型
受
信
機
）

（
ド
レ
ン
チ
ャ
ー
設
備
）

（
易
操
作
性
１
号
消
火
栓
）

令
和
３
年
度
予
算
額

2,
63
2百

万
円

※
令
和
2年

度
3次

補
正
予
算
額
4,
58
8百

万
円
＋
令
和
３
年
度
予
算
額

＝
7,
22
0百

万
円
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No. 25  R3 予算額 1,749 百万円 

事業名 地域雇用開発助成金 府省庁名 厚生労働省 

概 要 
雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、地域の求職者等を雇い入れた場合

に活用できる助成制度。 

支援 

対象 

雇用保険の適用事業所の

事業主 
補助率 

事業所の設置･整備費用と増加した対象労働者の数

等に応じて一定額を支給 

対象 

事業 

雇用情勢が厳しい地域等（※）で、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を

雇い入れた事業主に対して助成する。（対象地域は、下記 URL を参照。） 

 ※ 特定有人国境離島地域、奄美群島及び小笠原諸島の事業所では、雇用情勢にかかわらず、本

助成金の活用が可能。 

支援 

内容 

○上記の要件を満たす事業主に対して、事業所の設置等費用と雇入れにより増加した労働者

数に応じて助成（１年ごとに３回支給）。 

 
※１ 生産性要件を満たさない場合は「基本」、満たす場合は「優遇」の額を支給 
   （生産性の向上の判定方法については、下記 URL を参照。） 
※２ 中小企業事業主は、初回支給時、助成額の１／２の額を上乗せして支給 
※３ 創業の場合は、初回支給時に（ ）内の額を、２回目以降は生産性要件を満たすか否かに応

じた額（※１）を支給 
※４ 「地域活性化雇用創造プロジェクト」参画事業主が助成対象となる措置を講じた場合は助成

金の対象とするとともに、初回支給時、対象労働者１人当たり 50 万円を上乗せして支給。 
※５ 「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）」寄附事業主が助成対象となる措置を講じた場

合は、助成金の対象として支給 
※６ 大規模雇用開発計画に係る特例に該当する場合は、対象労働者の増加人数に応じて、最高

2.4 億円を支給。 

設置・整備費用 

対象労働者の増加人数 

3［2（創業）］～4 人 5～9 人 10～19 人 20 人～ 

基本 優遇 基本 優遇 基本 優遇 基本 優遇 

300 万円以上 

1,000 万円未満 

48 万円 60 万円 76 万円 96 万円 143 万円 180 万円 285 万円 360 万円 

(100 万円) (160 万円) (300 万円) (600 万円) 

1,000 万円以上 

3,000 万円未満 

57 万円 72 万円 95 万円 120 万円 190 万円 240 万円 380 万円 480 万円 

(120 万円) (200 万円) (400 万円) (800 万円) 

3,000 万円以上 

5,000 万円未満 

86 万円 108 万円 143 万円 180 万円 285 万円 360 万円 570 万円 720 万円 

(180 万円) (300 万円) (600 万円) (1,200 万円) 

5,000 万円以上 
114 万円 144 万円 190 万円 240 万円 380 万円 480 万円 760 万円 960 万円 

(240 万円) (400 万円) (800 万円) (1,600 万円) 

離島 
での 
実績 

R２：中通島（480 千円を支給。以下、支給額のみ記載。）、屋久島（1,480 千円）、 

種子島（720 千円）  

備 考  

担当 
部署 

厚生労働省職業安定局地域雇用対策課 

連絡先 03-3593-2580 

参照

HP 

（地域雇用開発助成金について） 
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html 
（生産性要件について） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137393.html 
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地
域
雇
用
開
発
助
成
金
（
地
域
雇
用
開
発
コ
ー
ス
）

地
域
雇
用
開
発
促
進
法
に
基
づ
き
、
地
域
雇
用
開
発
の
た
め
の
助
成
、
援
助
等
の
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域

（
同
意
雇
用
開
発
促
進
地
域
）
等
に
お
い
て
、
事
業
所
の
設
置
・
整
備
を
行
う
と
と
も
に
地
域
求
職
者
等
を
雇
い
入
れ
た
事
業
主
に
対
し

て
、
対
象
労
働
者
の
増
加
数
及
び
設
置
・
整
備
費
用
等
に
応
じ
て
一
定
額
を
助
成
（
１
年
ご
と
に
３
回
の
助
成
）

助
成
内
容

対
象
地
域

雇
用
開
発
促
進
・
改
善
地
域
メ
ニ
ュ
ー

○
同
意
雇
用
開
発
促
進
地
域
（
下
記
全
て
の
要
件
を
満
た
し
、
か
つ
厚
生
労
働
大
臣
が
同
意
を
し
た
地
域
）

(1
)
「
最
近
３
年
間
の
有
効
求
職
者
数
／
労
働
力
人
口
」
が
全
国
平
均
以
上

(2
)
「
最
近
３
年
間
の
有
効
求
人
倍
率
」
又
は
「
最
近
１
年
間
の
有
効
求
人
倍
率
」
が
全
国
平
均
の
２
／
３
以
下

た
だ
し
、
全
国
平
均
の
２
／
３
が
１
以
上
の
場
合
は
１
、
０
．
６
７
未
満
の
場
合
は
０
．
６
７
以
下

○
最
近
１
年
間
の
有
効
求
人
倍
率
が
１
倍
未
満
の
過
疎
・
離
島
地
域
等
で
あ
っ
て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
地
域

特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
等
メ
ニ
ュ
ー

○
関
係
法
に
基
づ
く
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
、
奄
美
群
島
及
び
小
笠
原
諸
島

対
象
労
働
者
の
増
加
数
と
設
置
・
設
備
費
用
に
応
じ
て
、
下
表
の
額
を
助
成

※
１
生
産
性
要
件
を
満
た
さ
な
い
場
合
は
「
基
本
」
、
満
た
す
場
合
は
「
優
遇
」
の
額
を
支
給

※
２
中
小
企
業
事
業
主
は
、
初
回
支
給
時
、
助
成
額
の
1
/
2
の
額
を
上
乗
せ
し
て
支
給

※
３
創
業
の
場
合
は
、
初
回
支
給
時
に
（
）
内
の
額
を
、
２
回
目
以
降
は
生
産
性
要
件
を
満
た
す
か
否
か
に
応
じ
た
額
（
※
１
）
を
支
給

※
４
「
地
域
活
性
化
雇
用
創
造
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄ」
参
画
事
業
主
が
助
成
対
象
と
な
る
措
置
を
講
じ
た
場
合
は
助
成
金
の
対
象
と
す
る
と
と
も
に
、
初
回
支
給
時
、
対
象
労
働
者
１
人
あ
た
り
5
0
万
円
を
上
乗
せ

し
て
支
給

※
５
「
地
方
創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
」
寄
附
事
業
主
が
助
成
対
象
と
な
る
措
置
を
講
じ
た
場
合
は
、
助
成
金
の
対
象
と
し
て
支
給

※
６
大
規
模
雇
用
開
発
計
画
に
係
る
特
例
に
該
当
す
る
場
合
、
対
象
労
働
者
の
増
加
人
数
に
応
じ
て
、
最
高
2
.4
億
円
を
支
給

設
置
・
整
備
費
用

対
象
労
働
者
の
増
加
人
数

3
［
2
（
創
業
）
］
～
4
人

5
～
9
人

1
0
～
1
9
人

2
0
人
～

基
本

優
遇

基
本

優
遇

基
本

優
遇

基
本

優
遇

3
0
0
万
円
以
上

1
,0
0
0
万
円
未
満

4
8
万
円

6
0
万
円

7
6
万
円

9
6
万
円

1
4
3
万
円

1
8
0
万
円

2
8
5
万
円

3
6
0
万
円

(1
0
0
万
円
)

(1
6
0
万
円
)

(3
0
0
万
円
)

(6
0
0
万
円
)

1
,0
0
0
万
円
以
上

3
,0
0
0
万
円
未
満

5
7
万
円

7
2
万
円

9
5
万
円

1
2
0
万
円

1
9
0
万
円

2
4
0
万
円

3
8
0
万
円

4
8
0
万
円

(1
2
0
万
円
)

(2
0
0
万
円
)

(4
0
0
万
円
)

(8
0
0
万
円
)

3
,0
0
0
万
円
以
上

5
,0
0
0
万
円
未
満

8
6
万
円

1
0
8
万
円

1
4
3
万
円

1
8
0
万
円

2
8
5
万
円

3
6
0
万
円

5
7
0
万
円

7
2
0
万
円

(1
8
0
万
円
)

(3
0
0
万
円
)

(6
0
0
万
円
)

(1
,2
0
0
万
円
)

5
,0
0
0
万
円
以
上

1
1
4
万
円

1
4
4
万
円

1
9
0
万
円

2
4
0
万
円

3
8
0
万
円

4
8
0
万
円

7
6
0
万
円

9
6
0
万
円

(2
4
0
万
円
)

(4
0
0
万
円
)

(8
0
0
万
円
)

(1
,6
0
0
万
円
)

1
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No. 26  R3 予算額 1,418 百万円 

事業名 地域雇用活性化推進事業 府省庁名 厚生労働省 

概 要 

雇用機会が不足している地域や過疎化が進んでいる地域等の市町村、経済団体等から構成

される協議会が地域の特性を生かして提案する「魅力ある雇用」や「それを担う人材」の

維持・確保を図るための創意工夫ある取組について、コンテスト方式により選抜・委託し

た上で実施する。 

支援対象 
地域の関係者（市町村、経済団体等）

から構成される協議会 
補助率 １／１（委託事業） 

対象事業 

地域の特性を生かした重点分野を設定のうえ、以下の雇用対策事業を実施する。 
（１）事業所の魅力向上、事業拡大の取組 

魅力的な雇用の確保を図る講習会等の実施 
（２）人材育成の取組 

地域の人材ニーズ等を踏まえた求職者の能力開発や人材育成を図る講習会等の実施 
（３）就職促進の取組 

上記（１）（２）を利用した事業主・求職者や UIJ ターン就職希望者等を対象とした

面接会等によるマッチング支援の実施 

支援内容 
１地域あたり各年度 4,000 万円（複数の市町村で実施する場合は１地域あたり 2,000 万円

を加算（加算上限１億円））を上限として、委託費を支出。同一地域における事業期間は

３年度以内。 

離島での 
実績 

気仙沼市、酒田市、宇和島市、延岡市、薩摩川内市【R1～】 
天草地域（天草市、上天草市、苓北町）、奄美大島（奄美市、大和村、字検村、瀬戸内町、

龍郷町）【R2～】 

備 考 

（令和３年度のスケジュール予定） 
・４月上旬～６月上旬 企画書募集 
・７月中旬～８月中旬 外部の有識者を含む委員会での企画書の審査 
・８月下旬 選定結果の通知 
・10 月～ 委託契約の締結、事業開始 

担当部署 厚生労働省職業安定局地域雇用対策課 
連絡先 03-3593-2580 

参照 HP https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03839.html 
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①
事
業
構
想
提
案

支
援

地
域
雇
用
創
造
協
議
会

（
実
線
（
上
の
２
つ
）
は
必
須
）

市
町
村
（
※
）

（
特
別
区
を
含
む
）

地
域
の
経
済
団
体

都
道
府
県

外
部
有
識
者

（
地
元
大
学
の
教
授
等
）

地
域
関
係
者

②
選
抜
④
評
価

③
委
託

厚
生
労
働
省

事
業
選
抜
・評
価
委
員
会

都
道
府
県
労
働
局

地
域
雇
用
活
性
化
支
援
ア
ドバ
イ
ザ
ー

雇
用
機
会
が
不
足
し
て
い
る
地
域
や
過
疎
化
が
進
ん
で
い
る
地
域
等
に
よ
る
、
地
域
の
特
性
を
生
か
し
た
「
魅
力
あ
る
雇
用
」
や
「
そ
れ
を

担
う
人
材
」
の
維
持
・
確
保
を
図
る
た
め
の
創
意
工
夫
あ
る
取
組
を
支
援
す
る

（
※
）
複
数
の
市
町
村
で
の

実
施
も
可
能

Ｂ
人
材
育
成
の
取
組

Ｂ
人
材
育
成
の
取
組

例
：
地
域
農
産
品
の
知
識
・
取
扱
い
・
加
工
等
や

職
業
ス
キ
ル
（
IT
、
接
遇
等
）
を
学
ぶ
講
習
会

管
理
職
や
事
業
所
の
中
核
を
担
う
人
材
を
育

成
す
る
た
め
の
専
門
的
な
知
識
・
技
能
を
学

ぶ
講
習
会

地
域
企
業
に
お
け
る
職
場
体
験
講
習
（
オ
ン

ラ
イ
ン
型
を
含
む
）

等

求
職
者
向
け

Ａ
事
業
所
の
魅
力
向
上
、

事
業
拡
大
の
取
組

Ａ
事
業
所
の
魅
力
向
上
、

事
業
拡
大
の
取
組

例
：
新
分
野
進
出
、
販
路
拡
大
、
生
産
性
向
上
に

必
要
な
技
術
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
ぶ
講
習
会

テ
レ
ワ
ー
ク
（
在
宅
や
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス

で
の
勤
務
）
や
リ
モ
ー
ト
会
議
の
導
入
、
新
し

い
生
活
様
式
に
対
応
し
た
雇
用
管
理
改
善
、
職

域
開
発
の
必
要
性
・
手
法
等
を
学
ぶ
講
習
会

意
欲
あ
る
企
業
が
行
う
新
分
野
進
出
等
の

取
組
へ
の
伴
走
型
支
援

等

事
業
所
向
け

Ｃ
就
職
促
進
の
取
組

Ａ
、
Ｂ
を
利
用
し
た
事
業
主
・
求
職
者
や
U
IJ
タ
ー
ン
就
職
希
望
者
を
対
象
に
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
と
連
携
し
た

面
接
会
等
に
よ
る
マ
ッチ
ン
グ

ス
キ
ル
ア
ップ
人
材
の
確
保

魅
力
あ
る
雇
用
の
確
保
・拡
大

【
事
業
規
模
(委
託
費
上
限
)】

各
年
度
４
千
万
円

複
数
の
市
町
村
で
連
携
し
て
実
施
す
る

場
合
、
１
地
域
当
た
り
２
千
万
円
／
年

を
加
算
（
加
算
上
限
１
億
円
／
年
）

【
実
施
期
間
】

３
年
度
以
内

【
事
業
規
模
(委
託
費
上
限
)】

各
年
度
４
千
万
円

複
数
の
市
町
村
で
連
携
し
て
実
施
す
る

場
合
、
１
地
域
当
た
り
２
千
万
円
／
年

を
加
算
（
加
算
上
限
１
億
円
／
年
）

【
実
施
期
間
】

３
年
度
以
内

【
提
案
可
能
地
域
】

Ⅰ
．
雇
用
機
会
不
足
地
域
（
次
の
①
、
②
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
域
）

①
最
近
３
年
間
（
平
均
）
又
は
最
近
１
年
間
（
平
均
）
の
地
域
の
有
効
求
人
倍
率
が
全
国
平
均
（
１
を
超
え
る
場
合
に
は
1
.0
0
。
0
.6
7
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
0
.6
7
）

以
下
で
あ
る
こ
と

②
最
近
３
年
間
（
平
均
）
又
は
最
近
１
年
間
（
平
均
）
の
地
域
の
有
効
求
人
倍
率
が
１
未
満
で
あ
っ
て
、
最
近
５
年
間
で
人
口
が
全
国
平
均
以
上
に
減
少
し
て
い
る
こ
と

Ⅱ
．
過
疎
等
地
域

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
（
平
成
1
2
年
３
月
3
1
日
法
律
第
1
5
号
）
に
よ
る
過
疎
地
域
や
重
大
な
災
害
の
被
害
を
受
け
た
地
域
と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
別
途
定
め
る
地
域

【
提
案
可
能
地
域
】

Ⅰ
．
雇
用
機
会
不
足
地
域
（
次
の
①
、
②
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
域
）

①
最
近
３
年
間
（
平
均
）
又
は
最
近
１
年
間
（
平
均
）
の
地
域
の
有
効
求
人
倍
率
が
全
国
平
均
（
１
を
超
え
る
場
合
に
は
1
.0
0
。
0
.6
7
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
0
.6
7
）

以
下
で
あ
る
こ
と

②
最
近
３
年
間
（
平
均
）
又
は
最
近
１
年
間
（
平
均
）
の
地
域
の
有
効
求
人
倍
率
が
１
未
満
で
あ
っ
て
、
最
近
５
年
間
で
人
口
が
全
国
平
均
以
上
に
減
少
し
て
い
る
こ
と

Ⅱ
．
過
疎
等
地
域

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
（
平
成
1
2
年
３
月
3
1
日
法
律
第
1
5
号
）
に
よ
る
過
疎
地
域
や
重
大
な
災
害
の
被
害
を
受
け
た
地
域
と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
別
途
定
め
る
地
域

魅
力
あ
る
雇
用
の
確
保
を
図
る
講
習
会
等
の
実
施

地
域
の
人
材
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
た
求
職
者
の
能

力
開
発
や
人
材
育
成
を
図
る
講
習
会
等
の
実
施

《
事
業
ス
キ
ー
ム
》

・
地
域
の
課
題
・
実
情
や
地
域
企
業
、
求
職
者
の
ニ
ー
ズ
・
シ
ー
ズ

を
把
握
し
た
上
で
、
事
業
構
想
を
策
定

・
令
和
3
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り

生
じ
る
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
事
業
構
想
も
策
定
可

《
目
的
》

集
合
型
又
は
オ
ン
ラ
イ
ン
型
に
よ
る
合
同
企
業
説
明
会
・
就
職
面
接
会

Ｓ
Ｎ
Ｓ
に
よ
る
情
報
発
信
（
講
習
会
、
地
域
情
報
）
等

地
域
が
提
案
す
る
事
業
構
想
の
中
か
ら
、
「
魅
力
あ
る
雇
用
や

人
材
の
維
持
・
確
保
効
果
が
高
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
」
や

「
地
域
の
産
業
及
び
経
済
の
活
性
化
等
が
期
待
で
き
る
も
の
」

を
コ
ン
テ
ス
ト
方
式
で
選
抜

中
央
地
域
雇
用
活
性
化
支
援
ア
ドバ
イ
ザ
ー

地
域
雇
用
活
性
化
推
進
事
業
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No. 27  R3 予算額  50,210 百万円 

事業名 
多様な民間機関を活用した高度・多様な職業訓

練機会の確保 
府省庁名 厚生労働省 

概 要 
求職中の方を対象として、就職に必要な技能及び知識の習得を図るため、民間教育訓練機関

等を活用して公共職業訓練（離職者に対する委託訓練）及び求職者支援訓練を実施。 

支援対

象 
都道府県、民間団体 補助率  

対象事

業 

（１）公共職業訓練（離職者に対する委託訓練） 

  主に雇用保険受給者を対象として、職業訓練を実施し再就職を支援。 

 

（２）求職者支援訓練 

  主に雇用保険を受給できない方（特定求職者）を対象として、職業訓練を実施し再就職

を支援。 

支援内

容 

（１）は都道府県と民間教育訓練機関等における委託契約に基づき、訓練実績に応じて民間

教育訓練機関等に対し委託費を支払う。 

（２）はあらかじめ認定を受けた職業訓練（認定に関する事務は独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構が実施）について、訓練実績に応じて民間教育訓練機関等に対し奨励

金を支払う。 

離島で
の 

実績 
 R1 佐渡島、福江島、対馬 など 

備 考  

担当部

署 

厚生労働省人材開発統括官訓練企画室 

連絡先 TEL 03-3595-3356 

参照 HP http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/rishokusha.html 
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公 共 職 業 訓 練 （ 離 職 者 訓 練 ） 求 職 者 支 援 訓 練

（
１
）
対
象
：
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
職
者
主
に
雇
用
保
険
を
受
給
で
き
な
い
方

（
２
）
訓
練
期
間
：
２
～
６
か
月

（
３
）
実
施
機
関

○
民
間
教
育
訓
練
機
関
等
（
訓
練
コ
ー
ス
ご
と
に
厚
生
労
働
大
臣
が
認
定
）

主
な
訓
練
コ
ー
ス

・
介
護
系
（
介
護
福
祉
サ
ー
ビ
ス
科
等
）

・
情
報
系
（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
養
成
科
等
）

・
医
療
事
務
系
（
医
療
・
調
剤
事
務
科
等
）
等

（
１
）
対
象
：
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
職
者
主
に
雇
用
保
険
受
給
者

（
２
）
訓
練
期
間
：
概
ね
３
月
～
２
年

（
３
）
実
施
機
関

○
委
託
先
：
民
間
教
育
訓
練
機
関
等
（
都
道
府
県
か
ら
の
委
託
）

事
務
系
、
介
護
系
、
情
報
系
等
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
な
ど
に
よ
る
訓
練
を
実
施

多
様
な
民
間
機
関
を
活
用
し
た
高
度
・
多
様
な
職
業
訓
練
機
会
の
確
保
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No. 28  Ｒ３予算額 16,836 百万円 
※他府省計上分含む 

事業名 水道施設整備費補助金 府省庁名 厚生労働省 
概 要 地方公共団体が実施する水道施設の整備に要する経費の一部を補助する。 

支援対象 地方公共団体 補助率 
1/4、1/3、4/10、1/2 
離島地域の簡易水道等の整備については、

補助率 1/2 

対象事業 

地方公共団体が実施する水道施設の整備に要する経費の一部を補助 
○簡易水道等施設整備費補助 
    布設条件の特に厳しい農山漁村における簡易水道の整備事業 
○水道水源開発等施設整備費補助 
  ダム等の水道水源施設整備事業 
    水源水質の悪化に対処するための高度浄水施設整備事業 

支援内容 
離島地域で行う簡易水道等施設整備費補助については、補助率の優遇措置（補助率 1/2）を
設けている。 
※通常は補助率 1/4、1/3、4/10 

離島での 
実績 Ｒ２実績 三重県鳥羽市（神島）、島根県海士町、佐賀県唐津市、長崎県対馬市 など 

備 考 離島地域の簡易水道の整備に要する経費については、国土交通省にて予算計上 
担当部署 厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 
連絡先 03-3595-2368 

参照 HP 
水道施設整備に係る交付要綱等 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/yosan/0
1c.html 
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水
道
施
設
整
備
事
業
メ
ニ
ュ
ー
一
覧

水
道
施
設
整
備
費
補
助
金
（
公
共
）

【
事
業
メ
ニ
ュ
ー
】

○
簡
易
水
道
等
施
設
整
備
費
補
助

・
布
設
条
件
の
特
に
厳
し
い
農
山
漁
村
に
お
け
る
簡
易
水
道
の
整
備
事
業

○
水
道
水
源
開
発
等
施
設
整
備
費
補
助

・
ダ
ム
等
の
水
道
水
源
施
設
整
備
事
業

・
水
源
水
質
の
悪
化
に
対
処
す
る
た
め
の
高
度
浄
水
施
設
整
備
事
業

・
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
」

を
踏
ま
え
た
非
常
用
自
家
発
電
設
備
等
の
整
備
事
業

【
概
要
】

水
道
事
業
又
は
水
道
用
水
供
給
事
業
を
経
営
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
安
全
で
質
が
高
い
持
続
的
な
水
道
を
確
保
す
る
た
め
、

そ
の
事
業
の
施
設
整
備
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

生
活
基
盤
施
設
耐
震
化
等
交
付
金
（
非
公
共
）

【
主
な
事
業
メ
ニ
ュ
ー
】

○
水
道
施
設
等
耐
震
化
事
業

・
水
道
施
設
の
耐
震
化
に
資
す
る
施
設
整
備
（
５
か
年
加
速
化
対
策
を
踏
ま
え
た
耐
震
化
事
業
を
含
む
。
）

○
水
道
事
業
運
営
基
盤
強
化
推
進
等
事
業

・
水
道
事
業
の
広
域
化
に
資
す
る
施
設
整
備
等

【
概
要
】

地
方
公
共
団
体
が
整
備
を
行
う
水
道
施
設
の
耐
震
化
等
を
推
進
す
る
た
め
、
都
道
府
県
に
と
っ
て
自
由
度
が
高
く
、
創
意
工
夫

を
生
か
せ
る
交
付
金
制
度
を
平
成
2
7
年
度
に
創
設
。

都
道
府
県
が
取
り
ま
と
め
た
水
道
施
設
の
耐
震
化
等
に
関
す
る
事
業
計
画
（
生
活
基
盤
耐
震
化
等
事
業
計
画
）
に
基
づ
く
施
設

整
備
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

＜
参
考
：
水
道
施
設
整
備
に
対
す
る
財
政
支
援
の
考
え
方
＞

水
道
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
地
形
や
水
源
か
ら
の
距
離
な
ど
の
自
然
条
件
に
よ
り
施
設
整
備
費
が
割
高
と
な
る
等
、
経
営
条
件
が
厳
し
い
水
道
事
業
者
が
行
う
施
設

整
備
事
業
に
対
し
て
、
そ
の
整
備
に
要
す
る
費
用
の
一
部
に
対
し
て
財
政
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

令
和
３
年
度
予
算
案

39
5億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算

39
5億
円
）

令
和
３
年
度
予
算
案
：

16
8億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算
：

16
8億
円
）

令
和
３
年
度
予
算
案
：

22
7億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算
：

22
7億
円
）
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No. 29  Ｒ３予算額 22,704 百万円 

事業名 生活基盤施設耐震化等交付金 府省庁名 厚生労働省 

概 要 水道施設等の耐震化等に要する経費の一部を交付する。 

支援対象 都道府県 補助率 

1/4、1/3、4/10、1/2 

離島地域の簡易水道等の整備については、

交付率 1/2 

対象事業 

○水道事業運営基盤強化推進等事業 

  水道事業の広域化に資する施設整備等 

○水道施設等耐震化事業 

   水道施設の耐震化に資する施設整備 

○官民連携等基盤強化推進事業 

  水道事業における官民連携（公共施設等運営権制度）の導入に向けた調査、計画作成

等事業 

  コンセッション事業の推進に資する施設整備 

支援内容 
離島地域で行う簡易水道等の整備については、交付率の優遇措置（交付率 1/2）を設けて
いる。 
※通常は交付率 1/4、1/3、4/10 

離島での 
実績 

生活基盤施設耐震化等事業計画に基づき、各都道府県が離島地域を含む地方公共団体が行

う水道施設の耐震化等に要する経費を配分している。 

備 考  

担当部署 厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 

連絡先 03-3595-2368 

参照 HP 
生活基盤施設耐震化等交付金交付要綱一覧について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/yosan/01
g.html 
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水
道
施
設
整
備
事
業
メ
ニ
ュ
ー
一
覧

水
道
施
設
整
備
費
補
助
金
（
公
共
）

【
事
業
メ
ニ
ュ
ー
】

○
簡
易
水
道
等
施
設
整
備
費
補
助

・
布
設
条
件
の
特
に
厳
し
い
農
山
漁
村
に
お
け
る
簡
易
水
道
の
整
備
事
業

○
水
道
水
源
開
発
等
施
設
整
備
費
補
助

・
ダ
ム
等
の
水
道
水
源
施
設
整
備
事
業

・
水
源
水
質
の
悪
化
に
対
処
す
る
た
め
の
高
度
浄
水
施
設
整
備
事
業

・
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
」

を
踏
ま
え
た
非
常
用
自
家
発
電
設
備
等
の
整
備
事
業

【
概
要
】

水
道
事
業
又
は
水
道
用
水
供
給
事
業
を
経
営
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
安
全
で
質
が
高
い
持
続
的
な
水
道
を
確
保
す
る
た
め
、

そ
の
事
業
の
施
設
整
備
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

生
活
基
盤
施
設
耐
震
化
等
交
付
金
（
非
公
共
）

【
主
な
事
業
メ
ニ
ュ
ー
】

○
水
道
施
設
等
耐
震
化
事
業

・
水
道
施
設
の
耐
震
化
に
資
す
る
施
設
整
備
（
５
か
年
加
速
化
対
策
を
踏
ま
え
た
耐
震
化
事
業
を
含
む
。
）

○
水
道
事
業
運
営
基
盤
強
化
推
進
等
事
業

・
水
道
事
業
の
広
域
化
に
資
す
る
施
設
整
備
等

【
概
要
】

地
方
公
共
団
体
が
整
備
を
行
う
水
道
施
設
の
耐
震
化
等
を
推
進
す
る
た
め
、
都
道
府
県
に
と
っ
て
自
由
度
が
高
く
、
創
意
工
夫

を
生
か
せ
る
交
付
金
制
度
を
平
成
2
7
年
度
に
創
設
。

都
道
府
県
が
取
り
ま
と
め
た
水
道
施
設
の
耐
震
化
等
に
関
す
る
事
業
計
画
（
生
活
基
盤
耐
震
化
等
事
業
計
画
）
に
基
づ
く
施
設

整
備
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

＜
参
考
：
水
道
施
設
整
備
に
対
す
る
財
政
支
援
の
考
え
方
＞

水
道
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
地
形
や
水
源
か
ら
の
距
離
な
ど
の
自
然
条
件
に
よ
り
施
設
整
備
費
が
割
高
と
な
る
等
、
経
営
条
件
が
厳
し
い
水
道
事
業
者
が
行
う
施
設

整
備
事
業
に
対
し
て
、
そ
の
整
備
に
要
す
る
費
用
の
一
部
に
対
し
て
財
政
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

令
和
３
年
度
予
算
案

39
5億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算

39
5億
円
）

令
和
３
年
度
予
算
案
：

16
8億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算
：

16
8億
円
）

令
和
３
年
度
予
算
案
：

22
7億
円
（
令
和
２
年
度
当
初
予
算
：

22
7億
円
）
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No. 30  Ｒ３予算額 13,894 百万円の内数 

事業名 へき地保健医療対策 府省庁名 厚生労働省 

概 要 へき地における医療提供体制の確保に必要な経費を補助する。 

支援対象 
へき地診療所、へき地医療拠点病院

等 
補助率 １／２等 

対象事業 

【運営事業】 

（１）へき地の住民に医療を提供する「へき地診療所」や、へき地診療所を支援する

「へき地医療拠点病院」の運営に必要な経費を補助する。 

（２）へき地の住民に対し巡回診療を実施する「へき地巡回診療車（船・航空機）」の

運行に必要な経費を補助する。 

（３）へき地の住民を近隣の医療機関まで輸送する「へき地患者輸送車（艇・航空

機）」の運行に必要な経費を補助する。                 など 

 

【設備整備事業】 

（４）「へき地診療所」や「へき地医療拠点病院」の医療機器整備に必要な経費を補助

する。 

（５）「へき地巡回診療車（船）」の整備に必要な経費を補助する。 

（６）「へき地患者輸送車（艇）」の整備に必要な経費を補助する。            など 

 

【施設整備事業】 

（７）「へき地診療所」や「へき地医療拠点病院」の施設整備に必要な経費を補助す

る。                                  など 

支援内容 

（１）補助率：１／２、２／３、３／４ 

（２）補助率：１／２ 

（３）補助率：１／２ 

（４）補助率：１／２、３／４ 

（５）補助率：１／２ 

（６）補助率：１／２ 

（７）補助率：１／２ 

離島での 
実績 

【令和元年度実績】 

○運営事業   佐渡島、小豆島、種子島等（１１６施設） 

○設備整備事業 佐渡島、島後、中通島等（５５施設） 

○施設整備事業 平郡島、平島（２施設） 

備 考  

担当部署 厚生労働省医政局地域医療計画課救急周産期医療等対策室 

連絡先 TEL 03-3595-2185 

参照 HP  
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へ
き

地
保

健
医

療
対

策
予

算
の

概
要

(1
)

へ
き

地
医

療
支

援
機

構
の

運
営

２
５

９
百

万
円

都
道

府
県

単
位

の
広

域
的

な
支

援
体

制
を

図
る

た
め

、
各

都
道

府
県

に
「
へ

き
地

医
療

支
援

機
構

」
を

設

置
し

、
支

援
事

業
の

企
画

、
調

整
及

び
医

師
派

遣
の

実
施

等
を

補
助

す
る

。

(2
)

へ
き

地
医

療
拠

点
病

院
等

の
運

営
６

,６
１

６
百

万
円

へ
き

地
に

お
け

る
医

療
の

提
供

な
ど

支
援

事
業

を
実

施
す

る
医

療
機

関
等

の
運

営
に

必
要

な
経

費
を

補

助
す

る
。

ア
へ

き
地

医
療

拠
点

病
院

運
営

費

イ
へ

き
地

保
健

指
導

所
運

営
費

ウ
へ

き
地

診
療

所
運

営
費

（
国

保
直

診
分

（
保

険
局

計
上

分
）
含

む
）

エ
へ

き
地

診
療

所
医

師
派

遣
強

化
事

業

(3
)

へ
き

地
巡

回
診

療
の

実
施

３
４

３
百

万
円

無
医

地
区

等
の

医
療

の
確

保
を

図
る

た
め

、
医

師
等

の
人

件
費

及
び

巡
回

診
療

車
等

の
運

行
に

必
要

な

経
費

を
補

助
す

る
。

ア
へ

き
地

巡
回

診
療

車
（
船

）
（
医

科
・
歯

科
）

イ
巡

回
診

療
航

空
機

（
医

科
）

ウ
離
島
歯
科
診
療
班

(4
)
産
科
医
療
機
関
の
運
営

３
１

２
百

万
円

分
娩
可
能
な
産
科
医
療
機
関
を
確
保
す
る
た
め
産
科
医
療
機
関
の
運
営
に
必
要
な
経
費
を
補
助
す

る
。

(5
) へ

き
地

患
者

輸
送

車
（
艇

・
航

空
機

）
運

行
支

援
事

業
２

２
９

百
万

円

無
医

地
区

等
の

医
療

の
確

保
を

図
る

た
め

、
無

医
地

区
等

か
ら

近
隣

医
療

機
関

等
の

輸
送

に
必

要
な

経

費
を

補
助

す
る

。

ア
患

者
輸

送
車

・
艇

イ
メ

デ
ィ

カ
ル

ジ
ェ

ッ
ト

（
患

者
輸

送
航

空
機

）

な
ど

Ⅱ
内

容

医
療

施
設

等
設

備
整

備
費

補
助

金
の

概
要

へ
き

地
・
離

島
な

ど
の

過
疎

地
の

住
民

に
対

す
る

医
療

の
確

保
及

び
臨

床
研

修
医

の
研

修
環

境
の

充
実

等
を

図
る

た
め

、
医

療
施

設
や

臨
床

研
修

病
院

等
の

設
備

整
備

を
支

援
す

る
も

の
。

Ⅲ
補

助
対

象

Ⅱ
要

旨

補
助
対
象
事
業
《
メ
ニ
ュ
ー
区
分
》
（
事
業
実
施
主
体
）

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

へ
き
地
診
療
所
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

へ
き
地
患
者
輸
送
車
（
艇
）
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

へ
き
地
巡
回
診
療
車
（
船
）
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

へ
き
地
・
離
島
診
療
支
援
シ
ス
テ
ム
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

な
ど

医
療

施
設

等
施

設
整

備
費

補
助

金
の

概
要

へ
き

地
・
離

島
な

ど
の

過
疎

地
の

住
民

に
対

す
る

医
療

の
確

保
及

び
臨

床
研

修
医

の
研

修
環

境
の

充
実

等
を

図
る

た
め

、
医

療
施

設
や

臨
床

研
修

病
院

等
の

施
設

整
備

を
支

援
す

る
も

の
。

Ⅲ
補

助
対

象

Ⅱ
要

旨

へ
き
地
保
健
医
療
対
策
関
係
予
算
に
つ
い
て

【
令

和
２

年
度

予
算

額
】

【
令

和
３

年
度

予
算

額
】

７
５

．
１

億
円

→
７

７
．

６
億

円

Ⅰ
予

算
額

【
令

和
２

年
度

予
算

額
】

【
令

和
３

年
度

予
算

額
】

２
４

．
７

億
円

の
内

数
→

３
３

．
７

億
円

の
内

数

Ⅰ
予

算
額

【
令

和
２

年
度

予
算

額
】

【
令

和
３

年
度

予
算

額
】

２
７

．
６

億
円

の
内

数
→

 
２

７
．

６
億

円
の

内
数

Ⅰ
予

算
額

補
助
対
象
事
業
《
メ
ニ
ュ
ー
区
分
》
（
事
業
実
施
主
体
）

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

へ
き
地
診
療
所
（
公
立
・
公
的
・
民
間
・
独
法
）

な
ど
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No. 31  Ｒ３予算額 － 

事業名 
離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するため

の交通費等の支援 
府省庁名 厚生労働省 

概 要 
離島に住む妊婦の妊婦健康健診の受診及び出産に必要な医療を受ける機会を確保するた

め、都道府県及び市町村が地方単独事業として行う健康診査及び分娩の支援に要する経

費の一部を特別交付税により措置する。 

支援対象 都道府県・市町村 補助率 － 

対象事業 
離島地域のうち分娩医療機関のない地域における妊婦について、都道府県及び市町村が

地方単独事業として行う健康診査及び分娩の支援に要する経費の一部 

支援内容 
妊婦健康診査及び分娩の際にかかる交通費や宿泊費の一部を特別交付税により措置す

る。 

離島での 
実績 ー 

備 考 特別交付税により措置 

担当部署 厚生労働省子ども家庭局母子保健課 
連絡先 03-3595-2544 

参照 HP  
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離
島
に
居
住
す
る
妊
婦
が
健
康
診
査
を
受
診
す
る
た
め
の
交
通
費
等
の
支
援
に
つ
い
て

○
離
島
振
興
法
の
改
正
に
伴
い
、
新
た
に
「
妊
婦
が
健
康
診
査
を
受
診
し
、
及
び
出
産
に
必
要
な
医
療
を
受
け
る
機
会

　
を
確
保
す
る
た
め
の
支
援
」
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

○
平
成
25
年
度
よ
り
、
特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
51
年
自
治
省
令
第
35
号
）
の
一
部
を
改
正
し
、
都
道
府
県
　

　
及
び
市
町
村
が
地
方
単
独
事
業
と
し
て
行
う
、
分
娩
医
療
機
関
の
な
い
離
島
（
奄
美
群
島
、
小
笠
原
諸
島
及
び
沖
縄

　
を
含
む
。
）
に
お
け
る
妊
婦
に
対
す
る
健
康
診
査
及
び
分
娩
の
支
援
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
特
別
交
付
税
の
算

　
定
の
基
礎
と
す
る
こ
と
と
し
た
。
な
お
、
特
別
交
付
税
の
額
は
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
0.
8
を
乗
じ
て
得
た
額
　
　

　
と
さ
れ
た
。

○
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
及
び
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
有
効
期
限
を
平
成
31
年
３
月
31
日

　
ま
で
延
長
す
る
と
と
も
に
、
新
た
に
「
妊
婦
が
健
康
診
査
を
受
診
し
、
及
び
出
産
に
必
要
な
医
療
を
受
け
る
機
会
を

　
確
保
す
る
た
め
の
支
援
」
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
（
平
成
26
年
４
月
１
日
施
行
）

概
要

○
　
地
方
交
付
税
に
は
「
普
通
交
付
税
」
と
「
特
別
交
付
税
」
の
２
種
類
が
あ
り
、
地
方
交
付
税
総
額
の
９
４
％
に
相
当
す
る
額
を
普
通
交
付
税
と

　
　
し
、
６
％
に
相
当
す
る
額
を
特
別
交
付
税
と
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

○
　
特
別
交
付
税
は
、
画
一
的
な
方
法
で
算
定
さ
れ
る
普
通
交
付
税
を
補
完
す
る
役
割
を
持
っ
て
お
り
、
普
通
交
付
税
の
算
定
基
礎
と
な
る
基
準

財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
に
よ
っ
て
は
捕
捉
さ
れ
な
か
っ
た
特
別
の
財
政
需
要
（
離
島
な
ど
の
地
理
的
条
件
に
よ
る
も
の
等
）
が
あ
る
場
合
等

に
算
定
交
付
さ
れ
る
。
　
※
普
通
交
付
税
不
交
付
団
体
に
も
交
付
さ
れ
る
。

○
　
特
別
交
付
税
は
、
年
２
回
に
分
け
て
決
定
、
交
付
さ
れ
る
。
（
第
１
回
目
は
１
２
月
、
第
２
回
目
は
３
月
に
交
付
）

○
　
特
別
交
付
税
と
し
て
算
定
さ
れ
る
事
項
や
、
そ
の
算
定
方
法
に
つ
い
て
は
､｢
特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令
｣に
規
定
。

特
別
交
付
税
と
は
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No. 32  Ｒ３予算額 ８百万円 

事業名 
離島等地域における特別地域加算に係る利用者

負担額軽減措置事業 
府省庁名 厚生労働省 

概 要 
離島等での介護サービスを利用した場合の特別地域加算による負担への対応として、市

町村民税非課税の者の利用者負担額の１割分を減額する。 

支援対象 市町村 補助率 １／２ 

対象事業 

社会福祉法人等が提供する訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対 
応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護若しくは介護 
予防小規模多機能型居宅介護又は第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当す 
る事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）（事業所が離島等地域にある 
ものに限る。） 

支援内容 
離島等での上記介護サービスを利用した場合の特別地域加算による負担への対応とし

て、市町村民税非課税の者の利用者負担額の１割分を減額する。 

離島での 
実績  

備 考  
担当部署 厚生労働省老健局介護保険計画課 
連絡先 TEL 03-3595-2890 

参照 HP  
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No. 33  Ｒ３予算額 54,944 百万円 

事業名 地域医療介護総合確保基金 府省庁名 厚生労働省 

概 要 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を行う。 

支援対象 都道府県 補助率 2/3 

対象事業 
○地域密着型サービス施設等の整備への助成 
○介護施設の開設準備経費等への支援 
○特養多床室のプライバシー保護のための改修等による介護サービスの改善  等 

支援内容 
定額補助 
※離島は施設等の建設コストが本土と比べ割高になっており、事業者誘致の際の課題と

なっていることを踏まえ、補助単価の８％加算措置を実施 

離島での 
実績  

備 考  

担当部署 厚生労働省老健局高齢者支援課 
連絡先 03-3595-2888 

参照 HP  
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地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
を
活
用
し
た
介
護
施
設
等
の
整
備

１
．
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
施
設
等
の
整
備
へ
の
助
成

  
  

 
 

○
 可

能
な

限
り

住
み

慣
れ

た
地

域
で

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

よ
う

、
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

施
設

・
事

業
所

等
の

整
備

（
土

地
所

有
者

（
オ

ー
ナ

ー
）

が
施

設
運

営
法

人
に

有
償

で
貸

し
付

け
る

目
的

で
整

備
す

る
場

合
や

、
改

築
・

増
改

築
を

含
む

）
に

対
し

て
支

援
を

行
う

。
（
対
象
施
設
）
　
地
域
密
着
型
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
併
設
さ
れ
る
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
用
居
室
を
含
む
）
、
小
規
模
な
老
人
保
健
施
設
、
小
規
模
な
介
護
医
療
院
、
小
規
模
な
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
小

規
模
な
ケ
ア
ハ
ウ
ス
、
都
市
型
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
、
小
規
模
な
特
定
施
設
（
介
護
付
き
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
、
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
定

期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
、
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
認
知
症
対
応
型
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
、
介
護
予
防
拠
点
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
、
生
活
支

援
ハ
ウ
ス
（
離
島
・
奄
美
群
島
・
山
村
・
水
源
地
域
・
半
島
・
過
疎
地
域
・
沖
縄
・
豪
雪
地
帯
に
係
る
振
興
法
や
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
も
の
に
限
る
）
、
緊
急
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
、
施
設
内

保
育
施
設
　

　
　
　
　
　
　
　
　
※
定
員
3
0
人
以
上
の
広
域
型
施
設
の
整
備
費
に
つ
い
て
は
、
平
成
1
8
年
度
よ
り
一
般
財
源
化
さ
れ
、
各
都
道
府
県
が
支
援
を
行
っ
て
い
る
（
介
護
医
療
院
を
含
む
）
。

 
○

 上
記

対
象

施
設

を
合

築
・

併
設

を
行

う
場

合
に

、
そ

れ
ぞ

れ
補

助
単

価
の

５
％

加
算

を
行

う
。

 
○

 空
き

家
を

活
用

し
た

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
施

設
・

事
業

所
等

の
整

備
に

つ
い

て
支

援
を

行
う

。
 

○
 介

護
離

職
ゼ

ロ
5
0
万

人
受

け
皿

整
備

と
老

朽
化

し
た

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

の
広

域
型

施
設

の
大

規
模

修
繕

を
同

時
に

進
め

る
た

め
、

介
護

離
職

ゼ
ロ

対
象

サ
ー

ビ
ス
(※
)

を
整

備
す

る
際

に
、

あ
わ

せ
て

行
う

広
域

型
特

養
等

の
大

規
模

修
繕

・
耐

震
化

に
つ

い
て

支
援

を
行

う
。

＜
令

和
５

年
度

ま
で

の
実

施
＞

　
　
　
　
　
※
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
介
護
医
療
院
、
ケ
ア
ハ
ウ
ス
、
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護

看
護
、
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
特
定
施
設
（
介
護
付
き
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
（
い
ず
れ
も
定
員
3
0
人
以
上
の
広
域
型
施
設
を
含
む
）

２
．
介
護
施
設
の
開
設
準
備
経
費
等
へ
の
支
援
 
 
 
 

 
 

○
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

円
滑

な
開

設
の

た
め

、
施

設
の

開
設

準
備

（
既

存
施

設
の

増
床

や
再

開
設

時
、

大
規

模
修

繕
時

を
含

む
）

に
要

す
る

経
費

の
支

援
を

行
う

。
※
定
員
3
0
人
以
上
の
広
域
型
施
設
を
含
む
。
広
域
型
・
地
域
密
着
型
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
併
設
さ
れ
る
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
用
居
室
を
含
む
。

※
「
大
規
模
修
繕
時
」
は
、
施
設
の
大
規
模
修
繕
の
際
に
、
あ
わ
せ
て
行
う
ロ
ボ
ッ
ト
・
セ
ン
サ
ー
、
IC
T
の
導
入
に
限
る
。
＜
令
和
５
年
度
ま
で
の
実
施
＞

※
通
い
の
場
の
健
康
づ
く
り
や
防
災
に
関
す
る
意
識
啓
発
の
た
め
の
設
備
等
に
つ
い
て
も
支
援
を
行
う
。
　
　
　
　
　
　

 
○

 在
宅

で
の

療
養

生
活

に
伴

う
医

療
ニ

ー
ズ

の
増

大
に

対
応

す
る

た
め

、
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
の

大
規

模
化

や
サ

テ
ラ

イ
ト

型
事

業
所

の
設

置
に

必
要

な
設

備
費

用
等

に
つ

い
て

支
援

を
行

う
。

 
 

○
 土

地
取

得
が

困
難

な
地

域
で

の
施

設
整

備
を

支
援

す
る

た
め

、
定

期
借

地
権

（
一

定
の

条
件

の
下

、
普

通
借

地
権

）
の

設
定

の
た

め
の

一
時

金
の

支
援

を
行

う
。

 
○

 施
設

整
備

候
補

地
（

民
有

地
）

の
積

極
的

な
掘

り
起

こ
し

の
た

め
、

地
域

の
不

動
産

事
業

者
等

を
含

め
た

協
議

会
の

設
置

等
の

支
援

を
行

う
。

ま
た

、
土

地
所

有
者

と
施

設
整

備
法

人
の

マ
ッ

チ
ン

グ
の

支
援

を
行

う
。

 
○

 介
護

施
設

で
働

く
職

員
等

を
確

保
す

る
た

め
、

施
設

内
の

保
育

施
設

の
整

備
、

介
護

職
員

用
の

宿
舎

の
整

備
＜

令
和

５
年

度
ま

で
の

実
施

＞
に

対
し

て
支

援
を

行
う

。

３
．
特
養
多
床
室
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
た
め
の
改
修
等
に
よ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
改
善

 
○

 特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
及

び
併

設
さ

れ
る

シ
ョ

ー
ト

ス
テ

イ
用

居
室

に
お

け
る

多
床

室
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

の
た

め
の

改
修

費
用

に
つ

い
て

支
援

を
行

う
。

  
 ○

 特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

の
ユ

ニ
ッ

ト
化

に
係

る
改

修
費

用
に

つ
い

て
支

援
を

行
う

。
 

○
 介

護
療

養
型

医
療

施
設

等
の

老
人

保
健

施
設

等
（

介
護

医
療

院
を

含
む

）
へ

の
転

換
整

備
に

つ
い

て
支

援
を

行
う

。
 

○
 施

設
の

看
取

り
に

対
応

で
き

る
環

境
を

整
備

す
る

た
め

、
看

取
り

・
家

族
等

の
宿

泊
の

た
め

の
個

室
の

確
保

を
目

的
と

し
て

行
う

施
設

の
改

修
費

用
に

つ
い

て
支

援
を

行
う

。
 

○
 共

生
型

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
の

整
備

を
推

進
す

る
た

め
、

介
護

保
険

事
業

所
に

お
い

て
、

障
害

児
・

者
を

受
け

入
れ

る
た

め
に

必
要

な
改

修
・

設
備

に
つ

い
て

支
援

を
行

う
。

対
象
事
業

※
１
～
３
を
行
う
施
設
・
事
業
所
等
が
、
特
別
豪
雪
地
帯
又
は
奄
美
群
島
・
離
島
・
小
笠
原
諸
島
に
所
在
す
る
場
合
は
、
補
助
単
価
の
８
％
加
算
が
可
能
。

○
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
に

向
け

て
、

都
道

府
県

計
画

に
基

づ
き

、
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

等
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
介

護
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
た

め
の

支
援

を
行

う
。

令
和
３
年
度
予
算
：
公
費
61
8億
円
（
国
費
41
2億
円
）
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No. 34  R3 予算額 1,894 百万円の内数 

事業名 
食料産業・６次産業化交付金のうち「６次産業

化の推進及び６次産業化施設整備」 
府省庁名 農林水産省 

概 要 

 農山漁村の所得や雇用の増大を図るため、地域の創意工夫を生かしながら、多様な事

業者がネットワークを構築して取り組む加工・直売（新商品開発や販路開拓、農林水産

物の加工・販売施設の整備等）の取組及び市町村の６次産業化等に関する戦略に沿って

行う地域ぐるみの６次産業化の取組を支援。 

支援対象 
農林漁業者等、中小企業者、 
市町村（ソフト事業のみ） 

補助率 
ソフト事業：1/2 以内、1/3 以内 
ハード事業：1/2 以内、3/10 以内 

対象事業 

（１） 推進事業（ソフト事業） 
 多様な事業者がネットワークを構築して取り組む業務用需要への対応、農泊と連携し

た観光消費の促進、農福連携の発展、消費者の需要に即した新商品開発・販路開拓等の

取組や直売所の売上向上の取組を支援。 
（２） 整備事業（ハード事業） 
 六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法に基づく計画の認定を受けた農林漁

業者等が、２次・３次事業者とネットワークを構築し、制度資金等の融資又は出資を活

用して６次産業化に取り組む場合に必要となる、加工・販売施設等の整備に対して支援。 

支援内容 

（１） 推進事業（ソフト事業） 
    交付率：1/3 以内。 
     ただし、農福連携の発展に向けた新商品開発・販路開拓等の取組、市町村戦

略に基づく取組の場合は 1/2 以内。 
（２） 整備事業（ハード事業） 
    交付率：3/10 以内。 
     ただし、中山間地農業ルネッサンス事業の地域別農業振興計画に登載された

事業、市町村戦略に基づき実施する事業及び事業計画の開始から２年以内に障

害者雇用を行う事業は 1/2 以内。 

離島での 
実績 

６次産業化ネットワーク活動交付金 
勝部表装㈲（隠岐島島後）平成 25 年度  

 ㈱坂田水産（天草諸島御所浦島）平成 25 年度 

備 考 
有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別

措置法第２条に規定する特定有人国境離島地域で実施される取組に関しては、予算の範

囲内で優先的に予算配分（優先枠の設定）。 

担当部署 農林水産省食料産業局産業連携課 
連絡先 03-6738-6474 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/shokusan/sanki/6jika/yosan/index.html 
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＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

６
次
産
業
化
の
推
進
に
向
け
て
、農

林
漁
業
者
と多

様
な
事
業
者
が
連
携
して
行
う地

域
資
源
を
活
用
した
新
商
品
開
発
や
販
路
開
拓
等
の
取
組
、加

工
・販
売
施
設
等
の
整

備
及
び
新
た
な
高
付
加
価
値
商
品
等
の
創
出
・事
業
化
に
必
要
な
技
術
実
証
、マ
ー
ケ
テ
ィン
グ
等
を
支
援
しま
す
。

＜
政
策
目
標
＞

６
次
産
業
化
に
取
り組

ん
で
い
る
優
良
事
業
体
数
の
増
加
（
93
事
業
体
［
令
和
７
年
度
ま
で
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

1.
食
料
産
業
・６
次
産
業
化
推
進
交
付
金

18
6（

24
5）

百
万
円
の
内
数

①
６
次
産
業
化
の
推
進

ア
業
務
用
需
要
に
対
応
した

Bt
oB
（
事
業
者
向
け
ビ
ジ
ネ
ス
）
の
取
組
、「
農
泊
」と
連
携
し

た
観
光
消
費
の
促
進
及
び
農
福
連
携
の
発
展
に
資
す
る
新
商
品
開
発
や
販
路
開
拓
等
の
取

組
を
重
点
的
に
支
援
しま
す
。

イ
都
道
府
県
及
び
市
町
村
段
階
に
、行

政
、農

林
漁
業
、商

工
、金

融
等
の
関
係
機
関
で
構

成
され
る
６
次
産
業
化
・地
産
地
消
推
進
協
議
会
を
設
置
し、
６
次
産
業
化
等
に
関
す
る
戦

略
の
策
定
（
更
新
）
や
６
次
産
業
化
に
取
り組

む
人
材
を
育
成
す
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

②
研
究
開
発
・成
果
利
用
の
促
進

新
技
術
を
活
用
した
新
た
な
高
付
加
価
値
商
品
等
の
創
出
・事
業
化
に
必
要
な
技
術
実
証
、

マ
ー
ケ
テ
ィン
グ
等
を
支
援
しま
す
。

2.
食
料
産
業
・６
次
産
業
化
整
備
交
付
金
の
うち
「６
次
産
業
化
施
設
整
備
」

1,
70

8（
2,

28
9）

百
万
円
の
内
数

農
林
漁
業
者
等
が
多
様
な
事
業
者
とネ
ット
ワ
ー
クを
構
築
し、
制
度
資
金
等
の
融
資
又
は

出
資
を
活
用
して
６
次
産
業
化
に
取
り組

む
場
合
に
必
要
とな
る
、加

工
・販
売
施
設
等
の
整

備
に
対
し
て
支
援
しま
す
（
業
務
用
需
要
に
対
応
した

Bt
oB
の
取
組
、「
農
泊
」と
連
携
した
観

光
消
費
の
促
進
及
び
農
福
連
携
の
発
展
に
資
す
る
も
の
を
重
点
的
に
支
援
）
。

な
お
、非

接
触
・非
対
面
で
の
作
業
に
対
応
した
加
工
・販
売
施
設
等
の
整
備
も
可
能
で
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
都
道
府
県
等

農
林
漁
業
者
の

組
織
す
る
団
体
等

交
付
（
定
額
）

食
料
産
業
・６
次
産
業
化
交
付
金
（
６
次
産
業
化
関
係
）

【令
和
３
年
度
予
算
額

1,
89

4（
2,

53
4）

百
万
円
の
内
数
】

定
額
、1
/2
以
内
、

1/
3以

内
、3
/1
0以

内

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
食
料
産
業
局
産
業
連
携
課
（
03
-6
73
8-
64
73
）

研
究
開
発
成
果

農
林
漁
業
者

民
間

事
業
者

地
方

自
治
体

公
設

試
験
場

技
術
実
証
、試

作
品
の

製
造
・評
価
、製

品
化

及
び
試
験
販
売
等

研
究
開
発
成
果
の
利
用

○
「６
次
産
業
化
の
推
進
」「
６
次
産
業
化
施
設
整
備
」の
重
点
支
援
分
野

○
６
次
産
業
化
等
に
関
す
る
戦
略
の
策
定

・６
次
産
業
化
等
に
関
す
る
戦
略

の
策
定
（
更
新
）

・戦
略
に
関
す
る
交
流
会
の
開
催

○
６
次
産
業
化
に
取
り組

む
人
材
の
育
成

※
重
点
支
援
分
野
に
該
当
しな
い
新
商
品
開
発
（
地
場
産
農
林
水
産
物
を
活
用
した
施
設
給
食
メニ
ュー
や
介
護
食
品

の
開
発
を
含
む
）
や
販
路
開
拓
の
取
組
、直

売
所
の
売
上
向
上
に
向
け
た
多
様
な
取
組
、６

次
産
業
化
の
取
組
に
必

要
な
非
接
触
・非
対
面
で
の
作
業
に
対
応
した
加
工
・販
売
施
設
等
の
整
備
も
支
援
の
対
象
とな
りま
す
。

○
研
究
開
発
・成
果
利
用
の
促
進

経
営
感
覚
を
持
って
６

次
産
業
化
に
取
り組

む
人
材
の
育
成
の
た
め
の

研
修
会
の
開
催
等

業
務
用
需
要
に
対
応
し
た

Bt
oB
の
取
組
の
推
進

「農
泊
」と
連
携
し
た

観
光
消
費
の
促
進

加
工
・販
売
の
事
業
と一

体
的
に

行
う加

工
・収
穫
体
験
等
の
提
供

高
い
品
質
管
理
下
で
の
業
務
用

一
次
加
工
品
等
の
製
造
・供
給

農
福
連
携
の
発
展

障
害
者
との
協
働
に
よ
る
商
品
化

・機
能
性
成
分
の
抽
出
技
術

・長
期
保
存
・高
鮮
度
輸
送
技
術

・未
利
用
資
源
の
商
品
化
技
術

・機
能
性
成
分
や
加
工
適
性
に

富
む
新
品
種
の
育
成

等
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No. 35  R3 当初予算 
R2 補正予算 

11,132 百万円 
 2,005 百万円 

事業名 甘味資源作物生産支援対策 府省庁名 農林水産省 

概 要 

甘味資源作物生産者及び国内産糖製造事業者の経営の安定並びに砂糖の安定供給を図

るとともに、さとうきび等の自然災害からの回復に向けた取組、サツマイモ基腐病等の

病害虫対応や生産性向上、働き方改革に対応した分みつ糖工場やいもでん粉工場の労働

効率を高めるための取組等を支援。 

支援対象 
① 市町村 
② 生産者団体、民間団体等 

補助率 1/2 以内、6/10 以内、定額 

対象事業 

（１） 甘味資源作物生産者等支援安定化対策 
国内産糖と輸入糖にある内外コスト格差を調整するため、（独）農畜産業振興機

構が甘味資源作物生産者及び国内産糖製造事業者に交付する甘味資源作物交付

金及び国内産糖交付金の一部に相当する金額を同機構へ交付するとともに、生産

者交付金の代理申請者の申請・支払事務経費への支援を行う。 
（２） 甘味資源作物安定生産体制確立事業 

さとうきび増産基金により、さとうきびの台風、干ばつ、病害虫発生等の自然災

害への対応及びかんしょの病害虫への対応を支援する。 
（３） 甘味資源作物生産性向上緊急対策事業 

離島等の地域経済・雇用を支えるさとうきび・かんしょの生産者、製糖工場やで

ん粉工場の持続的な発展を図るため、生産性向上の取組、サツマイモ基腐病等の

病害対応の取組、製糖工場の「働き方改革」に向けた取組等を支援する。 

支援内容 （１）は定額補助、（２）は定額補助、（３）は 1/2 以内、6/10 以内、定額。 

離島での 
実績 

（１）R 元 種子島、奄美大島、喜界島、徳之島、沖永良部島、与論島、北大東島、南大

東島、伊是名島、久米島、宮古島、伊良部島、石垣島（甘味資源作物交付金及び国内産

糖交付金の交付） 
（２、３）R 元 種子島、奄美大島、喜界島、徳之島、沖永良部島、与論島、伊是名島、

久米島、南大東島、北大東島、宮古島、伊良部島、石垣島等（さとうきびの土づくりや

新品種への転換、農業機械導入等の生産性向上の取組、自然災害からの回復に向けた取

組の実施） 

備 考 支援対象には（独）農畜産業振興機構を含む。 

担当部署 農林水産省政策統括官地域作物課 
連絡先 03-3501-3814 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/seisan/tokusan/hojo-jigyo.html 
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甘
味
資
源
作
物
生
産
支
援
対
策

【令
和
３
年
度
予
算
額
11
,1
32
（
11
,3
59
）
百
万
円
】

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
2,
00
5百
万
円
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

甘
味
資
源
作
物
生
産
者
及
び
国
内
産
糖
製
造
事
業
者
の
経
営
の
安
定

並
び

に
砂
糖
の
安
定
供
給

を図
る

とと
も

に
、さ
とう
き
び
等
の
自
然
災
害
か
らの
回
復
に
向
け
た
取
組

、
サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
等
の
病
害
虫
対
応
や
生
産
性
向
上

、働
き

方
改

革
に

対
応

した
分
み
つ
糖
工
場
や
い
も
で
ん
粉
工
場
の
労
働
効
率
を
高
め
る
た
め
の
取
組
等

を支
援

しま
す

。

＜
事
業
目
標
＞

○
さと

うき
び

の
単

収
を

向
上

・安
定

化
（

5,
29

0k
g/

10
a［

平
成

30
年

度
］

→
6,

23
0k

g/
10

ａ
［

令
和

７
年

度
まで

］
）

○
さと

うき
び

の
10

a当
た

り労
働

時
間

を削
減

（
40

.4
時

間
/1

0a
［

平
成

30
年

度
］

→
 3

0.
9時

間
/1

0a
［

令
和

７
年

度
まで

］
）

○
分

み
つ

糖
工

場
の

一
人

当
た

りの
時

間
外

労
働

を縮
減

（
80

時
間

/月
［

令
和

５
年

度
まで

］
）

○
か

ん
しょ

の
生

産
量

を増
加

（
80

万
ｔ

［
平

成
30

年
度

］
→

 8
6万

ｔ
［

令
和

12
年

度
まで

］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
甘
味
資
源
作
物
生
産
者
等
支
援
安
定
化
対
策

10
,3
51
（
10
,5
78
）
百
万
円

国
内

産
糖

と輸
入

糖
に

あ
る

内
外

コス
ト格

差
を

調
整

す
る

た
め

、（
独

）
農

畜
産

業
振

興
機

構
が

甘
味

資
源

作
物

生
産

者
及

び
国

内
産

糖
製

造
事

業
者

に
交

付
す

る
甘
味
資
源
作
物

交
付
金
及
び
国
内
産
糖
交
付
金
の
一
部
に
相
当
す
る
金
額
を
同
機
構
へ
交
付

す
る

とと
も

に
、

生
産

者
交

付
金

の
代
理
申
請
者
の
申
請
・支
払
事
務
経
費
へ
の
支
援

を
行

い
ま

す
。

２
．
甘
味
資
源
作
物
安
定
生
産
体
制
確
立
事
業

78
1（
78
1）
百
万
円

さ
とう
き
び
増
産
基
金

に
よ

り、
さと

うき
び

の
台
風
、干
ば
つ
、病
害
虫
発
生
等
の
自
然
災
害

へ
の
対
応

及
び
か
ん
しょ
の
病
害
虫
へ
の
対
応

を
支

援
しま

す
。

３
．
甘
味
資
源
作
物
生
産
性
向
上
緊
急
対
策
事
業

【令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
】2
,0
05
百
万
円

離
島

等
の

地
域

経
済

・雇
用

を
支

え
る
さ
とう
き
び
・か
ん
しょ
の
生
産
者

、製
糖
工
場
や
で
ん

粉
工
場

の
持

続
的

な
発

展
を

図
る

た
め

、生
産
性
向
上

の
取

組
、サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
等
の
病

害
対
応

の
取

組
、製

糖
工

場
の
「働
き
方
改
革
」に

向
け

た
取

組
等

を支
援

しま
す

。
＜
事
業
の
流
れ
＞

国
基

金
管

理
団

体

Ａ
Ｌ

Ｉ
Ｃ

生
産

者
、国

内
産

糖
製

造
事

業
者

生
産

者
団

体
等

定
額

定
額

定
額

、6
/1

0以
内

、1
/2

以
内

等

（
１

の
事

業
）

（
２

の
事

業
）

［
お

問
い

合
わ

せ
先

］
政

策
統

括
官

付
地

域
作

物
課

（
03

-3
50

1-
38

14
）

（
３

の
事

業
）

定
額

定
額

、6
/1

0以
内

、1
/2

以
内

生
産

者
団

体
等

さと
うき

び
増

産
基

金
○
さ
とう
き
び
勘
定

自
然
災
害

主
な
対
策

干
ば

つ
・

か
ん

水

台
風

・
除

塩
（

散
水

）
・

苗
の

補
植

、改
植

病
害

虫
・

病
害

虫
防

除

糖
度

減
少

・
土

づ
くり

・
株

更
新

その
他

の
災

害

災
害

の
内

容
に

応
じた

対
策

・
株

出
管

理
作

業
・

苗
の

確
保

等

○
さと

うき
び

機
械

化
一

貫
体

系
の

導
入

甘
味

資
源

作
物

生
産

性
向

上
緊

急
対

策
事

業

＜
取

組
例

＞

○
分

み
つ

糖
工

場
、い

も
で

ん
粉

工
場

働
き

方
改

革
を

踏
ま

え
、労

働
力

不
足

の
改

善
や

省
力

化
に

向
け

た
人

員
配

置
の

検
討

及
び

施
設

整
備

な
ど労

働
効
率
を
高
め
る
取
組
等

を
支

援
。

労
働

力
の

効
率

化

＜
取

組
例

＞

○
か

ん
しょ

サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
の
次
期
作
へ
の

影
響
を
最
小
限
に
す
る
た
め
の
取
組

や
で

ん
粉

原
料

用
か

ん
しょ

の
生

産
性

向
上

の
た

め
の
多
収
新
品
種
へ
の

転
換

や
生
分
解
性
マ
ル
チ
の
導
入

、
農

業
機

械
の

導
入

等
を

支
援

。

＜
取

組
例

＞

多
収

新
品

種
へ

の
転

換
（

こな
い

しん
）

土
づ
くり
の
推
進

や
優
良
品

種
へ
の
転
換

、機
械
化
一

貫
体
系
を
前
提
とし
た
作
業

受
託
組
織
の
育
成
・強
化

等
、島

ご
との

実
情

に
応

じた
生

産
性

向
上

の
取

組
を

支
援

。

植
付

防
除

収
穫

株
出

管
理

○
か
ん
しょ
勘
定

・病
害

虫
防

除
対

策 主
な
対
策

当
期

作
へ

の
対

応
・

予
防

・治
療

薬
剤

の
散

布

次
期

作
へ

の
対

応

・
苗

・苗
床

の
消

毒
・

土
壌

消
毒

・
健

全
な

種
い

も
・苗

の
導

入
・

他
作

物
へ

の
作

付
転

換
等
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No. 36  R２補正予算額 59,486 百万円 

事業名 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 府省庁名 農林水産省 

概 要 

 畜産クラスター計画を策定した地域に対し、地域の収益性向上等に必要な機械導入、

施設整備、施設整備と一体的な家畜導入等を支援します。 
 また、後継者不足の畜産経営と地域の担い手間の継承のための条件調整や経営資源を

継承する取組に必要な施設整備等を支援します。 
 さらに、畜産クラスター計画に基づく、牛肉の輸出拡大や都府県酪農の生産基盤強化

のための、繁殖雌牛と乳用後継牛の増頭を支援。 

支援対象 
中心的な経営体（畜産農家等）、民間

団体 
補助率 １／２以内、定額 

対象事業 

（１）施設整備事業 
 畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体に対し、収益力強化や畜産環

境問題への対応に必要な施設整備や施設整備と一体的な家畜導入を支援します。 
（２）機械導入事業 

 畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体に対し、施設整備との一体性

も確保しつつ、収益力強化等に必要な機械の導入を支援します。 
（３）調査・実証・推進事業 

 収益力の強化に向けた新たな取組を行う畜産クラスター協議会に対し、その効果を

実証するために必要な調査・分析を支援します。 
  また、畜産クラスター事業の効果を一層高めるため、地域の連携をコーディネート

する人材の育成を支援します。 
（４）畜産経営基盤継承支援事業 

ⅰ）後継者不在の畜産経営と地域の担い手（新規就農等）間の継承のための条件調

整の取組、ⅱ）経営資源を地域の担い手に円滑に継承するために必要な施設整備を支
援します。 

（５）生産基盤拡大加速化事業 
畜産クラスター計画に基づく、ⅰ）繁殖雌牛、ⅱ）乳用後継牛の増頭を支援します。 

支援内容 
（１）、（２）、（４）のⅱは補助率１／２以内 
（３）、（４）のⅰ、（５）は定額 

離島での 
実績 

（１）～（３） 佐渡島、対馬島、壱岐島、大島（平戸諸島）、宇久島、中通島、福江島、

種子島（牛舎等の施設整備、家畜導入等を実施）など  
備 考  

担当部署 
（１）～（４）、（５）のⅰは農林水産省生産局畜産企画課 
（５）のⅱは農林水産省生産局牛乳乳製品課 

連絡先 
（１）～（４） 03-3501-1083 
（５）のⅰ   03-3502-0874 
（５）のⅱ   03-3502-5988 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/chikusan/kikaku/lin/l_cluster.html 
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畜
産
・酪

農
収
益
⼒
強
化
整
備
等
特
別
対
策
事
業
等
（
畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
等
）

【令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額

61
,3
27
百
万
円
（
この

うち
国
産
チ
ー
ズ
振
興
分

9,
00
0百

万
円
）
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

畜
産
クラ
ス
ター
計
画
を
策
定
した
地
域
に
対
し、
地
域
の
収
益
性
向
上
等
に
必
要
な
機
械
導
⼊
や
施
設
整
備
、施

設
整
備
と⼀

体
的
な
家
畜
導
⼊
等
を
⽀
援
しま
す
。ま
た
、重

点
的
に
取
り組

む
べ
き
課
題
に
対
して
設
定
して
い
る
優
先
枠
の
うち
、「
輸
出
拡
⼤
優
先
枠
」を
充
実
しま
す
。そ
して
、後

継
者
不
在
の
畜
産
経
営
と地

域
の
担
い
⼿
の
マ
ッチ
ン
グ

や
、経

営
資
源
を
継
承
す
る
取
組
に
必
要
な
施
設
整
備
等
を
⽀
援
しま
す
。さ
らに
、繁

殖
雌
⽜
や
乳
⽤
後
継
⽜
の
増
頭
を
⽀
援
しま
す
。

＜
事
業
⽬
標
＞

畜
舎
の
整
備
や
省
⼒
化
機
械
の
導
⼊
に
よる
飼
養
規
模
の
拡
⼤
や
飼
養
管
理
の
改
善
を
図
る
とと
も
に
、次

の
うち
い
ず
れ
か
の
⽬
標
を
達
成
等

○
作
業
の
外
部
化
等
に
よ
る
⽣
産
コス
トの
削
減
（
10
％
以
上
［
事
業
終
了
後
５
年
以
内
ま
で
］
）

○
販
売
額
の
増
加
（
10
％
以
上
［
事
業
終
了
後
５
年
以
内
ま
で
］
）

○
所
得
の
向
上
（
10
％
以
上
［
事
業
終
了
後
５
年
以
内
ま
で
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
施
設
整
備
事
業

中
⼼
的
な
経
営
体
に
対
し、
収
益
⼒
強
化
等
に
必
要
な
施
設
整
備
等
を
⽀
援
しま
す
。

２
．
機
械
導
⼊
事
業

中
⼼
的
な
経
営
体
に
対
し、
収
益
⼒
強
化
等
に
必
要
な
機
械
の
導
⼊
を
⽀
援
しま
す
。

３
．
調
査
・実

証
・推

進
事
業

①
収
益
⼒
強
化
に
向
け
た
取
組
の
効
果
実
証
に
必
要
な
調
査
・分
析
を
⽀
援
しま
す
。

②
事
業
の
効
果
を
⾼
め
る
た
め
、地

域
の
連
携
をコ
ー
デ
ィネ
ー
トす
る
⼈
材
の
育
成
を
⽀
援
しま
す
。

４
．
畜
産
経
営
基
盤
継
承
⽀
援
事
業
【再

掲
】

①
後
継
者
不
在
の
経
営
と地

域
の
担
い
⼿
（
新
規
就
農
等
）
の
マ
ッチ
ング
の
取
組
を
⽀
援
しま
す
。

②
経
営
資
源
を
地
域
の
担
い
⼿
に
円
滑
に
継
承
す
る
た
め
に
必
要
な
施
設
整
備
を⽀

援
しま
す
。

５
．
⽣
産
基
盤
拡
⼤
加
速
化
事
業
【再

掲
】

13
,2
58
百
万
円

畜
産
クラ
ス
ター
計
画
に
基
づ
く、
繁
殖
雌
⽜
や
乳
⽤
後
継
⽜
の
増
頭
に
奨
励
⾦
を
交
付
しま
す
。

６
．
畜
産
環
境
対
策
総
合
⽀
援
事
業
【再

掲
】

1,
84
1百

万
円

「⼟
づ
くり
堆
肥
」の
⽣
産
・流
通
等
の
促
進
、⾼

度
な
畜
産
環
境
対
策
の
実
施
を
⽀
援
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
１
、2
、3
、4
、5
の
事
業
）
⽣
産
局
畜
産
企
画
課

（
03
-3
50
1-
10
83
）

（
５
の
事
業
）

⽜
乳
乳
製
品
課
（
03
-3
50
2-
59
88
）

（
６
の
事
業
）

畜
産
振
興
課

（
03
-6
74
4-
71
89
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

（
１
、
４
、
６
の
事
業
）

協
議
会

畜
産
農
家
等

都
道
府
県
・
市
町
村

国

交
付

交
付

交
付

１
/２
以
内

（
３
、
４
の
事
業
）

基
⾦
管
理
団
体

定
額

協
議
会

交
付

機
械
リ
ー
ス
事
業
者
⼜
は

協
議
会

導
⼊

（
２
事
業
）

基
⾦
管
理
団
体

畜
産
農
家
等

交
付

交
付

１
/２
以
内

基
⾦
管
理
団
体

畜
産
農
家

定
額

⺠
間
団
体

農
業
者
団
体
等

定
額

（
５
の
事
業
）

定
額

定
額

畜
産
クラ
ス
ター
協
議
会

収
益
性

向
上

収
益
性

向
上

収
益
性
向
上
の
た
め
の
取
組
、中

⼼
的
な
経
営
体
や
その
他
の
構
成
員
の
役
割
、連

携
の
内
容
、収

益
性
向

上
の
⽬
標
等
を
定
め
た
畜
産
クラ
ス
ター
計
画
を
作
成

飼
料
メ
ー
カ
ー

機
械
メ
ー
カ
ー

普
及
セ
ン
タ
ー

畜
産
コン

サ
ル

⾏
政

JA
畜
産
農
家

TM
Rセ

ン
タ
ー

コン
トラ

ク
タ
ー

乳
業
・⾷

⾁
セ
ン
タ
ー

卸
⼩
売
業

ヘ
ル
パ
ー
組
合

繁
殖
雌
⽜

乳
⽤
後
継
⽜

飼
養
規
模

50
頭
未
満

50
頭
以
上

増
頭
奨
励
⾦

24
.6
万
円
/頭

17
.5
万
円
/頭

27
.5
万
円
/頭

「増
頭
奨
励
⾦
」の
交
付
単
価

【優
先
枠
等
】

中
⼭
間
地
域
優
先
枠

輸
出
拡
⼤
優
先
枠
（
拡
充
）

環
境
優
先
枠

⾁
⽤
⽜
・酪
農
重
点
化
枠

国
産
チ
ー
ズ
振
興
枠

輸
出
に
取
り組

む
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
⾁
⽤
⽜
農
家
、⾷

⾁
処
理
施
設
、輸

出
事
業
者
等
）
と連

携
した
⽣
産

地
帯
の
取
組
を
優
先
的
に
採
択

１
〜
４
、６

の
事
業
︓
48
,0
69
百
万
円

（
１
〜
４
の
事
業
︓
46
,2
28
百
万
円
）
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No. 37  R2 補正所要額 1,118 百万円 

事業名 畜産・酪農生産力強化対策事業 府省庁名 農林水産省 

概 要 

畜産・酪農の生産力強化を図るため、性判別精液を活用した優良な乳用後継牛の効率的

な確保、畜産経営における新技術を活用した繁殖性の向上、種豚の改良による生産性の

向上等の取組を支援。 
 

支援対象 
畜産クラスター協議会に位置づけられ

た団体の構成員である農業者等 
補助率 定額、１／２以内 

対象事業 

１．酪農経営改善対策 
酪農経営における優良な乳用種後継雌牛の確保等を進めるため、畜産クラスター計画

に基づく以下の取組を支援。 
（１）性判別精液・受精卵を活用した優良な乳用種後継雌牛の確保等の経営改善に向け

た計画的な取組 
（２）性判別精液生産機器等の導入 
２．繁殖性等向上対策 

乳用種後継牛及び和牛繁殖雌牛を効率的に生産するため、畜産クラスター計画に基づ

く以下の取組を支援。 
（１）新技術を活用した肉用牛の繁殖性の向上 
（２）飼養管理技術の高度化 
３．養豚競争力強化対策 

養豚業の基礎となる種豚の生産性向上等を図るため、以下の取組を支援。 
（１）飼料利用性を測定するための機器導入 
（２）肉質を測定するための機器導入 
（３）飼養衛生管理の高度化を図るための機器導入 
（４）凍結精液の製造に必要な機器導入 

支援内容 

１－（１）、２－（２）は補助率１／２以内・定額（精液・受精卵は上限単価有り） 
１－（２）、３－（１）～（４）は補助率１／２以内 
２－（１）は定額補助 
※基金管理団体への補助率は定額 

離島での 
実績 － 

備 考 － 
担当部署 生産局畜産振興課 
連絡先 03-6744-2587 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/chikusan/kikaku/lin/l_zigyo/index.html 
 

138



畜
産

・酪
農

生
産

力
強

化
対

策
事

業
【令

和
２

年
度

第
３

次
補

正
予

算
（

所
要

額
）

1,
11

8百
万

円
】

＜
対

策
の

ポ
イ

ン
ト＞

畜
産
・酪
農
の
生
産
力
強
化
を図

る
た
め
、性

判
別

精
液

を
活

用
した

優
良

な
乳

用
後

継
牛

の
効

率
的

な
確

保
、畜

産
経
営
に
お
け
る

新
技

術
を

活
用

した
繁

殖
性

の
向

上
、種

豚
の

改
良

に
よ

る
生

産
性

の
向

上
等

の
取

組
を

支
援
しま
す
。

＜
事

業
目

標
＞
［
平
成
30
年
度
→
令
和
12
年
度
ま
で
］
※
（

）
は
枝
肉
換
算

〇
生
乳
生
産
量
：
72
8万

トン
→
78
0万

トン
〇
牛
肉
生
産
量
：
33
（
48
）
万
トン
→
40
（
57
）
万
トン

○
豚
肉
生
産
量
：
90
（
12
8）

万
トン
→
92
（
13
1）

万
トン

＜
事

業
の

内
容

＞
＜

事
業

イ
メ

ー
ジ

＞
１

．
酪

農
経

営
改

善
対

策
乳

用
後

継
牛

を
確

保
しつ
つ
、和

牛
生

産
の

強
化
を
図
る
た
め
、性

判
別

技
術

を
活

用
した

優
良
な
後
継
牛
確
保
等
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

①
性
判
別
精
液
を
活
用
した
優
良
な
乳
用
後
継
雌
牛
の
確
保

②
性
判
別
精
液
生
産
機
器
の
導
入

等
２

．
繁

殖
性

等
向

上
対

策
畜
産
技
術
者
等
に
よ
る

先
端

技
術

の
習

得
や
肉
用
雌
牛
の

繁
殖

性
等

の
向

上
の
た
め
の
取

組
を
支
援
しま
す
。

３
．

養
豚

競
争

力
強

化
対

策
養
豚
業
の
基
礎
とな
る

種
豚

の
生

産
性

の
向

上
等
を
図
る
た
め
、飼

料
摂
取
量
や
肉
質
を
測

定
す
る
た
め
の
機
器
等
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

4．
家

畜
生

産
性

向
上

対
策

家
畜

の
遺

伝
的

能
力

を
最

大
限

に
発

揮
さ

せ
る

た
め

の
技

術
指

導
等
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

＜
事

業
の

流
れ

＞

補
助
率
1/
2以

内
。た
だ
し、

・乳
用
牛
性
判
別
精
液

・高
受
胎
率
乳
用
牛
性
判
別
精
液

・乳
用
牛
性
判
別
受
精
卵

：
１
頭
当
た
り上

限
6,
00
0円

：
１
頭
当
た
り上

限
10
,0
00
円

：
１
頭
当
た
り上

限
10
0,
00
0円

国
基
金
管
理
団
体

民
間
団
体

定
額

民
間
団
体

基
金
管
理
団
体

定
額

定
額

定
額
、

1/
2以

内

（
４
の
事
業
）

(１
～
３
の
事
業
）２

.
繁

殖
性

等
向

上
対

策

・
超
音
波
診
断
装
置
に
より
、受

精
後
４
週

間
前
後
で
胎
児
の
有
無
等
を診

断
。

・
不
受
胎
時
に
は
発
情
誘
起
処
理
等
を実

施
す
る
こと
で
、空

胎
期
間
を短

縮
。

早
期

妊
娠

診
断

代
謝

プ
ロ

ファ
イ

ル
テ

ス
ト

・
血
液
検
査
に
より
、牛

群
の
栄
養
状
態

等
を把

握
。

・
飼
料
成
分
や
給
与
量
を調

整
す
る
こと

で
、受

胎
率
や
子
牛
損
耗
率
を改

善
。

○
×

１
.

酪
農

経
営

改
善

対
策

乳
用
種
性
判
別
精
液
の
活
用
を
支
援

→
 優

良
後

継
雌

牛
の

確
保

優
良
な
乳
用
後
継
牛
を
効
率

的
に
確
保
し、
後
継
牛
を
生
産

しな
い
搾
乳
牛
に
つ
い
て
は
、酪

農
経
営
自
らの
判
断
に
よ
り和

牛
な
どの
子
牛
を
生
産

乳
用
牛
か
ら

生
産
した
子
牛

肉
用
牛
か
ら

生
産
した
子
牛

性
判

別
精

液
を

活
用

した
効

率
的

な
後

継
雌

牛
の

生
産

３
.

養
豚

競
争

力
強

化
対

策

４
.

家
畜

生
産

性
向

上
対

策

自
動
計
測
に
よ
る
飼
料
摂
取
量
や
超
音
波
診
断
に
よ
る
肉
質
を
測
定
す
る
た
め
の
機
器
等
の

導
入
を
支
援

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
生
産
局
畜
産
振
興
課
（
03
-6
74
4-
25
87
）

技
術
者
の
指
導
の
下
に

行
う、
早
期
妊
娠
診
断
や

代
謝
プ
ロフ
ァイ
ル
テ
ス
ト

等
の
新
技
術
を
活
用
した

地
域
の
課
題
解
決
の
た
め

の
取
組
等
を
支
援

生
産
性
の
デ
ー
タ収

集
・分
析
に
基
づ
い
た
技
術
指
導
や
現
地
講
習
会
の
開
催
等
を
支
援

酪
農
家
由
来

乳
め
す

乳
お
す

交
雑
種

和
牛

♀
雌
牛
生
産
用
の
精
液

受
精
卵

将
来
搾
乳
牛
とな
る
後
継
雌
牛

乳
め
す

乳
お
す

交
雑
種

酪
農
家
由
来

和
牛

１
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No. 38  Ｒ３予算額 2,807 百万円の内数 

事業名 
農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業 

（スーパーＬ資金の金利負担軽減措置） 
府省庁名 農林水産省 

概 要 
 スーパーＬ資金の金利負担軽減措置を実施し、経営改善に意欲的に取り組む農業者を

金融面から強力に支援する。 

支援対象 
実質化された人・農地プランの中心

経営体として位置づけられた等の

認定農業者 
補助率 貸付当初５年間実質無利子化 

対象事業 

地域農業を維持・発展させるためには、地域の中心経営体等として位置付けられた「担

い手」が自らの創意工夫を活かして経営改善の取組を行うことが重要である。 
経営改善に向けた投資の効果が発現するまでには一定の期間を要することから、投資

後の一定期間について支援を行うことが必要である。 
このため、実質化された人・農地プランの中心経営体として位置付けられた等の認定

農業者が借り入れるスーパーＬ資金について、貸付当初５年間の金利負担を軽減する措

置を講じる。 

支援内容 

 
（１） 対象資金：スーパーＬ資金 
（２） 借入限度額：個人 ３億円（複数部門経営等は６億円） 

法人 10 億円（民間金融機関との協調融資の状況に応じ 30 億円） 
（３） 償還期限：25 年以内（うち据置期間 10 年以内） 
（４）金利負担軽減措置：貸付当初５年間実質無利子化 
（５）利子助成の対象となる借入金上限：20 億円 
 

離島での 
実績  

備 考  

担当部署 農林水産省経営局金融調整課 
連絡先 03-6744-2165 

参照 HP 

（農林水産省ＨＰ）http://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/sikin/index.html 
（日本政策金融公庫ＨＰ）https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/a_30.html 
（ 沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 Ｈ Ｐ ）

http://www.okinawakouko.go.jp/financing_investment/124 
 

140



ス
ー
パ
ー
Ｌ
資
⾦
の
⾦
利
負
担
軽
減
措
置

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

ス
ー
パ
ー
Ｌ
資
⾦
の
⾦
利
負
担
軽
減
措
置
を
実
施
し、
経
営
改
善
に
意
欲
的
に
取
り組

む
農
業
者
を
⾦
融
⾯
か
ら強

⼒
に
⽀
援
しま
す
。

＜
政
策
⽬
標
＞

担
い
⼿
へ
の
資
⾦
調
達
の
円
滑
化
に
よ
る
農
業
経
営
の
育
成

【令
和
３
年
度
予
算
額

 2
,8
07
百
万
円
の
内
数
】

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
経
営
局
⾦
融
調
整
課
（
03
-6
74
4-
21
65
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
対
象
者

以
下
の
い
ず
れ
か
の
要
件
等
を
満
た
す
認
定
農
業
者

○
実
質
化
され
た
⼈
・農
地
プ
ラン
の
中
⼼
経
営
体
とし
て
位
置
付
け
られ
た
者

○
農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら農

⽤
地
等
を
借
り受

け
た
者

２
．
措
置
内
容
等

①
対
象
資
⾦

ス
ー
パ
ー
Ｌ
資
⾦

②
貸
付
限
度
額

個
⼈
３
億
円
（
複
数
部
⾨
経
営
等
は
６
億
円
）

法
⼈
10
億
円

（
⺠
間
⾦
融
機
関
との
協
調
融
資
の
状
況
に
応
じ3
0億

円
）

③
償
還
期
限

25
年
以
内
（
うち
据
置
期
間
10
年
以
内
）

④
⾦
利
負
担
軽
減
措
置

貸
付
当
初
５
年
間
実
質
無
利
⼦
化
（
最
⼤
２
％
引
下
げ
）

＜
取
扱
融
資
機
関
＞

株
式
会
社
⽇
本
政
策
⾦
融
公
庫

（
沖
縄
県
に
あ
って
は
沖
縄
振
興
開
発
⾦
融
公
庫
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
(公
財
)農
林
⽔
産

⻑
期
⾦
融
協
会

定
額

農
業
者

利
⼦
助
成

２

国

補
助
⾦

（
公
財
）
農
林
⽔
産

⻑
期
⾦
融
協
会

利
⼦

助
成

実
質
化
され
た
⼈
・農
地

プ
ラン
の
中
⼼
経
営
体
に

位
置
づ
け
られ
た
等
の
認

定
農
業
者

貸
付
当
初
５
年
間

実
質
無
利
⼦
化

に
よ
り、
農
業
者
の

⾦
利
負
担
を
軽
減ス
ー
パ
ー
L資
⾦

の
貸
付

（
株
）
⽇
本
政
策
⾦
融

公
庫
等
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No. 39  R３予算額 20,501 百万円 

事業名 農業人材力強化総合支援事業 府省庁名 農林水産省 

概 要 

次世代を担う人材を育成・確保するため、就農準備や経営開始時の早期の経営確立を

支援する資金の交付、農業法人等での実践研修、就農希望者に対する相談体制の整備、

労働力の調整による人材の確保、地域における新規就農者へのサポート活動、農業大学

校・農業高校等における農業教育の高度化等を支援。 

支援対象 

事業①：原則 50 歳未満の就農希望

者及び認定新規就農者 
事業②：農業法人等 
事業③：②都道府県、民間団体等 
事業④：協議会、民間団体等 

補助率 

事業①：定額 
事業②：定額 
事業③：定額、１／２以内 
事業④：定額 

対象事業 

事業①：農業次世代人材投資事業 
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前の研修を後押しする資金

（準備型（２年以内））及び、就農直後の経営確立を支援する資金（経営開始型（５年

以内）を交付。 
事業②：農の雇用事業 
 青年の雇用就農及び研修後の独立就農を促進するため、農業法人等が労働環境を改善

しつつ行う新規就業者への実践研修を支援するとともに、新規就業者に対する新たな法

人設立に向けた研修等を支援。 
事業③：農業教育高度化事業 
 農業大学校、農業高校等における農業教育の高度化を図るため、農業教育カリキュラ

ムの強化、国際的な人材の育成に向けた海外研修、リカレント教育の充実、若者の就農

意欲を喚起する活動、研修用機械・設備の導入等を支援。 
事業④：新規就農者確保推進事業 

農業に従事する人材の確保・定着を図るため、新規就農相談・情報発信、就農相談会の

開催、農業就業体験、地域における新規就農者のサポート活動、労働環境の改善、労働力

の調整等による多様な人材の確保等の取組を支援。 

支援内容 

事業①：【準備型】交付単価等：年間最大 150 万円、最長２年間 
    【経営開始型】交付単価等：経営開始１～３年目 150 万円/年、経営開始４～５年

目 120 万円/年 
事業②： 交付単価等：年間最大 120 万円、最長２年間（多様な人材の確保加算 30 万円

/年。新たな法人設立に向けた研修は年間最大 120 万円、最長４年間（３年目以

降年間最大 60 万円）） 
事業③： スマート農業等の教育カリキュラム強化、社会人へのリカレント農業教育の

充実、出前授業など若者の就農意欲を喚起するための活動、カリキュラム強化

等に必要な e ラーニングの導入等（補助率：定額） 
     カリキュラム強化等に必要な研修用農業機械・設備の導入（補助率：1/2 以

内）、海外研修の実施（補助率：1/2 以内、1 人当たり 60 万円上限） 
事業④：【新規就農相談・情報発信】 

 新規就農に係る各種情報のホームページ等による発信、全国段階における新
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規就農相談活動を支援。 
【就農相談会】 

 就農希望者と産地・農業法人等とのマッチングを促すため、大都市での就農

相談会の開催を支援。 
【農業就業体験支援】 

就農希望者が自らの農業適性を確認するため、短期間の農業就業体験の実施

を支援。 
【農業人材確保・就農サポート体制確立支援】 

地域における新規就農者のサポート活動、農業法人等における労働環境の改

善、他産業との労働力調整等による多様な人材の確保等に係る取組を支援。 
交付単価等：定額（１地区当たり 350 万円/年上限（働きづらさを抱えた方支援

は 750 万円/年）、最長２年間 

離島での 
実績 

事業①：R 元年度：佐渡島、種子島など 
事業②：R 元年度：佐渡島、五島列島など 

備 考 

事業①、②：特定有人国境離島地域からの要望を優先採択 
事業①：随時申請受付中 
事業②：5～6 月（8 月研修開始分）、6～8 月（11 月研修開始分）、10～11 月（2 月研修

開始分）に募集予定。 
 

担当部署 農林水産省経営局就農・女性課 
連絡先 03-3052-6469 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/syunou_shiensaku.html 
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農
業
人
材
力
強
化
総
合
支
援
事
業
等

【令
和
３
年
度
予
算
額

 2
0,
50
1（
21
,2
94
）
百
万
円
】

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額

 4
,0
79
百
万
円
の
内
数
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

次
世
代
を
担
う人

材
を
育
成
・確
保
す
る
た
め
、就

農
準
備
や
経
営
開
始
時
の
早
期
の
経
営
確
立
を
支
援
す
る
資
金
の
交
付
、農

業
法
人
等
で
の
実
践
研
修
、労

働
力
の
調
整

に
よ
る
人
材
の
確
保
、地

域
に
お
け
る
新
規
就
農
者
へ
の
サ
ポ
ー
ト
活
動
、農

業
大
学
校
・農
業
高
校
等
に
お
け
る
農
業
教
育
の
高
度
化
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

40
代
以
下
の
農
業
従
事
者
の
拡
大
（
40
万
人
［
令
和
５
年
ま
で
］
）
＜
事
業
の
全
体
像
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
経
営
局
就
農
・女
性
課
（
03
-3
50
2-
64
69
）

１
．
農
業
次
世
代
人
材
投
資
事
業

次
世
代
を
担
う農

業
者
とな
る
こと
を
志
向
す
る
49
歳
以
下
の
者
に
対
し、
就
農
準
備
や
経

営
開
始
時
の
早
期
の
経
営
確
立
を
支
援
す
る
資
金
を
交
付
しま
す
。

２
．
農
の
雇
用
事
業

①
農
業
法
人
等
が
労
働
環
境
を
改
善
し
つ
つ
行
う4
9歳

以
下
の
新
規
就
業
者
へ
の
実
践
研

修
、新

た
な
法
人
設
立
に
向
け
た
研
修
や
多
様
な
人
材
の
確
保
等
を
支
援
しま
す
。

②
農
業
法
人
等
に
よ
る
従
業
員
等
の
派
遣
研
修
を
支
援
しま
す
。

３
．
農
業
教
育
高
度
化
事
業

農
業
大
学
校
、農

業
高
校
等
に
お
け
る
農
業
教
育
の
高
度
化
を
図
る
た
め
、農

業
教
育
カ
リ

キ
ュラ
ム
の
強
化
、国

際
的
な
人
材
の
育
成
に
向
け
た
海
外
研
修
、リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
充
実
、

若
者
の
就
農
意
欲
を
喚
起
す
る
活
動
、研

修
用
機
械
・設
備
の
導
入
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

４
．
新
規
就
農
者
確
保
推
進
事
業

農
業
就
業
体
験
、就

農
相
談
会
の
開
催
、就

農
情
報
発
信
、地

域
に
お
け
る
新
規
就
農
者

の
サ
ポ
ー
ト
活
動
、労

働
環
境
の
改
善
、労

働
力
の
調
整
等
に
よ
る
多
様
な
人
材
の
確
保
等

の
取
組
を
支
援
しま
す
。

就
農
準
備

法
人
正
職
員
とし
て

の
就
農

独
立
・自
営
就
農

農
業
次
世
代
人
材

投
資
事
業

（
経
営
開
始
型
）

人
材
の
呼
び
込

み
、定

着

法
人
側
に
対
す
る

農
の
雇
用
事
業

新
規
就
農
者
確
保

加
速
化
対
策

農
業
法
人
等
の

次
世
代
経
営
者
の
育
成

（
農
の
雇
用
事
業
）

農
業
教
育
高
度
化
事
業

研
修
期
間
中
、年

間
最

大
15
0万

円
を
最
長
２

年
間
交
付

農
業
法
人
に
就
職
した

青
年
に
対
す
る
研
修
経

費
とし
て
、年

間
最
大

12
0万

円
を
最
長
２

年
間
助
成

（
多
様
な
人
材
の
確

保
加
算

最
大
30
万

円
/年
）

（
将
来
、独

立
し法

人
化
す
る
場
合
は
最
長
４

年
間
助
成
（
３
年
目

以
降
は
最
大
60
万

円
）
）

独
立
して
自
営
す
る
認

定
新
規
就
農
者
とな
る

青
年
※
に
対
して
、最

長
５
年
間
交
付

（
１
～
３
年
目
15
0

万
円
/年
、４

～
５
年

目
12
0万

円
/年
）

法
人
等
の
職
員
を
次
世
代

経
営
者
とし
て
育
成
す
る
た
め

の
派
遣
研
修
経
費
とし
て
、

月
最
大
10
万
円
を
最
長
２

年
間
助
成

※
地
域
の
サ
ポ
ー
ト

体
制
の
整
備
とサ
ポ
ー

ト計
画
の
策
定
が
交

付
の
要
件

就
農
開
始

経
営
確
立

所
得
の

確
保

技
術
・経
営
力

の
習
得

農
業
次
世
代
人
材

投
資
事
業

（
準
備
型
）

新
規
就
農
者
確
保

加
速
化
対
策

・労
働
環
境
の
改
善
を
推
進

・産
地
に
お
け
る
労
働
力
の
調

整
等
に
よ
る
多
様
な
人
材
確

保
の
取
組
を
支
援

克
服
す
べ
き

課
題

経
営

ス
テ
ー
ジ

※
交
付
対
象
者
は
、

人
・農
地
プ
ラン
の
中

心
経
営
体
に
位
置
付

け
られ
る
必
要

新
規
就
農
者
確
保
推
進
事
業

・農
業
教
育
に
つ
い
て
の
県

計
画
に
基
づ
く農
業
教
育

の
高
度
化
に
対
す
る
取
組

等
を
支
援

・リ
カレ
ン
ト教

育
や
職
業
と

して
の
農
業
の
魅
力
を
伝

え
る
た
め
の
取
組
を
支
援

国

全
国
農
業
委

員
会
ネ
ット

ワ
ー
ク機

構

都
道
府
県
等

定
額
、1
/2

新
規
就
農
者
等

農
業
法
人
・

協
議
会
等

定
額

都
道
府
県

民
間
団
体
等

民
間
団
体
等

定
額

定
額
、1
/2

定
額

定
額

定
額

協
議
会
等

定
額

定
額

市
町
村

定
額

（
２
の
事
業
）

（
４
の
事
業
の
一
部
）

（
補
正
の
事
業
の
一
部
）

（
３
の
事
業
の
一
部
）

（
４
の
事
業
の
一
部
）

（
１
の
事
業
）

（
補
正
の
事
業
の
一
部
）

農
業
イン
ター
ン
シ
ップ
、就

農
相
談
会
の
開
催
、

就
農
情
報
の
発
信
を
支
援

地
域
の
お
け
る
新
規
就
農
者

の
サ
ポ
ー
ト活

動
を
支
援

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
）
新
規
就
農
者
確
保
加
速
化
対
策

就
職
氷
河
期
世
代
の
就
農
を
促
進
す
る
た
め
、就

農
希
望
者
の
就
農
準
備
へ
の
支
援
や

農
業
法
人
等
に
お
け
る
実
践
研
修
を
支
援
しま
す
。
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No. 40  Ｒ３予算額 9,805 百万円 

事業名 農山漁村振興交付金 府省庁名 農林水産省 

概 要 

 地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の

確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を取組の発展段階に

応じて総合的に支援し、農林水産業に関わる地域のコミュニティ維持と農山漁村の活性

化及び自立化を後押しする。 

支援対象 
都道府県、市町村、地域協議会、農

林漁業者の組織する団体等 
補助率 定額、１／２ 等 

対象事業 
① 地域活性化対策 
② 農泊推進対策 
③ 農山漁村活性化整備対策 

支援内容 

① 地域活性化対策 

農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した地域の活動計画づくりや実践活動等

を支援。 

② 農泊推進対策  

農山漁村の活性化と所得向上を図るため、地域における農泊の実施体制の構築、観

光コンテンツの磨き上げ及び宿泊施設の整備等を一体的に支援。 

③ 農山漁村活性化整備対策 

市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住、所得の向上や雇

用の増大を図るために必要な生産施設等の整備を支援。 

離島での 
実績 

R1 年度実績 

① 愛媛県上島町、福岡県福岡市 

② 新潟県佐渡市、香川県小豆島町、岡山県笠岡市 

③ 島根県海士町 

備 考  

担当部署 

① 地域活性化対策 

農林水産省農村振興局都市農村交流課 

② 農泊推進対策 

農林水産省農村振興局都市農村交流課 

③ 農山漁村活性化整備対策 

農林水産省農村振興局地域整備課 

連絡先 

① 地域活性化対策 

03-3502-5946 

② 農泊推進対策 

03-3502-5946  

③ 農山漁村活性化整備対策 

03-3501-0814 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html 
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＜
事
業
の
全
体
像
＞

１
．
農
山
漁
村
地
域
で
の
取
組
へ
の
支
援

①
地
域
活
性
化
対
策

地
域
活
性
化
の
た
め
の
活
動
計
画
づ
くり
や
コミ
ュニ
テ
ィ維
持
の
取
組
等
を
支
援
しま
す
。

②
中
山
間
地
農
業
推
進
対
策

中
山
間
地
域
で
の
収
益
力
向
上
に
向
け
た
取
組
や
モ
デ
ル
構
築
を
支
援
しま
す
。

③
山
村
活
性
化
対
策

振
興
山
村
で
の
地
域
資
源
を
用
い
た
地
域
経
済
の
活
性
化
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

④
最
適
土
地
利
用
対
策

農
地
の
粗
放
的
利
用
に
よ
る
モ
デ
ル
的
な
取
組
等
を
支
援
しま
す
。

⑤
農
泊
推
進
対
策

観
光
コン
テ
ンツ
開
発
や
滞
在
施
設
等
の
整
備
、国

内
外
へ
の
PR
等
を
支
援
しま
す
。

⑥
農
福
連
携
対
策

農
林
水
福
連
携
の
推
進
に
向
け
、障

害
者
等
に
配
慮
した
施
設
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

⑦
農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策

地
方
公
共
団
体
策
定
の
活
性
化
計
画
に
基
づ
き
行
う施

設
整
備
を
支
援
しま
す
。

⑧
情
報
通
信
環
境
整
備
対
策

イン
フラ
管
理
や
地
域
活
性
化
等
に
必
要
な
情
報
通
信
環
境
の
整
備
を
支
援
しま
す
。

２
．
都
市
部
で
の
取
組
へ
の
支
援

①
都
市
農
業
機
能
発
揮
対
策

都
市
農
業
へ
の
関
心
の
喚
起
や
多
様
な
機
能
の
発
揮
に
資
す
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

農
山
漁
村
振
興
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額
9,
80
5（
9,
80
5）
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活
動
の
計
画
づ
くり
か
ら農

業
者
等
を含

む
地
域
住
民
の
就
業
の
場
の
確
保
、農

山
漁
村
に
お
け
る
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
に
結
び
つ
け
る
取
組

を取
組
の
発
展
段
階
に
応
じて
総
合
的
に
支
援
し、
農
林
水
産
業
に
関
わ
る
地
域
の
コミ
ュニ
テ
ィの
維
持
と農

山
漁
村
の
活
性
化
及
び
自
立
化
を後

押
しし
ます
。

＜
政
策
目
標
＞

都
市
と農

山
漁
村
の
交
流
人
口
の
増
加
（
1,
54
0万

人
［
令
和
７
年
度
まで
］
）

等 都
市
農
業

機
能
発
揮
対
策

地
域
活
性
化
対
策

地
域
住
民
に
よる
計
画
づ
くりソ
フト

ソ
フト

都
市
部

コミ
ュニ
テ
ィで
の
合
意
形
成
段
階
か
ら実

行
段
階
ま
で
それ

ぞ
れ
の
発
展
段
階
に
応
じた
対
策
を
実
施

ス
ター
トア
ップ

取
組
の
具
体
化
・実
行

ハ
ー
ドの
充
実

農
産
物
直
売
施
設

農
村
部

情 報 発 信

交 流

就 農 移 住

農
山
漁
村
活
性
化

整
備
対
策

ハ
ー
ド

+

集
出
荷
･貯
蔵
･加
工
施
設

ハ
ウス

都
市
農
地
貸
借
に
よる
担
い
手
づ
くり

へ
の
支
援

都
市
農
業
の
持
つ
多
様
な
機
能

コ ミ ュ ニ テ ィ の 維 持 農 山 漁 村 の 活 性 化 ・ 自 立 化

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
１
①
の
事
業
）

農
村
振
興
局
農
村
計
画
課

（
03
-6
74
4-
22
03
）

（
１
②
③
④
の
事
業
）

地
域
振
興
課

（
03
-3
50
2-
62
86
）

（
１
⑤
⑥
、２

①
の
事
業
）

都
市
農
村
交
流
課
（
03
-3
50
2-
59
46
）

（
１
⑦
⑧
の
事
業
）

地
域
整
備
課

（
03
-3
50
1-
08
14
）

情
報
通
信
環
境

整
備
対
策

ハ
ー
ド 通
信
施
設

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
地
域
協
議
会
等

地
方
公
共
団
体

定
額
、1
/2
等

（
１
①
②
③
⑤
⑥
、２

①
の
事
業
）

農
林
漁
業
者
の

組
織
す
る
団
体
等

交
付

定
額
、1
/2
等

（
１
②
④
⑦
⑧
の
事
業
）

山
村
活
性
化

対
策

ソ
フト

具 体 的 な エ リ ア （ 中 山 間 地 域 な ど ）

中
山
間
地
農
業

推
進
対
策

ソ
フト

高
収
益
作
物
導
入
の
実
証

地
域
産
品
の
加
工
・商
品
化

ソ
フト

ハ
ー
ド

ソ
フト

ハ
ー
ド

農
泊
推
進
対
策

農
福
連
携
対
策

人
材
育
成
研
修

具 体 的 な ツ ー ル （ ヒ ト ・ コ ト ・ モ ノ ）

農
家
民
宿

最
適
土
地
利
用

対
策

ソ
フト

ハ
ー
ド

農
地
の
粗
放
的
利
用

※
下
線
部
は
拡
充
内
容
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

農
山
漁
村
振
興
交
付
金
の
うち

地
域
活
性
化
対
策

【令
和
３
年
度
予
算
額
9,
80
5（
9,
80
5）
百
万
円
の
内
数
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

農
山
漁
村
の
自
立
及
び
維
持
発
展
に
向
け
て
、地

域
住
民
が
生
き生

きと
暮
らし
て
い
け
る
環
境
の
創
出
を行

うた
め
の
きっ
か
け
をつ
くり
、農

山
漁
村
に
つ
い
て
広
く知
って
も
らう
こと

を目
的
とし
て
、農

山
漁
村
の
活
性
化
を推

進
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
地
域
課
題
の
抽
出
や
、課

題
解
決
の
た
め
の
活
動
計
画
の
策
定
・実
証
を行

う地
域
の
創
出
（
10
0地

域
［
令
和
６
年
度
まで
］
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

１
．
活
動
計
画
策
定
事
業

○
農
山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
地
域
資
源
を
活
用
した
地
域
の
創
意
工
夫

に
よ
る
地
域
活
性
化
の
た
め
の
活
動
計
画
策
定
を
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
活

用
した
ワ
ー
ク
シ
ョッ
プ
の
開
催
等
に
よ
り支

援
しま
す
。

○
活
動
計
画
に
掲
げ
ら
れ
た
取
組
を
実
施
す
る
た
め
の
体
制
構
築
、実

証
活
動
及
び
専
門
的
ス
キ
ル
の
活
用
等
を
支
援
しま
す
。

国

定
額

地
域
の
活
動
計
画
の
策
定

（
ワー
クシ
ョッ
プの
開
催
）

体
制
構
築
及
び
実
証
活
動

（
高
齢
者
の
移
動
確
保
）

[お
問
い
合
わ
せ
先
]

（
１
、２

、３
、４

の
事
業
）

む
ら

（
４
の
事
業
の
うち
デ
ィス
カバ
ー
農
山
漁
村
の
宝
）

（
４
の
事
業
の
うち
農
業
遺
産
）

農
村
振
興
局
農
村
計
画
課

農
村
振
興
局
都
市
農
村
交
流
課

農
村
振
興
局
鳥
獣
対
策
・農
村
環
境
課

（
03
-6
74
4-
22
03
）

（
03
-3
50
2-
60
02
）

（
03
-6
74
4-
02
50
）

１
．
活
動
計
画
策
定
事
業

○
事
業
実
施
主
体

市
町
村
を
構
成
員
に
含
む
地
域
協
議
会

○
事
業
期
間

３
年
間

○
交
付
率

定
額

（
上
限
:１
年
目
50
0万

円
、２

年
目
25
0万

円
等
）

※
条
件
不
利
地
に
お
い
て
は
、交

付
期
間
の
延
長
・上
限
額
の
加
算
措
置
あ
り

専
門
的
ス
キ
ル
を活

用
す
る
場
合
に
は
、交

付
期
間
の
延
長
・上
限
額
の
加
算
措
置
あ
り

定
額
、
1/
2

NP
O
法
人
・

民
間
団
体
等

市
町
村
を
構
成
員
に

含
む
地
域
協
議
会

（
１
、２

の
事
業
）

（
３
、４

の
事
業
）

３
．
人
材
発
掘
事
業

○
農
山
漁
村
に
お
い
て
、就

職
氷
河
期
世
代
を
含
む
潜
在
的
就
農
希
望

者
を
対
象
に
農
林
水
産
業
の
体
験
研
修
を
行
うと
とも
に
、地

域
に
お
け
る

様
々
な
社
会
活
動
に
も
参
加
し、
農
山
漁
村
へ
の
理
解
を
深
め
る
こと
に
よ

り、
農
山
漁
村
に
関
心
を
持
つ
人
材
を
発
掘
す
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

農
作
業
体
験

農
山
漁
村
へ
の
理
解
を深

め
る
た
め
、地

域
活
動
に
参
加

３
．
人
材
発
掘
事
業

○
事
業
実
施
主
体

NP
O
法
人
、民

間
企
業
等

○
事
業
期
間

１
年
間

○
交
付
率

定
額
（
上
限
:5
,0
00
万
円
）

※
下
線
部
は
拡
充
内
容

２
．
農
山
漁
村
地
域
づ
くり
事
業
体
形
成
支
援
事
業

○
農
山
漁
村
に
お
け
る
生
業
・暮
ら
しを
収
益
性
の
あ
る
事
業
に
よ
り持

続
的
に
支
え
て
い
くた
め
、農
林
漁
業
の
振
興
とと
も
に
、そ
れ
を
支
え
る

買
い
物
・子
育
て
・文
化
・集
い
等
に
よ
る
地
域
の
コミ
ュニ
テ
ィの
維
持

に
資
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
地
域
内
外
の
若
者
等
の
呼
び
込
み
を

行
う事

業
体
の
形
成
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
農
山
漁
村
地
域
づ
くり
事
業
体
形
成
支
援
事
業

○
事
業
実
施
主
体

市
町
村
を
構
成
員
に
含
む
地
域
協
議
会

○
事
業
期
間

３
年
間

○
交
付
率

定
額
、1
/2
（
上
限
：
50
0万

円
）

子
ども
の
預
か
りサ
ー
ビス

事
業
体
の
形
成
と法

人
化

合
意
形
成
、計

画
づ
くり

４
．
農
山
漁
村
情
報
発
信
事
業

○
農
山
漁
村
の
ポ
テ
ン
シ
ャル
を
引
き
出
して
地
域
の
活
性
化
や
所
得
向

上
に
取
り組
ん
で
い
る
優
良
な
事
例
、世
界
農
業
遺
産
及
び
日
本
農

業
遺
産
、農
山
漁
村
で
新
事
業
を
発
掘
す
る
取
組
に
つ
い
て
、情

報
発

信
を
通
じて
、認
知
度
向
上
又
は
他
地
域
へ
の
横
展
開
を
図
る
取
組
に

対
して
支
援
しま
す
。

４
．
農
山
漁
村
情
報
発
信
事
業

○
事
業
実
施
主
体

NP
O
法
人
、民

間
企
業
等

○
事
業
期
間

１
年
間

○
交
付
率

定
額

W
eb
サ
イト
や
SN
Sで

優
良
事
例
の
情
報
を発

信
W
eb
サ
イト
運
用
や
イベ
ント
開
催
で

新
た
な
事
業
の
情
報
を発

信
商
品
価
値
の
向
上
を通

じた
認
知
度
向
上
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農
山
漁
村
振
興
交
付
金
の
うち

農
泊
の
推
進

【令
和
３
年
度
予
算
額
9,
80
5（
9,
80
5）
百
万
円
の
内
数
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

農
山
漁
村
の
活
性
化
と所
得
向
上
を図

る
た
め
、地

域
に
お
け
る
実
施
体
制
の
構
築
、観
光
コン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ
、多
言
語
対
応
や
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョン
対
応
等
の
利
便
性
向
上
、

滞
在
施
設
等
の
整
備
等
を一

体
的
に
支
援
す
る
とと
も
に
、国
内
外
へ
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
や
地
域
が
抱
え
る
課
題
解
決
の
た
め
の
専
門
家
派
遣
等
を支

援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

都
市
と農

山
漁
村
の
交
流
人
口
の
増
加
（
1,
54
0万

人
［
令
和
７
年
度
まで
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
農
泊
推
進
事
業

①
農
泊
の
推
進
体
制
構
築
や
魅
力
あ
る
観
光
コン
テ
ン
ツ
の
開
発
、新
た
な
取
組
に
必
要
な
人
材
確
保
、イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入

環
境
の
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

【事
業
期
間
：
２
年
間
、交

付
率
：
定
額
（
上
限
50
0万

円
/年
等
）
】

②
実
施
体
制
が
構
築
され
た
農
泊
地
域
を
対
象
に
、多
言
語
対
応
や
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョン
受
入
対
応
、地
元
食
材
・景
観
等
を
活

用
した
高
付
加
価
値
コン
テ
ン
ツ
開
発
等
を
支
援
しま
す
。

【事
業
期
間
：
上
限
２
年
間
、交

付
率
：
1/
2等

】
２
．
施
設
整
備
事
業

①
農
泊
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
とな
る
古
民
家
等
を
活
用
した
滞
在
施
設
、一
棟
貸
し
施
設
、体
験
・交
流
施
設
の
整
備
や
、

活
性
化
計
画
に
基
づ
く農
産
物
販
売
施
設
等
の
整
備
を
支
援
しま
す
。

（
活
性
化
計
画
に
基
づ
か
な
い
事
業
）

【事
業
期
間
：
２
年
間
、交

付
率
：
1/
2（

上
限
2,
50
0万

円
、5
,0
00
万
円
、１

億
円
）
】

（
活
性
化
計
画
に
基
づ
く事
業
）

【事
業
期
間
：
原
則
３
年
間
、交

付
率
：
1/
2等

】
②

地
域
内
で
営
ま
れ
て
い
る
個
別
の
宿
泊
施
設
の
改
修
を
支
援
しま
す
。（

農
家
民
泊
か
ら農

家
民
宿
へ
転
換
す
る
場
合
、促

進
費
の
活
用
可
能
）
【事
業
期
間
：
１
年
間
、交

付
率
：
1/
2（

上
限
1,
00
0万

円
/経
営
者
、5
,0
00
万
円
/地
域
）
】

３
．
広
域
ネ
ット
ワ
ー
ク
推
進
事
業

戦
略
的
な
国
内
外
へ
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
、農

泊
を
推
進
す
る
上
で
の
課
題
を
抱
え
る
地
域
へ
の
専
門
家
派
遣
・指
導
、農
泊

の
成
果
や
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
等
の
調
査
を
行
う取
組
等
を
支
援
しま
す
。【
事
業
期
間
：
１
年
間
、交

付
率
：
定
額
】

＜
事
業
の
流
れ
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
農
村
振
興
局
都
市
農
村
交
流
課
（
03
-3
50
2-
59
46
）

国
農
林
漁
業
者
の

組
織
す
る
団
体
等

1/
2

定
額
、1
/2

（
３
の
事
業
）

交
付

定
額

中
核
法
人
等

地
域
協
議
会
、D
M
O
（
観
光
地
域
づ
くり
法
人
）
等

地
方
公
共
団
体

民
間
企
業
等

1/
2等

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

イ
ン
バ
ウ
ン
ド受
入
環
境
の
整
備

トイ
レの
洋
式
化

W
i-F
i環
境
の
構
築

多
言
語
へ
の
対
応

課
題
に
応
じた
専
門
家
の
派
遣
・指
導

古
民
家
を
活
用
した
滞
在
施
設

地
元
食
材
・景
観
等
を
活
用
した
高
付
加
価
値
コン
テ
ンツ
の
開
発

※
下
線
部
は
拡
充
内
容
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農
山
漁
村
振
興
交
付
金
の
うち

農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策

【令
和
３
年
度
予
算
額

9,
80
5（
9,
80
5）
百
万
円
の
内
数
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

農
山
漁
村
活
性
化
法
に
基
づ
き
、都

道
府
県
又
は
市
町
村
が
策
定
した
農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
・交
流
の
促
進
、農
業
者
の
所
得
向
上
や
雇
用
の
増
大
を図

る
た
め
の
活
性

化
計
画
の
実
現
に
向
け
て
、農
産
物
加
工
・販
売
施
設
、地
域
間
交
流
拠
点
等
の
整
備
を支

援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
農
山
漁
村
に
お
け
る
施
設
整
備
に
よる
雇
用
者
数
の
増
加
（
30
0人

［
令
和
５
年
度
まで
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

○
過
疎
化
の
進
行
等
、地

域
に
お
け
る
課
題
を
解
決
す
る
た
め
、都
道
府
県
や
市
町
村
が
計

画
主
体
とな
り、
農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
促
進
、農

業
者
の
所
得
向
上
や
雇
用
の
増
大
等
、

農
山
漁
村
の
活
性
化
の
た
め
の
目
標
等
を
定
め
た
活
性
化
計
画
を
策
定
。

○
活
性
化
計
画
に
定
め
た
目
標
の
達
成
に
向
け
、農
産
物
加
工
・販
売
施
設
、地
域
間
交
流

拠
点
等
の
整
備
を
交
付
金
に
よ
り支

援
しま
す
。

１
．
農
山
漁
村
定
住
促
進
対
策
型

○
地
域
産
物
の
販
売
額
の
増
加
、雇

用
者
数
の
増
加
な
どを
目
標
とし
て
、農
山
漁
村
の
定

住
促
進
を
図
る
目
的
で
実
施
す
る
も
の
。

（
例
）
集
出
荷
・貯
蔵
・加
工
施
設
、低

コス
ト耐

候
性
ハ
ウス
な
ど

２
．
農
山
漁
村
交
流
対
策
型

○
交
流
人
口
の
増
加
、滞

在
者
数
の
増
加
な
どを
目
標
とし
て
、農
山
漁
村
と都
市
との
交
流

を
図
る
目
的
で
実
施
す
る
も
の
。

（
例
）
農
作
業
の
体
験
施
設
、廃

校
を
利
用
した
交
流
施
設
な
ど

○
計
画
主
体

都
道
府
県
、市

町
村

○
事
業
実
施
主
体

都
道
府
県
、市

町
村
、農

林
漁
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等

○
事
業
期
間

原
則
３
年
間
（
最
大
５
年
間
）

○
交
付
率

1/
2等

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
地
方
公
共
団
体

農
林
漁
業
者
の

組
織
す
る
団
体
等

交
付

1/
2等

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
農
村
振
興
局
地
域
整
備
課
（
03
-3
50
1-
08
14
）

集
出
荷
・貯
蔵
・加
工
施
設

農
産
物
直
売
所

地
元
食
材
を
使
用
した
レ
ス
トラ
ン

農
作
業
の
体
験
施
設

低
コス
ト耐

候
性
ハ
ウス

廃
校
を
利
用
した
交
流
施
設
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No. 41  Ｒ３予算額 16,214 百万円の内数 

事業名 
強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

（うち産地基幹施設等支援タイプ） 
府省庁名 農林水産省 

概 要 
国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な産地基

幹施設の整備等を支援。 

支援対象 
都道府県、市町村、農業者の組織す

る団体等 
補助率 

都道府県へは定額（事業実施主体へ

は事業費の１/２以内） 

対象事業 

１ 産地競争力の強化 
 高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に必要

な産地基幹施設等の整備や再編を支援。 
 
２ 食品流通拠点整備の推進 
 食料の安定的な供給体制等を確保するため、品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場

施設、産地・消費地で共同配送等に必要なストックポイント等の整備を支援。 
 

支援内容 

１ 産地基幹施設等整備 
 乾燥調製施設、集出荷貯蔵施設、農産物処理加工施設、生産技術高度化施設、家畜市

場、畜産物処理化加工施設等 
※離島振興対策実施地域では、面積要件の緩和及び上限事業費 1.3 倍の拡充を実施。 

２ 食品流通拠点施設整備 
 売場施設、貯蔵・保管施設、駐車施設、搬送施設、衛生施設、情報処理施設等 

離島での 
実績 R2 年度実績なし 

備 考 － 

担当部署 
１の事業 農林水産省生産局総務課生産推進室  
２の事業 農林水産省食料産業局食品流通課   

連絡先 
１の事業 03-3502-5945 
２の事業 03-6744-2059 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/ 
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強
い
農
業
・担

い
⼿
づ
くり
総
合
⽀
援
交
付
⾦

【令
和
３
年
度
予
算
額

 1
6,
21
4（

20
,0
20
）
百
万
円
】

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
（
農
畜
産
物
輸
出
拡
⼤
施
設
整
備
事
業
）
7,
98
7百

万
円
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

産
地
の
収
益
⼒
強
化
と担

い
⼿
の
経
営
発
展
の
た
め
、産

地
・担
い
⼿
の
発
展
の
状
況
に
応
じて
必
要
な
農
業
⽤
機
械
・施

設
の
導
⼊
を
切
れ
⽬
な
く⽀

援
しま
す
。ま
た
、地

域
農
業
者
の
減
少
や
労
働
⼒
不
⾜
等
⽣
産
構
造
の
急
速
な
変
化
に
対
応
す
る
た
め
の
⽣
産
事
業
モ
デ
ル
や
農
業
⽀
援
サ
ー
ビス

事
業
の
育
成
を
⽀
援
しま
す
。

＜
事
業
⽬
標
＞

○
加
⼯
・業
務
⽤
野
菜
の
出
荷
量
（
直
接
取
引
分
）
の
拡
⼤
（
98
万
トン
［
20
17
年
度
］
→
14
5万

トン
［
20
30
年
度
ま
で
］
）

○
１
中
央
卸
売
市
場
当
た
りの
取
扱
⾦
額
の
増
加
（
69
5億

円
［
20
16
年
度
］
→
71
9億

円
［
20
24
年
度
ま
で
］
）

○
意
欲
あ
る
担
い
⼿
の
育
成
・確
保 ＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
地
域
の
創
意
⼯
夫
に
よ
る
産
地
競
争
⼒
の
強
化
と担

い
⼿
の
経
営
発
展
の
推
進

①
産
地
基
幹
施
設
等
⽀
援
タ
イ
プ

ア
産
地
農
業
に
お
い
て
中
⼼
的
な
役
割
を
果
た
して
い
る
農
業
者
団
体
・農
業
法
⼈
等
に
よ
る
集
出
荷
貯

蔵
施
設
等
の
産
地
の
基
幹
施
設
の
導
⼊
を
⽀
援
しま
す
。

イ
品
質
・衛
⽣
管
理
の
強
化
等
を
図
る
卸
売
市
場
施
設
、産

地
・消
費
地
で
の
共
同
配
送
等
に
必
要
な

ス
トッ
ク
ポ
イ
ン
ト等

の
整
備
を
⽀
援
しま
す
。

②
先
進
的
農
業
経
営
確
⽴
⽀
援
タ
イ
プ

広
域
に
展
開
す
る
農
業
法
⼈
等
の
経
営
の
⾼
度
化
に
必
要
な
農
業
⽤
機
械
・施

設
の
導
⼊
を
⽀
援
し

ま
す
。

③
地
域
担
い
⼿
育
成
⽀
援
タ
イ
プ

ア
農
業
者
の
経
営
基
盤
の
確
⽴
や
更
な
る
発
展
に
向
け
た
農
業
⽤
機
械
・施

設
の
導
⼊
を
⽀
援
しま
す
。

イ
⼩
規
模
・零
細
地
域
に
お
け
る
、意

欲
あ
る
経
営
体
の
共
同
利
⽤
機
械
・施

設
の
導
⼊
を
⽀
援
しま
す
。

２
．
⽣
産
構
造
の
急
速
な
変
化
に
対
応
す
る
た
め
の
⽣
産
事
業
モ
デ
ル
等
の
育
成

①
⽣
産
事
業
モ
デ
ル
⽀
援
タ
イ
プ

核
とな

る
事
業
者
が
連
携
す
る
⽣
産
者
の
作
業
⽀
援
な
ど様

々
な
機
能
を発

揮
しつ
つ
、安

定
的
な

⽣
産
・供

給
を
実
現
しよ
うと
す
る
⽣
産
事
業
モ
デ
ル
の
育
成
を
⽀
援
しま
す
。

②
農
業
⽀
援
サ
ー
ビス

事
業
⽀
援
タ
イ
プ

農
業
⽀
援
サ
ー
ビス

事
業
の
育
成
に
必
要
な
農
業
⽤
機
械
等
の
導
⼊
を
⽀
援
しま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］

（
１
①
ア
、２

①
の
事
業
）
⽣
産
局
総
務
課
⽣
産
推
進
室

（
03
-3
50
2-
59
45
）

（
１
①
イの
事
業
）

⾷
料
産
業
局
⾷
品
流
通
課

（
03
-6
74
4-
20
59
）

（
１
②
③
の
事
業
）

経
営
局
経
営
政
策
課
担
い
⼿
総
合
対
策
室
（
03
-6
74
4-
21
48
）

（
２
②
の
事
業
）

⽣
産
局
技
術
普
及
課
⽣
産
資
材
対
策
室

（
03
-6
74
4-
21
11
）

国
都
道
府
県

市
町
村

交
付
（
定
額
）

１
/２
、３

/1
0以

内
等

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

１
/２
、３

/1
0以

内
等 農
業
者
等

農
業
者
等

１
/２
、３

/1
0以

内
等

定
額
、１

/２
以
内

【国
直
接
採
択
】

②
先
進
的
農
業
経
営
確
⽴
⽀
援
タ
イ
プ

①
産
地
基
幹
施
設
等
⽀
援
タ
イ
プ

※
助
成
対
象
者
は
⼈
・農
地
プ
ラン
の
中
⼼

経
営
体

・助
成
対
象
︓
農
業
⽤
機
械
・施
設
（
耐
⽤
年
数
5〜

20
年
）

・補
助
率

︓
融
資
残
額

（
事
業
費
の
3/
10
以
内
）
等

・上
限
額

︓
個
⼈
1,
00
0万

円
、法

⼈
1,
50
0万

円
等

・助
成
対
象
︓
農
業
⽤
の
産
地
基
幹
施
設

（
耐
⽤
年
数
5年

以
上
）

・補
助
率

︓
1/
2以

内
等

・上
限
額

︓
20
億
円
等

＜
優
先
枠
の
設
定
等
に
よ
り、
輸
⼊
農
畜
産
物
の
国
産
へ
の

切
替
え
、中

⼭
間
地
域
の
競
争
⼒
強
化
、集

出
荷
・加
⼯

の
効
率
化
に
向
け
た
再
編
合
理
化
等
の
取
組
を
推
進
＞

③
地
域
担
い
⼿
育
成
⽀
援
タ
イ
プ

・助
成
対
象
︓
農
業
⽤
機
械
・施
設
（
耐
⽤
年
数
5〜

20
年
）

・補
助
率

︓
融
資
残
額
（
事
業
費
の
3/
10
以
内
）
等

・上
限
額

︓
30
0万

円
等

※
助
成
対
象
者
は
⼈
・農
地
プ
ラン
の
中
⼼

経
営
体

＜
優
先
枠
を
設
定
し、
ロボ
ット
技
術
・I
CT

機
械
等
の
導
⼊
や
、中

⼭
間
地
域
を
含
め
集
約
型
の
農
業
経
営
を⾏

う担
い
⼿
の
経
営
発
展
を
推
進
＞

産 地 競 争 力 の 強 化 ＋ 経 営 発 展 の 推 進

人 ・ 農 地 プ ラ ン の 実 質 化 の 推 進 と 連 携

【都
道
府
県
向
け
交
付
⾦
】

・助
成
対
象
︓
推
進
事
業
（
実
証
等
）

農
業
⽤
機
械
・施
設

（
耐
⽤
年
数
5年

以
上
）

・補
助
率

︓
定
額
、1
/2
以
内

・上
限
額

︓
推
進
事
業
5,
00
0万

円

④
⽣
産
事
業
モ
デ
ル
⽀
援
タ
イ
プ

⑤
農
業
⽀
援
サ
ー
ビス

事
業
⽀
援
タ
イ
プ

・助
成
対
象
︓
農
業
⽤
機
械
等

・補
助
率

︓
1/
2以

内
・上
限
額

︓
1,
50
0万

円

モ デ ル 等 の 育 成

産
地
の
ニー
ズ
に
合
わ
せ
た

農
業
⽀
援
サ
ー
ビス
を
提
供

（
農
機
シ
ェア
リン
グ
、デ
ー
タ分

析
等
）

農
業
⽀
援
サ
ー
ビス

事
業
体

A産
地

B産
地

C産
地
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No. 42  R3 当初予算

R2 補正予算 
11,005 百万円 
 2,290 百万円 

事業名 鳥獣被害防止総合対策交付金 府省庁名 農林水産省 

概 要 
深刻化・広域化している野生鳥獣による農林水産業等に係る被害に対応するため、鳥獣

被害防止特別措置法に基づき市町村が作成した「被害防止計画」に基づく取組等を総合

的に支援。 

支援対象 
 協議会、地方公共団体、民間団体

（事業により、事業実施主体は異な

る） 
補助率 

（１） 整備事業 
定額、2/3 以内、5.5/10 以内、

1/2 以内 
（２） 推進事業 

定額、1/2 以内 

対象事業 

（１）鳥獣被害防止総合支援事業【当初】 
 ①整備事業（事業主体：協議会、地方公共団体（協議会構成員に限る）、民間団体（協

議会構成員、コンソーシアムに限る）） 
  ・侵入防止柵、処理加工施設、捕獲技術高度化施設等の整備 
 ②推進事業（事業主体：協議会、民間団体（協議会構成員、コンソーシアムに限る）） 
  ・捕獲機材導入、一斉捕獲、追払い、生息環境管理等の地域ぐるみの被害防止活動 

・捕獲を含めたサル複合対策、他地域人材活用、ＩＣＴ等新技術活用、実施隊機能強 
化、ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組、処理加工施設の人材育成、 

・捕獲サポート体制の構築、重点捕獲対策強化、ＩＣＴの活用による情報管理の効 
率化、放射性物質影響地域のジビエ利活用推進 等 

（２）鳥獣被害防止都道府県活動支援事業【当初】（事業主体：都道府県） 
  ・広域捕獲、新技術実証・普及、人材育成、ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組 
（３）鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業【当初】（事業主体：協議会、市町村（協議会

構成員に限る）等） 
  ・有害捕獲活動経費の直接支援（頭数に応じた支払） 
（４）鳥獣被害対策基盤支援事業【当初】（事業主体：民間団体） 
  ・鳥獣被害対策を担う新たな担い手の発掘・育成や市町村とのマッチング、捕獲鳥 

獣の利活用を推進する人材の育成研修、捕獲鳥獣の食肉等の全国的な需要拡大等 
（５）全国ジビエプロモーション事業【当初】（事業主体：民間団体） 

 ・ジビエフェアの開催、ジビエ需要拡大・普及に向けたイベント、PR 等の情報発信 
（６）鳥獣被害防止対策促進支援事業【補正】 
 ①整備事業（事業主体：協議会、地方公共団体（協議会構成員に限る）、民間団体（協

議会構成員に限る）） 
  ・侵入防止柵の整備 

②推進事業 
 ・生息状況調査、捕獲技術強化（事業実施主体：都道府県） 
 ・ジビエ処理加工施設と流通業者の連携による販売促進に向けた取組 

（事業実施主体：民間団体、協議会） 

支援内容 

（１）①、（６）①については、鳥獣被害防止施設を直営施工により整備する場合であっ

て、資材費のみ交付対象経費とするときには、定額支援。沖縄は 2/3 以内、離島振興法

等６法指定地域は 5.5/10 以内、それ以外は 1/2 以内 
（１）②については、定額、1/2 以内 
（２）、（３）、（６）②については、定額 
（４）、（５）については、定額（ただし、全国団体を想定） 
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離島での 
実績 R 元年度 長崎県対馬市、熊本県天草市、宮崎県延岡市等 80 市町村 

備 考 離島でも対象になるのは主に（１）鳥獣被害防止総合支援事業、（３）鳥獣被害防止緊急

捕獲活動支援事業、（６）鳥獣被害防止対策促進支援事業 
担当部署 農林水産省農村振興局農村政策部鳥獣対策・農村環境課鳥獣対策室 
連絡先 TEL  03-3591-4958 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/index.html 
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鳥
獣
被
害
防
止
総
合
対
策
交
付
金

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

野
生
鳥
獣
被
害
の
深
刻
化
・広
域
化
に
対
応
す
る
た
め
、捕
獲
活
動
の
抜
本
的
強
化
の
取
組
や
、ジ
ビエ
フル
活
用
に
向
け
た
取
組
等
を支

援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
農
作
物
被
害
を
及
ぼ
す
シ
カ、
イノ
シ
シ
、サ
ル
の
対
策
強
化
（
生
息
頭
数
等
を平

成
23
年
度
か
ら半

減
（
シ
カ、
イノ
シ
シ
で
約
20
0万

頭
）
［
令
和
５
年
度
まで
］
）

○
野
生
鳥
獣
の
ジ
ビエ
利
用
量
の
拡
大
（
令
和
元
年
度
か
ら倍

増
（
4,
00
0t
）
［
令
和
７
年
度
まで
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

市
町
村
が
作
成
した
「被
害
防
止
計
画
」に
基
づ
く取
組
等
を
総
合
的
に
支
援
しま
す
。

①
侵
入
防
止
柵
、焼

却
施
設
、捕

獲
高
度
化
施
設
等
の
整
備
※

②
捕
獲
活
動
の
抜
本
的
強
化
・地
域
ぐる
み
の
被
害
防
止
活
動

ア
捕
獲
活
動
経
費
の
直
接
支
援

イ
捕
獲
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
構
築
、I
CT
を活

用
した
ス
マー
ト捕

獲
等
の
取
組
を支

援
〔限
度
額
内
で
定
額
支
援
〕

ウ
都
道
府
県
が
行
う広

域
捕
獲
活
動
、新

技
術
実
証
活
動
等
を
支
援

〔2
,3
00
万
円
以
内
を定

額
支
援
〕

③
ジ
ビエ
フル
活
用
に
向
け
た
取
組

ア
利
用
可
能
な
個
体
の
フル
活
用
体
制
構
築
に
向
け
た
、処

理
加
工
施
設
や
ジ
ビエ
カー
、簡
易
な
一
次

処
理
施
設
等
の
整
備
※
〔1
/2
以
内
〕

イ
放
射
性
物
質
に
よ
る
出
荷
制
限
解
除
に
向
け
た
検
査
費
用
の
支
援

〔限
度
額
内
で
定
額
支
援
〕

ウ
捕
獲
者
・処
理
加
工
施
設
・実
需
者
等
に
よ
る
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
方
式
の
導
入

エ
ジ
ビエ
の
全
国
的
な
需
要
拡
大
の
た
め
、プ
ロモ
ー
シ
ョン
等
へ
の
取
組
を
支
援

〔定
額
支
援
〕

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
都
道
府
県

地
域
協
議
会

民
間
団
体
等

交
付

1/
2以

内
等

捕
獲
活
動
経
費
の

直
接
支
援

刈
り払

い
等
に
よ
る
生

息
環
境
管
理

侵
入
防
止
柵
の
設
置
や

捕
獲
機
材
の
導
入

〔総
合
的
な
鳥
獣
対
策
・ジ
ビ
エ
利
活
用
へ
の
支
援
〕

処
理
加
工
施
設
等
の

整
備

処
理
加
工
施
設
等
で

の
人
材
育
成

③
捕
獲
か
ら販
売
ま
で
一
体
とな
った
活
動
へ
の
支
援

等

国
民
間
団
体
等

交
付

（
①
、②

、③
アイ
ウの
事
業
）

（
③
エの
事
業
）

※
は
地
域
協
議
会
の
構
成
員
も
可

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］

農
村
振
興
局
鳥
獣
対
策
・農
村
環
境
課
鳥
獣
対
策
室
（
03
-3
59
1-
49
58
）

〔ジ
ビエ
フル
活
用
に
向
け
た
取
組
〕

①
捕
獲
頭
数
の
増
加
に
応
じた
活
動
経
費
の
支
援

②
捕
獲
サ
ポ
ー
ト体
制
の
構
築
支
援

①
利
用
可
能
な
個
体
の
フル
活
用
体
制
構
築

②
放
射
性
物
質
影
響
地
域
に
お
け
る
支
援

〔捕
獲
活
動
の
抜
本
的
強
化
〕

地
域
の
農
業
者
や
農
業
関
連
団
体
、

若
者
等
で
捕
獲
サ
ポ
ー
ト体

制
を構

築

簡
易
な
一
次
処
理
施

設
や
残
渣
処
理
施
設

等
の
整
備
よる
処
理
体

制
の
構
築

出
荷
制
限
解
除
に
向
け

た
検
査
費
用
の
支
援

捕
獲
者
・処
理
加
工
施

設
・実
需
者
等
に
よる
コン

ソー
シ
アム
方
式
の
導
入

集
荷

処
分

処
理
・加
工

・シ
カ・
イノ
シ
シ
の
平
均
捕
獲
頭
数
以
上
の
捕
獲
に

対
して
、最

大
3,
00
0円

を上
乗
せ
支
援

（
実
施
イメ
ー
ジ
）

・成
果
をあ
げ
た
協
議
会
を表

彰
し、
活
動
経
費
を支

援

（
1/
2以
内
、直
営
施
工
の場

合
は
定
額
支
援
）

（
獣
種
等
に応

じた
上
限
単
価
以
内
で
の
定
額
支
援
・捕
獲
頭
数
の
増
加
に応
じた
上
乗
せ
支
援
）

・多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
の
うち
多
面
的
機
能
の
増
進
を図

る
活
動
等
の
一
部
（
鳥
獣
緩
衝
帯
の
整
備
・保
全
管
理
等
）

・中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
の
うち
生
産
性
向
上
加
算
及
び
集
落
機
能
強
化
加
算
等
（
捕
獲
対
策
・ジ
ビエ
利
用
拡
大
等
）

〔鳥
獣
被
害
対
策
推
進
枠
〕

【令
和
３
年
度
予
算
額
11
,0
05
（
10
,0
10
）
百
万
円
】

（
この
ほ
か
鳥
獣
被
害
対
策
推
進
枠
1,
04
5百
万
円
）

（
令
和
２
年
度
３
次
補
正
予
算
額
（
所
要
額
）
3,
92
0百
万
円
）
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No. 43  R3 予算額 16,214 百万円の内数 

事業名 
強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

（うち地域担い手育成支援タイプ及び先進的農

業経営確立支援タイプ） 
府省庁名 農林水産省 

概 要 
産地の収益力強化と担い手の経営発展を推進するため、産地・担い手の発展の状況に応

じて、必要な農業用機械・施設の導入を農業経営体の規模に応じ切れ目なく支援。 

支援対象 
地域の担い手（実質化された人・農

地プランの中心経営体等） 
補助率 ３／１０以内 

対象事業 

（１）地域担い手育成支援タイプ 
農業者が経営基盤を確立し、更に発展するために必要な農業用機械・施設の導入を支援。 
 
（２）先進的農業経営確立支援タイプ 
広域に展開する農業法人等が、自らの創意工夫と判断により経営の高度化に取り組むた

めに必要な農業用機械・施設の導入を支援。 

支援内容 

融資を活用し農業用機械等の導入等を行う場合、自己負担部分について支援。 
配分上限額 
（１）300 万円 
（２）個人 1,000 万円、法人 1,500 万円 

離島での 
実績 

壱岐島（Ｒ１）、種子島（Ｒ１） 
 

備 考  

担当部署 農林水産省経営局経営政策課担い手総合対策室 
連絡先 TEL 03‐6744‐2148 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/keiei/keikou/kouzou_taisaku/index.html 
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強
い
農
業
・担
い
手
づ
くり
総
合
支
援
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額
16
,2
14
（
20
,0
20
）
百
万
円
】

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
（
農
畜
産
物
輸
出
拡
大
施
設
整
備
事
業
）
7,
98
7百
万
円
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

産
地
の
収
益
力
強
化
と担
い
手
の
経
営
発
展
の
た
め
、産

地
・担
い
手
の
発
展
の
状
況
に
応
じて
必
要
な
農
業
用
機
械
・施
設
の
導
入
を
切
れ
目
な
く支
援
しま
す
。ま
た
、地

域
農
業
者
の
減
少
や
労
働
力
不
足
等
生
産
構
造
の
急
速
な
変
化
に
対
応
す
る
た
め
の
生
産
事
業
モ
デ
ル
や
農
業
支
援
サ
ー
ビス
事
業
の
育
成
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
加
工
・業
務
用
野
菜
の
出
荷
量
（
直
接
取
引
分
）
の
拡
大
（
98
万
トン
［
20
17
年
度
］
→
14
5万

トン
［
20
30
年
度
まで
］
）

○
１
中
央
卸
売
市
場
当
た
りの
取
扱
金
額
の
増
加
（
69
5億

円
［
20
16
年
度
］
→
71
9億

円
［
20
24
年
度
まで
］
）

○
意
欲
あ
る
担
い
手
の
育
成
・確
保 ＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
産
地
競
争
力
の
強
化
と担
い
手
の
経
営
発
展
の
推
進

①
産
地
基
幹
施
設
等
支
援
タ
イ
プ

ア
産
地
農
業
に
お
い
て
中
心
的
な
役
割
を
果
た
して
い
る
農
業
者
団
体
・農
業
法
人
等
に
よ
る
集
出
荷
貯

蔵
施
設
等
の
産
地
の
基
幹
施
設
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

イ
品
質
・衛
生
管
理
の
強
化
等
を
図
る
卸
売
市
場
施
設
、産

地
・消
費
地
で
の
共
同
配
送
等
に
必
要
な

ス
ト
ック
ポ
イ
ン
ト
等
の
整
備
を
支
援
しま
す
。

②
先
進
的
農
業
経
営
確
立
支
援
タ
イ
プ

広
域
に
展
開
す
る
農
業
法
人
等
の
経
営
の
高
度
化
に
必
要
な
農
業
用
機
械
・施
設
の
導
入
を
支
援
し

ま
す
。

③
地
域
担
い
手
育
成
支
援
タ
イ
プ

ア
農
業
者
の
経
営
基
盤
の
確
立
や
更
な
る
発
展
に
向
け
た
農
業
用
機
械
・施
設
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

イ
小
規
模
・零
細
地
域
に
お
け
る
、意

欲
あ
る
経
営
体
の
共
同
利
用
機
械
・施
設
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

２
．
生
産
構
造
の
急
速
な
変
化
に
対
応
す
る
た
め
の
生
産
事
業
モ
デ
ル
等
の
育
成

①
生
産
事
業
モ
デ
ル
支
援
タ
イ
プ

核
とな
る
事
業
者
が
連
携
す
る
生
産
者
の
作
業
支
援
な
ど様

々
な
機
能
を
発
揮
しつ
つ
、安
定
的
な

生
産
・供
給
を
実
現
しよ
うと
す
る
生
産
事
業
モ
デ
ル
の
育
成
を
支
援
しま
す
。

②
農
業
支
援
サ
ー
ビス
事
業
支
援
タ
イ
プ

農
業
支
援
サ
ー
ビス
事
業
の
育
成
に
必
要
な
農
業
用
機
械
等
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］

（
１
①
ア
、２

①
の
事
業
）
生
産
局
総
務
課
生
産
推
進
室

（
03
-3
50
2-
59
45
）

（
１
①
イの
事
業
）

食
料
産
業
局
食
品
流
通
課

（
03
-6
74
4-
20
59
）

（
１
②
③
の
事
業
）

経
営
局
経
営
政
策
課
担
い
手
総
合
対
策
室
（
03
-6
74
4-
21
48
）

（
２
②
の
事
業
）

生
産
局
技
術
普
及
課
生
産
資
材
対
策
室

（
03
-6
74
4-
21
11
）

国
都
道
府
県

市
町
村

交
付
（
定
額
）

１
/２
、３

/1
0以

内
等

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

１
/２
、３

/1
0以

内
等 農
業
者
等

農
業
者
等

１
/２
、３

/1
0以

内
等

定
額
、１

/２
以
内

【国
直
接
採
択
】

②
先
進
的
農
業
経
営
確
立
支
援
タ
イ
プ

①
産
地
基
幹
施
設
等
支
援
タ
イ
プ

※
助
成
対
象
者
は
人
・農
地
プラ
ンの
中
心

経
営
体

・助
成
対
象
：
農
業
用
機
械
・施
設
（
耐
用
年
数
5～

20
年
）

・補
助
率

：
融
資
残
額

（
事
業
費
の
3/
10
以
内
）
等

・上
限
額

：
個
人
1,
00
0万

円
、法

人
1,
50
0万

円
等

・助
成
対
象
：
農
業
用
の
産
地
基
幹
施
設

（
耐
用
年
数
5年

以
上
）

・補
助
率

：
1/
2以

内
等

・上
限
額

：
20
億
円
等

＜
優
先
枠
の
設
定
等
に
より
、輸

入
農
畜
産
物
の
国
産
へ
の

切
替
え
、中

山
間
地
域
の
競
争
力
強
化
、集

出
荷
・加
工

の
効
率
化
に
向
け
た
再
編
合
理
化
等
の
取
組
を推

進
＞

③
地
域
担
い
手
育
成
支
援
タ
イ
プ

・助
成
対
象
：
農
業
用
機
械
・施
設
（
耐
用
年
数
5～

20
年
）

・補
助
率

：
融
資
残
額
（
事
業
費
の
3/
10
以
内
）
等

・上
限
額

：
30
0万

円
等

※
助
成
対
象
者
は
人
・農
地
プラ
ンの
中
心

経
営
体

＜
優
先
枠
を設

定
し、
ロボ
ット
技
術
・I
CT

機
械
等
の
導
入
や
、中

山
間
地
域
を含

め
集
約
型
の
農
業
経
営
を行

う担
い
手
の
経
営
発
展
を推

進
＞

産 地 競 争 力 の 強 化 ＋ 経 営 発 展 の 推 進

人 ・ 農 地 プ ラ ン の 実 質 化 の 推 進 と 連 携

【都
道
府
県
向
け
交
付
金
】

・助
成
対
象
：
推
進
事
業
（
実
証
等
）

農
業
用
機
械
・施
設

（
耐
用
年
数
5年

以
上
）

・補
助
率

：
定
額
、1
/2
以
内

・上
限
額

：
推
進
事
業
5,
00
0万

円

④
生
産
事
業
モ
デ
ル
支
援
タ
イ
プ

⑤
農
業
支
援
サ
ー
ビス
事
業
支
援
タ
イ
プ

・助
成
対
象
：
農
業
用
機
械
等

・補
助
率

：
1/
2以

内
・上
限
額

：
1,
50
0万

円

モ デ ル 等 の 育 成

産
地
の
ニー
ズ
に
合
わ
せ
た

農
業
支
援
サ
ー
ビス
を
提
供

（
農
機
シ
ェア
リン
グ
、デ
ー
タ分

析
等
）

農
業
支
援
サ
ー
ビス

事
業
体

A産
地

B産
地

C産
地
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No. 44  Ｒ３予算額 － 

事業名 農業法人投資育成事業 府省庁名 農林水産省 

概 要 

株式会社又は投資事業有限責任組合が、農業法人に対する投資の円滑化に関する特別

措置法（投資円滑化法）に基づき、農業法人投資育成事業（農業法人の株式等の取得及び

経営指導等を行う事業）に関する事業計画について農林水産大臣の承認を受けた場合に

は、株式会社日本政策金融公庫から出資を受けることが可能（出資比率５０％未満）。 

支援対象 民間事業者 補助率 出資比率５０％未満 

対象事業 

投資円滑化法に基づき、農業法人投資育成事業に関する事業計画について農林水産大

臣の承認を受けた場合が対象。 
 
農業法人投資育成事業とは、 
（１） 株式会社又は投資事業有限責任組合が、農業法人の持分、株式、新株予約権、 

新株予約権付社債及びこれに準ずるものを取得及び保有する投資事業 
（２） 農業法人への経営又は技術指導 
を行うことにより、農業法人に対して成長資金を供給し、成長発展を促すとともに、

それにより配当収入等を得て投資収益を上げていく事業。 

支援内容 
 株式会社又は投資事業有限責任組合が、投資円滑化法に基づき、「農業法人投資育成事

業に関する事業計画」について、農林水産大臣の承認を受けた場合には、株式会社日本

政策金融公庫から出資を受けることが可能（出資比率５０％未満）。 

離島での 
実績 

上記の農林水産大臣の承認を受けた投資事業有限責任組合が、福江島（長崎県五島市）

に所在する農業法人へ投資した事例がある。 

備 考 

（１）株式会社日本政策金融公庫からの出資を受けなくても、農業法人投資育成事業を

行うことは可能。 
（２）株式会社日本政策金融公庫からの出資を受けるには、公庫の募集要項の条件を満

たすことが必要。 
（３）公庫の予算上の制約があるため、希望者全てが出資を受けられるとは限らない。 

担当部署 経営局金融調整課 

連絡先 03-6744-1395 
参照 HP http://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/toushiikusei/toushiikuseiseido.html 
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投
資
円
滑
化
法
に
よ
る
農
業
法
人
へ
の
投
資
（
出
資
）
の
仕
組
み

日
本
政
策

金
融
公
庫

民
間
金
融

機
関
等

出
資

投
資
主
体

株
式
会
社

（
ア
グ
リビ
ジ
ネ
ス
投
資
育
成
株
式
会
社
）

投
資
事
業
有
限
責
任
組
合

（
22
組
合
）

（
令
和
2年
9月
18
日
現
在
）

出
資
比
率
は

50
％
未
満

国

投
資
円
滑
化
法
に
基
づ
く事
業
計
画
の

農
林
水
産
大
臣
承
認

投
資
対
象
とな

る
農
業
法
人
は
、

株
式
会
社
（
特
例
有
限
会
社
含
む
）
、

農
事
組
合
法
人
、持

分
会
社

投
資
対
象
とな

る
農
業
法
人
は
、

株
式
会
社
（
特
例
有
限
会
社
含
む
）

出
資

出
資
比
率
は

50
％
超

議
決
権
保
有

割
合
は

50
％
以
内

投
資

（
出
資
）

出
資
金
の

交
付

投
資
を
受
け
る
メリ
ット

・
資
金
使
途
に
制
約
が
な
い
（
た
だ
し農

業
経
営
の
た
め
に
使
う場

合
に
限
る
）

・
自
己
資
本
の
増
強
に
繋
が
る

・
対
外
信
用
力
の
向
上
に
よ
り融

資
が
受
け

や
す
くな
る

農
業
法
人

○
農
業
は
、天

候
等
の
影
響
を
受
け
や
す
い
、収

益
性
が
低
く投
資
回
収
ま
で
の
期
間
が
長
い
とい
った
事
業
特
性
が
あ
る
。

○
農
業
法
人
の
自
己
資
本
は
脆
弱
で
あ
り、
対
外
的
信
用
力
は
低
く、
資
金
の
調
達
方
法
や
調
達
先
も
限
定
的
で
あ
り、
農
業
法
人
が
着
実
に
事

業
の
規
模
の
拡
大
・成
長
発
展
を
図
って
い
くた
め
に
は
、農

業
法
人
が
外
部
か
ら円

滑
に
資
金
調
達
が
図
られ
る
こと
が
重
要
。

○
日
本
政
策
金
融
公
庫
で
は
、農

業
法
人
に
対
す
る
投
資
の
円
滑
化
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
投
資
円
滑
化
法
）
に
基
づ
き
、農

業
法
人
の
株

式
等
の
取
得
及
び
経
営
指
導
等
を
行
う事

業
（
農
業
法
人
投
資
育
成
事
業
）
を
行
う投

資
主
体
（
株
式
会
社
又
は
投
資
事
業
有
限
責
任
組

合
）
に
対
す
る
出
資
を
行
って
い
る
。

○
民
間
金
融
機
関
等
は
、投

資
事
業
有
限
責
任
組
合
等
を
設
立
して
、農

業
法
人
投
資
育
成
事
業
に
関
す
る
計
画
に
つ
い
て
農
林
水
産
大
臣
の

承
認
を
受
け
る
こと
に
よ
り、
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
出
資
を
受
け
投
資
リス
クを
分
散
して
農
業
法
人
に
出
資
が
可
能
。

1
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No. 45  Ｒ２補正予算額 34,160 百万円の内数 

事業名 
産地生産基盤パワーアップ事業 

（うち収益性向上対策） 
府省庁名 農林水産省 

概 要 収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、計画の実現に必要な農業機械の導⼊、集

出荷施設の整備等を総合的に支援。 

支援対象 都道府県等 補助率 
１／２以内等 
効果増進事業は定額（１／２相当） 

対象事業 

１ 生産支援事業 
高収益な作物・栽培体系への転換を図る取組に必要な機械や機器のリース導入に要す

る経費、転換時に必要な資材導入等に要する経費を支援。 
２ 整備事業 

高収益な作物・栽培体系への転換を図る取組に必要な施設整備に必要な経費を支援。 
３ 効果増進事業 

事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費を支援。 

支援内容 

１ 生産支援事業 
① 農業機械等の導入及びリース導入 
② 生産資材の導入等 
２ 整備事業 

育苗施設、乾燥調製施設、穀類乾燥調製貯蔵施設、農産物処理加工施設、 
集出荷貯蔵施設等 

※離島振興対策実施地域では、面積要件の緩和及び上限事業費 1.3 倍の拡充を実施。 
３ 効果増進事業 

事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費等 

離島での 
実績 

壱岐島、南大東島 
（産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の承認状況（令和３年 2 月末時点）） 

備 考 ― 

担当部署 農林水産省生産局総務課生産推進室 
連絡先 TEL 03-3502-5945 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/ 
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産
地
生
産
基
盤
パ
ワ
ー
ア
ップ
事
業

【令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
34
,1
60
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

収
益
力
強
化
に
計
画
的
に
取
り組

む
産
地
に
対
し、
農
業
者
等
が
行
う高

性
能
な
機
械
・施
設
の
導
入
や
栽
培
体
系
の
転
換
等
に
対
して
総
合
的
に
支
援
しま
す
。ま
た
、輸

出
関
連
等
の
事
業
者
と農

業
者
が
協
働
で
行
う取

組
の
促
進
等
に
よ
り海

外
や
加
工
・業
務
用
等
の
新
市
場
を
安
定
的
に
獲
得
し
て
い
くた
め
の
拠
点
整
備
、全

国
産
地
の
生
産
基
盤

の
強
化
・継
承
、堆

肥
の
活
用
に
よ
る
全
国
的
な
土
づ
くり
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
青
果
物
、花

き
、茶

の
輸
出
額
の
増
加
（
農
林
水
産
物
・食
品
の
輸
出
額
２
兆
円
［
20
25
年
ま
で
］
、５

兆
円
［
20
30
年
ま
で
］
）

○
品
質
向
上
や
高
付
加
価
値
化
等
に
よ
る
販
売
額
の
増
加
（
10
%
以
上
［
事
業
実
施
年
度
の
翌
々
年
度
ま
で
］
）

○
産
地
に
お
け
る
生
産
資
源
（
ハ
ウ
ス
・園
地
等
）
の
維
持
・継
承

等

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
新
市
場
獲
得
対
策

①
新
市
場
対
応
に
向
け
た
拠
点
事
業
者
の
育
成
及
び
連
携
産
地
の
体
制
強
化

新
市
場
の
ロッ
ト・
品
質
に
対
応
で
き
る
拠
点
事
業
者
の
育
成
に
向
け
た
貯
蔵
・加
工
・物
流
拠
点
施
設

等
の
整
備
、拠

点
事
業
者
と連

携
す
る
産
地
が
行
う生

産
・出
荷
体
制
の
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

②
新
市
場
対
応
を
支
え
る
物
流
体
制
の
革
新

生
産
コス
ト低

減
に
向
け
た
肥
料
物
流
の
合
理
化
を
図
る
た
め
、統

一
規
格
の
追
跡
型
パ
レ
ット
の
導
入

や
管
理
シ
ス
テ
ム
の
開
発
の
実
証
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
収
益
性
向
上
対
策

収
益
力
強
化
に
計
画
的
に
取
り組

む
産
地
に
対
し、
計
画
の
実
現
に
必
要
な
農
業
機
械
の
導
入
、集

出
荷
施
設
の
整
備
等
を
総
合
的
に
支
援
しま
す
。

３
．
生
産
基
盤
強
化
対
策

①
生
産
基
盤
の
強
化
・継
承

農
業
用
ハ
ウ
ス
や
果
樹
園
・茶
園
等
の
生
産
基
盤
を
次
世
代
に
円
滑
に
引
き
継
ぐた
め
の
再
整
備
・改

修
、継

承
ニ
ー
ズ
の
マ
ッチ
ン
グ
等
を
支
援
しま
す
。

②
全
国
的
な
土
づ
くり
の
展
開

全
国
的
な
土
づ
くり
の
展
開
を
図
る
た
め
、牛

ふ
ん
堆
肥
等
を
実
証
的
に
活
用
す
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
１
①
、２

の
事
業
）
生
産
局
総
務
課
生
産
推
進
室
（
03
-3
50
2-
59
45
）

（
１
②
の
事
業
）

技
術
普
及
課

（
03
-6
74
4-
24
35
）

（
３
①
の
事
業
）

園
芸
作
物
課

（
03
-6
74
4-
21
13
）

（
３
②
の
事
業
）

農
業
環
境
対
策
課

（
03
-3
59
3-
64
95
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
民
間
団
体
等

定
額
、1
/2
以
内
等

（
１
の
事
業
）

国
都
道
府
県

農
業
者
等

定
額
、

1/
2以

内
等

定
額

基
金
管
理
団
体

（
２
、３

の
事
業
）

輸
出
等
の
新
市
場
の
獲
得

新
た
な
生
産
・供
給
体
制

農
業
者
と協

業
す
る
輸
出
事
業
者
等
に
よ
る
貯
蔵
・加
工

等
の
拠
点
整
備
、産

地
の
生
産
・出
荷
体
制
の
整
備

ニ
ー
ズ
に
合
った
ロ
ット
・品

質
で
安
定
的
に
供
給 生
産
基
盤
の
強
化

・牛
ふ
ん
堆
肥
等
を
活
用
した
土
づ
くり

・継
承
ハ
ウ
ス
、園

地
の
再
整
備
・改
修

収
益
力
強
化
へ
の
計
画
的
な

取
組

施
設
整
備

産
地
の
収
益
性
の
向
上

生
産
資
材
の

導
入

農
業
機
械
の
リー

ス
導
入
・取
得

農
業
の
国
際
競
争
力
の
強
化

拠
点
事
業
者
の
貯
蔵
・加
工
施
設
安
定
生
産
技
術
・品
質
保
持

定
額
、

1/
2以

内
等

1/
2以

内
等
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No. 46  R3 当初予算 26,100 百万円 

事業名 中山間地域等直接支払交付金 府省庁名 農林水産省 

概 要 

 中山間地域等では、高齢化の進行に伴う耕作放棄の増加等により、農業の有する国土

の保全、水源のかん養等の多面的機能の低下が懸念されている。 
このため、農業者等に中山間地域と平地地域の農業生産条件の不利を補正するための

交付金を支払うことにより、中山間地域等の農業生産活動の維持を図る。 

支援対象 
①農業者の組織する団体等 
②地方公共団体 

補助率 
①定額 
②定額 

対象事業 

１．中山間地域等直接支払交付金 
  中山間地域等において、地目や傾斜等に応じた交付金を、集落等を単位とする協定

に基づき、５年間以上農業生産活動を継続して行う農業者等に協定農用地面積に応じ

て交付することにより、中山間地域等の農業生産活動等の継続を支援。 
２．中山間地域等直接支払推進交付金 

制度の適正かつ円滑な実施に向けた都道府県及び市町村等の推進活動を支援。 

支援内容 

１．中山間地域等直接支払交付金（定額補助） 
田  急傾斜 21,000 円/10a  緩傾斜 8,000 円/10a 
畑  急傾斜 11,500 円/10a  緩傾斜 3,500 円/10a 
草地 急傾斜 10,500 円/10a  緩傾斜 3,000 円/10a 
採草放牧地 急傾斜 1,000 円/10a 緩傾斜 300 円/10a 等 
ただし、地方公共団体が１／２相当を負担（特認地域にあっては、２／３） 

２．中山間地域等直接支払推進交付金（定額補助） 
都道府県及び市町村が推進に必要な現地指導及び現地調査等に要する経費等 

離島での 
実績 R1 佐渡島、隠岐の島など 

備 考 
対象となる地域及び農用地：地域振興立法等で指定された地域において、傾斜がある等

の基準を満たす農用地。 

担当部署 農林水産省農村振興局地域振興課 
連絡先 TEL 03-3501-8359 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/ 
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日
本
型
直
接
支
払
の
うち

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額
26
,1
00
（
26
,1
00
）
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

中
山
間
地
域
等
に
お
い
て
、農

業
生
産
条
件
の
不
利
を
補
正
す
る
こと
に
より
、将
来
に
向
け
て
農
業
生
産
活
動
を
維
持
す
る
た
め
の
活
動
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

耕
作
放
棄
を
防
止
し、
中
山
間
地
域
等
の
農
用
地
7.
5万

ha
の
減
少
を防

止
［
令
和
６
年
度
まで
］

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

25
,9
00
（
25
,9
00
）
百
万
円

○
第
５
期
対
策
（
令
和
２
～
６
年
度
）
の
ポ
イ
ン
ト

①
対
象
地
域
に
棚
田
地
域
振
興
法
の
指
定
棚
田
地
域
（
保
全
を
図
る
棚
田
等
に
限
る
）
を

追
加

②
６
～
10
年
後
を
見
据
え
た
集
落
の
将
来
像
の
明
確
化
を
促
進
す
る
た
め
、体
制
整
備
単
価

要
件
を
「集
落
戦
略
の
作
成
」に
一
本
化

③
農
業
生
産
活
動
の
継
続
に
向
け
た
前
向
き
な
取
組
へ
の
支
援
を
強
化
す
る
た
め
、集
落
協
定

の
広
域
化
や
集
落
機
能
の
強
化
、農
業
生
産
性
の
向
上
等
の
加
算
措
置
を
新
設
・拡
充

④
農
業
者
等
が
安
心
して
取
り組

め
る
よ
う交
付
金
返
還
措
置
の
見
直
し

等

２
．
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
推
進
交
付
金

20
0（
20
0）
百
万
円

制
度
の
適
正
か
つ
円
滑
な
実
施
に
向
け
た
都
道
府
県
、市

町
村
等
の
推
進
体
制
を
強
化
しま
す
。

「農
業
生
産
活
動
等
を
継
続
す
る
た
め
の
活
動
」の
み
を
行
う場

合
は
交
付
単
価
の
８
割
（
基
礎
単
価
）、

これ
に
加
え
て
「集
落
戦
略
の
作
成
」を
行
う場

合
は
交
付
単
価
の
10
割
を
交
付
（
体
制
整
備
単
価
）

国
市
町
村

都
道
府
県

定
額

定
額

農
業
者
等

定
額

＜
事
業
の
流
れ
＞

1
0
m

0
.5
m

田
：
急
傾
斜

（
傾
斜
：
1/
20
）

21
,0
00
円
/1
0a

地
目

区
分

交
付
単
価

（
円
/1
0a
）

田
急
傾
斜
（
1/
20
～
）

21
,0
00

緩
傾
斜
（
1/
10
0～

）
8,
00
0

畑
急
傾
斜
（
15
度
～
）

11
,5
00

緩
傾
斜
（
８
度
～
）

3,
50
0

畑
：
急
傾
斜

（
傾
斜
：
15
度
）

11
,5
00
円
/1
0a

2
.7
m

1
0
m

【主
な
交
付
単
価
】

【対
象
地
域
】
中
山
間
地
域
等

（
地
域
振
興
８
法
と棚

田
法
等
指
定
地
域
及
び
知
事
が
定
め
る
特
認
地
域
）

【対
象
者
】
集
落
協
定
又
は
個
別
協
定
に
基
づ
き
５
年
以
上
継
続
して
耕
作
を
行
う農

業
者
等

【加
算
措
置
】
加
算
項
目
（
取
組
目
標
の
設
定
・達
成
が
必
要
）

10
a当
た
り単
価

棚
田
地
域
振
興
活
動
加
算

棚
田
地
域
振
興
法
に
基
づ
く認
定
棚
田
地
域
振
興
活
動
計
画
の
対
象
棚
田

等
（
田
1/
20
以
上
、畑

15
度
以
上
）
の
保
全
と地

域
の
振
興
を
支
援

〔超
急
傾
斜
農
地
保
全
管
理
加
算
、集

落
機
能
強
化
加
算
、生

産
性
向
上
加
算
との
重
複
は
不
可
〕

10
,0
00
円

（
田
・畑
）

超
急
傾
斜
農
地
保
全
管
理
加
算

超
急
傾
斜
農
地
（
田
1/
10
以
上
、畑

20
度
以
上
）
の
保
全
や
有
効
活
用

を
支
援

6,
00
0円

（
田
・畑
）

集
落
協
定
広
域
化
加
算

【上
限
額
：
20
0万

円
/年
】

広
域
で
集
落
協
定
を
締
結
し、
将
来
の
集
落
維
持
に
向
け
た
活
動
を
支
援

3,
00
0円

(地
目
に
か
か
わ
らず
)

集
落
機
能
強
化
加
算

【上
限
額
：
20
0万

円
/年
】

新
た
な
人
材
の
確
保
、営

農
以
外
の
組
織
との
連
携
体
制
の
構
築
等
の
取
組
を

支
援

生
産
性
向
上
加
算

【上
限
額
：
20
0万

円
/年
】

農
地
の
集
積
・集
約
や
所
得
向
上
、省

力
化
技
術
の
導
入
等
の
取
組
を
支
援

①
農
業
生
産
活
動
等
を
継
続
す
る
た
め
の
活
動
（
耕
作
放
棄
の
発
生
防
止
、水

路
・農
道
の
管
理
活
動
等
）

②
農
業
生
産
活
動
等
の
体
制
整
備
の
た
め
の
取
組
（
集
落
戦
略
の
作
成
）

【集
落
協
定
等
に
基
づ
く活
動
】

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
農
村
振
興
局
地
域
振
興
課
（
03
-3
50
1-
83
59
）
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No. 47  Ｒ３予算額 48,652 百万円 

事業名 多面的機能支払交付金 府省庁名 農林水産省 

概 要 
農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同で行う、地域資源（農地、水

路、農道等）の基礎的保全活動や質的向上を図る活動を支援。 

支援対象 
１．農業者等の組織する団体等 
２．地方公共団体、推進組織 

補助率 
１．定額 
２．定額 

対象事業 

１．多面的機能支払交付金 
（１） 農地維持支払 

 農業者等による組織が取り組む水路の泥上げや農道の路面維持など地域資源

の基礎的保全活動、農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能

を支える共同活動を支援 
（２） 資源向上支払 

 地域住民を含む組織が取り組む水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観形

成など農村環境の良好な保全を始めとする地域資源の質的向上を図る共同活動、

施設の長寿命化のための活動を支援 
２．多面的機能支払推進交付金 

制度の適正かつ円滑な実施に向けた都道府県、市町村等の活動を支援 

支援内容 

１．多面的機能支払交付金（定額補助） 
（１）農地維持支払 

 （都府県の田：3,000 円／10a、畑：2,000 円／10a、草地：250 円／10a） 
（２）資源向上支払のうち地域資源の質的向上を図る共同活動 

（都府県の田：2,400 円／10a、畑：1,440 円／10a、草地：240 円／10a） 
資源向上支払のうち施設の長寿命化のための活動 
（都府県の田：4,400 円／10a、畑：2,000 円／10a、草地：400 円／10a） 

   ※ただし北海道の補助額は上記と異なる。 
２．多面的機能支払推進交付金（定額補助） 

都道府県及び市町村等が推進に必要な現地指導、現地調査等に要する経費等 

離島での 
実績 R1 佐渡島、隠岐の島、五島列島、壱岐島、種子島等 

備 考  

担当部署 農林水産省農村振興局農地資源課多面的機能支払推進室 
連絡先 03-6744-2197 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html 
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日
本
型
直
接
支
払
の
うち

多
面
的
機
能
支
払
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額

48
,6
52
（
48
,6
52
）
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

地
域
共
同
で
行
う、
多
面
的
機
能
を
支
え
る
活
動
や
、地
域
資
源
（
農
地
、水
路
、農
道
等
）
の
質
的
向
上
を
図
る
活
動
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
農
地
・農
業
用
水
等
の
保
全
管
理
に
係
る
地
域
の
共
同
活
動
へ
の
多
様
な
人
材
の
参
画
率
の
向
上

○
農
地
・農
業
用
水
等
の
保
全
管
理
に
係
る
地
域
の
共
同
活
動
に
より
広
域
的
に
保
全
管
理
され
る
農
地
面
積
の
割
合
の
向
上

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

交
付
単
価

［
５
年
間
以
上
実
施
した
地
区
は
、➋

に
75
％
単
価
を適

用
］

※
１
：
➋
、❸

の
資
源
向
上
支
払
は
、➊

の
農
地
維
持
支
払
と併

せ
て
取
り組

む
こと
が
必
要

※
２
：
➊
､➋
と併

せ
て
❸
の
長
寿
命
化
に
取
り組

む
場
合
は
､➋
に
75
％
単
価
を
適
用

※
３
：
❸
の
長
寿
命
化
に
お
い
て
、直

営
施
工
を行

わ
な
い
等
の
場
合
は
、5
/6
単
価
を適

用

都
府
県

北
海
道

❶
農
地
維
持
支
払

❷
資
源
向
上
支
払

(共
同
)

❸
資
源
向
上
支
払

(長
寿
命
化
)

❶
農
地
維
持
支
払

❷
資
源
向
上
支
払

(共
同
)

❸
資
源
向
上
支
払

(長
寿
命
化
)

田
3,
00
0

2,
40
0

4,
40
0

2,
30
0

1,
92
0

3,
40
0

畑
2,
00
0

1,
44
0

2,
00
0

1,
00
0

48
0

60
0

草
地

25
0

24
0

40
0

13
0

12
0

40
0

※
1,
2,
3

※
1,
2,
3

※
1

※
1

（
円
/1
0a
）

定
額

市
町
村

都
道
府
県

定
額

定
額

農
業
者
等

＜
事
業
の
流
れ
＞

国

実
施
主
体
：
農
業
者
等
で
構
成
され
る
組
織
（
➊
及
び
❸
は
農
業
者
の
み
で
構
成
す
る
組
織
で
も
取
組
可
能
）

対
象
農
用
地
：
農
振
農
用
地
及
び
多
面
的
機
能
の
発
揮
の
観
点
か
ら都

道
府
県
知
事
が
定
め
る
農
用
地

農
地
維
持
支
払

・農
地
法
面
の
草
刈
り、
水
路
の
泥
上
げ
、農

道
の
路
面
維
持

等 ・農
村
の
構
造
変
化
に
対
応
した
体
制
の
拡
充
・強
化
、地

域
資
源
の
保
全
管
理
に
関
す
る
構
想
の
策
定

等

資
源
向
上
支
払

・水
路
、農

道
、た
め
池
の
軽
微
な
補
修
、景

観
形
成
や
生

態
系
保
全
な
どの
農
村
環
境
保
全
活
動

等
・老
朽
化
が
進
む
水
路
、農

道
な
どの
長
寿
命
化
の
た
め
の

補
修

等

水
路
の
泥
上
げ

農
地
法
面
の
草
刈
り

農
道
の
路
面
維
持

水
路
の
ひ
び
割
れ
補
修

農
道
の
窪
み
の
補
修

た
め
池
の
外
来
種
駆
除

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
農
村
振
興
局
農
地
資
源
課
（
03
-6
74
4-
21
97
）

項
目

都
府
県

北
海
道

多
面
的
機
能
の
更
な
る
増
進

多
面
的
機
能
の
増
進
を図

る
活
動
の
取
組
数
を新

た
に
１
つ
以
上
増
加
させ
る
場
合
等

※
「鳥
獣
被
害
防
止
対
策
及
び
環
境
改
善
活
動
の
強
化
」の
中
で
「鳥
獣
緩
衝
帯
の

整
備
・保
全
管
理
」も
対
応
可

田
40
0

32
0

畑
24
0

80

農
村
協
働
力
の
深
化

上
記
の
支
援
を受

け
た
上
で
、構

成
員
の
うち
非
農
業
者
等
が
４
割
以
上
を占

め
、か
つ
実
践

活
動
に
構
成
員
の
８
割
（
役
員
に
女
性
が
２
名
以
上
参
画
して
い
る
場
合
は
６
割
）
以
上

が
毎
年
度
参
加
す
る
場
合

草
地

40
20

水
田
の
雨
水
貯
留
機
能
の
強

化
（
田
ん
ぼ
ダ
ム
）
の
推
進

資
源
向
上
支
払
（
共
同
）
の
交
付
を
受
け
る
田
面
積
の
１
/２
以
上
で
取
り組
む
場
合

田
40
0

32
0

小
規
模
集
落
支
援

既
存
活
動
組
織
が
、地

域
資
源
の
保
全
管
理
が
困
難
な
小
規
模
集
落
を取

り込
み
、集

落
間
連
携
に
より
保
全
管
理
を行

う取
組
を支

援

田
1,
00
0

70
0

畑
60
0

30
0

草
地

80
40

（
円
/1
0a
）

項
目

都
府
県

北
海
道

交
付
金
（
定
額
）

広
域
化
へ
の
支
援

広
域
活
動
組
織
の
面
積
規
模
等
に
応
じ

た
交
付
額

３
集
落
以
上
また
は
50
ha
以
上

３
集
落
以
上
また
は
1,
50
0h
a以
上

４
万
円
/年
・組
織

20
0h
a以
上

3,
00
0h
a以
上

８
万
円
/年
・組
織

1,
00
0h
a以
上

15
,0
00
ha
以
上

16
万
円
/年
・組
織

【加
算
措
置
】

２
．
多
面
的
機
能
支
払
推
進
交
付
金

1,
60
2（
1,
60
2）
百
万
円

都
道
府
県
、市

町
村
等
に
よ
る
事
業
の
推
進
を
支
援
しま
す
。

１
．
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金

47
,0
50
（
47
,0
50
）
百
万
円

①
農
地
維
持
支
払

地
域
資
源
の
基
礎
的
保
全
活
動
等
の
多
面
的
機
能
を
支
え
る
共

同
活
動
を
支
援
しま
す
。

②
資
源
向
上
支
払

地
域
資
源
の
質
的
向
上
を
図
る
共
同
活
動
、施
設
の
長
寿
命
化

の
た
め
の
活
動
を
支
援
しま
す
。
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No. 48  R３所要額 
R2 補正予算 

15,602 百万円の内数 
5,597 百万円の内数 

事業名 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 府省庁名 農林水産省 

概 要 
野菜生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における生産者補

給金の交付等を実施。 

支援対象 
① 生産者（法人、個人） 
② 出荷団体 

補助率 国 1/3:都道府県 1/3:生産者等 1/3  

対象事業 
都道府県知事が認定した対象産地の生産者等に対し、特定野菜等の平均販売価格が保証

基準額を下回った場合に、その差額の 80％を価格差補給金として交付。 

支援内容 

離島振興対策実施地域においては、産地要件の一部緩和。 
対象産地内で栽培される事業申請する野菜の延べ作付面積が 
              離島振興対策実施地域  

露地野菜 10㏊ 以上 → ㏊５  以上 
果菜類   ５㏊ 以上 → ㏊３  以上 

 

離島での 
実績 令和元年度実績なし 

備 考 － 

担当部署 農林水産省生産局園芸作物課 
連絡先 TEL.03-3502-5961 

参照 HP http://www.alic.go.jp/y-josei/yajukyu03_000006.html 
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2
2
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

【令
和
３
年
度
予
算
額
（
所
要
額
）

 1
5
,6
0
2
（
1
5
,5
4
7
）

 百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

野
菜

の
生

産
・出

荷
の

安
定

と消
費

者
へ

の
安

定
供

給
を

図
る

た
め

、
価
格
低
落
時
に
お
け
る
生
産
者
補
給
金
等
の
交
付
等

に
よ

り、
野
菜
価
格
安
定
対
策
を
的
確
か
つ
円
滑
に

実
施

し
ま

す
。

＜
事
業
目
標
＞

野
菜

の
取

引
価

格
の

安
定

化
（

取
引

価
格

が
平

年
比

80
％

～
12

0％
に

収
ま

る
期

間
の

割
合

:
56

%
［

平
成

28
年

度
］

→
  

68
%

［
令

和
7年

度
ま

で
］

）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
指
定
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

指
定

野
菜

の
価

格
が

著
し

く低
下

し
た

場
合

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

２
．
特
定
野
菜
供
給
産
地
育
成
価
格
差
補
給
事
業

特
定

野
菜

の
価

格
が

著
し

く低
下

し
た

場
合

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

３
．
契
約
指
定
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

契
約

取
引

さ
れ

る
指

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

４
．
契
約
特
定
野
菜
等
安
定
供
給
事
業

契
約

取
引

さ
れ

る
特

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

５
．
契
約
野
菜
収
入
確
保
モ
デ
ル
事
業

産
地

要
件

に
よ

ら
ず

契
約

取
引

さ
れ

る
指

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
交

付
金

を
交

付
し

ま
す

。

６
．
緊
急
需
給
調
整
事
業

重
要

野
菜

等
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

出
荷

調
整

行
った

場
合

等
に

、
交

付
金

を
交

付
し

ま
す

。

［
基

本
の

仕
組

み
］

価
格

平
均

販
売

価
額

平
均

価
格

(1
00

%
)

こ
の

一
部

に
つ

き
補

給
金

を
交

付

保
証

基
準

額
(9

0%
)

最
低

基
準

額
(6

0%
)

国
、
都

道
府

県
、
生

産
者

で
拠

出

［
指
定
野
菜
（
1
4
品
目
）
:
国
民
消
費
生
活
上
重
要
な
野
菜
］

キ
ャ
ベ

ツ
、
き

ゅ
うり

、
さ

と
い

も
、
だ

い
こ

ん
、
ト

マ
ト

、
な

す
、
に

ん
じ

ん
、
ね

ぎ
、
は

くさ
い

、
ピ

ー
マ

ン
、
レ

タ
ス

、
た

ま
ね

ぎ
、
ば

れ
い

し
ょ、

ほ
うれ

ん
そ

う

［
特
定
野
菜
（
3
5
品
目
）
:
国
民
消
費
生
活
上
や
地
域
農
業
振
興
の
観
点

か
ら
指
定
野
菜
に
準
ず
る
重
要
な
野
菜
］

ア
ス

パ
ラ

ガ
ス

､い
ち

ご
､え

だ
ま

め
､か

ぶ
､か

ぼ
ち

ゃ
､カ

リフ
ラ

ワ
ー

､か
ん

し
ょ､

グ
リー

ン
ピ

ー
ス

､
ご

ぼ
う
､こ

ま
つ

な
､さ

や
い

ん
げ

ん
､さ

や
え

ん
ど
う
､し

ゅ
ん

ぎ
く､

し
ょう

が
､す

い
か

､ス
イ

ー
ト

コ
ー

ン
､セ

ル
リー

､そ
ら

ま
め

､ち
ん

げ
ん

さ
い

､生
し

い
た

け
､に

ら
､に

ん
に

く､
ふ

き
､ブ

ロ
ッコ

リー
､み

ず
な

､み
つ

ば
､メ

ロ
ン

､や
ま

の
い

も
､れ

ん
こ

ん
､し

し
とう

が
ら

し
､わ

け
ぎ

､ら
っき

ょう
､に

が
う
り､

オ
ク

ラ
､み

ょう
が ［

お
問

い
合

わ
せ

先
］

生
産

局
園

芸
作

物
課

（
03

-3
50

2-
59

61
）

国
A

LI
C

登
録

出
荷

団
体

等

＜
事
業
の
流
れ
＞

交
付

補
給

金

生
産

者
等

定
額

等
拠

出
拠

出

166



［
お

問
い

合
わ

せ
先

］
生

産
局

園
芸

作
物

課
（

0
3
-3

5
0
2
-5

9
6
1
）

1
8
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

【
令
和
２
年
度
補
正
予
算
額

5
,5

9
7
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
拡

大
の

影
響

に
よ

る
外

食
等

の
需

要
減

少
や

市
場

入
荷

量
の

増
加

に
よ

り
野
菜
価
格
が
著
し
く
低
落
し
、
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業
の
交
付
額
が
増

加
し

た
こ
と
か

ら
、
価
格
下
落
の
影
響
緩
和
対
策
と
し
て
事
業
を
円
滑
に
実
施
で
き
る
よ
う
資
金
の
追
加

を
行

い
、
野

菜
の

生
産

・出
荷

の
安

定
と
消

費
者

へ
の

安
定

供
給

を
図

り
ま

す
。

＜
政
策
目
標
＞

野
菜

の
生

産
及

び
出

荷
の

安
定

を
図

る
こ

と
で

、
市

場
入

荷
量

及
び

市
場

価
格

の
変

動
を

抑
制

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
指
定
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

指
定

野
菜

の
価

格
が

著
し

く低
下

し
た

場
合

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

２
．
特
定
野
菜
供
給
産
地
育
成
価
格
差
補
給
事
業

特
定

野
菜

の
価

格
が

著
し

く低
下

し
た

場
合

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

３
．
契
約
指
定
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業

契
約

取
引

さ
れ

る
指

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

４
．
契
約
特
定
野
菜
等
安
定
供
給
事
業

契
約

取
引

さ
れ

る
特

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
補

給
金

を
交

付
し

ま
す

。

５
．
契
約
野
菜
収
入
確
保
モ
デ
ル
事
業

産
地

要
件

に
よ

ら
ず

契
約

取
引

さ
れ

る
指

定
野

菜
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

た
場

合
等

に
、
交

付
金

を
交

付
し

ま
す

。

６
．
緊
急
需
給
調
整
事
業

重
要

野
菜

等
の

価
格

が
著

し
く低

下
し

出
荷

調
整

を
行

っ
た

場
合

等
に

、
交

付
金

を
交

付
し

ま
す

。

国
A

L
IC

登
録

出
荷

団
体

等

＜
事
業
の
流
れ
＞

交
付

補
給

金

生
産

者
等

［
基

本
の

仕
組

み
］

価
格

平
均

販
売

価
額

平
均

価
格

(1
0
0
%

)

こ
の

一
部

に
つ

き
補

給
金

を
交

付

保
証

基
準

額
(9

0
%

)

最
低

基
準

額
(6

0
%

)

国
、
都

道
府

県
、
生

産
者

で
拠

出

［
指
定
野
菜
（

1
4
品
目
）
：
国
民
消
費
生
活
上
重
要
な
野
菜
］

キ
ャ
ベ

ツ
、
き

ゅ
う
り
、
さ

と
い

も
、
だ

い
こ

ん
、
ト

マ
ト

、
な

す
、
に

ん
じ

ん
、
ね

ぎ
、
は

くさ
い

、
ピ

ー
マ

ン
、
レ

タ
ス

、
た

ま
ね

ぎ
、
ば

れ
い

し
ょ
、
ほ

う
れ

ん
そ

う

［
特
定
野
菜
（

3
5
品
目
）
：
国
民
消
費
生
活
上
や
地
域
農
業
振
興
の
観
点

か
ら
指
定
野
菜
に
準
ず
る
重
要
な
野
菜
］

ア
ス

パ
ラ

ガ
ス

､い
ち

ご
､え

だ
ま

め
､か

ぶ
､か

ぼ
ち

ゃ
､
カ

リ
フ
ラ

ワ
ー

､か
ん

し
ょ
､
グ

リ
ー

ン
ピ

ー
ス

､
ご

ぼ
う
､こ

ま
つ

な
､さ

や
い

ん
げ

ん
､
さ

や
え

ん
ど
う
､
し

ゅ
ん

ぎ
く､

し
ょ
う
が

､
す

い
か

､
ス

イ
ー

ト
コ

ー
ン

､セ
ル

リ
ー

､そ
ら

ま
め

､
ち

ん
げ

ん
さ

い
､生

し
い

た
け

､に
ら

､に
ん

に
く
､
ふ

き
､ブ

ロ
ッ
コ

リ
ー

､
み

ず
な

､み
つ

ば
､メ

ロ
ン

､や
ま

の
い

も
､れ

ん
こ

ん
､し

し
と
う
が

ら
し

､
わ

け
ぎ

､ら
っ
き

ょ
う
､
に

が
う
り
､
オ

ク
ラ

､み
ょ
う
が

定
額

等
拠

出
拠

出

負
担
金
の
納
付
猶
予

登
録

出
荷

団
体

等
の

負
担

金
の

納
付

猶
予

を
実

施
し

ま
す

。
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No. 49  R３予算額 ― 

事業名 中山間地域活性化資金 府省庁名 農林水産省 

概 要 

地勢等の地理的条件が悪く、農業生産条件が不利な中山間地域において、農林漁業を総合

的に振興して地域の活性化を図るため、①農林畜水産物の付加価値の向上と販路の拡大を

図る「加工流通施設」②農地、森林等の農林漁業資源を活用した「保健機能増進施設」③

農業の担い手の定住化を促進するための「生産環境施設」の整備を促進するための資金 

支援対象 

① 中山間地域農林畜水産物を原料

として使用する製造・加工事業、

当該産物・その加工品の販売事業

であって中山間地域の農林漁業

の振興に資すると認められるも

のを営む者（中小企業者に限る） 
② 農林漁業者又は農林漁業者と農

林漁業資源の利用契約、生産物の

採取契約等を締結し、農林漁業の

生産力を直接維持増進させる事

業を行う者（中小企業者に限る） 
③ 農業（畜産業及び養蚕業を含

む。）、林業、漁業又は塩業を営む

者の組織する法人 

補助率 
（貸付条件） 

 

・貸付利率（令和３年３月 18 日現在） 
①、②0.21％～0.60％ 
③0.30％ 
 
・貸付限度額 
負担額の 80％以内 
 
・償還期限 
①、②15 年以内（うち据置期間３年

以内） 
③25 年以内（うち据置期間８年以内） 
 
 

対象事業 
①加工流通施設整備資金 
②保健機能増進施設整備資金 
③生産環境施設整備資金 
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支援内容 

①加工流通施設整備資金 
中山間地域農林畜水産物を原料として使用する製造・加工事業、当該産物・その加工品の

販売事業であって中山間地域の農林漁業の振興に資すると認められるものを営む者が、新

商品・新技術の研究開発・利用又は需要の開拓を行うのに必要な施設の改良・造成、取得

を促進するための資金 
②保健機能増進施設整備資金 
農林漁業者又は農林漁業者と農林漁業資源の利用契約、生産物の採取契約等を締結し、農

林漁業の生産力を直接維持増進させる事業を行う者が、体験農園、潮干狩り場等の整備を

促進するための資金 
③生産環境施設整備資金 
農業（畜産業及び養蚕業を含む。）、林業、漁業又は塩業を営む者の組織する法人が、農業

の担い手の定住化を促進するための多目的研修集会施設等の整備を促進するための資金 

離島での 
実績 

平成 28 年度：広島県大崎上島町 
平成 29 年度：広島県尾道市 
平成 30 年度：山形県酒田市、長崎県対馬市 

備 考 ○令和３年度融資枠：210.0 億円 

担当部署 農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課 
連絡先 03-6744-2498 

参照 HP http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s_sesaku/sesaku.html 
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中山間地域活性化資金

１ 目的

地勢等の地理的条件が悪く、農業生産条件が不利な中山間地域において、農林漁

業を総合的に振興して地域の活性化を図るため、

① 農林畜水産物の付加価値の向上と販路の拡大を図る「加工流通施設」

② 農地、森林等の農林漁業資源を活用した「保健機能増進施設」

③ 農業の担い手の定住化を促進するための「生産環境施設」

の整備を地方公共団体、民間事業者の技術、ノウハウを活用しつつ強力に促進する。

２ 貸付対象者、資金使途及び貸付条件

区分 加工流通施設 保健機能増進施設 生産環境施設

貸付対象者 中山間地域農林畜水産物 農林漁業者又は農林漁業 農林漁業又は塩業を営む
を原材料として使用する 者と農林漁業資源の利用 者の組織する法人（これ
製造・加工事業、当該産 契約、生産物の採取契約 らの者又は地方公共団体
物・その加工品の販売事 等を締結し、農林漁業の が主たる構成員、出資者
業であって、中山間地域 生産力を直接維持増進さ であるか又は基本財産の
の農林漁業の振興に資す せる事業を行う者（中小 過半を拠出している法人
ると認められるものを営 企業者に限る） で農林漁業の振興を目的
む者（中小企業者に限る） とするものを含む。）

資金使途 新商品・新技術の研究開 体験農園、体験牧場、林 活動管理休養施設、多目
発・利用又は需要の開拓 間スキー場、林間キャン 的研修集会施設、健康増
を行うのに必要な施設の プ場、森林植物園、林間 進施設、技術拠点施設、
改良・造成・取得、それ コテ－ジ、林間遊歩道、 情報連絡施設、廃棄物処
らを行うための特別の費 釣り場、潮干狩場、遊漁 理施設、簡易給排水施設、
用の支出又は権利の取得 船等利用施設 等 集落道 等

利率 0.21%～0.60% 0.30%
貸
付 限度額 負担する額の80％以内
条
件 償還 15年以内（うち据置期間３年以内） 25年以内（うち据置期間

期限 ８年以内）

（注）利率は、令和３年３月18日現在

最新の利率の掲載先ＵＲＬ：http://www.jfc.go.jp/n/rate/rate.html

３ 令和３年度融資枠【概算決定額】（令和２年度融資枠）

210.0億円（230.0億円）

【農林水産省ＨＰ ＞ 山村への支援施策（税制特例、融資制度）】

http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s_sesaku/sesaku.html

（担当課：農村振興局地域振興課）
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No. 50  R3 予算額 1,393 百万円 

事業名 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 府省庁名 林野庁 

概 要 
森林の多面的機能発揮とともに関係人口の創出を通じ、山村地域のコミュニティの維持・

活性化を図るため、地域住民や地域外関係者等による活動組織が実施する森林の保全管

理、森林資源の活用を図る取組等を支援。 

支援対象 
地域協議会、活動組織 
都道府県、市町村 

補助率 
（国費）定額、１／２、１／３以内 
※都道府県、市町村によっては上乗

せあり 

対象事業 

（活動組織が活用できる主なメニュー） 
１ メインメニュー 

地域住民、森林所有者等が協力して行う、以下の取組に対し、一定の費用を支援。 
ア 地域環境保全タイプ 

集落周辺の美しい里山林を維持するための景観保全・整備活動、松林の健全性を

維持するための保全活動、風倒木や枯損木の除去、集積、処理。高密に侵入したモウ

ソウチク等の侵入竹の伐採・除去や利用に向けた取組。 
イ 森林資源利用タイプ 

集落周辺の里山林に賦存する広葉樹等の森林資源を木質バイオマス、炭焼き、し

いたけ原木等及び伝統工芸品原料に活用することを目的とした樹木の伐採、玉伐り、

搬出等。 
２ サイドメニュー 

メインメニューと組み合わせることにより実施が可能。 
ア 森林機能強化タイプ 

事業の円滑な実施や森林の多面的機能の維持・発揮に必要な路網や歩道の補修・

機能強化、鳥獣害防止施設の改良・補修活動。 
イ 関係人口創出・維持タイプ 
  地域外関係者が参加する森林の保全管理活動の実施に向けた調整、受け入れ環境

の整備等。 
ウ 機材及び資材の整備 

上記１のア、イ及び２のイの活動の実施に必要な機材及び資材の整備。 

支援内容 
１及び２のア、イは定額、２のウは１／２又は１／３以内 
（一活動組織当たりの単年度の交付額の上限は５００万円） 

離島での 
実績 R2 利尻島、佐渡島、五島列島、壱岐島、対馬など 

備 考 
森林所有者、地域住民、自治会等３名以上の者で構成する活動組織を設立する必要があ

ります。お申込み方法等は、各都道府県に設置された地域協議会にお問い合わせくださ

い。 
担当部署 林野庁森林整備部森林利用課山村振興・緑化推進室 
連絡先 03-3502-0048 

参照 HP http://www.rinya.maff.go.jp/j/sanson/tamenteki.html 
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
交
付
金

1,
39
3（
1,
34
4）
百
万
円

①
地
域
住
民
や
地
域
外
関
係
者
（
関
係
人
口
）
等
に
よ
る
３
名
以
上
で
構
成
す
る
活
動
組

織
が
実
施
す
る
里
山
林
の
保
全
、森
林
資
源
の
利
活
用
等
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

②
里
山
林
の
保
全
等
（
メイ
ンメ
ニュ
ー
）
の
活
動
に
組
み
合
わ
せ
て
実
施
す
る
、路
網
の
補
修
、

関
係
人
口
の
創
出
・維
持
等
の
活
動
（
サ
イド
メニ
ュー
）
を
支
援
しま
す
。

※
森
林
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
な
い
0.
1h
a以
上
の
森
林
を
対
象
に
支
援
しま
す
。採

択
に
当
た
って
は
３
年
間
の
活
動
計
画
等
が
必
要
で
す
。

※
地
方
公
共
団
体
の
支
援
の
あ
る
活
動
や
地
域
コミ
ュ二

テ
ィの
活
性
化
を
図
る
た
め
中
山
間

地
域
に
お
け
る
農
地
等
の
維
持
保
全
に
も
資
す
る
取
組
、有
人
国
境
離
島
地
域
で
計
画
さ
れ

た
活
動
等
を
行
う場

合
は
、優
先
的
に
支
援
しま
す
。

２
．
森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
評
価
検
証
事
業

11
（
9）
百
万
円

①
森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
交
付
金
に
よ
る
活
動
の
成
果
を
評
価
・検
証
しま
す
。

②
地
域
協
議
会
、活

動
組
織
を
集
め
た
活
動
内
容
の
報
告
・意
見
交
換
会
等
を
開
催
しま
す
。

森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策

【令
和
３
年
度
予
算
額
1,
40
4（
1,
35
3）
百
万
円
】

＜
事
業
の
流
れ
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
森
林
利
用
課
（
03
-3
50
2-
00
48
）

こ
の
ボ
ッ
ク
ス
内
は
12
pt

枠
の
上
下
幅
調
整
可

上
下
中
央
揃
え

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

森
林
の
多
面
的
機
能
発
揮
とと
も
に
関
係
人
口
の
創
出
を通

じ、
山
村
地
域
の
コミ
ュニ
テ
ィの
維
持
・活
性
化
を図

る
た
め
、地
域
住
民
や
地
域
外
関
係
者
等
に
よ
る
活
動
組
織
が

実
施
す
る
森
林
の
保
全
管
理
、森
林
資
源
の
活
用
を
図
る
取
組
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
各
支
援
メニ
ュー
ご
とに
設
定
され
た
森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
に
関
す
る
目
標
を達

成
した
活
動
組
織
の
割
合
（
８
割
［
令
和
３
年
度
まで
］
）

○
地
域
外
か
らの
活
動
参
加
者
数
（
関
係
人
口
を含

め
た
活
動
へ
の
参
加
者
数
）
が
増
加
した
活
動
組
織
の
割
合
を毎

年
度
増
加

国 国
民
間
団
体
等

委
託

地
域
協
議
会

活
動
組
織

（
１
の
事
業
）

定
額
、1
/2
、1
/3
以
内

都
道
府
県

市
町
村

定
額

定
額

（
２
の
事
業
）

定
額
、1
/2
、1
/3
以
内

自
ら設

定
す
る
成
果
目
標
に
基
づ
き
活
動
組
織
が
事
業

の
自
己
評
価
（
モ
ニタ
リン
グ
調
査
等
）
を
実
施

①
メイ
ンメ
ニュ
ー

②
サ
イド
メニ
ュー
（
メイ
ンメ
ニュ
ー
と組

み
合
わ
せ
て
実
施
）

森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
交
付
金

評
価
検
証
事
業

・活
動
の
成
果
の
評
価
・検
証
（
モ
ニタ
リン
グ
調
査
の
分
析
等
を
含
む
）

・地
域
協
議
会
、活

動
組
織
を
集
め
た
報
告
・意
見
交
換
会
等

里
山
林
景
観
を
維
持
す
る

た
め
の
活
動
最
大
12
万
円
/h
a

侵
入
竹
の
伐
採
・

除
去
活
動 最
大
28
.5
万
円
/h
a

しい
た
け
原
木
な
どと
して

利
用
す
る
た
め
の

伐
採
活
動 最
大
12
万
円
/h
a

森
林
資
源
利
用
タイ
プ

地 域 協 議 会

都 道 府 県 ・ 市 町 村 ・ 活 動 組 織 へ の 支 援 等
・路
網
の
補
修
・機
能
強
化
等
を
支
援

・関
係
人
口
の
創
出
・維
持
等
の
活
動
を
支
援

・機
材
及
び
資
材
の
整
備
を
支
援

サ
イド
メニ
ュー

地
域
環
境
保
全
タイ
プ
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No. 51  Ｒ３予算額 8,185 百万円の内数 

事業名 
林業・木材産業成長産業化促進対策交付金 

（うち森林整備地域活動支援対策） 
府省庁名 林野庁 

概 要 

森林経営計画の作成や森林施業の集約化に必要となる森林情報の収集、合意形成活動、

森林境界の明確化等の活動に対して支援。 

 

支援対象 市町村、選定経営体等 補助率 定額 

対象事業 

１ 森林経営計画作成促進 

・森林経営計画の作成と計画期間における間伐実施の合意形成に必要な活動を支援 

２ 森林境界の明確化 

・森林境界の測量や確認に必要な活動を支援 

３ 森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備 

・既存作業路網の簡易な改良を支援 

支援内容 

１ 森林経営計画作成促進 

① 共同計画等  4,000 円/ha 

② 経営委託   19,000 円/ha 

③ 間伐促進   15,000 円/ha 

２ 森林境界の明確化 

  ① 境界の確認    8,000 円/ha 

 ② 境界の測量   22,500 円/ha 

３ 森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備 

① 作業路網の改良活動  20,000 円/ha 

離島での 
実績 

令和２年度 対馬市、五島市、隠岐の島町 

備 考 
森林が所在する市町村長と協定を締結する必要があります。 

各市町村の林務担当へお問い合わせください。 

担当部署 林野庁森林整備部森林利用課 

連絡先 03-3501-3845 

参照 HP http://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/koufukin/index.html 
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林
業
成
⻑
産
業
化
総
合
対
策
の
うち

林
業
・⽊
材
産
業
成
⻑
産
業
化
促
進
対
策

【令
和
３
年
度
予
算
額

8,
18
5（

8,
60
4）

百
万
円
】

（
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額

50
0百

万
円
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
持
続
的
林
業
確
⽴
対
策

意
欲

と能
⼒

の
あ

る
林

業
経

営
者

を
育

成
し、

持
続

的
な

林
業

経
営

を
確

⽴
す

る
た

め
、出

荷
ロ
ット
の
⼤
規
模
化
等
に
よ
る
マ
ー
ケ
テ
ィン
グ
⼒
の
強
化

、路
網
の
整
備
・機

能
強
化

、⾼
性
能
林
業
機
械
等
の
導
⼊

、間
伐
材
⽣
産

、主
伐
時
の
全
⽊
集
材
と再

造
林
の
⼀
貫
作
業

、
コン

テ
ナ
苗
⽣
産
施
設
の
整
備

、森
林
境
界
の
明
確
化

、⾃
伐
林
家
等
へ
の
⽀
援

等
を

推
進

しま
す

。
２
．
⽊
材
産
業
等
競
争
⼒
強
化
対
策

⽊
材

産
業

等
の

競
争

⼒
強

化
を

図
る

た
め

、意
欲

と能
⼒

の
あ

る
林

業
経

営
者

との
連

携
を

前
提

に
⾏

う⽊
材
加
⼯
流
通
施
設

、⽊
造
公
共
建
築
物

、⽊
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
⽤
促
進
施
設

、
特
⽤
林
産
振
興
施
設
の
整
備

を
⽀

援
しま

す
。

３
．
林
業
成
⻑
産
業
化
地
域
創
出
モ
デ
ル
事
業

森
林

資
源

の
利

活
⽤

に
よ

り地
域
の
活
性
化
に
取
り組

む
モ
デ
ル
的
な
地
域
を
優
先
的
に
⽀

援
し、
優
良
事
例
の
横
展
開

等
を

図
りま

す
。

［
お

問
い

合
わ

せ
先

］
林

野
庁

計
画

課
（

03
-6

74
4-

23
00

）

連
携

川
中

製
材

業
者

、
合

板
業

者
等

連
携

川
下

⽊
材

需
要

者

川
上

森
林

組
合

、素
材

⽣
産

業
者

、⾃
伐

林
家

等
意

欲
と能

⼒
の

あ
る

林
業

経
営

者

川
上

か
ら川

下
ま

で
の

連
携

に
よ

り⽊
材

の
安

定
供

給
や

流
通

コス
トの

削
減

を
図

り、
⽣
産
流
通
構
造
改
⾰

を
推

進

持
続

的
林

業
確

⽴
対

策
⽊

材
産

業
等

競
争

⼒
強

化
対

策

林
業

成
⻑

産
業

化
地

域
創

出
モ

デ
ル

事
業

路
網

の
整

備
・機

能
強

化
⾼

性
能

林
業

機
械

導
⼊

（
購

⼊
、リ

ー
ス

）
搬

出
間

伐
の

推
進

資
源

⾼
度

利
⽤

型
施

業
・主

伐
時

の
全

⽊
集

材
、そ

れ
と⼀

貫
して

⾏
う再

造
林

の
実

施
コン

テ
ナ

苗
⽣

産
施

設
や

幼
苗

⽣
産

⾼
度

化
施

設
等

の
整

備
・幼

苗
⽣

産
段

階
に

お
け

る
種

⼦
選

別
機

や
環

境
制

御
室

等
の

導
⼊

等
マ

ー
ケ

テ
ィン

グ
⼒

あ
る

林
業

担
い

⼿
の

育
成

森
林

整
備

地
域

活
動

⽀
援

対
策

等
・施

業
の

集
約

化
に

向
け

た
境

界
の

明
確

化
・⼭

村
地

域
活

性
化

の
担

い
⼿

とな
る

⾃
伐

林
家

等
へ

の
⽀

援
林

業
成

⻑
産

業
化

地
域

保
全

対
策

事
業

・⼭
村

地
域

の
防

災
・減

災
対

策
・森

林
資

源
保

全
対

策
（

⿃
獣

害
、病

害
⾍

対
策

等
）

⽊
材

加
⼯

流
通

施
設

等
の

整
備

・需
要

者
ニー

ズ
に

対
応

した
⽊

材
製

品
の

安
定

的
・効

率
的

な
供

給
体

制
を

構
築

（
労

働
環

境
の

向
上

に
資

す
る

施
設

の
導

⼊
⽀

援
を

含
む

）
⽊

造
公

共
建

築
物

等
の

整
備

・C
LT

の
活

⽤
な

ど⽊
材

利
⽤

の
モ

デ
ル

性
が

⾼
い

施
設

の
⽊

造
化

・⽊
質

化
を

重
点

的
に

⽀
援

⽊
質

バ
イオ

マ
ス

利
⽤

促
進

施
設

の
整

備
・地

域
連

携
の

下
で

熱
利

⽤
⼜

は
熱

電
併

給
に

取
り組

む
「地

域
内

エ
コシ

ス
テ

ム
」を

重
点

的
に

⽀
援

特
⽤

林
産

振
興

施
設

の
整

備
・地

域
経

済
で

重
要

な
役

割
を

果
た

す
き

の
この

ほ
だ

場
な

ど
特

⽤
林

産
物

の
⽣

産
基

盤
等

の
整

備
を

⽀
援

事
業
構
想

（
都

道
府

県
が

作
成

す
る

５
年

間
の

取
組

⽅
針

）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

意
欲

と能
⼒

の
あ

る
林

業
経

営
者

を
育

成
し、

⽊
材

⽣
産

を
通

じた
持

続
的

な
林

業
経

営
を

確
⽴

す
る

た
め

、主
伐
と再

造
林
を
⼀
貫
し
て
⾏
う施

業
、路

網
の
整
備
・機

能
強
化

、⾼
性
能
林
業
機
械
の
導
⼊

、⽊
材
加
⼯
流
通
施
設
や
⽊
造
公
共
建
築
物
の
整
備
等

、川
上
か
ら川

下
ま
で
の
取
組
を
総
合
的
に
推
進

しま
す

。
＜
政
策
⽬
標
＞

○
国

産
材

の
供

給
・利

⽤
量

の
増

加
（

30
百

万
m

3 ［
平

成
30

年
］

→
 4

0百
万

m
3 
［

令
和

７
年

ま
で

］
）

○
間

伐
材

⽣
産

に
係

る
経

費
の

低
下

（
平

成
30

年
度

⽐
１

割
［

令
和

７
年

度
ま

で
］

）
○

⾼
性

能
林

業
機

械
を

整
備

した
事

業
体

の
労

働
⽣

産
性

の
向

上
（

整
備

前
か

ら２
割

［
令

和
９

年
度

ま
で

］
）

○
⽊

材
加

⼯
流

通
施

設
の

原
⽊

処
理

量
の

増
加

（
整

備
前

か
ら２

割
［

令
和

９
年

度
ま

で
］

）
○

公
共

建
築

物
に

お
け

る
⽊

材
利

⽤
の

増
加

（
累

積
15

,0
00

m
3 ［

令
和

４
年

度
ま

で
］

）
○

⽊
質

バ
イオ

マ
ス

利
⽤

促
進

施
設

に
お

け
る

⽊
材

利
⽤

の
増

加
（

55
万

m
3 ／

年
［

令
和

７
年

度
ま

で
］

）

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
⺠

間
団

体
等

都
道

府
県

林
業

経
営

体
等

定
額

（
1/

2、
1/

3以
内

等
）

等

委
託

（
１

、２
、３

の
事

業
）

（
３

の
事

業
の

⼀
部

）

定
額

（
1/

2、
1/

3以
内

等
）

等

※
国

有
林

に
お

い
て

は
、直

轄
で

実
施

※
この

ほ
か

、令
和

２
年

度
補

正
予

算
「林

業
経

営
体

能
⼒

向
上

⽀
援

対
策

」に
お

い
て

造
林

等
の

原
⽊

⽣
産

を
伴

わ
な

い
森

林
整

備
を

⽀
援

。
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No. 52  R3 予算額 1,089 百万円 

事業名 離島漁業再生支援交付金 府省庁名 水産庁 

概 要 

離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難先や燃料・

水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持・発展は我が国漁

業にとって重要な課題である。 
一方、漁獲物の販売・漁業資材の取得など販売・生産面では不利な条件下に置かれて

おり、特に近年、消費者の鮮度志向が強まる中、販売面で一層不利な状況におかれ、漁業

就業者の減少・高齢化も一層進行している。 
このため、国と地域がそれぞれの役割に応じて離島集落の地域活動に対し支援を行い、

各島の特性の最大限の活用を図りつつ、離島の漁業を維持・再生させていくことが重要

であり、交付金による支援を実施する。 
また、離島漁業の維持・発展のためには新規就業者の定着が重要であるが、新規漁業

就業者は自ら漁船・漁具等を取得する必要があるため、初期投資の大きさが漁業就業の

課題となっている。 
このため、初期投資負担を軽減し新規漁業就業者の定着を図るため、離島の新規漁業

就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組を支援する。 

支援対象 都道府県 補助率 定額 

対象事業 

（１） 離島漁業再生支援事業交付金 
共同で漁業の再生等に取り組む離島の漁業集落に対し、交付金を交付する。 

（２） 離島漁業新規就業者特別対策事業交付金 
    「浜の活力再生プラン」を策定する地域の漁業集落において、当該集落又は漁協が漁

船や漁具等を、当該集落において独立して３年未満の新規漁業就業者に最長３年間貸

付を行う際のリース料を支援するための交付金を交付する。 
（３） 離島漁業再生支援推進交付金 

都道府県、市町村が実施する交付金の交付に関する説明会の開催、集落協定や実

施状況報告書等の審査・確認、集落の状況を踏まえた目標設定のための調査及び

指導等を行うための事務経費などを支援する。 

支援内容 定額 

離島での 
実績 R２ 対馬島、種子島など（産卵場の整備や新たな漁法の導入など）  

備 考 
対象地域は、離島振興法の指定地域と沖縄・奄美・小笠原の各特別措置法の対象地域

のうち、本土と架橋で結ばれていないなど、一定以上の不利性を有する離島 
担当部署 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 
連絡先 03-6744-2392 

参照 HP http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/ritou/index.html 
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離
島

漁
業

再
生

支
援

交
付

金
【令

和
３

年
度

予
算

額
1,

08
9 

（
1,

08
9 

）
百

万
円

】

＜
対

策
の

ポ
イ

ン
ト＞

離
島
漁
業
を維

持
・再
生
させ
る
た
め
、離

島
の

漁
業

集
落

に
お

け
る

漁
場

の
生

産
力

向
上

の
た

め
の

取
組

及
び

漁
業

の
再

生
に

関
す

る
実

践
的

な
取

組
等

を
支

援
しま
す
。

＜
政

策
目

標
＞

離
島
漁
業
者
の
漁
業
所
得
を
維
持
（
対
象
漁
業
者
一
人
当
た
りの
年
間
平
均
漁
業
所
得
を令

和
元
年
度
漁
業
所
得
に
維
持
［
令
和
6年

度
目
標
］
）

離
島
漁
業
就
業
者
数
の
減
少
率
の
抑
制
（
本
交
付
金
に
参
加
す
る
漁
業
集
落
の
漁
業
就
業
者
数
を全

国
の
漁
業
就
業
者
数
の
減
少
率
に
抑
制
［
令
和
6年

度
目
標
］
）

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
水
産
庁
防
災
漁
村
課
（
03
-6
74
4-
23
92
）

＜
事

業
の

内
容

＞
＜

事
業

イ
メ

ー
ジ

＞

１
．

離
島

漁
業

再
生

事
業

○
離
島
振
興
法
の
指
定
地
域
と沖

縄
・奄
美
・小
笠
原
の
各
特
別
措
置
法
の
対
象
地
域
の

うち
、本

土
と架

橋
で
結
ば
れ
て
い
な
い
な
ど、
一
定
以
上
の
不
利
性
を有

す
る
離
島
を対

象
とし
て
、共

同
で

漁
業

の
再

生
等

に
取

り組
む

漁
業

集
落

に
対

し、
交

付
金

を
交

付
しま
す
。

○
上
記
の
取
組
活
動
を
進
め
る
に
際
し、
都
道
府
県
、市

町
村
に
対
して

事
務

経
費

な
どを

支
援
しま
す
。

２
.

離
島

漁
業

新
規

就
業

者
特

別
対

策
事

業
○

「浜
の
活
力
再
生
プ
ラン
」を
策
定
す
る
離
島
地
域
の
漁
業
集
落
に
お
い
て
、当

該
集
落
又

は
漁
協
が

漁
船

等
を

当
該

集
落

に
お

い
て

独
立

して
３

年
未

満
の

新
規

漁
業

就
業

者
に

最
長

３
年

間
貸

付
を

行
う際

の
リー

ス
料

を
支

援
す

る
た

め
の

交
付

金
を

交
付
しま
す
。

【交
付
対
象
活
動
】

①
漁
業
の
再
生
に
関
す
る
話
合
い

②
漁
場
の
生
産
力
向
上
の
た
め
の
取
組

種
苗
放
流
、漁

場
の
管
理
・改
善
、

産
卵
場
・育
成
場
の
整
備
、漁

場
監
視
等

③
漁
業
の
再
生
に
関
す
る
実
践
的
な
取
組

新
規
漁
業
・養
殖
業
へ
の
着
業
、

低
・未
利
用
資
源
の
活
用
、高

付
加
価
値
化
、

販
路
拡
大
、海

洋
レ
ジ
ャー
へ
の
取
組
等

モ
ズ
クの
新
規
養
殖

イカ
産
卵
礁
の
整
備

１
．

離
島

漁
業

再
生

事
業

【支
援
内
容
】

漁
船
、漁

労
設
備
及
び
消
耗
品
で
な
い
漁
網
・漁
具
を
、新

規
就
業
者
に
貸
付
を行

う際
の
リー
ス
料
を
支
援
しま
す
。

２
．

離
島

漁
業

新
規

就
業

者
特

別
対

策
事

業

国
都
道
府
県

市
町
村

交
付

（
定
額
）

＜
事

業
の

流
れ

＞

漁
業
集
落

定
額

定
額

漁
業
集
落

又
は
漁
協

定
額

（
１
の
事
業
）

（
2の
事
業
）
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No. 53  R3 予算額 374 百万円 

事業名 特定有人国境離島漁村支援交付金 府省庁名 水産庁 

概 要 

離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難先や燃料・

水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持・発展は我が国漁

業にとって重要な課題である。 
離島の中でも、特定有人国境離島地域は特に遠隔であるなど不利性が離島の中でも高

い地域であるが、平成 28 年４月「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に

係る地域社会の維持に関する特別措置法」が成立し、第１５条では雇用機会の拡充への

適切な配慮が求められ、特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図る必要があるとさ

れている。 
このため、水産物等地域資源を活用した漁業集落の取組を支援し、雇用機会の拡充に

より特定有人国境離島地域の漁業集落の維持を図って行く必要があるため、交付金によ

る支援を実施する。 

支援対象 都道府県 補助率 定額 

対象事業 

特定有人国境離島地域において、漁業集落が行う雇用を創出するための取組及び雇用

の創出を円滑に行うための環境整備を市町村が支援する場合に要する経費に対して交付

金を交付する。 
以下の取組に対して支援 
① 雇用を創出するための取組 

新たな漁業又は海業に取り組む者、あるいは漁業又は海業の事業規模の拡大を行う

者を漁業集落が支援する場合に要する一定の経費 
② 雇用の創出を円滑に行うための環境整備 

漁業集落が上記①の取組を効果的に進める上で基盤となる良好な集落環境を整備す

るのに要する一定の経費 

支援内容 定額 

離島での 
実績 R２ 利尻島、対馬島、壱岐島など（新たな漁業の起業、海業の事業拡大など） 

備 考 
対象地域は、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維

持に関する特別措置法(平成２８年法律第３３号)第２条第２項において定められた特定

有人国境離島地域 

担当部署 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 
連絡先 03-6744-2392 

参照 HP https://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/gyoson/tokutei/tokutei.html 
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特
定
有
人
国
境
離
島
漁
村
支
援
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額

37
4
（
37
4）
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
お
け
る
漁
業
集
落
の
維
持
を図

る
た
め
、漁
業
・海
業
の
起
業
又
は
事
業
拡
大
に
よ
る
雇
用
機
会
の
拡
充
を
図
る
た
め
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

＜
政
策
目
標
＞

離
島
漁
業
者
の
漁
業
所
得
を
維
持
（
対
象
漁
業
者
一
人
当
た
りの
年
間
平
均
漁
業
所
得
を令

和
元
年
度
漁
業
所
得
に
維
持
［
令
和
６
年
度
目
標
］
）

離
島
漁
業
就
業
者
数
の
減
少
率
の
抑
制
（
本
交
付
金
に
参
加
す
る
漁
業
集
落
の
漁
業
就
業
者
数
を全

国
の
漁
業
就
業
者
数
の
減
少
率
に
抑
制
［
令
和
6年

度
目
標
］
）

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
水
産
庁
防
災
漁
村
課
（
03
-6
74
4-
23
92
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

○
以
下
の
取
組
を
市
町
村
が
支
援
す
る
場
合
に
要
す
る
経
費
に
対
して
、交
付
金
を
交
付
し

ま
す
。

①
雇
用
を
創
出
す
る
た
め
の
取
組

新
た
な
漁
業
又
は
海
業
※
に
取
り組
む
者
、あ
る
い
は
漁
業
又
は
海
業
の
事
業
規
模
の

拡
大
を
行
う者
を
漁
業
集
落
が
支
援
す
る
場
合
に
要
す
る
一
定
の
経
費
を
支
援
しま
す
。

※
「海
業
」と
は
、所

得
機
会
の
増
大
を図

る
た
め
、漁

村
の
人
々
が
、そ
の
住
居
す
る
漁
村

を
核
とし
て
、海

や
漁
村
に
関
す
る
地
域
資
源
を
価
値
創
造
す
る
取
組
。事

例
とし
て
は
、

水
産
物
の
直
売
、漁

家
民
宿
、体

験
漁
業
、釣

り等
。

②
雇
用
の
創
出
を
円
滑
に
行
うた
め
の
環
境
整
備

漁
業
集
落
が
上
記
①
の
取
組
を
効
果
的
に
進
め
る
上
で
基
盤
とな
る
良
好
な
集
落
環
境

を
整
備
す
る
の
に
要
す
る
一
定
の
経
費
を
支
援
しま
す
。

【対
象
地
域
】

有
人
国
境
離
島
法
に
お
い
て
定
め
られ
た
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域

国
都
道
府
県

市
町
村

交
付

（
定
額
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

漁
業
者
等

定
額

【取
組
事
例
】

①
雇
用
を
創
出
す
る
た
め
の
取
組

○
地
域
の
水
産
物
を
利
用
した
漁
家
レ
ス
トラ
ンや
水
産
物
の
直
売
所

を
新
た
に
開
設
した
場
合
に
要
す
る
経
費
を
支
援
しま
す
。

②
雇
用
の
創
出
を
円
滑
に
行
うた
め
の
環
境
整
備

○
漁
業
集
落
内
の
景
観
の
維
持
又
は
保
全
に
取
り組

む
経
費
を
支
援

しま
す
。

漁
業
集
落

②
定
額

（
国
費
上
限
15
0万

円
）

①
定
額

（
国
費
上
限
60
0万

円
）
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No. 54  R3 予算額 2,632 百万円 

事業名 
浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強

化支援事業 
府省庁名 水産庁 

概 要 
漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な推進を支援するため、

「浜の活力再生プラン」に位置づけられた共同利用施設の整備、密漁防止対策、水産

業のスマート化の推進等の取組を支援 

支援対象 
都道府県、市町村、漁業協同組合 

等 
補助率 

定額、1/3、4/10、1/2、5.5/10、2/3
以内 

対象事業 

漁業所得の向上を図るため、共同利用施設等の整備、コスト削減・作業の軽労化など

水産業のスマート化を推進する取組に必要な施設・機器の整備、産地市場の統廃合に必

要な施設の整備とそれに伴う既存施設の撤去、漁村交流人口の増加に向けた施設の整備

やプラン策定地域における密漁防止対策等について支援 

支援内容 定額、1/3、4/10、1/2、5.5/10、2/3 以内 

離島での 
実績  R2 日間賀島（鮮度保持施設）、中ノ島（作業保管施設） 

備 考 
・離島にあっては、水産業強化支援事業の一部メニューについて交付率を 5.5/10 に嵩上

げ。 

担当部署 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 
連絡先 03-6744-2391 

参照 HP 
https://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/hamaplan.html 
https://www.jfa.maff.go.jp/j/g_biki/hojyo/02/11/200_1115.html 
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浜
の
活
力
再
生
・成
長
促
進
交
付
金

【令
和
３
年
度
予
算
額
2,
65
5（
2,
00
4）

百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

漁
業
所
得
の
向
上
を
目
指
す
「浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
（
浜
プ
ラ
ン
）
」の
着
実
な
推
進
を
支
援
す
る
た
め
、浜

プ
ラン
に
位
置
付
け
られ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、密

漁
防
止

対
策
、浜

と企
業
の
連
携
推
進
、水

産
業
の
ス
マ
ー
ト
化
の
推
進
等
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

浜
の
活
力
再
生
プ
ラン
を
策
定
した
漁
村
地
域
に
お
け
る
漁
業
所
得
向
上
（
10
％
以
上
［
取
組
開
始
年
度
か
ら５

年
後
ま
で
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
推
進
等
支
援
事
業

浜
プ
ラン
の
着
実
な
推
進
を
図
る
た
め
、漁

村
女
性
の
経
営
能
力
の
向
上
や
女
性
を
中
心
と

し
た
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
実
践
的
な
取
組
、漁

業
等
へ
の
参
入
を
希
望
す
る
企
業
等
と漁

村
地
域

との
マ
ッチ
ン
グ
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
水
産
業
強
化
支
援
事
業

漁
業
所
得
の
向
上
を
図
る
た
め
、共

同
利
用
施
設
の
整
備
、コ
ス
ト削

減
・作
業
の
軽
労
化
な

ど水
産
業
の
ス
マ
ー
ト
化
を
推
進
す
る
取
組
に
必
要
な
施
設
・機
器
の
整
備
、産

地
市
場
の
統

廃
合
に
必
要
な
施
設
の
整
備
とそ
れ
に
伴
う既

存
施
設
の
撤
去
、漁

村
交
流
人
口
の
増
加
に

向
け
た
施
設
の
整
備
や
プ
ラン
策
定
地
域
に
お
け
る
密
漁
防
止
対
策
等
に
つ
い
て
支
援
し
ま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
都
道
府
県

民
間
団
体
等 事
業
実
施
主
体

1/
2、
4/
10
、1
/3
等

交
付

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

交
付
（
定
額
,1
/2
）

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
水
産
庁
防
災
漁
村
課
（
03
-6
74
4-
23
91
）

１
．
浜
の
活
力
再
生
プ
ラン
推
進
等
支
援
事
業

・地
域
自
ら策

定
す
る
「浜
の
活
力
再
生
の
た
め
の
行
動
計
画
」

・漁
業
所
得
10
%
以
上
向
上
させ
る
こと
が
目
標

浜
の
活
力
再
生
プ
ラン
（
浜
プ
ラン
）

課
題

検
討

プ
ラン
作
成

実
践

＜
以
下
の
事
業
に
よ
り、
浜
プ
ラン
の
推
進
を
支
援
＞

２
．
水
産
業
強
化
支
援
事
業

＜
ハ
ー
ド事

業
＞

・漁
業
収
益
力
や
水
産
物
流
機
能
の
強
化
の
た
め
の
共
同
利
用
施
設
等
の
整
備
を
支
援

・産
地
市
場
の
電
子
化
や
生
産
コス
トの
削
減
、作

業
の
軽
労
化
等
に
必
要
な
施
設
・機
器
の
整
備
を
支
援

・産
地
市
場
の
統
廃
合
に
必
要
な
施
設
の
整
備
とそ
れ
に
伴
う既

存
施
設
の
撤
去
を
支
援

・種
苗
放
流
、環

境
整
備
等
水
産
資
源
の
増
大
の
た
め
の
施
設
の
整
備
を
支
援

・漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
、漁

業
地
域
の
防
災
減
災
等
に
必
要
な
整
備
を
支
援

・漁
村
交
流
人
口
の
増
加
に
向
け
た
施
設
の
整
備
を
支
援
（
令
和
３
年
度
か
ら）

＜
ソ
フト
事
業
＞

・漁
場
の
利
用
調
整
、密

漁
防
止
対
策
、境

界
水
域
に
お
け
る
操
業
の
管
理
徹
底
等
を
支
援

・内
水
面
の
調
査
指
導
、生

産
履
歴
の
記
録
等
の
取
組
を
支
援

・地
域
資
源
の
活
用
推
進
、災

害
の
未
然
防
止
、被

害
の
拡
大
防
止
、ハ
ザ
ー
ドマ
ップ
作
成
等
を
支
援

荷
さば
き
施
設

種
苗
生
産
施
設

津
波
避
難
タワ
ー

鮮
度
保
持
施
設

荷
受
け
情
報
の
電
子
化
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No. 55  R3 予算額 677百万円 

事業名 経営体育成総合支援事業 府省庁名 水産庁 

概 要 
 漁業・漁村を支える人材の確保・育成を図るため、漁業への就業前の者への資金の交

付、漁業現場での長期研修を通じた就業・定着の促進、海技士免許等の資格取得及び漁

業者の経営能力の向上を支援。 

支援対象 民間団体 補助率 定額 

対象事業 

１．漁業担い手確保・育成事業 
○ 漁業学校等で学ぶ者に就業準備資金を交付するとともに、通信教育等を通じた夜

間・休日の受講を支援。 
○ 就業希望者への就業相談会の開催等、就業情報の提供等を支援。 
○ 新規就業者の漁業現場での長期研修について支援するとともに、雇用就業者の独

立・自営経営起ち上げに向けた研修を支援。 
○ 若手漁業者の収益力向上のため、経営・技術の向上を支援。 

 
２．水産高校卒業生を対象とした海技士養成事業 

○ 海技士資格習得のための履修コースの運営を支援。 

支援内容  定額 

離島での 
実績 

R 元 利尻島、礼文島、八丈島、佐渡島、中ノ島、壱岐島、対馬、中通島、福江島、若松

島、上甑島、種子島、平島、屋久島（長期研修支援事業を実施） 

備 考  

担当部署 水産庁漁政部企画課漁業労働班 
連絡先 03-6744-2340 

参照 HP  
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経
営
体
育
成
総
合
支
援
事
業

【令
和
３
年
度
予
算
額
67
7（
69
1）
百
万
円
】

（
参
考
：
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
（
漁
業
担
い
手
確
保
緊
急
支
援
事
業
）
10
4百
万
円
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

漁
業
・漁
村
を支

え
る
人
材
の
確
保
・育
成
を
図
る
た
め
、新

た
な
生
活
・生
産
様
式
へ
の
転
換
の
対
策
の
一
環
とし
て
、漁
業
へ
の
就
業
前
の
者
へ
の
資
金
の
交
付
、漁
業
現
場
で

の
長
期
研
修
を
通
じた
就
業
・定
着
の
促
進
、海
技
士
免
許
等
の
資
格
取
得
及
び
漁
業
者
の
経
営
能
力
の
向
上
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

毎
年
2,
00
0人

の
新
規
就
業
者
を確

保

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
漁
業
担
い
手
の
確
保
・育
成
支
援

①
漁
業
学
校
等
で
学
ぶ
者
に
就
業
準
備
資
金
を
交
付
す
る
とと
も
に
、通
信
教
育
等
を
通
じた

夜
間
・休
日
の
受
講
を
支
援
しま
す
。

②
就
業
希
望
者
へ
の
就
業
相
談
会
の
開
催
等
、就
業
情
報
の
提
供
等
を
支
援
しま
す
。

③
新
規
就
業
者
の
漁
業
現
場
で
の
長
期
研
修
に
つ
い
て
支
援
す
る
とと
も
に
、雇

用
就
業
者
の

独
立
・自
営
経
営
起
ち
上
げ
に
向
け
た
研
修
を
支
援
しま
す
。

④
若
手
漁
業
者
の
収
益
力
向
上
の
た
め
、経
営
・技
術
の
向
上
を
支
援
しま
す
。

２
．
水
産
高
校
卒
業
生
を
対
象
とし
た
海
技
士
養
成
支
援

海
技
士
資
格
取
得
の
た
め
の
履
修
コー
ス
の
運
営
等
を
支
援
しま
す
。

１
．
国
内
人
材
確
保
に
向
け
た
支
援

２
．
海
技
士
免
許
取
得
に
必
要
な
乗
船
履
歴
を
短
期
に
取
得
す
る
コー
ス
の
運
営
等
を
支
援

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
１
の
事
業
）
水
産
庁
企
画
課

（
03
-6
74
4-
23
40
）

（
２
の
事
業
）

研
究
指
導
課

（
03
-6
74
4-
23
70
）

＜
事
業
の
流
れ
＞ 定額

定
額

国
民
間
団
体
等

漁
業
者
・漁
協
等

研
修
生

雇
用
型
（
雇
用
型
、幹

部
養
成
型
）

独
立
型
（
独
立
型
、実

践
型
、雇
用
就
業
者
の
独
立
・自
営
の
立
ち
上
げ
も
適
用
）

就
業
準
備
資
金
の
交
付
（
最

大
15
0万

円
、最

長
2年

間
）

就
業
相
談
会
の
開
催
等

（
漁
業
へ
の
新
規
参
入
促
進
）

長 期 研 修

経
営
・技
術
の
向
上
を
支
援

就 業 前 担 い 手 と し て 定 着就 業 後

夜
間
・休
日
等

の
学
習
支
援

受
講
生
募
集
等

乗
船
実
習
コー
ス

海
技
士
の
受
験
資
格
を
取
得

雇 用 型

雇
用
型

漁
業
経
営
体
へ
の
就
業
を
目
指
す

最
長
１
年
間
※
、最

大
14
.1
万
円
/月
を
支
援

幹
部

養
成
型

沖
合
・遠
洋
漁
船
に
就
業
し、
幹
部
を
目
指
す

最
長
２
年
間
※
、最

大
18
.8
万
円
/月
を
支
援

独 立 型
実
践
型
〔水
揚
目
標
等
を
定
め
た
経
営
計
画
の
実
証
〕

研
修
最
終
年
の
実
践
研
修
経
費
を
交
付

最
長
1年

間
、最

大
15
0万

円
/年

独
立
・自
営
を
目
指
す

最
長
３
年
間
※
、最

大
28
.2
万
円
/月
を
支
援

※
就
業
準
備

資
金
の
交
付

期
間
が
１
年

以
下
の
場
合
、

長
期
研
修
の

研
修
期
間
を

最
長
１
年
間

延
長
可
能

雇
用
就
業
者
の
独
立
・自
営
経
営
起
ち
上
げ
に
向
け
た
研
修
（
最
長
２
年
間
）
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No. 56  R3 予算額 1,800 百万円 

事業名 水産多面的機能発揮対策 府省庁名 水産庁 

概 要 
環境・生態系の維持・回復や安心して活動できる海域の確保など、漁業者等が行う水

産業・漁村の多面的機能の発揮に資する地域の活動を支援 

支援対象 
１ 地域協議会、活動組織、都道府

県及び市町村 
２ 民間団体 

補助率 
１定額 
２委託 

対象事業 

１水産多面的機機能発揮対策事業 
① 環境・生態系保全 
  ア 水域の保全：藻場、サンゴ礁の保全、魚介類の放流等 
  イ 水辺の保全：干潟、ヨシ帯の保全、内水面の生態系の維持・保全、漂流漂着物の回

収・処理等 
② 海の安全確保：国境・水域の監視、海の監視ネットワーク強化、海難救助等 
    ※ 多面的機能の理解・増進を図る取組（教育・学習） 
     ：漁村文化にかかる取組については、上記①又は②の活動にあわせて多面的機

能の理解・増進につながる教育・学習の取組を実施する場合に支援 
２ 水産多面的機能発揮対策支援事業 
 多面的機能を発揮させるために行う活動について、国民への理解促進を図るための啓

発・普及、講習会、専門員の派遣、技術サポートの実施及び分析・評価を行う。 
 

支援内容 
１ ① 定額（１／２相当） 

② 定額（ただし、資機材の整備については、１／２以内） 
２ 委託 

離島での 
実績 各地域の実績として切り分けることが困難 

備 考  

担当部署 水産庁漁港漁場整備部計画課企画班 
連絡先 03-3501-3082 

参照 HP http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_thema/sub391.html 
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○
水
産
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
事
業

【令
和
３
年
度
予
算
額
1,
80
0（
2,
29
9）
百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

環
境
・生
態
系
の
維
持
・回
復
や
安
心
して
活
動
で
きる
海
域
の
確
保
な
ど、
漁
業
者
等
が
行
う水
産
業
・漁
村
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
に
資
す
る
地
域
の
活
動
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
環
境
・生
態
系
の
維
持
・回
復
（
対
象
水
域
で
の
生
物
量
を
20
％
増
加
［
令
和
７
年
度
まで
］
）

○
安
心
して
活
動
で
き
る
海
域
の
維
持
（
環
境
異
変
等
へ
の
早
期
対
応
件
数
の
割
合
を2
0％

増
加
［
令
和
７
年
度
まで
］
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
水
産
庁
計
画
課
（
03
-3
50
1-
30
82
）

漁
業
者
等
が
行
う、
水
産
業
・漁
村
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
に
資
す
る
以
下
の
取
組
を

支
援
しま
す
。

１
．
環
境
・生
態
系
保
全

①
水
域
の
保
全

藻
場
、サ
ンゴ
礁
の
保
全
、魚

介
類
の
放
流
等
の
活
動
を
支
援
しま
す
。

②
水
辺
の
保
全

干
潟
、ヨ
シ
帯
の
保
全
、内

水
面
の
生
態
系
の
維
持
・保
全
、漂

流
漂
着
物
の
回
収
・

処
理
等
の
活
動
を
支
援
しま
す
。

２
．
海
の
安
全
確
保

国
境
・水
域
の
監
視
、海

の
監
視
ネ
ット
ワ
ー
ク強

化
、海

難
救
助
等
を
支
援
しま
す
。ま
た
、

これ
らの
活
動
に
必
要
な
資
機
材
の
購
入
を
支
援
しま
す
。

※
上
記
の
１
及
び
２
に
併
せ
て
実
施
す
る
多
面
的
機
能
の
理
解
・増
進
を
図
る
取
組
を
支
援

しま
す
。

干
潟
等
の
保
全
（
干
潟
の
耕
うん
）

藻
場
の
保
全
（
ウニ
の
駆
除
）

漂
流
漂
着
物
の
回
収
・処
理

国
境
・水
域
の
監
視

ヨシ
帯
の
保
全

災
害
時
の
流
木
の
回
収
・処
理

定
額

＜
事
業
の
流
れ
＞

国

地
域
協
議
会
（
県
・市
・漁
協
等
）

活
動
組
織

定
額
（
１
/２
相
当
）

（
２
の
事
業
（
資
機
材
の
整
備
は
1/
2以

内
）
）

（
１
の
事
業
）

定
額

定
額

地
域
協
議
会
（
県
・市
・漁
協
等
）

活
動
組
織

184



    

No. 57  R２補正予算額 4,000 百万円 

事業名 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 府省庁名 水産庁 

概 要 

外国漁船による無秩序な操業は、我が国周辺水域における水産資源管理の取組や円滑

な漁場利用を行う上で、大きな障害となっている。 
このため、外国漁船の影響を受けている漁場の機能回復や漁業者の経営安定・被害救

済のための対策を支援。 

支援対象 漁協等 補助率 定額、1/2、2/5、1/3、2/3 以内 

対象事業 

外国漁船の影響を受けている漁場の機能回復や漁業者の経営安定・被害救済のための対

策を支援。 
（１）漁場機能回復管理協力 

外国漁船の投棄漁具等の回収・処分等への支援 
（２）外国漁船被害救済支援 

外国漁船の操業状況調査・監視、外国漁船による漁具・施設被害の復旧支援等へ

の支援 
（３）漁業経営安定化支援等 

緊急避泊する外国漁船による被害を軽減するための監視活動等への支援 

支援内容 
（１）定額 
（２）定額、１/２以内 
（３）定額、1/2、2/5、1/3、2/3 以内 

離島での 
実績 

R 元年度 隠岐の島町、萩市、福岡市、五島市、小値賀町、平戸市、壱岐市、新上五島

町、対馬市 

備 考 予算額は令和２年度補正予算額を計上。基金により事業を執行。 

担当部署 水産庁資源管理部管理調整課 
連絡先 03－3502－8469 

参照 HP https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr50.pdf 
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50
韓
国
・中
国
等
外
国
漁
船
操
業
対
策
事
業

【令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
額
4,
00
0百
万
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト＞

韓
国
・中
国
等
の
外
国
漁
船
に
対
応
す
る
た
め
、我

が
国
の
水
域
に
お
い
て
漁
業
者
が
行
う外
国
漁
船
が
投
棄
した
漁
具
等
の
回
収
・処
分
や
外
国
漁
船
の
操
業
状
況
の
調
査
・

監
視
等
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

外
国
漁
船
の
操
業
に
よ
る
影
響
を受

け
て
い
る
漁
業
の
経
営
の
安
定

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

日
本
海
の
大
和
堆
周
辺
水
域
等
に
お
い
て
急
増
す
る
韓
国
・中
国
漁
船
や
道
東
・三
陸
沖
に

お
け
る
ロシ
ア
漁
船
等
に
よ
り影

響
を
受
け
て
い
る
漁
場
の
機
能
回
復
や
日
韓
漁
業
交
渉
中
断
等

に
伴
う我
が
国
漁
業
者
の
経
営
安
定
・被
害
救
済
の
た
め
の
対
策
を
基
金
に
よ
り支
援
しま
す
。

１
．
漁
場
機
能
回
復
管
理
協
力

外
国
漁
船
の
投
棄
漁
具
等
の
回
収
・処
分
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
漁
業
経
営
安
定
化
支
援
等

緊
急
避
泊
す
る
外
国
漁
船
に
よ
る
漁
具
や
施
設
の
被
害
を
軽
減
す
る
た
め
の
監
視
活
動
等
を

支
援
しま
す
。

３
．
外
国
漁
船
被
害
救
済
支
援

外
国
漁
船
の
操
業
状
況
調
査
・監
視
、外

国
漁
船
に
よ
る
漁
具
・施
設
被
害
の
復
旧
支
援
等

を
支
援
しま
す
。

４
．
漁
業
再
編
対
策
支
援

外
国
漁
船
の
操
業
等
の
影
響
に
よ
り漁

業
経
営
が
困
難
に
な
った
漁
船
の
計
画
的
か
つ
円
滑

な
再
編
整
備
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
（
一
財
）

日
韓
・日
中
協
定
対
策
漁
業
振
興
財
団

漁
協
等

定
額

定
額

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
水
産
庁
管
理
調
整
課
（
03
-3
50
2-
84
69
）

＜
背
景
＞

日
本
海
と東

シ
ナ
海
に
お
い
て
、本
来
、我
が
国
が
主
権
的
権
利
を
行
使
す
べ
き
水
域
に
広
大

な
日
韓
暫
定
水
域
や
日
中
暫
定
措
置
水
域
等
が
設
定
され
、外
国
漁
船
に
よ
る
無
秩
序
な
操

業
や
漁
具
の
投
棄
に
よ
る
漁
場
の
荒
廃
に
よ
って
、多
くの
資
源
が
低
位
水
準
とな
って
い
る
中
で
、

外
国
漁
船
に
対
応
し、
水
産
物
の
安
定
供
給
を
図
る
た
め
、資

源
の
回
復
を
図
る
とと
も
に
、我
が

国
漁
業
者
の
経
営
安
定
・被
害
救
済
を
実
施
す
る
こと
が
重
要
で
す
。

外
国
漁
船
の
調
査
・監
視

韓
国
漁
船
等
に
よ
る
投
棄
漁
具
の
回
収
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No. 58 R3 予算額 3,050 百万円

事業名 離島のガソリン流通コスト対策事業費 府省庁名 資源エネルギー庁

概 要

離島の石油製品の流通コストは流通経路等により本土と比べて割高となっており、加

えて、販売量が本土より少なく、ガソリンスタンド（SS）の必要経費も高くなっていま

す。

このため、輸送形態と本土からの距離に応じて補助単価を設定し、離島におけるガソ

リンの追加的な輸送コスト相当分を補助します。

支援対象 揮発油販売事業者等 補助率 定額補助（１０／１０）

対象事業 離島の SS等が島民等にガソリンを値引き販売する事業を支援。

支援内容 定額補助（１０／１０）

離島での
実績

＜補助対象離島＞

平成２３年度～平成２７年度：１７６島

平成２８年度：１７４島

平成２９年度～令和元年度：１７３島

令和２年度：１７２島

備 考

担当部署 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課

連絡先 03-3501-1511（内線：4661）

参照 HP https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pr/en/enecho_nenryou_27.pdf
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機
密
性
○

離
島
の
ガ
ソ
リン
流
通
コス
ト
対
策
事
業
費

令
和
３
年
度
予
算
額
30
.5
億
円
（
30
.5
億
円
）

事
業
の
内
容

条
件
（
対
象
者
、対
象
行
為
、補
助
率
等
）

国
民
間

団
体 等

補
助

事
業
イ
メ
ー
ジ

成
果
目
標

離
島
の
ガ
ソリ
ン
の
流
通
コス
トに
着
目
した
補
助
を
通
じ、
離
島
の
ガ
ソリ
ン小

売
価
格
を
実
質
的
に
下
げ
る
こと
を目

指
しま
す
。

離
島
の
ガ
ソ
リン
の
流
通
形
態
の
イ
メ
ー
ジ

事
業
目
的
・概
要

離
島
の
石
油
製
品
の
流
通
コス
トは
流
通
経
路
等
に
よ
り本

土
と比

べ
て
割
高
と

な
って
お
り、
加
え
て
、販

売
量
が
本
土
よ
り少

な
く、
ガ
ソ
リン
ス
タン
ド（

SS
）
の

必
要
経
費
も
高
くな
って
い
ます
。

この
た
め
、輸

送
形
態
と本

土
か
らの
距
離
に
応
じて
補
助
単
価
を
設
定
し、
離
島

に
お
け
る
ガ
ソ
リン
の
追
加
的
な
輸
送
コス
ト相

当
分
を
補
助
しま
す
。

補
助

定
額
（
10
/1
0）

揮
発
油

販
売
事
業
者

等

・
離
島
の
油
槽
所

・
離
島
へ
配
送
に
向
か
う
ロ
ー
リ
ー

・
離
島
配
送
用
の
ド
ラ
ム
缶

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

資
源
・燃
料
部

石
油
流
通
課

03
-3
50
1-
13
20
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No. 59 R3 予算額 70百万円

事業名
離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の

構築支援事業費
府省庁名 資源エネルギー庁

概 要

台風や冬場の時化などの自然現象により、石油製品が運搬できないこともあり、地域

のエネルギー安定供給の観点からも供給体制のあり方を検討する必要があります。

また、離島の石油製品は小口での海上輸送の必要性に加え、人口の減少、産業構造の

変化などによって需給のアンバランスが生じている可能性があり、本土との価格差の要

因となっていることが考えられます。

このため、地域ごとに関係者（自治体、事業者（元売・地元販売店）、需要家など）に

よる検討の場を設け、地域の実情を踏まえた石油製品の流通合理化策や安定供給体制等

を構築する取組を支援します。

支援対象
① 都道府県、市町村

② 民間団体等
補助率

①及び②

定額補助（１０／１０）

対象事業

地域ごとに関係者（自治体、事業者（元売・地元販売店）、需要家など）による検討の

場を設け、地域の実情を踏まえた石油製品の流通合理化策や安定供給体制等を構築する

取組を支援。

支援内容 定額補助（１０／１０）

離島での
実績

平成２７年度：北海道（奥尻島）、愛知県（日間賀島）、沖縄県（粟国島、渡名喜島）

平成２８年度：鹿児島県（トカラ列島）、長崎県（宇久島）、愛媛県（中島等）、香川県（塩

飽諸島）

平成２９年度：東京都（三宅島）、熊本県（御所浦地域）

平成３０年度：広島県（大崎上島）、佐賀県（高島、馬渡島地域）

令和元年度：香川県（豊島）、鹿児島県（三島村）

令和２年度：岡山県（笠岡諸島） 等

備 考

担当部署 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課

連絡先 03-3501-1511（内線：4661）

参照 HP https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pr/en/enecho_nenryou_27.pdf
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機
密
性
○

離
島
へ
の
石
油
製
品
の
安
定
・効
率
的
な
供
給
体
制
の

構
築
支
援
事
業
費

令
和
３
年
度
予
算
額
0.
7億
円
（
0.
7億
円
）

事
業
の
内
容

条
件
（
対
象
者
、対
象
行
為
、補
助
率
等
）

事
業
イ
メ
ー
ジ

事
業
目
的
・概
要

離
島
の
石
油
製
品
は
小
口
で
の
海
上
輸
送
の
必
要
性
に
加
え
、人

口
の
減
少
、

産
業
構
造
の
変
化
な
どに
よ
って
需
給
の
アン
バ
ラン
ス
が
生
じて
い
る
可
能
性
が

あ
り、
本
土
との
価
格
差
の
要
因
とな
って
い
る
こと
が
考
え
られ
ます
。

他
方
、台

風
や
冬
場
の
時
化
な
どの
自
然
現
象
に
よ
って
石
油
製
品
を
運
搬
で

き
な
い
こと
も
あ
り、
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
の
観
点
か
らも
供
給
体
制

の
あ
り方

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
りま
す
。

この
た
め
、地

域
ご
とに
関
係
者
（
自
治
体
、事

業
者
（
元
売
・地
元
販
売

店
）
、需

要
家
な
ど）

に
よ
る
検
討
の
場
を
設
け
、地

域
の
実
情
を
踏
ま
え
た

石
油
製
品
の
流
通
合
理
化
策
や
安
定
供
給
体
制
を
構
築
す
る
取
組
等
を
支

援
しま
す
。

成
果
目
標

毎
年
度
、全

国
最
大
６
地
域
に
お
い
て
、離

島
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
石
油

製
品
の
流
通
合
理
化
と安

定
供
給
の
対
策
の
策
定
を
目
指
しま
す
。

離
島
の
石
油
製
品
の
流
通
合
理
化
策
・安
定
供
給
体
制
の
検
討

国
民
間

団
体 等

補
助

揮
発
油

販
売
事
業

者
等

補
助

定
額
（
10
/1
0）

上
限
1,
00
0万

円

協
議
会
等
の
設
置

島
内
の
石
油
販
売
店

石
油
元
売

特
約
店
（
仲
卸
）

自
治
体
（
県
・市
町
村
）

主
な
需
要
家
（
漁
協
等
）

コン
サ
ル
テ
ィン
グ

地
域
の
関
係
者
間
で
石
油
製
品
の
流
通
合
理
化
・安
定
供
給
等
に
向
け
た

検
討
を行

い
、地

域
の
実
情
を踏

まえ
た
具
体
的
な
対
策
の
策
定
を支

援

離
島
の
石
油
製
品
の
流
通
合
理
化
策
・安
定
供
給
体
制
等
の
検
討

島
内
油
槽
所
や
給
油
所
に
お
け
る
石
油
製
品
備
蓄
増
強
に
よ
る
安
定
供
給

体
制
の
確
立

島
内
配
送
体
制
の
見
直
し、
共
同
配
送
等
を通

じた
流
通
合
理
化

石
油
製
品
の
海
上
輸
送
方
法
の
見
直
しに
よる
流
通
合
理
化

等

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

資
源
・燃
料
部

石
油
流
通
課

03
-3
50
1-
13
20
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No. 60 R3 予算額

事業名
先端設備等導入計画に係る固定資産税の特例に

ついて
府省庁名 中小企業庁

概 要

先端設備等導入計画に基づき、一定の設備を新規取得した場合に、市町村の判断により、

固定資産税を最大３年間ゼロ（*）にできる。

*課税標準を市町村の条例で定める割合（ゼロ～1/2）を乗じて得た額とする

支援対象

資本金額１億円以下の法人、従業員

数1,000人以下の個人事業主等のう

ち、先端設備等導入計画の認定を受

けた者（大企業の子会社を除く）

補助率

固定資産税の課税標準を、３年間ゼ

ロ～１／２（※）に軽減

※ 市町村の条例で定める割合

対象事業

市町村より認定を受けた、年平均３％以上の労働生産性の向上を見込む「先端設備等導

入計画」に基づき新規取得する、生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平均１％以

上向上する下記の設備（事業用家屋除く）。（※１）

【減価償却資産の種類（最低取得価格/販売開始時期）】

◆機械装置（160万円以上/10 年以内）

◆測定工具及び検査工具（30万円以上/5年以内）

◆器具備品（30万円以上/6年以内）

◆建物附属設備（※２）（60万円以上/14年以内）

◆構築物（120 万円以上/14 年以内）

◆事業用家屋は、取得価額の合計額が 300 万円以上の先端設備等とともに導入されたも

の

※１ 市町村によって異なる場合あり

※２ 家屋と一体となって効用を果たすものを除く

（注）生産、販売活動等の用に直接供されるものであること、中古資産でないことが

要件となります。

支援内容
固定資産税の課税標準を、３年間ゼロ～１／２（※）に軽減

※ 市町村の条例で定める割合

離島での
実績

備 考

〇生産性向上特別措置法の実績（令和 2年 12月末時点）

・固定資産税をゼロとした自治体数：1,651 自治体

・設備投資の認定件数：49,826 件

・見込まれる設備台数：144,692 台

・見込まれる設備投資額：約 1兆 5,222 億円

担当部署 中小企業庁経営支援部技術・経営革新課

連絡先 03-3501-1816

参照 HP http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html
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設
備
投
資
に
係
る
新
た
な
固
定
資
産
税
特
例
に
つ
い
て

第
1
9
6
回
通
常
国
会
に
て
成
立
し
た
「
生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
」
に
お
い
て
、
2
0
2
0
年
度
ま
で
の
期
間
を
集

中
投
資
期
間
と
位
置
づ
け
、
中
小
企
業
の
生
産
性
革
命
の
実
現
の
た
め
、
市
区
町
村
の
認
定
を
受
け
た
中
小
企
業

の
設
備
投
資
を
支
援
。

認
定
を
受
け
た
中
小
企
業
の
設
備
投
資
に
つ
い
て
は
、
臨
時
・
異
例
の
措
置
と
し
て
、
地
方
税
法
に
お
い
て
、
市

区
町
村
の
判
断
に
よ
り
、
2
0
2
0
年
度
末
ま
で
に
新
規
取
得
さ
れ
る
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
が
最
大
３
年

間
ゼ
ロ
（
※
1
）
に
な
る
特
例
を
講
じ
た
。

今
般
、
生
産
性
向
上
に
向
け
た
中
小
企
業
の
新
規
投
資
を
促
進
す
る
た
め
、
2
0
2
1
年
3
月
末
ま
で
と
な
っ
て
い
る

適
用
期
限
を
2
年
間
延
長
す
る
。

国国
（
導
入
促
進
指
針
の
策
定
）

市
区
町
村

市
区
町
村

（
導
入
促
進
基
本
計
画
の
策
定
）

中
小
企
業
（
※
2
）

中
小
企
業
（
※
2
）

（
先
端
設
備
等
導
入
計
画
の
策
定
）

協
議

申
請

同
意

認
定

（
※
1
）
軽
減
率
に
つ
い
て
は
、
導
入
促
進
基
本
計
画
を
策
定
し
た
自
治
体
に
お
い
て
、
条
例
に
よ
り
ゼ
ロ
か
ら
２
分
の
１
の
範
囲
内
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

（
※
2
）
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
上
の
中
小
企
業
が
対
象
。
た
だ
し
、
固
定
資
産
税
の
特
例
を
利
用
で
き
る
の
は
、
資
本
金
１
億
円
以
下
の
法
人
等
（
大
企
業
の
子

会
社
を
除
く
）
に
限
る
。

市
区
町
村
が
国
か
ら
「
導
入
促
進
基
本
計
画
」
の
同
意
を
受
け
た
地
域

に
所
在
し
て
い
る
中
小
企
業
が
対
象

１

年
平
均
３
％
以
上
の
労
働
生
産
性
の
向
上
を
見
込
む
「
先
端
設
備
等

導
入
計
画
」
の
認
定
を
受
け
た
設
備
投
資
が
対
象

2

P
O
IN
T
!

事
前
確
認

（
必
須
）

認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関

（
例
：
商
工
会
議
所
・
商
工
会
・
中
央
会
、

地
域
金
融
機
関
、
士
業
等
の
専
門
家

等
）

お
問
い
合
わ
せ
先

設
備
を
導
入
す
る
市
区
町
村
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No. 61 
 

 R3 当初予算 
R2 補正予算 

1,300 百万円 
  310 百万円 

事業名 離島活性化交付金 府省庁名 国土交通省 

概 要 

平成２５年度から施行された改正離島振興法を踏まえ、定住の促進を図るため創設した

離島活性化交付金を活用し、海上輸送費の軽減等戦略産業の育成による雇用拡大等の定

住促進、観光の推進等による交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取

組を支援する。 

支援対象 
①地方公共団体 
②民間団体 

補助率 
①１／２以内 
②１／３以内 等 

対象事業 

（１）「定住促進」事業…雇用機会の創出のための戦略産品開発、戦略産品の移出及び戦

略産品の原材料等の移入に係る海上輸送費支援、Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための

情報提供、空家改修等の人材受入のための施設整備、流通効率化関連施設整備など 
（２）「交流促進」事業…離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、

当該住民との交流の実施の推進など 
（３）「安全安心向上」事業…防災機能強化事業、防災計画策定等事業など 

支援内容 

上記事業に対する取り組みに対し、以下の交付率にて支援を行う。 
補助率：都道県、市町村、一部事務組合…予算の範囲内で各事業の 1/2 以内 
    民間団体…予算の範囲内で各事業の 1/3 以内 

（ただし、国の負担額は、地方公共団体の負担額と同額までとし、

都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接補助とする。） 
流通効率化関連施設整備等事業は、民間団体であっても 1/2 以内 

        特定有人国境離島の輸送費支援事業は、6／10 以内 
（ただし、国の負担額は、地方公共団体の負担額と同額までとし、

都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接補助とする。）     

離島での 
実績 

R2 奥尻島（定住促進事業（海上輸送費支援））、神津島（交流促進事業（離島留学））、

中通島（安全安心向上事業（避難所改修））等 

備 考  

担当部署 国土交通省国土政策局離島振興課 
連絡先 03-5253-8421 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/kokudoseisaku_chirit_fr_000007.html 
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離
島
活
性
化
交
付
金

平
成
２
５
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
た
改
正
離
島
振
興
法
を
踏
ま
え
、
定
住
の
促
進
を
図
る
た
め
創
設
し
た
離
島
活
性
化
交
付
金
を
活
用
し
、

海
上
輸
送
費
の
軽
減
等
戦
略
産
業
の
育
成
に
よ
る
雇
用
拡
大
等
の
定
住
促
進
、
観
光
の
推
進
等
に
よ
る
交
流
の
拡
大
促
進
、
安
全
・安

心
な
定
住
条
件
の
整
備
強
化
等
の
取
組
を
支
援
す
る
。

◆
事
業
実
施
主
体
：
都
道
県
、
市
町
村
、
民
間
団
体

◆
対
象
事
業
：
以
下
の
事
業
メ
ニ
ュ
ー
に
該
当
す
る
も
の

◆
補
助
率
：
都
道
県
、
市
町
村
、
一
部
事
務
組
合
・
・
・
予
算
の
範
囲
内
で
各
事
業
の
１
／
２
以
内

民
間
団
体
・
・
・
予
算
の
範
囲
内
で
各
事
業
の
１
／
３
以
内

（
国
の
負
担
額
は
、
地
方
公
共
団
体
の
負
担
額
と
同
額
ま
で
と
し
、
都
道
県
、
市
町
村
、

一
部
事
務
組
合
を
通
じ
た
間
接
補
助
と
す
る
。
）

※
流
通
効
率
化
関
連
施
設
整
備
等
事
業
は
、
民
間
団
体
で
あ
っ
て
も
１
／
２
以
内

※
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
係
る
輸
送
費
支
援
は
、
６
／
１
０
以
内

（
国
の
負
担
額
は
、
地
方
公
共
団
体
の
負
担
額
の
３
倍
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。
）

◆
事
業
期
間
：
原
則
と
し
て
３
年
以
内

◆
成
果
目
標
：
あ
ら
か
じ
め
提
出
す
る
事
業
計
画
に
お
い
て
、
定
量
的
な
成
果
目
標
を
設
定

産
業
活
性
化
事
業

雇
用
機
会
の
創
出
の
た
め
の
戦
略
産
品
開
発

戦
略
産
品
の
移
出
に
係
る
輸
送
費
支
援

原
材
料
等
の
移
入
に
係
る
輸
送
費
支
援

定
住
誘
引
事
業

Ｕ
・
Ｊ
・
Ｉタ
ー
ン
希
望
者
の
た
め
の
情
報
提
供

空
家
改
修
等
の
人
材
受
入
れ
の
た
め
の
施
設
整
備

既
存
施
設
の
シ
ェ
ア
オ
フ
ィ
ス
等
へ
の
改
修

防
災
機
能
強
化
事
業

計
画
策
定
等
事
業

目
的

･
地
域
防
災
計
画
修
正
事
業

･
災
害
時
エ
ネ
ル
ギ
ー
確
保
の

た
め
の
調
査
・
計
画
策
定

離
島
に
お
け
る
地
域
情
報
の
発

信 島
外
住
民
と
の
交
流
の
実
施
の

推
進

交
流
拡
大
の
た
め
の
仕
掛
け
づ

く
り

･
倉
庫
、
荷
さ
ば
き
施
設
、
荷
役
機
材
、
冷
凍
･
冷
蔵
庫
の
整
備

･
品
質
・
衛
生
管
理
高
度
化
機
材
の
整
備
（
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
の
み
）

流
通
効
率
化
関
連
施
設
整
備
等
事
業

･
避
難
施
設
整
備

･
既
存
防
災
拠
点
の
改
修
等

･
避
難
階
段
、
案
内
板
等
簡
易
な

施
設
の
整
備

･
緊
急
時
物
資
等
輸
送
施
設
の
整
備

･
災
害
応
急
対
策
施
設
の
整
備

･
感
染
症
対
策
等
の
隔
離
施
設
及
び

物
品
等
の
整
備

○
「
定
住
促
進
」
事
業

○
「
交
流
促
進
」
事
業

○
「
安
全
安
心
向
上
」
事
業

※
輸
送
費
支
援
は
、
３
年
経
過
後
も
同
品
目
に
よ
る
継
続
可
能
。

令
和
３
年
度
決
定
額
：
1
3
.0
億
円
（
前
年
度
予
算
額
：
1
4
.0
億
円
）

･
定
住
希
望
者
の
生
活
上
必
要
な
知
識
の
習
得
機
会
の
提
供

･
観
光
地
域
づ
く
り
推
進
主
体
立
上
げ

･
滞
在
交
流
型
観
光
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

･
交
流
人
口
の
拡
大
に
必
要
な
ト
イ
レ
改
修

･
離
島
留
学
、
交
流
イ
ベ
ン
ト
開
催

･
Ｐ
Ｒ
映
像
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
制
作

･
イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る
Ｐ
Ｒ
活
動
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No. 62  R３予算額 － 

事業名 離島における割増償却制度 府省庁名 国土交通省 

概 要 

離島振興対策実施地域のうち、産業の振興に関する計画を策定している市町村の対象

地区において、事業（製造業、旅館業、農林水産物等販売業及び情報サービス業等）を行

う者が、当該事業のために用いる設備（機械、建物、構築物等）を取得し、使用した場

合、普通償却に加え、５年間割増償却を行うことができる。 

支援対象 ①主として民間事業者 補助率 
償却率 
機械・装置：普通償却限度額の 32％ 
建物・附属設備、構築物：普通償却限度額の 48％ 

対象事業 

・製造業 
・旅館業 
・農林水産物等販売業 
・情報サービス業等 

支援内容 
事業者が、対象事業のために用いる設備（機械、建物、構築物等）を取得し、使用した

場合、普通償却に加え、５年間割増償却を行うことができる。 

離島での 
実績 

平成 26 年 １社２件（新潟県佐渡市） 
平成 27 年 １件 
平成 28 年 ２件 
平成 29 年 ２社６件（新潟県佐渡市（１社３件）、長崎県五島市（１社３件）） 
 佐渡市：島外の企業が佐渡島で、新たにホテル事業を開始した。地元での新規雇用も

生まれた。 
 五島市：地元の養豚業者が飼育頭数の増加によって、新たな豚舎を建設した。地元で

の新規雇用も生まれた。 
平成 30 年 １社２件（長崎県五島市） 
令和元年  6 件 

備 考 
離島振興対策実施地域における産業の振興に関する計画を策定し、関係大臣（総務・

農林水産・国土交通）の地区の指定を受けなければ利用できない。 

担当部署 国土交通省国土政策局離島振興課 
連絡先 03-5253-8421 

参照 HP https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/hra_zei.html 
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離
島
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
に
係
る
割
増
償
却
制
度
（所
得
税
・法
人
税
）

離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
の
う
ち
、
市
町
村
の
長
が
産
業
の
振
興
に
関
す
る
計
画
を
策
定
す
る
地
区
と
し
て
関

係
大
臣
（
総
務
・
農
林
水
産
・
国
土
交
通
）
が
指
定
す
る
地
区
に
お
い
て
、
事
業
者
が
製
造
業
、
農
林
水
産
物
等

販
売
業
、
旅
館
業
及
び
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
等
の
た
め
に
用
い
る
設
備
（
機
械
、
建
物
、
構
築
物
等
）
を
取
得
等
し
、

供
用
し
た
場
合
、
５
年
間
割
増
償
却
が
で
き
る
。

（
１
）
対
象
業
種
、
取
得
価
額
要
件
等

■
製
造
業
・
旅
館
業

資
本
金
5
,0
0
0
万
円
以
下

資
本
金
5
,0
0
0
万
円
超
1
億
円
以
下

資
本
金
1
億
円
超

5
0
0
万
円
以
上
の
機
械
・
装
置
、

建
物
・
附
属
設
備
、
構
築
物
に
係
る
取
得
等

1
,0
0
0
万
円
以
上
の
機
械
・
装
置
、

建
物
・
附
属
設
備
、
構
築
物
に
係
る
新
増
設

2
,0
0
0
万
円
以
上
の
機
械
・
装
置
、

建
物
・
附
属
設
備
、
構
築
物
に
係
る
新
増
設

（
２
）
償
却
率

機
械
・
装
置
：
普
通
償
却
限
度
額
の
3
2
％
、
建
物
・
附
属
設
備
、
構
築
物
：
普
通
償
却
限
度
額
の
4
8
％

（
３
）
償
却
期
間
5
年

（
４
）
適
用
期
限
令
和
5
年
3
月
3
1
日
ま
で

対
象
業
種
、
取
得
価
額
要
件
等

■
農
林
水
産
物
等
販
売
業
・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
等

5
0
0
万
円
以
上
の
取
得
等
（
資
本
金
5
,0
0
0
万
円
超
は
新
増
設
）

【
１
億
円
の
機
械
を
取
得
。
耐
用
年
数
が
1
0
年
、
2
0
0
％
定
率
法
に
よ
る

償
却
と
し
た
場
合
】

◆
割
増
償
却
を
適
用
す
る
と

…

（
万
円
）

１
年
目
で
は
、
普
通
償
却
額

2,
00

0万
円
（
1億
円
×
普
通
償
却
率

20
％
）
に
加
え
、

64
0万
円
（
2,

00
0万
円
×
割
増
償
却
率

32
％
）
の

償
却
が
可
能
。
し
た
が
っ
て
、

14
8万
円
（
64

0万
円
×
法
人
税
率

23
.2
％
）
の
法
人
税
の
繰
り
延
べ
が
可
能
に
。

⇒
５
年
間
で
、
合
計

30
4万
円
の
法
人
税
が
繰
り
延
べ
可
能
。

☆
建
物
・
附
属
設
備
、
構
築
物
に
も
利
用
可
能

（
普
通
償
却
限
度
額
の
4
8
％
）

☆
事
業
者
の
規
模
に
応
じ
、
よ
り
小
規
模
の
投
資
へ
も
利
用
可
能

な
ど
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

1年
2年

3年
4年

5年
6年

7年
8年

9年
10
年

割
増
償
却

通
常
償
却

（
普
通
償
却
額
の

32
％
）

（
普
通
償
却
額
）

さ
ら
に
、
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No. 63  R3 予算額 9,303 千円 

事業名 全国の島々が集まる祭典「アイランダー」 府省庁名 国土交通省 

概 要 

全国の離島地域が都心に集まり「島と都市部との交流」「島と島との交流」を通じて定

住促進を図る事業である「アイランダー」を開催し、離島の魅力の情報発信を行う場を

提供するとともに、都市住民の離島に対するニーズの把握を目的とした調査業務（参加

者等へのアンケート）を行う。 
令和 2 年度は新型コロナウィルス感染症の影響を鑑み、オンラインにて開催した。今

年度も主にオンラインで開催予定。コンテンツ内容も昨年度と同様にオンラインでの交

流イベントや移住定住の個別相談等を想定。 

支援対象 
①離島関係都道県及び市町村 
②離島関係組織 

補助率 － 

対象事業 

・アイランダーへの参加 
・移住定住及び観光に関する情報の発信 
・島産品の販売 
・他島との交流 

支援内容 
・イベントの開催 
・調査データのフィードバック 

離島での 
実績 平成６年３月以来、28 回開催（令和２年度末時点） 

備 考 原則として、（公財）日本離島センター会員及び離島関係組織のみ参加可能 

担当部署 国土交通省国土政策局離島振興課 
連絡先 03-5253-8421 

参照 HP http://www.i-lander.com/ 
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ア
イ
ラ
ン
ダ
ー
（
平
成
６
年
３
月
～
毎
年
開
催
（
※
平
成
７
年
は
２
回
開
催
）
）

＜
コ
ン
テ
ン
ツ
内
容
＞

○
島
の
基
本
情
報

各
島
の
紹
介
文
、
島
へ
の
ア
ク
セ
ス
、
観
光
情
報
、
島
の
グ
ル
メ
等
と
い
っ

た
島
に
関
す
る
情
報
を
紹
介

○
オ
ン
ラ
イ
ン
交
流
イ
ベ
ン
ト

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム
（
zo
o
m
）
を
利
用
し
て
、
移
住
セ
ミ
ナ
ー
、
ク
イ
ズ

大
会
等
を
視
聴
者
参
加
型
で
実
施

○
ラ
イ
ブ
配
信

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム
（
zo
o
m
）
を
利
用
し
て
、
観
光
案
内
の
中
継
、
物

産
展
か
ら
の
ラ
イ
ブ
中
継
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、
等
を
実
施

○
個
別
相
談

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム
（
zo
o
m
）
を
利
用
し
て
、
移
住
定
住
、
島
へ
の
観

光
を
検
討
し
て
い
る
方
を
対
象
に
１
対
１
で
の
移
住
定
住
・
観
光
相
談
を
実
施

◇
離
島
の
交
流
推
進
支
援
調
査
業
務
「
ア
イ
ラ
ン
ダ
ー
」

全
国
の
島
が
一
体
と
な
っ
て
島
の
も
つ
自
然
・歴
史
・文
化
・生
活
な
ど
の
す
ば
ら
し
さ
を
ア
ピ
ー
ル
し
、
交
流
人
口
の
拡
大
、
Ｕ
Ｊ
Ｉタ
ー

ン
の
促
進
を
図
り
、
離
島
地
域
の
活
性
化
に
資
す
る
目
的
で
行
う
「離
島
」と
「都
市
及
び
そ
の
他
地
域
」と
の
交
流
事
業
で
あ
る
、
「ア
イ

ラ
ン
ダ
ー
」
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

【
令
和
３
年
度
予
定
】

ア
イ
ラ
ン
ダ
ー
20
21
※
今
年
度
も
主
に
オ
ン
ラ
イ
ン
に
て
開
催
予
定
。

コ
ン
テ
ン
ツ
内
容
も
昨
年
度
と
同
様
に
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
交
流
イ
ベ
ン
ト
や
移
住
定
住
の
個
別
相
談
等
を
想
定
。

開
催
日
：
令
和
３
年
1
1
月
中
旬
～
12
月
上
旬
の
予
定
※
令
和
２
年
度
は
令
和
２
年
1
1月
2
0日
～
29
日
の
10
日
間

開
催
場
所
：
実
行
委
員
会
が
運
営
す
る
公
式
H
P

主
催
：
国
土
交
通
省
、
公
益
財
団
法
人
日
本
離
島
セ
ン
タ
ー

【
令
和
２
年
度
実
績
】
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
鑑
み
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
て
開
催

参
加
離
島
数
：
18
3
島
、
参
加
団
体
：8
7（
島
外
団
体
含
む
）
公
式
H
P
閲
覧
者
数
：9
,9
5
5人
（
10
日
間
）

視
聴
者
参
加
型
イ
ベ
ン
ト
参
加
者
数
：
43
1名
、
ラ
イ
ブ
配
信
参
加
者
数
：4
0
5名

※
左
記
の
参
加
者
数
は
10
日
間
の
累
計

○
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
（
求
人
相
談
）

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム
（
W
e
b
e
x）
を
利
用
し
て
、
離
島
の
求
人
相
談
を

実
施

○
島
の
マ
ル
シ
ェ

離
島
の
通
信
販
売
サ
イ
ト
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
紹
介

○
し
ま
っ
ち
ん
ぐ

離
島
の
ビ
ジ
ョ
ン
や
求
め
る
企
業
の
情
報
を
掲
載
し
、
興
味
を
持
っ
た
企
業

と
の
オ
ン
ラ
イ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
離
島
と
島
外
企
業
と
の

コ
ラ
ボ
に
よ
る
新
た
な
事
業
展
開
を
図
る

参
考
：
オ
ン
ラ
イ
ン
「
ア
イ
ラ
ン
ダ
ー
2
0
2
0
」

h
tt
p
s:
/
/
w
w
w
.i-
la
n
d
e
r.
c
o
m
/
2
0
2
0
/
in
d
e
x.
p
h
p
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No. 64  R3 予算額 - 

事業名 離島と企業をつなぐ「しまっちんぐ」 府省庁名 国土交通省 

概 要 
・離島と企業をつなぐ「マッチング」の場を設け、商談などを通じて、離島の活性化につ

なげる取組 
・令和 2 年度は新型コロナウィルス感染症の影響を鑑み、オンラインにて開催。 

支援対象 離島振興対策実施地域等の関係者 補助率 ― 

対象事業 

離島地域と企業が協働で、地域課題の解決につながる活性化プロジェクトを立ち上げる

ため、以下内容を実施。 
①離島のニーズの掘り起こし 
（コーディネーターの派遣による離島でのワークショップの開催） 
②離島と企業をつなぐマッチング交流会の実施 
（離島と企業が直接対話する商談・交流会を東京で開催） 

支援内容 ②について、国土交通省が開催。①については、自治体が任意で自己負担により行う。 

離島での 
実績 

平成 27 年度：７地域が参加 
平成 28 年度：12 地域が参加 
平成 29 年度：８地域が参加 
平成 30 年度：７地域が参加 
令和元年度：10 地域が参加 
令和２年度：９地域が参加 

①北海道礼文町   礼文島     ⑥島根県西ノ島町  西ノ島 
②東京都利島村   利島      ⑦岡山県笠岡市   笠岡諸島 
③愛知県西尾市   佐久島     ⑧香川県土庄町   小豆島 
④三重県鳥羽市   菅島      ⑨鹿児島県天城町  徳之島 
⑤滋賀県近江八幡市 沖島 
 

備 考 

平成 27 年度から開始された事業である。 
例年、夏頃に参加離島の募集を行う。 
参加者・要件は問わないが、自治体担当者を通じた参加が条件。 
詳細は HP 参照 

担当部署 国土交通省国土政策局離島振興課 
連絡先 03-5253-8421 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/shimatching.html 
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離
島
と
企
業
を
つ
な
ぐ

『
し
ま
っ
ち
ん
ぐ
』
の
概
要

〇
地
域
課
題
を
解
決
す
る
１
つ
の
手
段
と
し
て
、
離
島
と
企
業
を
つ
な
ぐ
「マ
ッ
チ
ン
グ
」
の
場
を
提
供
す
る
『し
ま
っ
ち
ん
ぐ
』を
開
催
。

〇
対
話
重
視
の
マ
ッ
チ
ン
グ
に
よ
り
、
離
島
活
性
化
の
た
め
の
事
業
に
つ
な
げ
る
。

〇
今
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
の
影
響
を
踏
ま
え
、
W
E
B
サ
イ
ト
を
通
じ
た
マ
ッ
チ
ン
グ
を
実
施
。

・
島
を
活
性
化
し
た
い

・
島
の
魅
力
を
も
っ
と
活
か
し
た
い

・
外
の
企
業
と
交
流
す
る
機
会
が
少
な
い

・
特
設
W
e
bサ
イ
ト
に
離
島
側
の
情
報
を
掲
載

「
し
ま
っ
ち
ん
ぐ
」
ペ
ー
ジ
に
島
の
ビ
ジ
ョ
ン
や
離
島
側
が
ど
の
よ
う
な
企
業
･

人
材
を
求
め
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
の
情
報
（
動
画
等
）
を
掲
載

離
島
地
域

・
島
と
事
業
を
立
ち
上
げ
た
い
が
、
島
の
こ
と
が
良
く
わ
か
ら
な
い

・
島
に
貢
献
し
た
い
が
つ
な
が
り
方
が
わ
か
ら
な
い

民
間
企
業
（
島
外
）

離
島
の
活
性
化

～
離
島
と
企
業
を
つ
な
ぐ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
～

W
E
B
版
「
し
ま
っ
ち
ん
ぐ
」

離
島
と
企
業
の
思
い
が
マ
ッ
チ
ン
グ
し
た
ら
事
業
化
を
目
指
す
。

離
島
と
企
業
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施

沖
島
（
滋
賀
県
近
江
八
幡
市
）
で
は
、
「
し
ま
っ
ち
ん
ぐ
」
を
き
っ
か
け
に
、

沖
島
小
学
校
、
行
政
、
地
元
協
議
会
、
コ
ー
プ
お
き
な
わ
、
コ
ー
プ
し
が
、

池
田
牧
場
が
連
携
し
、
児
童
に
よ
る
島
の
特
産
(さ
つ
ま
い
も
)を
つ
か
っ
た
ア

イ
ス
ク
リ
ー
ム
づ
く
り
を
行
い
、
平
成
2
9
年
2
月
に
販
売
会
を
開
催
｡

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
例
】
島
の
小
学
生
に
よ
る
特
産
品
開
発

・
民
間
企
業
と
離
島
地
域
が
オ
ン
ラ
イ
ン
で
交
流

W
EB
会
議
ツ
ー
ル
を
使
っ
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
離
島
関
係
者
と
企
業
側
が
交
流

W
E
B
版
し
ま
っ
ち
ん
ぐ

○
○
島
（
○
県
○
市
）

【
W

EB
サ
イ
ト
掲
載
】

･離
島
の
概
況

･離
島
の
ビ
ジ
ョ
ン

･離
島
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

･求
め
る
企
業
の
説
明
動
画
な
ど

･オ
ン
ラ
イ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
予
約
フ

ォ
ー
ム
等

お
互
い
が
顔
の
見
え
る
形
で
、

PR
や
関
心
事
項
等
を
意
見
交
換
･

情
報
交
換
し
つ
つ
、
離
島
活
性
化
に

資
す
る
事
業
化
に
向
け
た
マ
ッ
チ
ン

グ
の
可
能
性
を
追
求

企
業
関
係
者
が
離
島
の
情
報
を
確
認

P
R
動
画
等
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No. 65  R3 当初予算 151 百万円 

事業名 スマートアイランド推進実証調査 府省庁名 国土交通省 

概 要 
離島地域が抱える課題解決のため、ＩＣＴやドローンなどの新技術の離島地域への実装

を図る実証調査を行う 

支援対象 
離島振興対策実施地域を構成員に

含むコンソーシアム等 
補助率 

- 
(国土交通省による調査事業) 

対象事業 

離島振興法に明示する離島振興基本方針※に掲げる各分野における課題を対象とし、

当該離島が目指す離島振興のビジョン及び現状の課題を踏まえた対策として実施する実

証調査とする。 
※参照 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/kokudoseisaku_chirit_fr_000004.html 

支援内容 新技術や新たな知見の社会実装に必要な事項の検証と実証調査に要する経費 

離島での 
実績 

八丈島、日間賀島ほか 
参照： 
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/kokudoseisaku_chirit_tk_000317.html 

備 考  令和２年度から開始された事業である。 

担当部署 国土交通省国土政策局離島振興課 
連絡先 03-5253-8421 

参照 HP https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/smartisland.html 
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広
域
連
携
体
制
構
築
調
査
等

ア
イ
ラ
ン
ダ
ー
（
継
続
）

【
目
的
】

○
全
国
の
離
島
地
域
の
関
係
者
が
都
心
に
集
ま
り
、
交
流
促
進

や
定
住
促
進
の
た
め
、
離
島
の
魅
力
の
情
報
発
信
を
行
う
機
会

を
提
供
し
、
都
市
住
民
側
の
ニ
ー
ズ
を
把
握

【
内
容
】

①
交
流
事
業
や
観
光
情
報
の
発
信

②
移
住
情
報
の
発
信
（
求
人
情
報
、
空
屋
、
借
家
情
報
等
）

③
離
島
の
伝
統
文
化
の
体
験
、
特
産
品
の
紹
介
等

ス
マ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
推
進
実
証
調
査
（
継
続
）

離
島
地
域
に
お
け
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
の
感
染
症
拡

大
リ
ス
ク
を
低
減
、
リ
モ
ー
ト
化
に
よ
る
医
療
体
制
の
構
築
等
を

図
る
た
め
、
ＩＣ
Ｔ
や
ド
ロ
ー
ン
等
の
新
し
い
技
術
の
導
入
を
推
進

す
る
た
め
に
必
要
な
実
証
調
査
を
行
う
。

【
目
的
】

○
本
土
に
比
し
て
厳
し
い
生
活
環
境
下
に
あ
り
様
々
な
地
域
課
題
を
抱
え
る
離
島
と
IC
T
な
ど
の
新
技
術
等
を
有
す
る
民
間
企

業
・
団
体
と
が
協
力
し
、
新
技
術
等
の
実
装
に
向
け
た
実
証
を
行
う
と
と
も
に
、
得
ら
れ
た
知
見
の
全
国
の
離
島
へ
の
普
及
を
図

る
こ
と
で
、
離
島
地
域
の
課
題
解
決
を
目
指
す
。

【
内
容
】

○
離
島
地
域
と
民
間
企
業
等
と
が
一
体
と
な
り
、
新
技
術
・知
見
の
地
域
へ
の
導
入
を
実
証
す
る
た
め
の
調
査
を
行
う
。

○
実
証
調
査
の
確
実
な
フ
ォ
ロ
ー
と
調
査
で
得
ら
れ
た
知
見
の
全
国
の
離
島
へ
の
的
確
な
横
展
開
を
図
る
。

○
離
島
地
域
と
民
間
企
業
等
が
一
堂
に
会
す
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
設
け
、
効
果
的
な
マ
ッ
チ
ン
グ
の
機
会
を
創
出
す
る
。

感
染
症
対
策
関
連

食
料
品

日
用
品

検
体

薬
アル
コー
ル
・

マス
ク

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る

発
電
の
イ
メ
ー
ジ

物
資
輸
送
と
遠
隔
医
療
の
イ
メ
ー
ジ

令
和
３
年
度
予
算
１
．
６
億
円
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No. 66  R3 予算額 331 百万円 

事業名 官民連携基盤整備推進調査費 府省庁名 国土交通省 

概 要 
官民連携による地域活性化を図るため、民間の設備投資等と一体的に実施する国土交

通省所管の基盤整備（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等）の事業

化検討について、都道府県・市町村に対して、調査費補助を行う。 

支援対象 地方公共団体（都道府県、市町村等） 補助率 １／２ 

対象事業 

地方公共団体が民間の事業活動等と一体的に実施する、国土交通省所管の基盤整備事

業（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設）の事業化

に向けて必要な調査検討の経費。 
 

① 施設整備の内容に関する調査 
（基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等） 
② 上記①で調査した施設の整備・運営手法に関する調査 
（PPP/PFI 手法の選定、官民の業務分担、VFM の算定等） 

支援内容 

補助率： １／２ 
 
令和３年度も引き続き、下記の調査について重点支援しています。 
・PPP/PFI の推進に資する調査 
・広域的な観光又は交流拠点形成の促進に係る調査 

離島での 
実績 

H25 石垣市（クルーズ船寄港のための港湾整備の検討で活用） 
H28 石垣市（旧石垣空港跡地における公園整備の検討で活用） 
R3 新潟県・佐渡市（両津港における港湾再整備の検討で活用） 

備 考  

担当部署 国土交通省国土政策局広域地方政策課調整室 
連絡先 03-5253-8360 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html 
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地
域
活
性
化
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
民
間
事
業
活
動
と
一
体
的
に
実
施
す
る
国
土
交
通
省
所
管
の
基
盤
整
備
（
道
路
、
海
岸
、
河
川
、

港
湾
、
都
市
公
園
、
市
街
地
整
備
、
空
港
等
）
を
進
め
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
行
う
事
業
化
の
検
討
を
支
援
す
る
。

特
に
、

PP
P/

PF
Iの
推
進
に
資
す
る
調
査
及
び
広
域
的
な
観
光
又
は
交
流
拠
点
形
成
の
促
進
に
係
る
調
査
を
重
点
支
援
す
る
。

官
民
連
携
に
よ
る
地
域
活
性
化
の
た
め
の
基
盤
整
備
推
進
支
援
事
業

（
官
民
連
携
基
盤
整
備
推
進
調
査
費
）

制
度
の
事
例

社
会
基
盤
整
備

民
間
事
業
活
動

【
凡
例
】

例
：
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
受
入
の
た
め
の
港
湾
施
設
整
備
の
検
討

<調
査
内
容

>
①
施
設
整
備
の
内
容
に
関
す
る
調
査

・
基
礎
デ
ー
タ
収
集
、
需
要
予
測

・
施
設
配
置
、
概
略
設
計

・
整
備
効
果
検
討
等

②
施
設
の
整
備
・
運
営
手
法
に
関
す
る
調
査

・
PP

P/
PF

I事
業
手
法
の
選
定

・
官
民
の
役
割
分
担

・
VF

M
の
算
定
等

※
国
土
交
通
省
所
管
の
道
路
、
海
岸
、
河
川
、
港
湾
、
都
市
公
園
、
市
街
地

整
備
、
空
港
等
の
公
共
土
木
施
設
（
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
の
基

幹
事
業
等
と
し
て
実
施
が
可
能
な
も
の
）

【
配
分
先
】
地
方
公
共
団
体
（
都
道
府
県
・
市
町
村
等
）

【
補
助
率
】
１
／
２

【
支
援
内
容
】

制
度
の
概
要

民
間
の
事
業
活
動
等
と
一
体
的
に
実
施
す
る
、
国
土
交

通
省
所
管
の
基
盤
整
備
※
の
事
業
化
に
向
け
て
必
要
な

調
査
検
討
の
経
費
を
補
助
す
る
。

例
：
観
光
振
興
の
た
め
の
公
園
整
備
の
検
討

令
和
３
年
度
予
算
3
3
1
百
万
円

【
調
査
内
容
の
例
】

①
港
湾
施
設
整
備
に
係
る
需
要
調
査
、
大

型
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
に
必
要
な
港
湾
機

能
の
検
討

②
①
の
調
査
結
果
に
基
づ
く
岸
壁
、
エ
プ

ロ
ン
、
駐
車
場
、
ア
ク
セ
ス
道
路
の
概
略

設
計

等

【
調
査
内
容
】

①
公
園
施
設
の
再
整
備
及
び
ア
ク
セ
ス

道
路
の
拡
幅
等
に
係
る
需
要
調
査
、

基
本
計
画
策
定
、
概
略
設
計

②
公
園
施
設
の
整
備
・
管
理
運
営
に
係

る
PP

P/
PF

I導
入
可
能
性
検
討

等

ク
ル
ー
ズ
船

ク
ル
ー
ズ
乗
客
向
け
に
背
後
圏
の
観
光

地
を
巡
る
体
験
型
観
光
ツ
ア
ー
を
企
画

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化
し
た
物
産

販
売
施
設
の
建
設
、

W
i-F

i
対
応
し
た
旅
客
施
設
の
建
設
、

周
遊
バ
ス
の
運
行

歓
迎
イ
ベ
ン
ト
施
設
を
設
置
し
、

お
も
て
な
し
活
動
の
実
施

大
型
ク
ル
ー
ズ
船
入
港
に
必
要
な
港

湾
施
設
の
整
備
港
湾
機
能
の
強
化

（
岸
壁
、
エ
プ
ロ
ン
、
駐
車
場
）

観
光
地
へ
の
ア
ク
セ
ス

道
路
の
拡
幅
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No. 67  R3 当初予算 20,587 百万円 

事業名 地域公共交通確保維持改善事業 府省庁名 国土交通省 

概 要 
地域の多様な主体の連携・協働による、地域の暮らしや産業に不可欠な交通サービス

の確保・充実に向けた取組を支援 

支援対象 

公共交通事業者等（地域における協

議会の議論を経て計画を作成する

ことが前提）、地域における協議会 
又は地方公共団体 

補助率 １／２、１／３等 

対象事業 

 
○地域の実情に応じた生活交通の確保維持（以下「確保維持事業」） 

幹線バス交通や地域内交通の運行 
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通や過疎地域等のコミュニティバス、 
 デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の運行を支援 
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通や過疎地域等のコミュニティバス、 
 デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の車両購入、貨客混載の導入を支援 
・旅客運送サービス継続のためのダウンサイジング等の取組を支援 
  

離島航路・航空路の運航 
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等を支援 
 
○快適で安全な公共交通の構築（以下「バリア解消促進等事業 」） 
・高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福祉タクシーの導入、 
鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備 
・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等 
 
○持続可能な地域公共交通の実現に向けた計画の策定（以下「調査等事業」） 
・公共交通のマスタープランである「地域公共交通計画」の策定に資する調査等 
・バリアフリー化を促進するためのマスタープラン・基本構想の策定に係る調査 
 

支援内容 

○確保維持事業  ＜補助率＞1/2 等 
○バリア解消促進等事業  ＜補助率＞1/3 等 
○調査等事業 ＜補助率＞1/2 
 
※ 国の認定を受けた地域公共交通利便増進実施計画等に基づく事業に対しては、補助要

件の緩和等により支援内容を充実 
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離島での 
実績 

令和２年度実績 
・離島航路運営費補助  １２６航路 
・離島航空路運航費補助 １４航空路 等 

備 考  

担当部署 国土交通省総合政策局地域交通課 
連絡先 ０３－５２５３－８３９６ 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html 
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＜
支
援
の
内
容
＞

○
地
域
に
お
け
る
一
層
の
連
携
・
協
働
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
向
け
た
取
組
の
促
進
を
図
る
た
め
の
「
地
域
公
共
交
通
計
画
」
の
策
定
に
資
す
る
調
査
等

＜
支
援
の
内
容
＞

○
高
齢
化
が
進
む
過
疎
地
域
等
の
足
を
確
保
す
る
た
め
の
幹
線
バ
ス
交
通
や
地
域
内
交
通
の
運
行

・
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
す
る
幹
線
バ
ス
交
通
の
運
行
や
車
両
購
入
、
貨
客
混
載
の
導
入
を
支
援

・
過
疎
地
域
等
に
お
い
て
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
、
デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
、
自
家
用
有
償
旅
客
運
送
等
の
地
域
内
交
通
の
運
行
や

車
両
購
入
、
貨
客
混
載
の
導
入
を
支
援

○
離
島
航
路
・
航
空
路
の
運
航

・
離
島
住
民
の
日
常
生
活
に
不
可
欠
な
交
通
手
段
で
あ
る
離
島
航
路
・
航
空
路
の
運
航
等
を
支
援

地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
事
業

（
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
生
活
交
通
の
確
保
維
持
）

＜
支
援
の
内
容
＞

○
高
齢
者
等
の
移
動
円
滑
化
の
た
め
の
ノ
ン
ス
テ
ッ
プ
バ
ス
、
福
祉
タ
ク
シ
ー
の
導
入
、

鉄
道
駅
に
お
け
る
内
方
線
付
点
状
ブ
ロ
ッ
ク
の
整
備

○
地
域
鉄
道
の
安
全
性
向
上
に
資
す
る
設
備
の
更
新
等

地
域
公
共
交
通
バ
リ
ア
解
消
促
進
等
事
業

（
快
適
で
安
全
な
公
共
交
通
の
実
現
）

地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事
業
の
概
要

※
国
の
認
定
を
受
け
た
鉄
道
事
業
再
構
築
実
施
計
画
、
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実
施
計
画
等
に
基
づ
く
事
業
（
地
域
鉄
道
の
上
下
分
離
、
利
便
性
向
上
・
運
行
効
率
化
等
の
た
め

の
バ
ス
路
線
の
再
編
、
旅
客
運
送
サ
ー
ビ
ス
継
続
の
た
め
の
デ
マ
ン
ド
型
等
の
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
等
）
に
つ
い
て
、
ま
ち
づ
く
り
と
も
連
携
し
、
特
例
措
置
に
よ
り
支
援

地
域
公
共
交
通
調
査
等
事
業

（
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通
の
実
現
に
向
け
た
計
画
策
定
等
の
後
押
し
）

線 路 側

ホ ー ム 側

線 路 側

ホ ー ム 側

○
地
域
に
お
け
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
促
進
を
図
る
た
め
の
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
・
基
本
構
想
の
策
定
に
係
る
調
査

※
交
通
圏
全
体
を
見
据
え
た
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
実
現
に
向
け
、
都
道
府
県
と
複
数
市
町
村
を
含
む
協
議
会
が
主
体
と
な
っ
た
協
働
に
よ
る
取
組
に
対
し
、

計
画
の
策
定
や
バ
ス
等
の
運
行
へ
の
支
援
の
特
例
措
置
に
よ
り
後
押
し
（
地
域
公
共
交
通
協
働
ト
ラ
イ
ア
ル
推
進
事
業
）

令
和
３
年
度
予
算
額
２
０
６
億
円

（
前
年
度
比
1
.0
1
倍
）

地
域
の
多
様
な
主
体
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
、
地
域
の
暮
ら
し
や
産
業
に
不
可
欠
な
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
・
充
実
に
向
け
た
取
組
を
支
援

（
上
記
取
組
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
法
の
枠
組
み
を
強
化
（
令
和
２
年
１
１
月
２
７
日
施
行
）
）
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No. 68  R2 予算額 16 百万円 

事業名 
グリーンスローモビリティの活用検討に向けた

実証調査支援事業 
府省庁名 国土交通省 

概 要 
地域が抱える様々な交通の課題の解決と、地域での低炭素型モビリティの導入を同時に

進められるグリーンスローモビリティの導入、地域での活用に向け、実証調査を行う。 

支援対象 地方公共団体 補助率 － 

対象事業 グリーンスローモビリティの活用検討に向けた実証調査支援事業 

支援内容 
実証調査の実施のため、車両を一定期間無償貸与するとともに、国土交通省が委託する

外部専門機関が助言支援。 

離島での 
実績 

令和元年度の実証では、岡山県笠岡市の笠岡諸島（北木島、高島、真鍋島）が採択され、

9 月後半の約 2 週間、実証運行が行われた。 
また、令和 2 年度の実証では、長崎県西海市の江島が採択され、12 月中旬から 1 月中旬

までの約 4 週間、実証運行が行われた。 

備 考  

担当部署 国土交通省総合政策局環境政策課 
連絡先 03-5253-8269 

参照 HP  
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グ
リ
ー
ン
ス
ロ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
活
用
検
討
に
向
け
た
実
証
調
査
支
援
事
業

（
国
交
省
単
独
）

○
審
査
の
ポ
イ
ン
ト

・
地
方
公
共
団
体
が
主
体
と
な
り
実
証
調
査
を
行
う
意
向
が
あ
る
こ
と

・
予
め
警
察
署
・
地
方
運
輸
局
・
道
路
管
理
者
と
の
事
前
調
整
を
行
っ
て

い
る
こ
と

・
実
証
調
査
終
了
後
、
事
業
化
に
向
け
た
取
り
組
み
意
向
が
あ
る
こ
と

事
業
ス
キ
ー
ム

国
土
交
通
省
総
合
政
策
局

環
境
政
策
課

① 事
務
局
（
民
間
）

②

採
択
地
域
（
５
地
域
程
度
）

グ
リ
ー
ン
ス
ロ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ

事
業
内
容

○
グ
リ
ー
ン
ス
ロ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
活
用
に
向
け
た
実
証
調
査
の
実
施
を
希
望
す
る
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
企
画
を
募
集

○
採
択
さ
れ
た
地
域
に
対
し
て
、

2～
4週
間
、
車
両
を
無
償
貸
与
す
る
と
と
も
に
、
国
土
交
通
省
が
委
託
す
る
外
部
専
門
機
関
に
よ
る

助
言
支
援
を
実
施

業
務
委
託

車
両
貸
与

助
言
支
援

○
環
境
へ
の
負
荷
が
少
な
く
、
狭
い
路
地
も
通
行
が
可
能
で
、
高
齢
者
の
移
動
手
段
の
確
保
や
観
光
客

の
周
遊
に
資
す
る
「
新
た
な
モ
ビ
リ
テ
ィ
」
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
グ
リ
ー
ン
ス
ロ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
地
域

で
の
活
用
に
向
け
、
地
方
公
共
団
体
を
対
象
に
実
証
調
査
を
実
施

時
速
2
0
㎞
未
満
で
公
道
を
走
る
こ
と
が
で
き
る
電
動
車
を
活
用
し
た
小
さ
な
移
動
サ
ー
ビ
ス
で
あ
り
、

そ
の
車
両
を
含
め
た
総
称

従
来
の
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
補
完
す
る
「
低
速
の
小
さ
な
移
動
サ
ー
ビ
ス
」

運
転
手
と
乗
客
や
乗
客
同
士
、
乗
客
と
歩
行
者
な
ど
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
弾
む
機
能
を
持
つ

「
乗
っ
て
楽
し
い
移
動
サ
ー
ビ
ス
」

地
域
が
抱
え
る
交
通
等
の
課
題
解
決
と
脱
炭
素
社
会
の
確
立
を
同
時
に
実
現
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福
島
県
い
わ
き
市

被
災
地
中
心
市
街
地
で
の
観
光
客
向
け
定
期
周
遊
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

三
重
県
東
員
町

名
古
屋
圏
ﾆｭ
ｰﾀ
ｳﾝ
で
の
住
民
向
け
ﾃﾞ
ﾏﾝ
ﾄﾞ
型
ﾗｽ
ﾄﾜ
ﾝﾏ
ｲﾙ
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

岡
山
県
備
前
市

福
祉
と
連
携
し
た
中
山
間
高
齢
者
向
け
ﾃﾞ
ﾏﾝ
ﾄﾞ
型
ﾗｽ
ﾄﾜ
ﾝﾏ
ｲﾙ
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

広
島
県
福
山
市

住
民
の
暮
ら
し
,観
光
客
の
お
も
て
な
し
,離
島
の
お
出
か
け
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

熊
本
県
天
草
市

世
界
遺
産
集
落
で
住
民
生
活
と
共
存
す
る
住
民
・
観
光
向
け
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

千
葉
県
松
戸
市

郊
外
住
宅
地
に
お
け
る
介
護
予
防
・
健
康
づ
く
り
を
推
進
す
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

兵
庫
県
明
石
市

標
高
差
の
あ
る
住
宅
地
と
生
活
拠
点
・
ﾊﾞ
ｽ停
を
結
ぶ
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

兵
庫
県
朝
来
市

中
山
間
地
域
の
住
宅
地
に
お
け
る
ｼﾙ
ﾊﾞ
ｰ人
材
が
活
躍
す
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

岡
山
県
笠
岡
市

離
島
の
住
民
の
移
動
と
観
光
周
遊
手
段
を
兼
ね
る
ﾃﾞ
ﾏﾝ
ﾄﾞ
型
・
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

山
口
県
宇
部
市

中
心
市
街
地
に
お
け
る
高
齢
者
の
移
動
手
段
と
し
て
の
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

宮
崎
県
宮
崎
市

駅
と
ま
ち
な
か
を
つ
な
ぎ
、
市
街
地
を
活
性
化
さ
せ
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

宮
崎
県
延
岡
市

公
共
交
通
の
空
白
地
で
あ
る
三
角
州
地
帯
の
生
活
を
支
え
る
ﾃﾞ
ﾏﾝ
ﾄﾞ
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

○
平
成
3
0
年
度

1
3
地
域
か
ら
応
募
が
あ
り
、
５
地
域
を
選
定

○
令
和
元
年
度

1
4
地
域
か
ら
応
募
が
あ
り
、
７
地
域
を
選
定

岩
手
県
陸
前
高
田
市

災
害
復
興
公
営
住
宅
と
生
活
拠
点
・
観
光
拠
点
間
を
結
ぶ
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

茨
城
県
日
立
市

高
齢
化
の
進
む
団
地
内
外
に
お
け
る
半
ﾃﾞ
ﾏﾝ
ﾄﾞ
型
･定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

千
葉
県
千
葉
市

ﾓﾉ
ﾚｰ
ﾙの
2
次
交
通
と
し
て
ｸﾞ
ﾘｽ
ﾛを
活
用
す
る
地
域
主
体
の
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

千
葉
県
四
街
道
市

高
齢
化
の
進
む
郊
外
住
宅
団
地
に
お
け
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

福
岡
県
北
九
州
市

点
在
す
る
観
光
ｽﾎ
ﾟｯ
ﾄの
周
遊
性
を
向
上
さ
せ
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

長
崎
県
西
海
市

離
島
住
民
の
移
動
と
観
光
ｽﾎ
ﾟｯ
ﾄま
で
の
移
動
手
段
を
兼
ね
る
定
路
線
型
ﾓﾋ
ﾞﾘ
ﾃｨ

○
令
和
２
年
度

2
0
地
域
か
ら
応
募
が
あ
り
、
６
地
域
を
選
定

グ
リ
ー
ン
ス
ロ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
活
用
検
討
に
向
け
た
実
証
調
査
支
援
事
業

（
国
交
省
単
独
）
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No. 69  R3 当初予算 
R2 補正予算 

海洋の開発・利用・

保全の戦略的な推進

のための予算（４３  
百万円）の内数 

ー 円 

事業名 
海の次世代モビリティの利活用に関する実証事

業 
府省庁名 国交省 

概 要 
沿岸・離島地域が抱える課題解決のため、海の次世代モビリティの新たな技術・知見を

活用し、現地に実装するために必要な検証すべき事項について、実証的な実験を行う。 

支援対象 

海の次世代モビリティの製造・運用

者、結果を評価するユーザー（地方

自治体等）が共同で応募・実施する

もの 
※ 地方自治体が共同実施者とし

て参画することは必須ではないが、

応募に当たっては、実験海域の使用

に係る自治体を含む関係者へ説明

済みであることを条件とする予定。 

補助率 
実験に要する経費の助成（500 万円以

内） 

対象事業 

海の次世代モビリティの我が国沿岸・離島地域における新たな利活用法を提案し実証す

るもの 
※ 海の次世代モビリティとは、ASV、AUV、ROV など、推進力を有し海上または海中

を無人で浮遊し移動するものを指す。 
※ 新たな利活用の促進を目的としているため、海の次世代モビリティの新たな利活用

で結果を公表できるものを対象とする。すでに実用化されている利活用法は対象外。 
※ 新たな技術の適用に限らず、既存の技術を新たな用途に応用するものも対象とする。 
 

支援内容 
実験に要する経費の助成（500 万円以内） 
※共同実施者の人件費や利益等は助成対象経費の対象外。 
※機材を調達する場合はレンタル又はリースを原則とする。 

離島での 
実績  

備 考 
詳細は調整中のため、変更がありうる。 
公募は 6 月以降に開始予定。 

担当部署 国土交通省総合政策局海洋政策課 
連絡先 03-5253-8266 

参照 HP https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/ocean_policy/seamobi.html 
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令
和
３
年
度
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
利
活
用
に
関
す
る
実
証
実
験
に
つ
い
て

実
験
内
容
：
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
我
が
国
沿
岸
・
離
島
地
域
に
お
け
る
新
た
な
利
活
用
法
を
提
案
し
実
証
す
る
も
の

※
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
と
は
、
A
S
V
、
A
U
V
、
R
O
V
な
ど
、
海
上
ま
た
は
海
中
を
無
人
で
浮
遊
し
移
動
す
る
も
の
を
指
し
ま
す
。

※
新
た
な
利
活
用
の
促
進
を
目
的
と
し
て
い
る
た
め
、
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
新
た
な
利
活
用
で
結
果
を
公
表
で
き
る
も
の
を

対
象
と
し
ま
す
。
す
で
に
実
用
化
さ
れ
て
い
る
利
活
用
法
は
対
象
外
で
す
。

※
新
た
な
技
術
の
適
用
に
限
ら
ず
、
既
存
の
技
術
を
新
た
な
用
途
に
応
用
す
る
も
の
も
対
象
に
な
り
ま
す
。

実
施
体
制
：
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
製
造
・
運
用
者
、
結
果
を
評
価
す
る
ユ
ー
ザ
ー
（
自
治
体
等
）
が
共
同
で
応
募
・
実
施

※
地
方
自
治
体
が
共
同
実
施
者
と
し
て
参
画
す
る
こ
と
は
必
須
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
応
募
に
当
た
っ
て
は
、
実
験
海
域
の

使
用
に
係
る
自
治
体
を
含
む
関
係
者
の
了
解
を
得
る
こ
と
が
条
件
と
な
り
ま
す
。

助
成
額
：
1
件
あ
た
り
5
0
0
万
円
程
度
（
上
限
）

※
実
験
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
上
限
額
ま
で
助
成
し
ま
す
。

※
た
だ
し
、
共
同
実
施
者
の
人
件
費
や
利
益
等
は
助
成
対
象
経
費
の
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

※
ま
た
、
機
材
を
調
達
す
る
場
合
は
レ
ン
タ
ル
又
は
リ
ー
ス
を
原
則
と
し
ま
す
。

※
計
上
で
き
る
経
費
の
詳
細
は
応
募
要
領
で
ご
案
内
し
ま
す
。

採
用
件
数
：
複
数
件
を
採
用
予
定

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
予
定
）

公
募
期
間
：
6
月
～
7
月

採
択
公
表
：
8
月

実
証
実
施
：
8
月
～
翌
2
月
中

結
果
取
り
ま
と
め
：
～
2
月
下
旬

結
果
報
告
会
：
3
月
頃

沿
岸
・
離
島
地
域
が
抱
え
る
課
題
解
決
の
た
め
、
海
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
新
た
な
技
術
・
知
見
を
活
用
し
、
現
地
に
実
装
す

る
た
め
に
必
要
な
検
証
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
、
実
証
的
な
実
験
を
行
う
。

実
験
の
概
要

実
験
の
目
的

※
詳
細
は
調
整
中
の
た
め
、
変
更
が
あ
り
う
る
旨
、
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

※
本
協
議
会
の
参
加
者
に
限
ら
ず
、
一
般
公
募
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
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No. 70  R3 予算額 3,383 百万円の内数 
事業名 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 府省庁名 観光庁 

概 要 

訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、観光地及び公共交通機関における
ストレスフリーで快適に旅行できる環境を整備するため、地方自治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、
旅館・ホテル、交通事業者その他の民間事業者等が行う、多言語での観光情報提供機能の強化、無料 Wi-
Fi サービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、バリアフリー化の推進、感染症対策等に関する個
別の取組を支援する。 

支援対象 

(1)地方公共団体、民間事業者、航空旅客ターミ

ナル施設を設置し又は管理する者、協議会等 
(2) 基本的ストレスフリー環境整備：複数の宿

泊事業者その他関係する事業者等により構

成された団体及びその構成員である宿泊事

業者 
バリアフリー環境整備：宿泊事業者 

(3) 公共交通事業者、地域における協議会、地 
方公共団体等 

補助率 

(1)１／３（一部１／２） 
(2)基本的ストレスフリー環境整備：１／３ 
（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成
員宿泊事業者の数に 150 万円を乗じた額を上限
とする。また宿泊事業者等団体又は一の構成員
宿泊事業者に対する補助金の額は 150 万円を上
限とする。） 
 バリアフリー環境整備：１／２（上限 500 万
円） 
(3)２／３、１／２、２／５、１／３、１／４等
（交通サービス調査事業は上限 1,000 万円） 

対象事業 
(1) 地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業 
(2) 宿泊施設インバウンド対応支援事業 
(3) 交通サービスインバウンド対応支援事業 

支援内容 

(1) 地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業 
 ➀外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の非常時対応の強化 

・訪日外国人旅行者にとって利用しやすい観光案内所の整備を促進するため、観光案内所の開設や 
機能向上・災害時の対応能力強化等にかかる経費の一部について支援。 

 ➁観光スポットの段差の解消 
  ・訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、訪日外国人旅行者の来訪が特に多 

い、又はその見込みのあるものとして観光庁が指定する市区町村に係る観光地における代表的な 
観光スポットにおける段差の解消に要する経費の一部について支援。 

③観光地における感染症対策の支援 
・観光需要の回復に向けて反転攻勢のための基盤を整備するため、観光地における感染症対策に 

要する経費の一部について支援。 
 注：補助対象は、観光地の「まちあるき」の満足度向上支援事業の対象となる地域を除き、着地型整備に積極的に 

取り組んでいる地域において実施されるものに限る（一部事業については地域要件の対象外） 
 

(2) 宿泊施設インバウンド対応支援事業 
・旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿泊環境の整備を促 

進するため、宿泊事業者が実施する無料公衆無線 LAN 環境整備や決済端末整備等の基本的ストレ 
スフリー環境整備、及びトイレのバリアフリー化や出入口の改修等のバリアフリー環境整備に要す 
る経費の一部について支援。 
 

 (3) 交通サービスインバウンド対応支援事業 
・ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、多言語表記、多言語案内用タブレ 

ット端末の導入、無料Ｗｉ－Ｆｉの整備、トイレの洋式化及び機能向上、全国共通ＩＣカード・Ｑ 
Ｒコード決済等の導入、旅客施設や車両等の移動円滑化、感染症対策等のインバウンド対応事業に
要する経費の一部について支援。 

離島での 
実績 

H30 補正 
・佐渡島（新潟県佐渡市）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 
Ｒ１ 当初予算 
・中通島（長崎県上五島町）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 
Ｒ１ 予備費 
・日間賀島（愛知県知多郡南知多町）〔宿泊施設インバウンド対応支援事業〕 
Ｒ２ 当初予算 
・利尻島（北海道利尻郡利尻町）〔宿泊施設インバウンド対応支援事業〕 
・佐渡島（新潟県佐渡市）〔宿泊施設インバウンド対応支援事業〕 
・白石島（岡山県笠岡市）〔宿泊施設インバウンド対応支援事業〕 
・壱岐島（長崎県壱岐市）〔宿泊施設インバウンド対応支援事業〕 
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・似島（広島県広島市）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 
・江田島（広島県江田島市）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 
R2 補正 
・種子島（鹿児島県西之表市）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 
・屋久島（鹿児島県屋久島町）〔交通サービスインバウンド対応支援事業〕 

備 考  
担当部署  (1) 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室       TEL: 03-5253-8972 

 (2) 国土交通省 観光庁 観光産業課             TEL：03-5253-8330 
 (3) 国土交通省 総合政策局 地域交通課           TEL：03-5253-8396 連絡先 

参照 HP  
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■
基
本
的
ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
環
境
整
備

案
内
表
示
の
多
言
語
化

決
済
端
末
等
の
整
備

■
バ
リ
ア
フ
リ
ー
環
境
整
備

客
室
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

ト
イ
レ
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

等

訪
日
外
国
人
旅
行
者
受
入
環
境
整
備
に
積
極
的
に
取
り
組
む
地
域
に
お
い
て
、
観
光
地
及
び
公
共
交
通
機
関
に
お
け
る
ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
で
快
適
に
旅
行
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、

地
方
自
治
体
や
観
光
地
域
づ
く
り
法
人
（
Ｄ
Ｍ
Ｏ
）
、
旅
館
・
ホ
テ
ル
、
交
通
事
業
者
そ
の
他
の
民
間
事
業
者
等
が
行
う
、
多
言
語
で
の
観
光
情
報
提
供
機
能
の
強
化
、
無
料

W
i-F

iサ
ー
ビ
ス

の
提
供
拡
大
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
の
普
及
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
推
進
、
感
染
症
対
策
等
に
関
す
る
個
別
の
取
組
を
支
援
す
る
。

ま
た
、
最
新
の
知
見
を
踏
ま
え
た
観
光
分
野
に
お
け
る
感
染
症
対
策
や
持
続
可
能
な
観
光
の
実
現
に
向
け
た
、
地
域
の
先
進
的
な
取
組
を
モ
デ
ル
事
業
と
し
て
支
援
す
る
。

○
地
方
で
の
消
費
拡
大
に
向
け
た
取
組
を
支
援

○
宿
泊
施
設
で
の
滞
在
時
の
快
適
性
の
向
上
に
向
け
た
取
組
を
支
援

等

等

外
国
人
観
光
案
内
所
等
の

整
備
・
改
良
等
及
び

災
害
等
の
非
常
時
対
応
の
強
化

○
実
証
事
業
の
実
施

・
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
安
全
安
心
な
旅
行
促
進
調
査

・
訪
日
外
国
人
旅
行
者
向
け
受
入
環
境
整
備
に
関
す
る
調
査

案
内
標
識
の
多
言
語
化

無
料
公
衆
無
線
LA
N

環
境
の
整
備

非
常
用
電
源
装
置

多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム

機
器
の
整
備

等

等

デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ

の
整
備

■
混
雑
状
況
の
「
見
え
る
化
」

■
サ
ー
モ
グ
ラ
フ

ィ
ー
等
の
導
入

■
公
衆
ト
イ
レ
の
洋
式
便
器
の
整
備

及
び
清
潔
等
機
能
向
上

観
光
ス
ポ
ッ
ト
の

段
差
の
解
消

等

等

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
整
備

食
堂
の
段
差
の
解
消

浴
室
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

サ
ー
モ
グ
ラ
フ
ィ
等
の
導
入

混
雑
状
況
の
「
見
え
る
化
」

非
接
触
型
チ
ェ
ッ
ク
イ
ン
シ
ス
テ
ム
や
キ
ー
レ
ス
シ
ス
テ
ム
の
導
入

■
非
接
触
式
等
の
先
進

的
決
済
環
境
の
整
備

多
言
語
表
記

無
料
W
i-
F
iの
整
備

ト
イ
レ
の
洋
式
化
及
び
機
能
向
上

全
国
共
通
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
、

Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
決
済
等
の
導
入

移
動
円
滑
化

○
移
動
に
係
る
利
便
性
及
び
快
適
性
の
向
上
に
向
け
た
取
組
を
支
援

感
染
症
対
策

多
言
語
案
内
用
タ
ブ
レ
ッ
ト

端
末
等
の
整
備

感
染
症
対
策

無
料
W
i‐
F
iの
整
備

訪
日
外
国
人
旅
行
者
受
入
環
境
整
備
緊
急
対
策
事
業

観
光
庁
(
参
事
官
(
外
客
受
入
担
当
)
)
：
3
,
3
8
3
百
万
円

注
：
補
助
対
象
は
、
観
光
地
の
「
ま
ち
あ
る
き
」
の
満
足
度
向
上
支
援
事
業
の
対
象
と
な
る
地
域
を
除
き
、
着
地
型
整
備
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
地
域
に
お
い
て
実
施
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。

ま
た
、
非
常
用
電
源
装
置
と
感
染
症
対
策
に
つ
い
て
は
、
地
域
要
件
の
対
象
外

補
助
率
：

1
/
2

1
/
3

(例
：
非
常
用
電
源
等
)
(例
：
案
内
標
識
の
多
言
語
化
等
)等

拡
充
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No. 71  Ｒ３予算額 ― 

事業名 地域通訳案内士制度 府省庁名 観光庁 

概 要 
各地域における通訳案内士の不足に対応を図る観点から、一定区域内において名称独占

資格を付与する地域通訳案内士制度を導入することにより、多様化する訪日外国人旅行

者の旅行ニーズへの対応を図っている。 

支援対象 地方公共団体 補助率 
       － 
（地域通訳案内士育成等計画の策定

に際してのアドバイス等の支援） 

対象事業 

地域通訳案内士制度を導入する地方公共団体に対して、地域通訳案内士育成等計画を策

定する際のアドバイスや、優良事例などの横展開などを行うなどの支援を行っている。 
 
平成 27 年度導入地域 
・山梨県、長野県、高山市、京都市、奈良県、島根県・鳥取県 
 
平成 28 年度導入地域 
・陸前高田市、佐渡市、東京都、金沢市、奄美群島 
 
平成 30 年度導入地域 
・広島県、香川県、富山県、杵築市、高知県、鹿児島県 
 
令和元年度導入地域 
・高島市、阿蘇地域、竹田市、中津市、山口県央都市圏域、北庄内地域 
 
令和２年度導入地域 
・長浜市、安曇野市、大山地域 

支援内容 
地域通訳案内士制度を導入する地方公共団体に対して、地域通訳案内士育成等計画の策

定に際してのアドバイスや、優良事例の横展開など、地域ガイド（地域通訳案内士）の導

入・育成に関して積極的な支援を行う。 

離島での 
実績 

平成 28 年度に佐渡市（新潟県）及び奄美群島（鹿児島県）において、地域通訳案内士制

度を導入。 

備 考 ― 

担当部署 観光庁 参事官（観光人材政策） 

連絡先 TEL：03-5253-8367 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/tsuyaku.html 
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地
域
通
訳
案
内
士
の
導
入
自
治
体
状
況
（
全
国
一
覧
）

4
0
地
域
導
入

育
成
人
数
：
3
,2
5
9
名

※
導
入
地
域
数
は
令
和
3
年
3
月
現
在

※
人
数
は
令
和
2
年
４
月
1
日
現
在

金
沢
市
（
8
4
名
）

平
成
2
8
年
6
月
～

札
幌
市
（
1
2
4
名
）

平
成
2
8
年
2
月
～

（
平
成
2
5
年
4
月
～
総
合
特
区
）

陸
前
高
田
市
（
4
名
）

平
成
2
8
年
6
月
～

福
島
県
（
2
1
5
名
）

平
成
2
6
年
4
月
～

東
京
都
（
1
0
0
名
）

平
成
2
8
年
6
月
～

佐
渡
市
（
2
0
名
）

平
成
2
8
年
6
月
～

島
根
県
・
鳥
取
県
（
1
7
3
名
）

平
成
2
7
年
1
1
月
～

奄
美
群
島
（
9
7
名
）

平
成
2
9
年
2
月
～

京
都
市
（
2
1
8
名
）

平
成
2
7
年
1
1
月
～

九
州
地
域
（
2
6
4
名
）

平
成
2
6
年
3
月
～

益
田
地
区
（
2
4
名
）

平
成
2
5
年
1
2
月
～

沖
縄
県
（
7
0
3
名
）

平
成
1
9
年
4
月
～

旧
地
域
限
定
通
訳
案
内
士

平
成
2
5
年
1
1
月
～

旧
特
例
通
訳
案
内
士

泉
佐
野
市
（
9
9
名
）

平
成
2
5
年
4
月
～

高
野
・
熊
野
地
域
(2
0
6
名
)

平
成
2
5
年
4
月
～

高
山
市
（
1
7
名
）

平
成
2
7
年
1
1
月
～

奈
良
県
（
7
1
名
）

平
成
2
7
年
4
月
～

北
海
道
(8
7
名
)

平
成
2
0
年
4
月
～

岩
手
県
（
3
5
名
）

平
成
1
9
年
4
月
～

栃
木
県
（
3
0
名
）

平
成
2
0
年
4
月
～

飛
鳥
地
域
（
3
4
名
）

平
成
2
8
年
1
2
月
～

山
梨
県
（
1
6
8
名
）

平
成
2
7
年
1
1
月
～

長
野
県
（
1
0
名
）

平
成
2
8
年
2
月
～

長
崎
県
（
4
3
名
）

平
成
1
9
年
4
月
～

香
川
県
(9
9
名
)

平
成
3
0
年
4
月
新
設

富
山
県
(1
6
名
)

平
成
3
0
年
5
月
新
設

杵
築
市
(2
2
名
)

平
成
3
0
年
８
月
新
設

広
島
県
（
6
4
名
)

平
成
3
0
年
4
月
新
設

高
知
県
(3
1
名
)

平
成
3
0
年
1
1
月
新
設

静
岡
県
（
4
9
名
）

平
成
1
9
年
4
月
～

高
島
市
(1
3
名
)

令
和
元
年
6
月
新
設

山
口
県
央
連
携
都
市
圏
域
(2
6
名
)

令
和
元
年
6
月
新
設

鹿
児
島
県
（
6
名
）

平
成
3
1
年
3
月
新
設

中
津
市
(6
名
)

令
和
元
年
6
月
新
設

竹
田
市
(3
名
)

令
和
元
年
6
月
新
設

阿
蘇
地
域
(1
1
名
)

令
和
元
年
6
月
新
設

北
庄
内
地
域
(1
4
名
)

令
和
元
年
1
2
月
新
設

大
山
地
域
(神
奈
川
県
)

令
和
2
年
7
月
新
設

飛
騨
地
域
（
7
3
名
）

平
成
2
7
年
1
1
月
～

長
浜
市
(滋
賀
県
)

令
和
3
年
3
月
新
設

安
曇
野
市
(長
野
県
)

令
和
3
年
3
月
新
設
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No. 72  Ｒ３予算額 765 百万円 

事業名 広域周遊観光促進のための観光地域支援事業 府省庁名 観光庁 

概 要 

訪日外国人旅行者及び日本人国内旅行者の「新たな旅のスタイル」に対応するため、観

光地域づくり法人（DMO）が中心となり、地域が一体となって行う、調査・戦略策定、

滞在コンテンツの充実、受入環境整備、旅行商品流通環境整備、情報発信といった取組

に対して総合的な支援を行う。 

支援対象 

登録 DMO が定めた事業計画に位置

づけられた事業の実施主体 
（登録 DMO、地方公共団体） 
 

補助率 

定額（調査・戦略策定） 
事業費の 1/2（滞在コンテンツの充

実、受入環境整備、旅行商品流通環境

整備、情報発信・プロモーション） 
※継続事業については 2 年目:2/5、3
年目:1/3 

対象事業 

地方ブロック毎に開催される連絡調整会議における調整を行った、各観光地域づくり法

人策定の事業計画に位置づけられた外国人旅行者の誘客を目的とする、以下の取組を支

援。 
①調査・戦略策定  
②滞在コンテンツの充実 
③受入環境整備 
④旅行商品流通環境整備 
⑤情報発信・プロモーション 

支援内容 

① 調査・戦略策定は定額補助。 
② 滞在コンテンツの充実、③受入環境整備、④旅行商品流通環境整備、⑤情報発信・ 

プロモーションは補助率 1/2。 
ただし、継続事業については 2 年目補助率 2/5、3 年目補助率 1/3。 

離島での 
実績 佐渡島において行う観光地域づくり法人等の取組を支援 

備 考 
 
 

担当部署 国土交通省観光庁観光地域振興課広域連携推進室 

連絡先 TEL 03-5253-8327 

参照 HP － 
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支
援
制
度

少
人
数
、
貸
切
に
対
応
し
た

ガ
イ
ド
ツ
ア
ー

事
業
概
要

・
補
助
率
：

定
額
（
①
調
査
・
戦
略
策
定
）

事
業
費
の
1
/2
（
②
滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
、
③
受
入
環
境
整
備
、
④
旅
行
商
品
流
通
環
境
整
備
、⑤

情
報
発
信

・
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
）
※
継
続
事
業
に
つ
い
て
は
2
年
目
:2
/5
、
3
年
目
:1
/3

広
域
周
遊
観
光
促
進
の
た
め
の
観
光
地
域
支
援
事
業

訪
日
外
国
人
旅
行
者
及
び
日
本
人
国
内
旅
行
者
の
「
新
た
な
旅
の
ス
タ
イ
ル
」
に
対
応
す
る
た
め
、
観
光
地
域
づ
く
り
法
人

（
D
M
O
）
が
中
心
と
な
り
、
地
域
が
一
体
と
な
っ
て
行
う
、
調
査
・
戦
略
策
定
、
滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
、
受
入
環
境
整
備
、

旅
行
商
品
流
通
環
境
整
備
、
情
報
発
信
と
い
っ
た
取
組
に
対
し
て
総
合
的
な
支
援
を
行
う
。

地
域
独
自
の
観
光
資
源
を

活
用
し
た
滞
在
コ
ン
テ
ン

ツ
で
、
三
密
を
避
け
る
な

ど
、
新
た
な
生
活
様
式
を

実
践
し
た
コ
ン
テ
ン
ツ
の

造
成
を
支
援

地
域
内
の
感
染
症
対
策
や
観
光

地
の
混
雑
状
況
の
情
報
提
供
な

ど
、
安
心
し
て
観
光
を
楽
し
め

る
環
境
づ
く
り
を
支
援

「
新
た
な
旅
の
ス
タ
イ

ル
」
へ
の
対
応
が
な
さ

れ
た
旅
行
商
品
の
国
内

外
O
T
A
へ
の
掲
載
、
旅

行
会
社
と
の
商
談
会
な

ど
を
支
援

・
補
助
対
象
者
：

登
録
D
M
O
が
定
め
た
事
業
計
画
に
位
置
づ
け
ら
れ
た

事
業
の
実
施
主
体
（
登
録
D
M
O
、
地
方
公
共
団
体
）

・
補
助
対
象
事
業
：

登
録
D
M
O
が
中
心
と
な
っ
て
実
施
す
る
「
新
た
な
旅
の
ス
タ
イ
ル
」
に
対
応
す
る
た
め

の
以
下
の
取
組
。
（
た
だ
し
、
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
毎
に
開
催
さ
れ
る
連
絡
調
整
会
議
に
お
け

る
調
整
を
行
っ
た
も
の
に
限
る
。
）

①
調
査
・
戦
略
策
定

②
滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実

③
受
入
環
境
整
備

④
旅
行
商
品
流
通
環
境
整
備

⑤
情
報
発
信
・
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

令
和
３
年
度
決
定
額
：
7
6
5
百
万
円

「新
た
な
旅
の
ス
タイ
ル
」に
対
応
す
る
た
め
の
取
組
の
例

②
滞
在
コン
テ
ンツ
の
充
実

③
受
入
環
境
整
備

④
旅
行
商
品
流
通
環
境
整
備

自
然
を
活
か
し
た
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ

安
全
に
関
す
る
情
報
の
発
信

連
絡
調
整
会
議

事
業
計
画

事
業
計
画

事
業
計
画

有
識
者

広
域
連
携
D
M
O

地
域
連
携
D
M
O

と
り
ま
と
め

策
定

と
り
ま
と
め

策
定

と
り
ま
と
め

策
定

D
M
O
実
施
事
業

地
方
公
共
団
体

実
施
事
業

D
M
O
実
施
事
業

地
方
公
共
団
体

実
施
事
業

D
M
O
実
施
事
業

地
方
公
共
団
体

実
施
事
業

地
域
D
M
O

関
係
事
業
者

観
光
庁

日
本
政
府
観
光
局

・
事
業
計
画
の
調
整
の
実
施

・
国
に
よ
る
調
査
事
業
の
実
施
・
共
有

地
方
運
輸
局

観
光
地
の
混
雑
状
況
の
情
報
提
供

旅
行
会
社
と
の
商
談
会
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No. 73  Ｒ３予算額 460 百万円 

事業名 地域観光資源の多言語解説整備支援事業 府省庁名 観光庁 

概 要 

訪日外国人旅行者にとって分かりやすく、面的な観光ストーリーを伝える魅力的な解説文の

整備を促進するため、国が英語のネイティブ等専門人材のリスト化、派遣体制の構築を行い、

地域における観光資源の解説文の作成等を支援する。 
また、本事業で作成している英語解説文を元にした中国語解説文作成を支援する。 

支援対象 地域協議会等 補助率 
- 

(観光庁による調査事業) 

対象事業 

解説文作成に要する以下の事業 
 
○ 解説文作成に関わる専門人材（英語を母国語とするネイティブライター等）による現

地取材 
○ 現地取材によって得られた知見を踏まえ多言語解説文の執筆・校閲 
○ 自然や日本文化・歴史、観光といった分野に精通する専門家による監修 
○ 本事業で作成した英語解説文を元にした中国語解説文の作成 
 
ただし看板設置やパンフレット作成など、作成した解説文の媒体化については支援の対

象外。 

支援内容 

地域協議会が行う解説文作成に必要な経費については、１地域あたり５００万円を目安

として、その金額内において解説文作成を支援する。（ただし、申請書類の内容により、

特に必要と判断される地域については、目安額の上乗せを行う場合がある。） 
 
※500 万円の支援額で作成できる解説文点数の目安は、1 点あたり 2５0 ワードの場合、

25 点程度。 
 （令和２年度実績） 

離島での 
実績 

平成 30 年度：隠岐島、五島列島、姫島、屋久島 
令和元年度：小笠原諸島、佐渡島、五島列島、竹富島、徳之島 他 
令和 2 年度：直島諸島、塩飽諸島、徳之島、屋久島 

備 考 
・本事業は、文化庁、環境省と連携して実施する。 
・令和３年度の支援地域については、既に公募を締め切っている。 

担当部署 観光庁 観光資源課 
連絡先 03-5253-8925 

参照 HP http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/multilingual-kaisetsu.html 
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観
光
庁
は
、
①
文
化
庁
・
環
境
省
と
連
携
し
て
、
分
か
り
や
す
く
魅
力
的
な
多
言
語
解
説
文
を
作
成
で
き
る
英
語
の

ネ
イ
テ
ィ
ブ
ラ
イ
タ
ー
等
の
専
門
人
材
を
リ
ス
ト
化
し
、
②
地
域
に
派
遣
し
解
説
文
の
作
成
を
支
援
。
③
解
説
文
作

成
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
し
、
他
地
域
へ
横
展
開
で
き
る
よ
う
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
④
セ
ミ
ナ
ー

を
全
国
で
実
施
。

多
く
の
訪
日
外
国
人
旅
行
者
が
解
説
文
を
読
ん
で
い
る
が
、
「
必
要
と
す
る
情
報
が
載
っ
て
い
な
い
」
、
「
内
容
が

難
し
す
ぎ
る
」
、
「
英
語
表
現
が
不
自
然
」
と
感
じ
る
と
い
っ
た
課
題
が
存
在
。
よ
っ
て
、
日
本
語
原
稿
を
単
純
に

翻
訳
す
る
の
で
は
な
く
外
国
人
目
線
で
の
解
説
文
作
成
を
推
進
す
る
た
め
、
ネ
イ
テ
ィ
ブ
ラ
イ
タ
ー
等
の
専
門
人
材

を
活
用
。

ま
た
、
本
事
業
で
作
成
し
て
い
る
英
語
解
説
文
を
元
に
し
た
中
国
語
解
説
文
作
成
も
併
せ
て
実
施
。

地
域
観
光
資
源
の
多
言
語
解
説
整
備
支
援
事
業

観
光
庁
（観
光
資
源
課
）：
46
0百
万
円

英
語
解
説
文
作
成
フロ
ー

日
光
二
荒
山
神
社
神
橋

看
板
の
改
善

2
次
元
コ
ー
ド
（
多
言
語
音
声
・
テ
キ
ス
ト
）

タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
式
解
説
板
に
よ
る
案
内
（
多
言
語
字
幕
）

多
言
語
解
説
文
の
活
用
事
例

（
※

2）
文
章
が
所
定
の
文
体
等
に

沿
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認

現
地
取
材

（
ラ
イ
タ
ー
・

エ
デ
ィ
タ
ー
）

完 成完 成
執
筆

（
ラ
イ
タ
ー
）

編
集

（
エ
デ
ィ
タ
ー
）

内
容
確
認

（
地
域
協
議
会
・

内
容
監
修
者
）

ス
タ
イ
ル

チ
ェ
ッ
ク

（
ス
タ
イ
ル
チ
ェ
ッ
カ
ー
）

校
正

（
※

2）
英
語
ﾈｲ
ﾃｨ
ﾌﾞ

英
語
ﾈｲ
ﾃｨ
ﾌﾞ

英
語
ﾈｲ
ﾃｨ
ﾌﾞ

英
語
ﾈｲ
ﾃｨ
ﾌﾞ

（
※

1）

（
※

1）
整
備
対
象
物
に
つ
い
て
の
専
門
的

視
点
か
ら
事
実
確
認
・
ア
ド
バ
イ
ス
を
実
施
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No. 74  R3 予算額 1,037 百万円の内数 

事業名 
ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地

の「まちあるき」の満足度向上 
府省庁名 観光庁 

概 要 

 訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等において、公共交通機関の駅等から個々の観光ス

ポットに至るまで、ICT も活用して、多言語案内標識や無料エリア Wi-Fi の整備、域内の小売・

飲食店を挙げたキャッシュレス決済対応、スマートごみ箱の整備、混雑対策の推進等のまちなか

における面的な「まるごとインバウンド対応」や、これらと一体的に行う外国人観光案内所の機

能強化等を集中的に支援する。また、「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源や自転車の

活用等を集中的に支援し、「まちあるき」の満足度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の

非常時の対応能力の強化を図る。 

支援対象 
地方公共団体、民間事業者、航空旅客
ターミナル施設を設置し又は管理す
る者、協議会等 

補助率 1/2、1/3 

対象事業 

(1) まちなかの周遊機能の強化（まるごとインバウンド対応） 
(2)観光地のゲートウェイとしての外国人観光案内所等の機能の強化 
(3)「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業 
(4)古民家等の歴史的資源の活用による観光まちづくり 
(5)先進的なサイクリング環境整備事業 

支援内容 

○観光地の「まちあるき」の満足度向上整備支援事業 【対象事業：（１）（２）補助率：1/2】 
・多言語観光案内標識の一体的整備 
・観光スポットの掲示物等の多言語対応整備 
・無料公衆無線 LAN 環境の面的整備 
・ワーケション環境の整備 
・飲食店、小売店等も含めた地域における多言語対応、先進的決済環境の整備 
・公衆トイレの洋式便器の整備及び清潔等機能向上 
・観光スポットの段差の解消 
・ICT を活用したゴミ箱の整備 
・混雑状況の「見える化」と推奨ルートの表示 
・デジタルサイネージを活用した災害情報発信機能の強化 
・外国人観光案内所の整備・改良 
・観光拠点情報・交流施設の整備・改良 
・手ぶら観光カウンターの機能向上 
○「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業 【対象事業：（３）補助率：1/2】 
・多言語案内の整備 
・無料公衆無線 LAN 環境の面的整備 
・ワーケーション環境の整備 
・多言語対応・先進的決済環境の整備 
・公衆トイレの洋式便器の整備及び清潔等機能向上 
・混雑状況の「見える化」 
・子供連れ環境の整備 
・ICT を活用したゴミ箱の整備 
・段差の解消 
・外国人観光案内所の整備・改良 
・観光拠点情報・交流施設の整備・改良 
○古民家等の歴史的資源を活用した観光まちづくり【対象事業：（４）補助率：1/2 又は 1/3】 
・歴史的観光資源の高質化 
・電線の地中化や軒下・裏配線等の無電柱化 
・古民家等の観光資源化 
○先進的なサイクリング環境整備事業 【対象事業：（５）補助率：1/2】 
・多言語による案内標識の整備 
・受入環境の整備 
・情報発信・プロモーション 
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離島での 
実績 

令和元年度 佐渡島（新潟県佐渡市）多言語翻訳システムの整備 
令和元年度 田代島と網地島（宮城県石巻市）多言語観光案内標識の一体的整備 
令和元年度 生口島（広島県尾道市）歴史的なまちなみを阻害する建築物等の除却 

備 考 

○地域要件 
以下を含む、訪日外国人旅行者の来訪が特に多い、又はその見込みがある観光地として観光庁
が指定するもの（以下、「指定市区町村」という） 
・ 外国人旅行者の評価が既に高い観光地 
・ 重要な文化財や国立公園が所在する地域 
・ 国際的なイベント・会議の開催等により、外国人旅行者の来訪が多く見込まれる観光地 
ただし、歴史的観光資源高質化支援事業については「指定市区町村」かつ「歴史的風致維持
向上計画認定都市」に該当する市区町村とする 
○「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業 
訪日外国人旅行者の来訪が特に多い若しくはその見込みがある、又は地域、民間事業者との連
携等により訪日外国人旅行者の誘客に高い効果が見込まれる意欲的な取組が行われている若し
くはその予定がある「道の駅」を対象とする 
○先進的なサイクリング環境整備事業 
指定市区町村を通過するサイクリングルートを対象とする 

担当部署 (1)､(2)､(3)  国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室     TEL：03-5253-8972 
 
(4)電線の地中化等 国土交通省 道路局 環境安全・防災課     TEL：03-5253-8495 
 
(4)歴史的観光資源の高質化  
国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 景観・歴史文化環境整備 TEL：03-5253-8954 
                   
(4)古民家等の観光資源化   
国土交通省 住宅局  市街地建築課 市街地住宅整備室      TEL：03-5253-8517 
 
(5)先進的なサイクリング環境整備事業  
国土交通省 道路局 参事官                                  TEL：03-5253-8497 

連絡先 

参照 HP  
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主
動
線

副
動
線

集
中
的
整
備
区
域

外
国
人

観
光
案
内
所

観
光
案
内
板

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
端
末
、

多
言
語
対
応
機
器
の
集
中
整
備

公
衆
ト
イ
レ

W
i-
F
i

各
種

誘
導
看
板

ま
つ
り
広
場

〇
〇
寺

旧
〇
〇
邸

（
古
民
家
）

〇
〇
公
園

〇
〇
商
店
街

△
△
商
店
街

サ
イ
ク
ル

ポ
ー
ト

旧
○
○
邸

（
古
民
家
）

サ
イ
ク
ル

ポ
ー
ト

サ
イ
ク
ル

ポ
ー
ト

Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
を
活
用
し
た
多
言
語
対
応
等
に
よ
る
観
光
地
の
「
ま
ち
あ
る
き
」
の
満
足
度
向
上

○
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
来
訪
が
特
に
多
い
観
光
地
等
に
お
い
て
、
公
共
交
通
機
関
の
駅
等
か
ら
個
々
の
観
光
ス
ポ
ッ
ト
に
至
る
ま
で
、
IC
T
も
活
用
し
て
、
多
言
語
案
内
標

識
や
無
料
エ
リ
ア
W
i-
F
iの
整
備
、
域
内
の
小
売
・
飲
食
店
を
挙
げ
た
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
対
応
、
ス
マ
ー
ト
ご
み
箱
の
整
備
、
混
雑
対
策
の
推
進
等
の
ま
ち
な
か
に
お
け
る

面
的
な
「
ま
る
ご
と
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
」
や
、
こ
れ
ら
と
一
体
的
に
行
う
外
国
人
観
光
案
内
所
や
「
道
の
駅
」
等
の
機
能
強
化
、
古
民
家
等
の
歴
史
的
資
源
や
自
転
車
の
活
用

等
を
集
中
的
に
支
援
し
、
「
ま
ち
あ
る
き
」
の
満
足
度
の
向
上
を
目
指
す
。
あ
わ
せ
て
、
観
光
地
の
災
害
等
の
非
常
時
の
対
応
能
力
の
強
化
を
図
る
。

■
デ
ジ
タ
ル
サ
イ

ネ
ー
ジ
の
整
備

■
A
I・
チ
ャ
ッ
ト
B
o
tの
整
備

■
オ
ン
ラ
イ
ン
コ
ン
テ
ン
ツ
の

整
備
（
拡
充
）

■
多
言
語
音
声

ガ
イ
ド
の
整
備

■
免
税
対
応
端
末
、

手
ぶ
ら
観
光

■
Ｖ
Ｒ
機
器

の
整
備

○
多
言
語
表
示
の
充
実
・
改
善

■
観
光
ス
ポ
ッ
ト
の

掲
示
物
・
H
P
等
の

多
言
語
化

■
二
次
元
コ
ー
ド
も
活
用

し
た
多
言
語
観
光
案
内

標
識
の
一
体
的
整
備

○
エ
リ
ア
無
料
W
i-
F
iの
整
備

■
無
料
公
衆
無
線

Ｌ
Ａ
Ｎ
環
境
の

整
備

◯
ト
イ
レ
の
洋
式
便
器
の
整
備
及
び

清
潔
等
機
能
向
上

■
洋
式
便
器
の
整
備
及
び
清
潔
等
機
能
向
上

（
光
触
媒
タ
イ
ル
の
活
用
等
）

■
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
機
器
の
整
備

■
多
言
語
案
内
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の

整
備

■
無
料
公
衆
無
線

LA
N
環
境
の
整
備

地
域
の
観
光
ス
ポ
ッ
ト
に
基
づ
い
た
散
策
エ
リ
ア
と
一
体
的
整
備
イ
メ
ー
ジ

■
ま
ち
な
か
の
周
遊
機
能
の
強
化
（
ま
る
ご
と
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
）

■
観
光
地
の
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
と
し
て
の
外
国
人
観
光
案
内
所
等

の
機
能
の
強
化

◯
情
報
発
信
機
能
の
強
化

◯
訪
日
外
国
人
旅
行
者
へ
の
対
応
力
の
強
化

◯
外
国
人
観
光
案
内
所
等
の

情
報
提
供
基
盤
の
強
化

■
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
機
器
の
整
備

■
多
言
語
翻
訳
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
整
備

■
メ
ニ
ュ
ー
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
（
拡
充
）

■
先
進
的
な
決
済
環
境

の
整
備

■
免
税
店
電
子
化
対
応

環
境
の
整
備
等
（
拡
充
）

○
飲
食
店
、
小
売
店
等
も
含
め
た
地
域
に
お
け
る
多
言
語
対
応
、

先
進
的
決
済
環
境
の
整
備

補
助
率

２
分
の
１
(多
言
語
表
示
の
充
実
等
)

３
分
の
１
(歴
史
的
観
光
資
源
の
高
質
化
等
)

事
業
主
体

（
１
）
地
方
公
共
団
体
（
港
務
局
を
含
む
。
）

（
２
）
民
間
事
業
者
（
公
共
交
通
事
業
者
等
を
含
む
。
）

（
３
）
航
空
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
施
設
を
設
置
し
、
又
は
管
理
す
る
者

（
４
）
協
議
会
等

地
域
要
件

以
下
を
含
む
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
来
訪
が
特
に
多
い
、
又
は
そ
の
見
込
み
が
あ
る
観

光
地
と
し
て
観
光
庁
が
指
定
す
る
も
の

○
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
評
価
が
既
に
高
い
観
光
地

○
重
要
な
文
化
財
や
国
立
公
園
が
所
在
す
る
地
域

○
国
際
的
な
イ
ベ
ン
ト
・
会
議
の
開
催
等
に
よ
り
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
来
訪
が
多

く
見
込
ま
れ
る
観
光
地

■
「
道
の
駅
」イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
拠
点
化
整
備
事
業

■
外
国
人
観
光
案
内
所
の

整
備
・
改
良
等

■
洋
式
便
器
の
整
備
及
び

清
潔
等
機
能
向
上

■
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
機
器
等
の
整
備

■
多
言
語
翻
訳
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
整
備

等 等

等

観
光
庁
（参
事
官
（外
客
受
入
担
当
））
：1
,0
37
百
万
円

■
段
差
の
解
消

◯
観
光
ス
ポ
ッ
ト
の

段
差
の
解
消
、
ゴ
ミ
対
策
（
拡
充
）

■
地
域
に
お
け
る
コ
ト
消
費

促
進
の
た
め
の
環
境
整
備
等

■
多
様
な
宗
教
・

生
活
習
慣
へ
の

対
応
力
の
強
化

■
Ｈ
Ｐ
・
コ
ン
テ
ン
ツ
作
成

■
案
内
放
送
の
多
言
語
化

■
掲
示
物
等
の
多
言
語
化

■
先
進
的
な
決
済
環
境
の
整
備

■
免
税
店
電
子
化
対
応
環
境
の

整
備

○
電
線
の
地
中
化
や
軒
下
・

裏
配
線
等
の
無
電
柱
化

■
古
民
家
等
の
歴
史
的
資
源
の
活
用
に
よ
る

観
光
ま
ち
づ
く
り

○
古
民
家
等
の
観
光
資
源
化

実
施
要
件

・
A
を
１
つ
以
上
実
施
し
た
場
合
、
B
の
事
業
も
整
備
可
能

・
C
に
つ
い
て
は
、
メ
ニ
ュ
ー
単
独
で
の
整
備
も
可
能

■
デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ
を
活
用
し
た

災
害
時
情
報
発
信
機
能
の
整
備

◯
非
常
時
情
報
発
信
機
能
の
整
備

C

A
B

◯
混
雑
対
策
の

推
進
（
拡
充
）

ス
マ
ー
ト
ご
み
箱

混
雑
の
見
え
る
化
対
象
地

■
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン

環
境
の
整
備

（
拡
充
）

PA
CI
F
IC
 C
YC
LI
NG
 R
OA
D

1,
40

0 
km

2
0
0
m

多
言
語
案
内
看
板

サ
イ
ク
ル
ラ
ッ
ク
の
設
置

■
先
進
的
な
サ
イ
ク
リ
ン
グ

環
境
整
備
事
業

■
走
行
環
境
整
備

■
受
入
環
境
整
備

■
魅
力
づ
く
り

■
情
報
発
信

○
歴
史
的
観
光
資
源
の
高
質
化

■
お
む
つ
交
換
台
の
整
備

（
拡
充
）

■
授
乳
室
の
整
備
（
拡
充
）
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No. 75  R3 予算額 1,240 百万円 

事業名 公共交通利用環境の革新等 府省庁名 観光庁 

概 要 

 新型コロナウイルス感染症の事態収束を見据えた反転攻勢に転じつつ、地方部への訪

日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から

訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等に至るまでの既存の公共交通機関等につい

て、感染症拡大防止対策を講じた上で、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対

応、無料 Wi-Fi サービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵

成に推進。 
  あわせて、二次交通について、多様な移動ニーズにきめ細やかに対応する新たな交通

サービスの創出等を促進し、訪日外国人旅行者の移動手段の選択肢を充実させるととも

に、観光地の公共交通機関の web 等での検索を可能とするデータ化の取組等を支援。 

支援対象 
公共交通事業者、旅客施設の設置管

理者等 
補助率 

１／２（下記対象事業の①～⑤のう

ちのいずれかを実施済の場合は、１

／３） 

対象事業 公共交通利用環境の革新等事業 

支援内容 

①多言語対応 
②無料 Wi-Fi サービス 
③トイレの洋式化 
④キャッシュレス決済対応 
⑤感染症拡大防止対策 
⑥非常時のスマートフォン等の充電環境の確保 
⑦大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上 
⑧移動そのものを楽しむ取組や新たな観光ニーズへの対応 
⑨多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等に要する経費の一部について支

援（①～⑤をセットで整備し、あわせて⑥～⑨を支援可能） 

離島での 
実績 

R2 
・壱岐島（長崎県壱岐市） 
・対馬島（長崎県対馬市） 

備 考  

担当部署 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室       TEL: 03-5253-8972 
国土交通省 総合政策局 地域交通課           TEL：03-5253-8396 連絡先 

参照 HP  
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⑦
大
き
な
荷
物
を
持
っ
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
旅
客

の
た
め
の
機
能
向
上

■
段
差
解
消
や
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
置
き
場
の
確
保

■
観
光
列
車

■
サ
イ
ク
ル
ト
レ
イ
ン

■
魅
力
あ
る

観
光
バ
ス

⑧
移
動
そ
の
も
の
を
楽
し
む
取
組
や

新
た
な
観
光
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

⑥
非
常
時
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の

充
電
環
境
の
確
保

■
非
常
用
電
源
装
置

・
携
帯
電
話
充
電
設
備
等

（
あ
わ
せ
て
⑥
～
⑨
を
支
援
可
能
）

o
r

o
r

１/
２

（①
～
⑤
の
う
ち
の
い
ず
れ
か
を
実
施
済
の
場
合
は
、
１/
３
）

補
助
率

補
助
対
象
事
業
者

公
共
交
通
事
業
者
、旅
客
施
設
の
設
置
管
理
者
等

①
～
⑤
を
セ
ッ
ト
で
整
備
（
３
点
以
上
）

空 港 ・ 港 湾

周 遊 地 域

訪 日 外 国 人 旅 行 者 の

来 訪 が 特 に 多 い

観 光 地 等

空 港 ・ 港 湾

ア ク セ ス

長 距 離 移 動

（ 交 通 拠 点 間 ）

二 次 交 通

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
事
態
収
束
を
見
据
え
た
反
転
攻
勢
に
転
じ
つ
つ
、
地
方
部
へ
の
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
誘
致
の
加
速
化
に
向
け
、
我
が
国
へ
の
ゲ
ー
ト

ウ
ェ
イ
と
な
る
空
港
・
港
湾
か
ら
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
来
訪
が
特
に
多
い
観
光
地
等
に
至
る
ま
で
の
既
存
の
公
共
交
通
機
関
等
に
つ
い
て
、
感
染
症
拡
大
防
止
対
策
を
講
じ

た
上
で
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
ニ
ー
ズ
が
特
に
高
い
多
言
語
対
応
、
無
料

W
i-F

iサ
ー
ビ
ス
、
ト
イ
レ
の
洋
式
化
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
対
応
等
の
取
組
を
一
気
呵
成
に
推
進

す
る
。

○
あ
わ
せ
て
、
二
次
交
通
に
つ
い
て
、
多
様
な
移
動
ニ
ー
ズ
に
き
め
細
や
か
に
対
応
す
る
新
た
な
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
創
出
等
を
促
進
し
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
移
動
手
段
の

選
択
肢
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
観
光
地
の
公
共
交
通
機
関
の

w
eb
等
で
の
検
索
を
可
能
と
す
る
デ
ー
タ
化
の
取
組
等
を
支
援
。

■
多
言
語
表
記
等

■
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
、
携
帯
型
翻
訳
機
、

多
言
語
拡
声
装
置
等
の
整
備

■
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
の
活
用

等
に
よ
る
案
内
放
送
の
多
言
語
化

②
無
料
W
i-
Fi
サ
ー
ビ
ス

■
旅
客
施
設
や
車
両
等
の

無
料
W
i-
F
iの
整
備

■
QR
コ
ー
ド
や
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

対
応
企
画
乗
車
船
券
の
IC
カ
ー
ド
化

■
全
国
共
通
ＩＣ

カ
ー
ド
の
導
入

■
洋
式
ト
イ
レ
、

多
機
能
ト
イ
レ
の
整
備

④
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
対
応

■
レ
ン
タ
カ
ー
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
対
応

■
多
言
語
バ
ス
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
の
設
置

①
多
言
語
対
応
（事
故
・災
害
時
等
を
含
む
）

※
通
常
は
整
備
が
想
定
さ
れ
な
い
場
合
（
例
：
②
無
料
W
i-
Fi
サ
ー
ビ
ス
（
レ
ン
タ
カ
ー
等
）
、
③
ト
イ
レ
の
洋
式
化
（
バ
ス
、
タ
ク
シ
ー
、
レ
ン
タ
カ
ー
等
）
等
）
に
つ
い
て
は
、
適
用
除
外
と
す
る
。

※
①
、
④
、
⑤
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
い
ず
れ
か
１
つ
実
施
。

（Ｌ
Ｒ
Ｔ
シ
ス
テ
ム

の
整
備
）

（イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対

応
型
バ
ス
）

（荷
物
置
き
場

の
設
置
）

（イ
ン
バ
ウ
ン
ド

対
応
型
タ
ク
シ
ー
）

（旅
客
施
設
の
段

差
解
消
）

■
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

（
予
約
シ
ス
テ
ム
、

住
民
ド
ラ
イ
バ
ー
研
修
費
）

■
手
荷
物
配
送

（
予
約
シ
ス
テ
ム
）

■
超
小
型
モ
ビ
リ
テ
ィ
・

シ
ェ
ア
サ
イ
ク
ル
等

（
サ
イ
ク
ル
ポ
ー
ト
等
）

⑨
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る

新
た
な
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
創
出
等

o
r

公
共
交
通
利
用
環
境
の
革
新
等

⑤
感
染
症
拡
大
防
止
対
策

③
ト
イ
レ
の
洋
式
化

■
車
内
の
抗
菌
・

抗
ウ
イ
ル
ス
対
策

■
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の

衛
生
対
策

観
光
庁
（参
事
官
（外
客
受
入
担
当
））
：1
,2
40
百
万
円

拡
充

227



     

No. 76  R3 当初予算 
R2 補正予算 

100 百万円 
2,400 百万円 

事業名 指定管理鳥獣捕獲等事業交付金事業 府省庁名 環境省 

概 要 
 都道府県等が指定管理鳥獣捕獲等事業に関する実施計画等を定めて、指定管理鳥獣捕

獲等事業を実施する取組等に対し、必要な経費を国が支援する。 

支援対象 
都道府県、協議会（※協議会は、

下記対象事業 1,3,4 に限る） 
補助率 １／２以内、定額等 

対象事業 

１．指定管理鳥獣捕獲等事業に係る実施計画策定等事業 
  捕獲事業の実施計画策定のための調査、計画検討や、事業評価のための調査、評価

に係る経費の補助 
２．指定管理鳥獣捕獲等事業 
  指定管理鳥獣（ニホンジカ、イノシシ）の捕獲及び処分に係る経費の補助 
３．効果的捕獲促進事業 
  効果的な捕獲モデルの技術開発の実証等経費の補助 
４．認定鳥獣捕獲等事業者等の育成 
  認定鳥獣捕獲等事業者等の育成のための講習会等経費の補助 
５．ジビエ利用拡大を考慮した狩猟者の育成 

狩猟者を対象とした食肉利用の衛生管理も含めた狩猟に必要な知識、技能等に関す

る講習会等経費の補助 
６．ジビエ利用拡大等のための狩猟捕獲支援 

①狩猟によるニホンジカ、イノシシの捕獲経費の補助（処理加工施設が受け入れた個 
体に限る。）及び処理加工施設において搬入した捕獲個体の食肉処理等を行うにあた

り発生した廃棄物処理等に係る経費の補助 
②狩猟によるニホンジカ、イノシシの捕獲経費の補助（都道府県が示した区域におい 

て捕獲した個体を適正に処分した個体に限る。）及び捕獲個体の適正な処分に要する 
経費の補助 

支援内容 

１．事業費 5,000 千円を上限とする定額補助（都道府県） 
事業費 10,000 千円を上限とする定額補助（協議会） 
（ただし、定額を超えた分は事業費の１／２以内） 

２．事業費の１／２以内 
（ただし、指定管理鳥獣に原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限がある県は、

解除されるまでの間、事業費の２／３以内、ＣＳＦ（豚熱）ウイルスが確認された

都道府県にあっては事業費の２／３以内（ただし、対象となる指定管理鳥獣はイ

ノシシに限る。）） 
３．事業費 10,000 千円を上限とする定額補助 
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４．事業費 2,000 千円を上限とする定額補助 
（ただし、定額を超えた分は事業費の１／２以内） 

５．事業費 2,000 千円を上限とする定額補助 
（ただし、定額を超えた分は事業費の１／２以内） 

６．①１頭当たり９千円を上限とする定額補助（シカ・イノシシ各２頭目から支払い）及 
び１処理加工施設当たり 2,000 千円を上限とする定額補助 

  ②１頭当たり８千円を上限とする定額補助（シカ、イノシシ各１頭目から支払い）

及び捕獲個体の処分に要する実費相当額を定額補助 

離島での 
実績 香川県小豆島ほか、長崎県対馬島ほか、鹿児島県屋久島 

備 考  

担当部署 環境省 自然環境局 野生生物課 鳥獣保護管理室 
連絡先 TEL 03-5521-8285 

参照 HP http://www.env.go.jp/nature/choju/reinforce/index.html 
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実
施
期
間

■
事
業
形
態

4
. 

・
実
施
計
画
の
策
定

・
ニ
ホ
ン
ジ
カ
・
イ
ノ
シ
シ
の
捕
獲

・
Ｃ
Ｓ
Ｆ
発
生
地
域
に
お
け
る
野
生
イ
ノ
シ
シ
の
捕

獲
の
強
化

・
認
定
鳥
獣
捕
獲
等
事
業
者
等
の
育
成

事
業

イ
メ

ー
ジ

都
道

府
県

等
が

計
画

に
基

づ
き

行
う

指
定

管
理

鳥
獣

（
ニ

ホ
ン

ジ
カ

、
イ

ノ
シ

シ
）

の
捕

獲
等

を
支

援
し

ま
す

。

【
令
和
３
年
度
予
算
1
0
0
百
万
円
（
2
,3
0
0
百
万
円
）
】

【
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
2
,4
0
0
百
万
円
】

指
定

管
理

鳥
獣

捕
獲

等
事

業
費

○
令
和
５
年
度
末
ま
で
に
ニ
ホ
ン
ジ
カ
・
イ
ノ
シ
シ
の
個
体
数
を
半
減
さ
せ
る
目
標
の
達
成
及
び
Ｃ
Ｓ
Ｆ
ウ
イ
ル
ス
の
拡
散
防
止
を
目
的
と

し
た
野
生
イ
ノ
シ
シ
の
捕
獲
強
化
に
向
け
て
、
都
道
府
県
等
が
行
う
ニ
ホ
ン
ジ
カ
・
イ
ノ
シ
シ
の
捕
獲
事
業
等
を
交
付
金
に
よ
り
支
援
す

る
。

ニ
ホ
ン
ジ
カ
及
び
イ
ノ
シ
シ
の
半
減
目
標
の
達
成
及
び
Ｃ
Ｓ
Ｆ
ウ
イ
ル
ス
の
拡
散

防
止
に
向
け
て
な
お
一
層
の
捕
獲
を
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
都
道
府
県
等
が

行
う
以
下
の
取
組
の
一
部
又
は
全
部
に
つ
い
て
、
交
付
金
に
よ
り
支
援
す
る
。

①
指
定
管
理
鳥
獣
捕
獲
等
事
業
に
係
る
実
施
計
画
策
定
等

②
指
定
管
理
鳥
獣
の
捕
獲
等

③
効
果
的
な
捕
獲
の
促
進
（
捕
獲
手
法
の
技
術
開
発
・
市
町
村
連
携
に
よ
る
捕
獲
）

④
認
定
鳥
獣
捕
獲
等
事
業
者
等
の
育
成
（
捕
獲
技
術
向
上
の
た
め
の
研
修
会
等
）

⑤
ジ
ビ
エ
利
用
拡
大
を
考
慮
し
た
狩
猟
者
の
育
成
（
食
肉
衛
生
の
講
習
会
等
）

⑥
ジ
ビ
エ
利
用
拡
大
等
の
た
め
の
狩
猟
捕
獲
支
援
（
捕
獲
個
体
の
搬
入
へ
の
支
援

及
び
捕
獲
強
化
の
た
め
の
狩
猟
捕
獲
経
費
補
助
等
）

交
付
金
（
補
助
率
１
／
２
、
２
／
３
、
定
額
）

都
道
府
県
、
協
議
会

平
成
2
6
年
度
～
令
和
５
年
度
（
予
定
）

半
減

目
標

の
達

成
・

Ｃ
Ｓ

Ｆ
の

拡
散

防
止

交 付 金 に よ る 支 援

都
道

府
県

等

ニ
ホ
ン
ジ
カ
・
イ
ノ
シ
シ
の
捕
獲
促
進

国

狩
猟
者
に
対
す
る
支
援

ジ
ビ
エ
利
用
拡
大
等
に
関
す
る
取
組

年
度

事
業
概
要

Ｒ
４

半
減
目
標
の
達
成
に
向
け
た
捕
獲
等
の
促
進

Ｒ
５

半
減
目
標
の
達
成
に
向
け
た
捕
獲
等
の
促
進

環
境

省
自

然
環

境
局

野
生

生
物

課
鳥

獣
保

護
管

理
室

電
話

：
0

3
-5

5
2

1
-8

2
8

5
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No. 77  R３当初予算 

R２補正予算 

1.7 億円 

35.25 億円 

事業名 海岸漂着物等地域対策推進事業 府省庁名 環境省 

概 要 

美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸

漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成 21 年法律第 82 号）に基づき、地方公共団

体が実施する海岸漂着物等及び漂流・海底ごみの回収・処理事業等に対し、補助金を交

付するもの。 

支援対象 地方公共団体 補助率 

１／２（地域計画策定・改定に係る事業） 

７／１０（海洋ごみの回収・処理、発生抑

制対策に係る事業） 

※離島振興法の対象となる地域について

は、補助率を７／１０から９／１０に嵩

上げ 

対象事業 

① 地域計画の策定・改定等に係る事業 

地域計画の策定・改定に係る事業及び海洋ごみ対策の推進を図るために必要な連絡調整、

情報収集等の事業 

② 海洋ごみの回収・処理に係る事業 

海洋ごみの回収・処理に係る事業（民間団体等と連携・協力して実施する事業を含む。）

及び海洋ごみの回収・処理に係る調査研究の事業 

③ 海洋ごみの発生抑制対策に係る事業 

海洋ごみの発生の抑制に係る普及・啓発、調査・研究、関係者間の連携・協力等の事業

（民間団体等と連携・協力して実施する事業を含む。） 

支援内容 

① は、補助率１／２，②、③は補助率７／１０ 

ただし、離島振興法の対象となる地域については、補助率を７／１０から９／１０に嵩

上げ 

離島での 
実績 

長崎県対馬島、島根県中之島、長崎県壱岐島など 

備 考  

担当部署 環境省水・大気環境局水環境課海洋環境室  

連絡先 ０３－５５２１－９０２５ 

参照 HP － 

 

231



お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実
施
期
間

■
事
業
形
態

4
. 

海
岸

漂
着

物
等

地
域

対
策

推
進

事
業

事
業

イ
メ

ー
ジ

補
助
事
業

国
内
外
で
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
始
め
と
す
る
海
洋
ご
み
問
題
へ
の
対
策
の
た

め
、
海
岸
漂
着
物
処
理
推
進
法
第
2
9
条
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
や
市
町
村
等
が
実
施
す
る
海
洋
ご

み
に
関
す
る
地
域
計
画
の
策
定
、
海
洋
ご
み
の
回
収
・
処
理
、
発
生
抑
制
対
策
に
関
す
る
事
業
に
対

し
、
補
助
金
に
よ
る
支
援
を
実
施
す
る
。
補
助
率
は
、
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
、
離
島
や
過
疎
、
半

島
地
域
等
に
お
い
て
嵩
上
げ
を
実
施
す
る
。

（
補
助
率
）

○
地
域
計
画
策
定
事
業
（
都
道
府
県
の
み
）
・
・
・
補
助
率
１
／
２
、
定
額
※
①

※
①
流
域
圏
を
含
む
地
域
計
画
を
策
定
す
る
場
合
は
1
0
百
万
円
を
上
限
と
す
る
補
助
。

○
回
収
・
処
理
事
業
、
発
生
抑
制
対
策
事
業
・
・
・
補
助
率
９
／
１
０
～
７
／
１
０
、
定
額
※
②

北
朝
鮮
由
来
の
確
認
漂
着
木
造
船
に
つ
い
て
は
補
助
率
９
.５
／
１
０
～
８
.５
／
１
０

※
②
漁
業
者
等
が
行
う
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
り
回
収
さ
れ
た
海
底
・
漂
流
ご
み
の
処
理
を
行
う

場
合
は
1
0
百
万
円
を
上
限
と
す
る
補
助
。

さ
ら
に
、
自
治
体
負
担
分
の
８
割
（
確
認
漂
着
木
造
船
は
1
0
割
）
が
特
別
交
付
税
で
措
置
。

近
年
、
海
洋
ご
み
に
よ
る
海
岸
機
能
の
低
下
や
環
境
・
景
観
の
悪
化
、
船
舶
航
行
の
妨
げ
等
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。
都
道
府
県
や
市
町
村
等

が
実
施
す
る
海
洋
ご
み
対
策
へ
の
支
援
を
通
じ
て
海
洋
ご
み
の
削
減
を
図
り
、
も
っ
て
海
洋
環
境
保
全
に
資
す
る
。

【
令
和
３
年
度
予
算

1
7
0
百
万
円
（
3
,6
9
5
百
万
円
）
】

【
令
和
2
年
度
3
次
補
正
予
算

3
,5
2
5
百
万
円
】

都
道
府
県
（
市
町
村
事
業
は
都
道
府
県
を
通
じ
た
間
接
補
助
事
業
）

平
成
２
7
年
度
～

環
境

省
水

・
大

気
環

境
局

水
環

境
課

海
洋

環
境

室
電

話
：

0
3

-5
5

2
1

-9
0

2
5

■
補
助
対
象

海
洋

ご
み

（
漂

流
・

漂
着

・
海

底
ご

み
）

の
回

収
・

処
理

や
発

生
抑

制
対

策
を

推
進

す
る

た
め

、
地

方
公

共
団

体
を

支
援

し
ま

す
。

環
境
省

漂
流
・
漂
着
・
海
底
ご
み

の
及
ぼ
す
様
々
な
影
響

海
洋
ご
み
の
回
収
処
理

事
業
等
の
推
進

補
助

金

都
道
府
県
、
市
町
村
な
ど
に
よ
る
回
収
処
理
事
業
等
の
実
施

海
洋
環
境
、
沿
岸
居
住
環
境
、

観
光
・
漁
業
、
船
舶
航
行

全
国

の
漂

流
・

漂
着

・
海

底
ご

み
対

策
の

推
進

に
よ

り
、

海
洋

環
境

の
保

全
等

を
図

る
。

事
業
計
画

事
業
実
績
報
告

重
機
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に

よ
る
海
洋
ご
み
の
回
収
処

理
活
動
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No. 78  R３当初予算 
R２補正予算 

5,000 百万円の内数 
8,000 百万円の内数 

事業名 
PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の

再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業 
府省庁名 環境省 

概 要 

離島は、地理的条件、需要規模等の各種要因より電力供給量に占める再生可能エネルギ

ーの割合が低く、本土と比較して、実質的な二酸化炭素排出係数が高い状況である。一

方で、太陽光発電設備等の再生可能エネルギーは変動性電源であり、電力供給量に占め

る割合を高めるにあたっては、調整力を強化していく必要がある。このような調整力の

強化にあたって、再生可能エネルギー設備や需要側設備を群単位で管理・制御技術の実

装を支援し、離島全体で再エネ自給率の向上を図る。 

支援対象 
・地方公共団体 
・民間事業者 

補助率 ➀３／４、②２／３ 

対象事業 

離島において、再生可能エネルギー設備や需要側設備を群単位で管理・制御することで

調整力を強化し、離島全体で電力供給量に占める再生可能エネルギーの割合を高め、二

酸化炭素排出量の削減を図る取り組みに対して、➀計画策定の支援を行う。または、②

再エネ設備、オフサイトから運転制御可能な需要側設備、蓄電システム、蓄熱槽、充放電

設備又は充電設備、一定要件を満たす車載型蓄電池＊、EMS、通信・遠隔制御機器、同期

発電設備、自営線、熱導管等の設備等導入支援を行う。 
＊通信・制御機器、充放電設備とセットで外部給電可能な EV に従来車から買換えする

場合に限る。（上限あり） 

支援内容 補助対象経費のうち➀計画策定３／４、②設備導入２／３を支援する。 

離島での 
実績 新規予算 

備 考 ― 

担当部署 地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 
連絡先 TEL：03-5521-8355 

参照 HP ― 
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

（
１

）
公

共
施

設
の

設
備

制
御

に
よ

る
地

域
内

再
エ

ネ
活

用
モ

デ
ル

構
築

事
業

（
２

）
再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
需

要
側

の
運

転
制

御
設

備
等

導
入

促
進

事
業

1
. 

①
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

な
需

要
家

側
の

設
備

、
シ

ス
テ

ム
等

導
入

支
援

事
業

②
再

エ
ネ

の
出

力
抑

制
低

減
に

資
す

る
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

な
発

電
側

の
設

備
、

シ
ス

テ
ム

等
導

入
支

援
事

業

2
.

離
島

に
お

け
る

再
エ

ネ
主

力
化

に
向

け
た

運
転

制
御

設
備

導
入

構
築

事
業

（
３

）
平

時
の

省
C

O
2

と
災

害
時

避
難

施
設

を
両

立
す

る
直

流
に

よ
る

建
物

間
融

通
支

援
事

業

（
４

）
ス

ト
レ

ー
ジ

パ
リ

テ
ィ

の
達

成
に

向
け

た
太

陽
光

発
電

設
備

等
の

価
格

低
減

促
進

事
業

（
５

）
再

エ
ネ

の
価

格
低

減
に

向
け

た
新

手
法

に
よ

る
再

エ
ネ

導
入

事
業

（
６

）
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
脱

炭
素

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

（
一

部
総

務
省

・
経

済
産

業
省

連
携

事
業

）

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
補

助
率

：
３

／
４

、
２

／
３

※
、

１
／

２
※
、

１
／

３
）

(※
一

部
上

限
あ

り
)

／
委

託
事

業

•
オ

ン
サ

イ
ト

P
P
A
モ

デ
ル

等
の

新
手

法
に

よ
る

再
エ

ネ
・

蓄
電

池
導

入
を

支
援

し
、

価
格

低
減

を
図

り
つ

つ
、

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
を

図
る

。

•
公

共
施

設
や

そ
の

他
の

需
要

側
設

備
等

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

を
遠

隔
制

御
す

る
こ

と
に

よ
り

、
変

動
制

再
エ

ネ
（

太
陽

光
、

風
力

等
）

に
対

す
る

地

域
の

調
整

力
向

上
を

図
る

。

•
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

主
要

排
出

減
で

あ
る

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

ゼ
ロ

エ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

に
向

け
た

取
組

を
促

進
す

る
。

再
ｴﾈ

・
蓄

電
池

の
導

入
及

び
価

格
低

減
促

進
と

調
整

力
の

確
保

等
に

よ
り

、
再

ｴﾈ
主

力
化

と
ﾚｼ

ﾞﾘ
ｴﾝ

ｽ強
化

を
同

時
に

図
り

ま
す

。

【
令

和
3
年

度
予

算
額

5
,0

0
0
百

万
円

（
4
,0

0
0
百

万
円

）
】

【
令

和
2
年

度
3
次

補
正

予
算

額
8
,0

0
0
百

万
円

】

地
方

自
治

体
、

民
間

事
業

者
・

団
体

等

(１
)・

(２
)・

(３
)令

和
２

年
度

～
令

和
６

年
度

、
（

４
）

・
（

５
）

・
（

６
）

令
和

３
年

度
～

令
和

６
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
・

補
助

先

需
要

家
側

の
運

転
制

御
に

よ
る

需
給

バ
ラ

ン
ス

の
調

整

再
エ

ネ
比

率
向

上
運

転
制

御

需
給

調
整

需
要

家
側

供
給

側

＊
EV

に
つ

い
て

は
、

(1
)・

(2
)-1

-➀
・

(2
)-2

・
(3

)・
(4

)の
メ

ニ
ュ

ー
に

お
い

て
、

通
信

・
制

御
機

器
、

充
放

電
設

備
又

は
充

電
設

備
と

セ
ッ

ト
で

外
部

給
電

可
能

な
EV

に
従

来
車

か
ら

買
換

え
す

る
場

合
に

限
り

、
蓄

電
容

量
の

1/
2(

電
気

事
業

法
上

の
離

島
は

2/
3)

×
2万

円
/k

W
h補

助
す

る
。

（
上

限
あ

り
）

＊
継

続
分

を
除

く
事

業
は

組
み

合
わ

せ
て

行
う

事
も

可
能

需
要

家
（

企
業

等
）

発
電

事
業

者

オ
ン

サ
イ

ト
P

P
A

に
よ

る
再

エ
ネ

・
蓄

電
池

導
入

太
陽

光
パ

ネ
ル

設
置

等

電
気

利
用

料
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
補

助
率

２
／

３
※
）

(※
一

部
上

限
あ

り
)

パ
リ

協
定

等
を

踏
ま

え
全

て
の

分
野

に
お

け
る

脱
炭

素
化

が
求

め
ら

れ
る

中
で

、
自

治
体

は
、

率
先

し
て

再
エ

ネ
の

最
大

限
の

導
入

に
取

組
む

必
要

が
あ

る
。

こ
の

た
め

、

本
事

業
で

は
、

地
域

全
体

で
よ

り
効

果
的

な
C
O

2
排

出
削

減
対

策
を

実
現

す
る

先
進

的

モ
デ

ル
の

構
築

を
目

指
す

。

廃
棄

物
発

電
所

や
上

下
水

道
等

の
公

共
施

設
の

有
す

る
（

遠
隔

）
制

御
可

能
な

複
数

の
設

備
を

活
用

し
て

、
需

要
制

御
を

行
い

な
が

ら
地

域
の

再
エ

ネ
電

力
を

有
効

活
用

で

き
る

よ
う

に
し

、
公

共
施

設
の

再
エ

ネ
比

率
を

さ
ら

に
高

め
る

モ
デ

ル
を

構
築

す
る

。

具
体

的
に

は
、

災
害

等
有

事
の

際
に

も
強

い
地

域
の

総
合

的
な

エ
ネ

ル
ギ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

構
築

に
資

す
る

、
再

エ
ネ

設
備

、
蓄

電
池

、
通

信
機

、
エ

ネ
マ

ネ
シ

ス
テ

ム
、

自
営

線
な

ど
の

導
入

を
補

助
す

る
。

•
地

域
に

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

導
入

し
て

い
く

に
あ

た
っ

て
は

、
再

エ
ネ

電
力

供
給

事
業

者
に

お
け

る
調

整
力

の
確

保
が

重
要

。
ま

た
、

コ
ロ

ナ
後

の
社

会
に

お
い

て
は

、
有

事
の

際
に

も
管

理
を

可
能

と
す

る
遠

隔
管

理
の

必
要

性
が

増
し

て
い

る
た

め
、

公
共

施
設

の

有
す

る
（

遠
隔

）
制

御
可

能
な

設
備

の
運

転
方

法
に

つ
い

て
実

証
を

行
う

。

•
こ

れ
に

よ
り

、
地

域
の

再
エ

ネ
電

力
を

有
効

活
用

し
、

公
共

施
設

等
の

再
エ

ネ
比

率
を

高
め

る
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
。

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
入

や
、

公
共

施
設

等
の

調
整

力
・

遠
隔

管
理

を
活

用
す

る
こ

と
で

、
地

域
の

再
エ

ネ
主

力
化

を
図

り
ま

す
。

再
エ

ネ
発

電

地
方

自
治

体
・

民
間

事
業

者
等

令
和

２
年

度
～

令
和

６
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
・

補
助

先

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(１
)公

共
施

設
の

設
備

制
御

に
よ

る
地

域
内

再
エ

ネ
活

用
モ

デ
ル

構
築

事
業 地

域
の

非
F
IT

電
力

地
域

新
電

力

系
統

（
ﾊﾞ

ｯｸ
ｱｯ

ﾌﾟ
）

小
売

地
域

内
で

相
対

取
引

地
域

内
で

相
対

取
引

廃
棄

物
発

電

地
域

内
で

相
対

取
引

（
調

整
可

）

自
家

消
費

分

発
電

総
量

を
ｺﾝ

ﾄﾛ
ｰﾙ

、
ま

た
は

場
内

利
用

の
割

合
を

ｺﾝ
ﾄﾛ

ｰﾙ

下
水

処
理

場

ﾊﾞ
ｲｵ

ｶﾞ
ｽ

発
電

機
自

家
消

費

ｶﾞ
ｽ発

電
量

の
ｺﾝ

ﾄﾛ
ｰﾙ

や
、

ﾎﾟ
ﾝﾌ

ﾟ･
ﾌﾞ

ﾛｱ
類

の
ｺﾝ

ﾄﾛ
ｰﾙ

通
信

機
や

エ
ネ

マ
ネ

シ
ス

テ
ム

を
駆

使
し

全
体

の
司

令
塔

自
営

線
等

小
売

（
調

整

浄
水

場

貯
水

池
・

配
水

池
を

利
用

し
た

、
ﾎﾟ

ﾝﾌ
ﾟ運

転
の

ｺﾝ
ﾄﾛ

ｰﾙ

導
水

ﾎﾟ
ﾝﾌ

ﾟ
送

水
ﾎﾟ

ﾝﾌ
ﾟ

小
売

（
調

整
可

）

下
線

が
補

助
対

象
例

小
売

（
調

整
可

）
蓄

電
池

自
家

消
費

小
水

力
発

電

供
給

車
載

型
蓄

電
池
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(２
)再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
需

要
側

の
運

転
制

御
設

備
等

導
入

促
進

事
業

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

補
助

率
①

１
／

２
※
、

②
１

／
３

(※
一

部
上

限
あ

り
）

(電
気

事
業

法
上

の
離

島
は

、
補

助
率

②
１

／
２

)

1.
出

力
が

変
動

し
、

予
測

誤
差

が
生

じ
る

太
陽

光
、

風
力

な
ど

の
変

動
性

再
エ

ネ
を

主
力

化
し

て
い

く
た

め
に

は
、

出
力

の
変

動
や

予
測

誤
差

に
応

じ
て

需
要

側
の

設
備

等
の

運
転

状
況

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
し

、
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

で
も

運
転

制

御
で

き
る

体
制

を
構

築
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

と
な

る
。

こ
の

た
め

、
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

で
平

時
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
や

省
C
O
2化

が
図

れ

る
需

要
側

設
備

等
を

整
備

し
、

遠
隔

制
御

実
績

等
を

報
告

で
き

る
事

業
者

に
対

し
支

援
を

行
う

。

（
支

援
対

象
機

器
：

実
証

段
階

の
も

の
を

除
き

、
実

用
段

階
の

も
の

に
限

る
。

）

①
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

な
需

要
家

側
の

設
備

、
シ

ス
テ

ム
等

導
入

支
援

事
業

オ
フ

サ
イ

ト
か

ら
運

転
制

御
可

能
な

充
放

電
設

備
又

は
充

電
設

備
、

蓄
電

池
、

一
定

要
件

を
満

た
す

車
載

型
蓄

電
池

＊
、

蓄
熱

槽
、

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

、
コ

ジ
ェ

ネ
、

EM
S、

通
信

・
遠

隔
制

御
機

器
、

需
要

側
に

設
置

す
る

省
C
O
2・

エ
ネ

ル
ギ

ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
資

す
る

設
備

及
び

設
備

同
士

を
結

ぶ
自

営
線

、
熱

導
管

等
。

＊
通

信
・

制
御

機
器

、
充

放
電

設
備

又
は

充
電

設
備

と
セ

ッ
ト

で
外

部
給

電
可

能
な

EV
に

従
来

車
か

ら
買

換
え

す
る

場
合

に
限

る
。

（
上

限
あ

り
）

＊
設

備
導

入
年

度
の

終
了

後
、

少
な

く
と

も
3年

間
、

市
場

連
動

型
の

電
力

契
約

を
結

ぶ
事

業
者

に
つ

い
て

優
先

採
択

を
行

う
。

②
再

エ
ネ

の
出

力
抑

制
低

減
に

資
す

る
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

な
発

電
側

の
設

備
、

シ
ス

テ
ム

等
導

入
支

援
事

業

(２
)再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
需

要
側

の
運

転
制

御
設

備
等

導
入

促
進

事
業

の
う

ち
、

1.
①

オ
フ

サ
イ

ト
か

ら
運

転
制

御
可

能
な

需
要

家
側

の
設

備
、

シ
ス

テ
ム

等
導

入
支

援
事

業

②
再

エ
ネ

の
出

力
抑

制
低

減
に

資
す

る
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

運
転

制
御

可
能

な
発

電
側

の
設

備
、

シ
ス

テ
ム

等
導

入
支

援
事

業

•
オ

フ
サ

イ
ト

か
ら

の
指

令
に

よ
り

運
転

制
御

可
能

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

や
省

C
O

2
化

が
図

れ
る

需
要

側
設

備
等

へ
の

支
援

を
行

う
こ

と
で

、
変

動
性

再
エ

ネ
の

主
力

電
源

化
を

推
進

す
る

。

•
ま

た
、

コ
ロ

ナ
後

の
社

会
に

お
い

て
は

、
有

事
の

際
に

も
管

理
を

可
能

と
す

る
遠

隔
管

理
の

必
要

性
が

増
し

て
い

る
た

め
、

業
務

用
施

設
等

の
運

転
制

御
可

能
な

需

要
側

設
備

の
導

入
を

行
う

。

変
動

性
再

エ
ネ

（
太

陽
光

、
風

力
等

）
の

主
力

電
源

化
に

向
け

、
需

要
側

の
運

転
制

御
可

能
な

省
C

O
2

型
需

要
側

設
備

等
を

支
援

し
ま

す
。

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

（
設

備
設

置
者

）

令
和

２
年

度
～

令
和

6
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
補

助
対

象

オ
フ

サ
イ

ト
よ

り
運

転
制

御
可

能
な

省
CO

2型
需

要
側

設
備

需
要

側
設

備
設

置
者

運
転

制
御

を
行

う
者

電
力

需
給

や
需

要
に

応
じ

た
利

用
の

増
減

通
信

・
制

御
機

器

再
エ

ネ
設

備
設

置
者

通
信

・
制

御
機

器

制
御

可
能

な
需

要
側

省
CO

2設
備
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(２
)再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
需

要
側

の
運

転
制

御
設

備
等

導
入

促
進

事
業

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
計

画
策

定
：

３
／

４
（

上
限

1
,0

0
0
万

円
）

、
設

備
等

導
入

：
２

／
３

※
）

(※
一

部
上

限
あ

り
) 

2.
離

島
に

お
け

る
再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
運

転
制

御
設

備
導

入
構

築
事

業

離
島

は
、

地
理

的
条

件
、

需
要

規
模

等
の

各
種

要
因

よ
り

電
力

供
給

量
に

占
め

る
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
割

合
が

低
く

、
本

土
と

比
較

し
て

、
実

質
的

な
二

酸
化

炭
素

排
出

係
数

が
高

い
状

況
で

あ
る

。
一

方
で

、
太

陽
光

発
電

設
備

等
の

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
は

変
動

性
電

源
で

あ
り

、
電

力
供

給
量

に
占

め
る

割
合

を
高

め
る

に
あ

た
っ

て
は

、
調

整
力

を
強

化
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

調
整

力
の

強
化

に
あ

た
っ

て
は

、
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

設
備

や
需

要
側

設
備

を
群

単
位

で
管

理
・

制
御

す
る

こ
と

が
費

用
対

効
果

の
面

か
ら

有
効

で
あ

る
。

そ
こ

で
、

離
島

に
お

い
て

、
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

設
備

や
需

要
側

設
備

を
群

単
位

で
管

理
・

制
御

す

る
こ

と
で

調
整

力
を

強
化

し
、

離
島

全
体

で
電

力
供

給
量

に
占

め
る

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

割
合

を
高

め
、

二
酸

化
炭

素
排

出
量

の
削

減
を

図
る

取
り

組
み

に
対

し
て

、
計

画
策

定
の

支
援

、
ま

た
は

再
エ

ネ
設

備
、

オ
フ

サ
イ

ト
か

ら
運

転
制

御
可

能
な

需
要

側
設

備
、

蓄
電

シ
ス

テ
ム

、
蓄

熱
槽

、
充

放
電

設
備

又
は

充
電

設
備

、
一

定
要

件
を

満
た

す
車

載
型

蓄
電

池
、

EM
S
、

通
信

・
遠

隔
制

御
機

器
、

同
期

発
電

設
備

、

自
営

線
、

熱
導

管
等

の
設

備
等

導
入

支
援

を
行

う
。

(２
)再

エ
ネ

主
力

化
に

向
け

た
需

要
側

の
運

転
制

御
設

備
等

導
入

促
進

事
業

の
う

ち
、

２
．

離
島

に
お

け
る

再
エ

ネ
主

力
化

に
向

け
た

運
転

制
御

設
備

導
入

構
築

事
業

•
離

島
に

お
い

て
、

再
エ

ネ
設

備
や

需
要

側
設

備
の

群
単

位
の

管
理

・
制

御
技

術
を

社
会

実
装

し
ま

す
。

•
離

島
全

体
で

の
再

エ
ネ

自
給

率
の

向
上

を
図

り
ま

す
。

再
エ

ネ
設

備
や

需
要

家
側

設
備

を
遠

隔
に

て
群

単
位

で
管

理
・

制
御

す
る

こ
と

に
よ

り
、

離
島

全
体

で
の

再
エ

ネ
自

給
率

の
向

上
を

図
り

ま
す

。

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

令
和

３
年

度
～

令
和

6
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
補

助
対

象
離

島
全

体
で

の
調

整
力

の
強

化
に

よ
る

、
再

エ
ネ

自
給

率
の

向
上

通
信

・
制

御

再
エ

ネ
設

備
等

需
要

側
設

備
等

エ
ネ

ル
ギ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
（

EM
S）

（
遠

隔
に

て
群

単
位

で
管

理
・

制
御

）

通
信

・
制

御

群
単

位
で

制
御
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(３
)平

時
の

省
C

O
2

と
災

害
時

避
難

施
設

を
両

立
す

る
直

流
に

よ
る

建
物

間
融

通
支

援
事

業

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
計

画
策

定
：

３
／

４
（

上
限

1
,0

0
0
万

円
）

、
設

備
等

導
入

：
１

／
２

※
 ）

(※
一

部
上

限
あ

り
)

一
般

的
に

直
流

給
電

シ
ス

テ
ム

は
交

流
給

電
シ

ス
テ

ム
と

比
べ

て
電

力
変

換
段

数
が

少
な

く
、

電

力
変

換
時

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

ロ
ス

を
低

減
で

き
る

た
め

省
C
O

2と
す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

り
、

さ
ら

に

太
陽

光
発

電
設

備
や

蓄
電

池
を

給
電

線
に

直
接

接
続

で
き

る
た

め
災

害
時

に
系

統
が

ブ
ラ

ッ
ク

ア
ウ

ト
し

た
際

に
も

効
率

的
に

自
立

運
転

さ
せ

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
直

流
給

電
シ

ス
テ

ム
を

複
数

の
建

物
間

で
つ

な
ぎ

、
構

築
す

る
こ

と
で

、
一

定
エ

リ

ア
内

で
平

時
は

省
C
O

2を
図

り
つ

つ
も

、
災

害
時

に
は

核
と

な
る

避
難

拠
点

を
形

成
で

き
る

。

そ
こ

で
、

複
数

の
建

物
間

を
つ

な
ぎ

、
直

流
給

電
シ

ス
テ

ム
と

す
る

こ
と

で
、

一
定

エ
リ

ア
内

で

平
時

の
省

C
O

2を
図

り
、

災
害

時
に

核
と

な
る

避
難

拠
点

を
形

成
す

る
事

業
者

に
対

し
て

設
備

等
の

導
入

に
係

る
計

画
策

定
や

導
入

支
援

を
行

う
。

•
建

物
間

で
の

直
流

給
電

シ
ス

テ
ム

構
築

に
係

る
設

備
等

の
導

入
に

よ
り

、
平

時
の

省
C
O

2
と

災
害

時
の

自
立

運
転

を
両

立
す

る
シ

ス
テ

ム

を
構

築
し

、
地

域
に

お
け

る
再

エ
ネ

主
力

化
と

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

を
同

時
に

推
進

す
る

。

省
C

O
2

と
災

害
時

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

確
保

が
可

能
と

な
る

直
流

給
電

に
よ

る
建

物
間

電
力

融
通

に
係

る
設

備
等

の
構

築
を

支
援

し
ま

す
。

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

令
和

２
年

度
～

令
和

6
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
補

助
対

象

建
物

間
を

つ
な

ぐ
直

流
給

電
シ

ス
テ

ム

直 流
交 流 蓄

電
池

や
PV

直
流

給
電

拠
点

中
核

建
築

物
隣

接
建

築
物

隣
接

建
築

物

直 流
直 流

CP
U

直 流
直 流

直
流

機
器

蓄
電

池
や

PV

直
流

給
電

シ
ス

テ
ム

の
構

築

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

排
熱

利
用

等
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
太

陽
光

発
電

設
備

定
額

：
４

～
５

万
円

/k
W

、
蓄

電
池

定
額

：
２

万
円

/k
W

h
又

は
６

万
円

/k
W

 、
工

事
費

の
一

部
）

／
委

託
事

業

太
陽

光
発

電
に

よ
る

電
力

の
自

家
消

費
を

促
進

す
る

た
め

に
は

、
蓄

電
池

を
効

果
的

に
活

用
す

る

こ
と

が
重

要
で

あ
り

、
蓄

電
池

を
導

入
し

な
い

よ
り

も
蓄

電
池

を
導

入
し

た
ほ

う
が

経
済

的
メ

リ
ッ

ト
が

あ
る

状
態

（
ス

ト
レ

ー
ジ

パ
リ

テ
ィ

）
を

目
指

す
取

組
み

を
促

進
す

る
必

要
が

あ
る

。
災

害
時

等
に

お
い

て
も

電
力

供
給

可
能

な
太

陽
光

発
電

設
備

と
蓄

電
池

を
組

み
合

わ
せ

た
シ

ス
テ

ム
等

を
導

入
し

、
補

助
金

額
の

一
部

を
サ

ー
ビ

ス
料

金
の

低
減

等
に

よ
り

需
要

家
に

還
元

す
る

と
と

も
に

、
当

該
還

元
に

つ
い

て
公

表
す

る
事

業
者

に
対

し
て

支
援

を
行

う
。

太
陽

光
発

電
設

備
や

蓄

電
池

の
シ

ス
テ

ム
価

格
の

低
減

と
と

も
に

、
補

助
額

は
段

階
的

に
下

げ
て

い
く

。

①
集

合
住

宅
・

業
務

・
産

業
用

途
（

太
陽

光
発

電
設

備
10

kW
以

上
の

場
合

）

オ
ン

サ
イ

ト
PP

A
モ

デ
ル

等
に

よ
る

設
備

等
導

入
に

対
し

て
支

援
を

行
う

。
（

補
助

）

②
戸

建
て

住
宅

等
用

途
（

太
陽

光
発

電
設

備
10

kW
未

満
の

場
合

）

オ
ン

サ
イ

ト
PP

A
モ

デ
ル

等
に

よ
る

設
備

等
導

入
に

対
し

て
支

援
を

行
う

。
（

補
助

）

③
ス

ト
レ

ー
ジ

パ
リ

テ
ィ

達
成

の
た

め
の

課
題

分
析

及
び

解
決

手
法

の
調

査
・

検
討

を
行

う
。

（
委

託
）

•
脱

炭
素

化
の

推
進

や
防

災
に

資
す

る
、

太
陽

光
発

電
設

備
と

蓄
電

池
を

組
み

合
わ

せ
た

シ
ス

テ
ム

の
オ

ン
サ

イ
ト

P
P
A

モ
デ

ル
等

に
よ

る

設
備

導
入

等
を

支
援

す
る

こ
と

で
、

設
備

の
価

格
低

減
を

促
進

し
、

ス
ト

レ
ー

ジ
パ

リ
テ

ィ
の

達
成

と
災

害
時

の
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
向

上
を

目
指

す
。

太
陽

光
発

電
設

備
と

蓄
電

池
を

組
み

合
わ

せ
た

シ
ス

テ
ム

へ
の

支
援

に
よ

り
、

ス
ト

レ
ー

ジ
パ

リ
テ

ィ
の

達
成

を
目

指
し

ま
す

。

民
間

事
業

者
・

団
体

令
和

３
年

度
～

令
和

6
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(４
)ス

ト
レ

ー
ジ

パ
リ

テ
ィ

の
達

成
に

向
け

た
太

陽
光

発
電

設
備

等
の

価
格

低
減

促
進

事
業

需
要

家
（

企
業

等
）

発
電

事
業

者
・

設
備

設
置

の
費

用
負

担

・
設

備
の

維
持

管
理

・
利

用
料

の
低

減
等

の
公

表

・
再

エ
ネ

電
気

を
購

入

・
電

力
使

用
分

の
み

支
払

い

・
長

期
固

定
価

格

・
電

気
代

上
昇

リ
ス

ク
低

減

・
R

E
1
0
0
に

活
用

可
能

電
気

利
用

料
（

利
用

料
の

低
減

等
に

よ
り

需
要

家
が

裨
益

）太
陽

光
パ

ネ
ル

設
置

等

＊
EV

を
購

入
に

よ
り

導
入

す
る

場
合

に
つ

い
て

は
、

充
放

電
設

備
又

は
充

電
設

備
と

セ
ッ

ト
で

外
部

給
電

可
能

な
EV

を
導

入
す

る
場

合
に

限
り

、
蓄

電
容

量
の

1/
2×

2万
円

/k
W

hを
補

助
す

る
。

（
上

限
あ

り
）
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

事
業

イ
メ

ー
ジ

①
、

②
、

③
：

間
接

補
助

事
業

（
計

画
策

定
：

３
／

４
（

上
限

1
,0

0
0
万

円
）

設
備

等
導

入
：

１
／

３
）

④
：

委
託

事
業

①
オ

フ
サ

イ
ト

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

PP
A
に

よ
る

太
陽

光
発

電
供

給
モ

デ
ル

創
出

事
業

オ
フ

サ
イ

ト
コ

ー
ポ

レ
ー

ト
PP

A
に

よ
り

太
陽

光
発

電
に

よ
る

電
力

を
供

給
す

る
事

業
者

に
対

し
て

、
匿

名
に

て
価

格
構

造
、

契
約

に
係

る
情

報
（

個
人

情
報

を
除

く
）

の
公

表
に

同
意

す
る

こ
と

を
条

件
と

し
て

、
設

備
等

導
入

支
援

を
行

う
。

②
太

陽
光

発
電

設
備

の
設

置
箇

所
拡

大
建

物
屋

根
上

や
空

き
地

以
外

の
場

所
（

カ
ー

ポ
ー

ト
等

）
を

活
用

し
た

需
給

一
体

型
の

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

に
つ

い
て

、
本

補
助

金
を

受
け

る
こ

と
で

導
入

費
用

が
最

新
の

調
達

価
格

等
算

定
委

員
会

の
意

見
に

掲
載

さ
れ

て
い

る
同

設
備

が
整

理
さ

れ
る

電
源

・
規

模
等

と
同

じ
分

類
の

資
本

費
に

係
る

調
査

結
果

の
平

均
値

又
は

中
央

値
の

い
ず

れ
か

低
い

方
を

下
回

る
も

の
に

限
り

設
備

等
導

入
の

支
援

を
行

う
。

蓄
電

池
を

導
入

す
る

場
合

に
は

、
当

該
蓄

電
池

に
つ

い
て

も
補

助
対

象
と

す
る

。
③

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

価
格

低
減

促
進

FI
T
の

対
象

と
さ

れ
て

い
る

電
源

（
太

陽
光

発
電

を
除

く
。

自
家

消
費

又
は

災
害

時
の

自
立

機
能

付
き

の
再

エ
ネ

電
源

に
限

る
。

）
に

つ
い

て
、

本
補

助
金

を
受

け
る

こ
と

で
導

入
費

用
が

最
新

の
調

達
価

格
等

算
定

委
員

会
の

意
見

に
掲

載
さ

れ
て

い
る

同
設

備
が

整
理

さ
れ

る
電

源
・

規
模

等
と

同
じ

分
類

の
資

本
費

に
係

る
調

査
結

果
の

平
均

値
又

は
中

央
値

の
い

ず
れ

か
低

い
方

を
下

回
る

も
の

に
限

り
計

画
策

定
、

設
備

等
導

入
支

援
を

行
う

。
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

熱
利

用
設

備
に

つ
い

て
、

当
該

設
備

の
費

用
対

効
果

が
従

来
設

備
の

費
用

対
効

果
（

※
過

年
度

の
環

境
省

補
助

事
業

の
デ

ー
タ

等
に

基
づ

く
）

よ
り

一
定

割
合

以
上

低
い

も
の

に
限

り
計

画
策

定
、

設
備

等
導

入
支

援
を

行
う

。
④

再
エ

ネ
の

価
格

低
減

に
向

け
た

新
手

法
に

よ
る

再
エ

ネ
導

入
に

つ
い

て
調

査
・

検
討

を
行

う
。

•
長

期
か

つ
低

廉
な

価
格

の
太

陽
光

発
電

の
供

給
を

促
進

し
ま

す
。

•
建

物
屋

根
上

や
空

き
地

以
外

の
場

所
（

カ
ー

ポ
ー

ト
等

）
を

活
用

し
た

需
給

一
体

型
の

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

を
促

進
し

ま
す

。

•
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

設
備

の
価

格
低

減
を

促
進

し
ま

す
。

再
エ

ネ
主

力
化

に
向

け
て

、
価

格
低

減
効

果
が

期
待

さ
れ

る
手

法
に

よ
る

再
エ

ネ
設

備
の

導
入

を
支

援
し

ま
す

。

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

①
：

令
和

３
年

度

②
、

③
、

④
：

令
和

３
年

度
～

令
和

６
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(５
)再

エ
ネ

の
価

格
低

減
に

向
け

た
新

手
法

に
よ

る
再

エ
ネ

導
入

事
業

発
電

事
業

者

小
売

電
気

事
業

者
需

要
家

（
企

業
） P

P
A

再
エ

ネ
由

来
電

力

再
エ

ネ
由

来
電

力

電
力

料
金

支
払

い

電
力

料
金

支
払

い

【
オ

フ
サ

イ
ト

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

P
P
A

（
国

内
の

場
合

）
】

※
ｺｰ

ﾎﾟ
ﾚｰ

ﾄP
P
A

と
は

、
需

要
家

（
企

業
等

）
が

発
電

事
業

者
か

ら
電

力
を

固
定

価
格

で
長

期
間

購
入

す
る

電
力

購
入

契
約

。
発

電
事

業
者

は
P
P
A

に
よ

る
事

業
の

予
見

性
向

上
に

よ
り

資
金

調
達

が
し

や
す

く
な

り
、

新
規

の
再

エ
ネ

投
資

が
進

む
。

需
要

家
は

、
長

期
電

力
価

格
固

定
に

よ
る

電
気

料
金

上
昇

へ
の

リ
ス

ク
ヘ

ッ
ジ

、
長

期
契

約
に

よ
る

電
力

価
格

の
低

下
、

安
定

的
な

再
エ

ネ
調

達
が

可
能

。
同

手
法

は
、

特
に

R
E
1
0
0
企

業
が

重
視

し
て

い
る

再
エ

ネ
電

源
の

「
追

加
性

」
の

ニ
ー

ズ
も

満
た

す
こ

と
が

可
能

。
我

が
国

の
現

行
の

電
気

事
業

法
の

下
で

は
、

一
般

の
企

業
が

発
電

事
業

者
と

直
接

P
P
A

 を
結

ぶ
こ

と
は

で
き

な
い

が
、

小
売

電
気

事
業

者
を

介
し

た
３

者
間

の
P
P
A

 は
可

能
。

託
送

料
金

ﾊﾞ
ﾗﾝ

ｼﾝ
ｸﾞ

ｺｽ
ﾄ

再
ｴﾈ

賦
課

金
が

追
加

電 力 は 系 統 を 通 じ 需 要 家 へ
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

事
業

イ
メ

ー
ジ

①
～

③
間

接
補

助
事

業
（

1
/2

）
④

委
託

事
業

①
既

存
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
再

エ
ネ

導
入

等
に

よ
る

省
Ｃ

Ｏ
２

改
修

促
進

事
業

既
存

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

再
エ

ネ
・

蓄
エ

ネ
設

備
等

導
入

及
び

省
エ

ネ
改

修
に

つ
い

て
支

援
す

る
。

②
省

C
O

2
型

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
へ

の
サ

ー
バ

ー
等

移
設

促
進

事
業

省
C
O

2
性

能
の

低
い

デ
ー

タ
ー

セ
ン

タ
ー

に
あ

る
サ

ー
バ

ー
等

に
つ

い
て

、
再

エ
ネ

活
用

等
に

よ
り

省
C
O

2
性

能
が

高
い

地
方

の
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

へ
の

集
約

・
移

設
を

支
援

す
る

。

③
地

域
再

エ
ネ

の
効

率
的

活
用

に
資

す
る

コ
ン

テ
ナ

型
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

導
入

促
進

事
業

省
エ

ネ
性

能
が

高
く

、
地

域
再

エ
ネ

の
効

率
的

活
用

も
期

待
で

き
る

コ
ン

テ
ナ

型
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

、
設

備
等

導
入

を
支

援
す

る
。

④
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

・
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
促

進
方

策
検

討
事

業

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

再
エ

ネ
活

用
等

に
よ

る
ゼ

ロ
エ

ミ
シ

ョ
ン

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

を
促

す
と

と
も

に
、

省
C
O

2
型

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

利
用

を
促

進
す

る
方

策
等

に
つ

い
て

調
査

・
検

討
す

る
。

※
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
新

設
に

関
す

る
支

援
に

つ
い

て
は

、
「

脱
炭

素
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
循

環
共

生
圏

構
築

事
業

」
の

う
ち

、
「

地
域

再
エ

ネ
の

活
用

に
よ

り
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

を
目

指
す

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
構

築
支

援
事

業
」

を
参

照
。

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

、
急

速
な

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
の

デ
ジ

タ
ル

化
が

進
行

し
て

お
り

、
IC

T
活

用
に

よ
る

通
信

ト
ラ

フ
ィ

ッ
ク

及
び

電

力
消

費
量

の
激

増
が

予
見

さ
れ

る
。

2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

の
達

成
に

向
け

、
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

中
で

も
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン

化
（

再
エ

ネ
活

用
比

率
・

省
エ

ネ
性

能
の

向
上

等
）

に
向

け
た

取
組

を
支

援
す

る
と

と
も

に
、

地
方

分
散

立
地

推
進

や
再

エ
ネ

活
用

に
よ

る
災

害
時

の
継

続
能

力
向

上
等

の
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

デ
ジ

タ
ル

社
会

と
グ

リ
ー

ン
社

会
の

同
時

実
現

、
さ

ら
に

は
グ

リ
ー

ン
成

長
を

実
現

す
る

。

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

再
エ

ネ
活

用
等

に
よ

る
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

・
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
に

向
け

た
取

組
を

支
援

し
ま

す
。

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

令
和

3
年

度
～

令
和

6
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
室

電
話

：
0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

P
P
A

活
用

な
ど

再
エ

ネ
価

格
低

減
等

を
通

じ
た

地
域

の
再

エ
ネ

主
力

化
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

強
化

促
進

事
業

の
う

ち
、

(６
)デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

・
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
促

進
事

業
（

総
務

省
連

携
事

業
）

～～～
～～～

…
①

改
修

②
移

設

③
コ

ン
テ

ナ

・
モ

ジ
ュ

ー
ル

型

～～～
～～～

…

ൾ ೸
ഐ ਞ

ൾ ೸

電
力

供
給

※
2
 P

o
w

e
r 

U
sa

g
e
 E

ff
e
ct

iv
e
n
e
ss

：
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
電

力
使

用
効

率
指

標

P
U

E 前
後

P
U

E
 ※

2
 

前
後
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No. 79  Ｒ３予算額 200 百万円の内数 

事業名 災害等廃棄物処理事業 府省庁名 環境省 

概 要 
市町村（一部事務組合、広域連合、特別区を含む。）が行う、災害その他の事由のために

実施した生活環境保全上、特に必要とされる廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業に

要する費用に対する補助 

支援対象 
市町村（一部事務組合、広域連合、

特別区を含む） 
補助率 １／２ 

対象事業 海岸保全区域外の海岸に大量に漂着した廃棄物（漂着ごみ）の収集、運搬及び処分事業 

支援内容 補助対象事業費に対して、１／２補助 

離島での 
実績 H20 年度 対馬市 

備 考  

担当部署 環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課 
連絡先 03-3581-3351（代表） 

参照 HP 
http://kouikishori.env.go.jp/action/auxiliary_scheme/pdf/manual2102.pdf 

環境省 HP 災害関係業務事務処理マニュアル 53 頁～57 頁 
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補
助
金
名

災
害
等
廃
棄
物
処
理
事
業
費
補
助
金

発
生
原
因

災
害

起
因

災
害
起
因
で
は
な
い

対
象
事
業

○
災
害
の
た
め
に
実
施
し
た
廃
棄
物
の
収
集
、
運
搬
及
び
処
分

○
災
害
に
伴
っ
て
便
槽
に
流
入
し
た
汚
水
の
収
集
、
運
搬
及
び
処
分

○
仮
設
便
所
、
集
団
避
難
所
等
か
ら
排
出
さ
れ
た
し
尿
の
収
集
、
運
搬
及
び
処
分

（
災
害
救
助
法
に
基
づ
く
避
難
所
の
開
設
期
間
内
に
限
る
）

○
国
内
災
害
に
よ
り
海
岸
保
全
区
域
外
の
海
岸
に
漂
着
し
た
廃
棄
物
の
収
集
、
運

搬
及
び
処
分

○
海
岸
保
全
区
域
外
の
海
岸
に
漂
着
し
た
廃
棄
物
（
漂
着
ご
み
）
の
収
集
、
運
搬

及
び
処
分

補
助
先

市
町
村
（
一
部
事
務
組
合
、
広
域
連
合
、
特
別
区
を
含
む
）

要
件

指
定
市
：
事
業
費
８
０
万
円
以
上
、
市
町
村
：
事
業
費
４
０
万
円
以
上

○
降
雨
：
最
大
2
4時
間
雨
量
が
8
0
㎜
以
上
に
よ
る
も
の

○
暴
風
：
最
大
風
速
（
1
0
分
間
の
平
均
風
速
）
15
m
/
s
e
c以
上
に
よ
る
も
の

○
高
潮
：
最
大
風
速
1
5
m
/
s
ec
以
上
の
暴
風
に
よ
る
も
の

等

○
１
市
町
村
（
１
一
部
事
務
組
合
）
に
お
け
る
処
理
量
が
1
5
0
㎥
以
上
の
も
の

○
海
岸
保
全
区
域
外
の
海
岸
へ
の
漂
着

○
通
常
の
管
理
を
著
し
く
怠
り
、
異
常
に
堆
積
さ
せ
た
も
の
は
除
く

等

補
助
率

１
／
２

財
務
局

立
会

あ
り

な
し

査
定
方
法

○
災
害
廃
棄
物
の
処
理
完
了
前
に
査
定
を
行
う
場
合
は
、
原
則
と
し
て
、
現
地
に

て
被
災
状
況
、
仮
置
場
の
状
況
等
を
確
認
し
、
査
定
を
行
う
。

○
災
害
廃
棄
物
の
処
理
完
了
後
は
、
当
該
都
道
府
県
庁
舎
等
に
お
い
て
机
上
査
定

を
行
う
。

○
原
則
、
漂
着
ご
み
の
処
理
完
了
後
に
、
地
方
環
境
事
務
所
庁
舎
に
お
い
て
机
上

査
定
を
行
う
。

○
漂
着
ご
み
の
処
理
完
了
前
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
場
合
は
、
現
地
又
は
当
該
都

道
府
県
庁
舎
に
て
被
災
状
況
、
仮
置
場
の
状
況
等
を
確
認
し
、
査
定
を
行
っ
て

も
よ
い
。

災
害
等
廃
棄
物
処
理
事
業
費
補
助
金
の
概
要
に
つ
い
て
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No. 80  R３予算額 ２８百万円 

事業名 
生物多様性保全推進交付金 

（エコツーリズム地域活性化支援事業） 
府省庁名 環境省 

概 要 

 エコツーリズムとは、「観光旅行者が自然観光資源について知識を有する者から案内又

は助言を受け、当該自然観光資源の保護に配慮しつつ当該自然観光資源とふれあい、こ

れに関する知識及び理解を深めるための活動」です。自然観光資源の特色を生かしたエ

コツーリズム（ジオツーリズムを含む）は地域を元気にし、活性化させる効果的な取組

です。 
この事業では、地域協議会の現状を踏まえ、全体構想の作成、地域協議会のエコツー

リズムに関するルールやプログラムづくり、人材育成などの活動経費の一部を国が助成

し、エコツーリズムの普及・定着・推進を図るとともに、自然観光資源を持続的に活用す

ることにより、魅力的な地域づくりを支援します。 

支援対象 
市町村を含む地域の多様な主体で

構成される地域協議会（以下、協議

会という条件あり。） 
補助率 １／２（500 万限度額） 

対象事業 

市町村の多様な主体で構成される協議会を事業の実施者とし、これが主体的に行う地域

のエコツーリズム推進活動に対し、必要な経費の一部を国が交付することにより、エコ

ツーリズムを活用した地域づくりを推進し、地域の魅力向上及びその活性化に寄与しま

す。 

支援内容 

エコツーリズムを推進する活動で、以下に該当するもの（施設整備は対象外） 
ア．全体構想の作成 
イ．エコツーリズムの推進体制の整備・強化 
ウ．資源調査 
エ．ルールづくり 
オ．人材育成 
カ．ツアープログラムの企画・立案及びモニターツアーの実施 
キ．モニタリング及び評価方法の作成 
ク．エコツーリズム推進マニュアルの作成 
ケ．広報 
コ．環境省が収集するエコツーリズムに関する会合への出席 

離島での 
実績 （令和２年度）甑島ツーリズム推進協議会、竹富町西表島エコツーリズム推進協議会 

備 考 環境省ＨＰにて公募 

担当部署 環境省 自然環境局国立公園課国立公園利用推進室 
連絡先 ０３－５５２１－８２７１ 

参照 HP 
https://www.env.go.jp/nature/ecotourism/try-ecotourism/env/chiiki_shien/koufu/inde
x.html 
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背
景
・
目
的

事
業
概
要

国
立
公
園
や
棚
田
地
域
等
に
お
い
て
、
自
然
観
光
資
源
を
活
用
し

た
地
域
活
性
化
を
推
進
す
る
た
め
、
魅
力
あ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
、

ガ
イ
ド
等
の
人
材
育
成
な
ど
の
地
域
の
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
（
ジ
オ

ツ
ー
リ
ズ
ム
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
活
動
を
支
援
す
る
。

事
業
ス
キ
ー
ム

【
交
付
】

○
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
地
域
活
性
化
支
援
事
業

(交
付
金

)
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
推
進
協
議
会
等
に
対
し
て
、
推
進
体
制
の
強
化
、
資
源
調
査
、

ル
ー
ル
づ
く
り
等
に
要
す
る
経
費
の
１
／
２
を
支
援
す
る
。

期
待
さ
れ
る
効
果

自
然
環
境
の
保
全
、
観
光
振
興
、
地
域
振
興
、
環
境
教
育
の
場
と
し
て
自
然
観
光

資
源
を
持
続
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
魅
力
的
な
地
域
づ
く
り
や
地
域
活
性
化

が
推
進
さ
れ
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

平
成

25
年
度
予
算

○
○
百
万
円

平
成

27
年
度
要
求
額

億
円

エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
を
通
じ
た
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

日
本
の
国
立
公
園
と
世
界
遺
産
を
活
か
し
た
地
域
活
性
化
推
進
費
の
う
ち

エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
を
通
じ
た
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

事
業
目
的
・
概
要
等

イ
メ
ー
ジ

令
和

3年
度
予
算
額

28
百
万
円
（

28
百
万
円
）

様
式
６

環
境
省

地
域
協
議
会
等

ग़ ॥ ॶ ␗ জ ६ ঒ ௓ ਤ ১ भ ੦ ম ৶ ୛

द ँ ॊ ঽ ே ୭ ୆ भ ৳ ৸ ␓ ௴ ୾ ஷ ௪ ␓

৉ ୠ ஷ ௪ ␓ ୭ ୆ ઇ ୘ भ ৃ ध ख थ भ

ણ ৷ प ఞ ଖ
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
地
域
活
性
化
支
援
事
業

（
交
付
金
）

地
域
が
取
り
組
む
魅
力
あ
る
エ
コ
ツ
ア
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム
づ
く
り

等
へ
の
支
援

・
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
に
取
り
組
む
地
域
協
議
会
等
へ
支
援

・
地
域
協
議
会
は
多
様
な
主
体
で
構
成
(市
町
村
の
参
加
は
必
須
)

・
国
が
地
域
協
議
会
に
対
し
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
推
進
全
体
構
想
の

作
成
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
づ
く
り
等
に
要
す
る
経
費
の
２
分
の
１
を

交
付

プ
ロ
グ
ラ
ム
づ
く
り
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
推

進
全
体
構
想
の
作
成

課
題

魅
力
的
な
エ

コ
ツ
ア
ー
等

の
不
足
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No. 81  R３当初予算 
R２補正予算 

8,000 百万円の内数 
4,000 百万円の内数 

事業名 
脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構

築事業 
府省庁名 環境省 

概 要 

「ＳＤＧｓ」（持続可能な開発目標）や「パリ協定」を踏まえ、脱炭素イノベーションに

よる地域社会・経済システムの変革が不可避である。 
このため、各地域がその特性を活かした強みを発揮し、地域ごとに異なる資源が循環す

る自立・分散型の社会を形成しつつ、それぞれの地域の特性に応じて近隣地域等と共生・

対流し、より広域的なネットワークを構築していく「地域循環共生圏」の創造が必要で

ある。 
本事業では、地方公共団体が中心となって行う、「地域循環共生圏」の創造に資する取り

組みを支援する。 
「グリーンスローモビリティの導入実証・促進事業」において、住宅地、観光地、離島に

おける交通の低炭素化と公共交通空白地等の地域課題の解決に資するグリーンスローモ

ビリティ（電動で、時速 20km 未満で公道を走ることが可能な 4 人乗り以上のモビリテ

ィ）の導入に関する支援を実施。 

支援対象 地方公共団体、民間事業者等 補助率 1/2 

対象事業 

（３）地域の脱炭素交通モデル構築支援事業のうち 
②グリーンスローモビリティの導入実証・促進事業において、地域課題の解決と交通の

脱炭素化の同時解決を目指したグリーンスローモビリティ、脱炭素型地域交通モデル

構築に必要なシステム・設備の導入に対し、支援を行う。 

支援内容 補助率１／２ 

離島での 
実績 - 

備 考  

担当部署 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 
連絡先 03-5521-8355 

参照 HP  
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熱
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化

促
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（
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の

脱
炭

素
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通
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デ
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築
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車
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築
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事
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。
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組
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レ
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強
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献

し
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て
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築
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ボ
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。
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ボ
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Ｇ
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０

０
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事
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シ
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築
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築
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（

3
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）
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給
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を
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築

を
通

じ
て

、
2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

・
脱

炭
素

社
会

の
実

現
の

ト
リ

ガ
ー

と
な

る
先

導
的

モ
デ

ル
を

構
築
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を
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①
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て

支
援

を
行

う
。

④
ゼ

ロ
カ

ー
ボ

ン
シ

テ
ィ

に
お

け
る

屋
外

照
明

の
ス

マ
ー

ト
ラ

イ
テ

ィ
ン

グ
化

・
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

モ
デ

ル
事

業
（

補

助
：

補
助

率
計

画
策

定
3

/
4

,ス
マ

ー
ト

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

化
設

備
等

導
入

1
/
3

,太
陽

光
パ

ネ
ル

一
体

型
設

備
等

導
入

1
/
4

）

ス
マ

ー
ト

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

（
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

し
た

L
E
D

道
路

灯
・

街
路

灯
等

）
又

は
太

陽
光

パ
ネ

ル
一

体
型

LE
D

街
路

灯
等

に
つ

い
て

、
計

画
策

定
、

設
備

等
導

入
支

援
を

行
う

。
ま

た
、

ス
マ

ー
ト

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

に
は

環
境

セ
ン

サ
ー

を

取
り

付
け

、
再

エ
ネ

を
安

定
的

に
使

い
続

け
る

た
め

に
必

要
な

照
度

等
の

気
象

デ
ー

タ
を

収
集

す
る

。

＊
③

に
お

い
て

EV
を

購
入

に
よ

り
導

入
す

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
通

信
・

制
御

機
器

、
充

放
電

設
備

又
は

充
電

設
備

と
セ

ッ
ト

で
外

部
給

電
可

能
な

EV
を

導
入

す
る

場
合

に
限

り
、

蓄
電

容
量

の
1/

2×
2万

円
/k

W
hを

補
助

す
る

。
（

上
限

あ
り

）
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

脱
炭

素
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
循

環
共

生
圏

構
築

事
業

の
う

ち
、

（
２

）
温

泉
熱

等
利

活
用

に
よ

る
経

済
好

循
環

・
地

域
活

性
化

促
進

事
業

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
3
/4

,2
/3

,1
/2

）
／

委
託

事
業

•
温

泉
地

の
脱

炭
素

化
・

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

の
好

事
例

を
形

成
す

る
た

め
、

地
域

固
有

の
熱

源
で

あ
る

温
泉

熱
等

を
利

活
用

し
て

地
域

単
位

で

発
電

や
熱

利
用

を
行

う
設

備
を

導
入

し
、

経
済

好
循

環
と

地
域

活
性

化
促

進
を

支
援

す
る

。

•
温

泉
供

給
事

業
者

等
の

温
泉

供
給

設
備

更
新

時
の

省
エ

ネ
設

備
導

入
を

支
援

し
、

温
泉

地
の

更
な

る
C
O

2
削

減
対

策
を

推
進

す
る

。

•
温

泉
熱

等
の

利
活

用
を

通
じ

た
脱

炭
素

型
温

泉
地

の
好

事
例

を
全

国
へ

発
信

し
、

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

な
温

泉
地

域
づ

く
り

を
促

進
す

る
。

地
域

固
有

の
熱

源
で

あ
る

温
泉

熱
等

の
利

活
用

に
よ

り
、

地
域

の
脱

炭
素

化
と

地
域

循
環

共
生

圏
の

構
築

を
支

援
し

ま
す

。

民
間

事
業

者
・

団
体

、
地

方
公

共
団

体
等

令
和

２
年

度
～

令
和

５
年

度

自
然

環
境

局
自

然
環

境
整

備
課

温
泉

地
保

護
利

用
推

進
室

:0
3

-5
5

2
1

-8
2

8
0

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

温
泉

は
地

域
固

有
の

熱
源

で
あ

り
、

多
大

な
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

有
す

る
も

の
の

、
活

用
が

進
ん

で

い
な

い
状

況
で

あ
る

。
温

泉
地

の
脱

炭
素

化
・

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

を
達

成
す

る
に

は
、

地
域

資
源

で
あ

る
温

泉
を

最
大

限
活

用
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

り
、

化
石

燃
料

の
使

用
量

や
C
O

2
排

出
量

を
削

減
す

る
と

と
も

に
、

経
済

の
好

循
環

と
地

域
活

性
化

を
生

み
出

し
、

温
泉

地
の

脱
炭

素
化

が
促

進
さ

れ
る

。
本

事
業

で
は

、
地

域
固

有
の

熱
源

で
あ

る
温

泉
熱

等
を

利
活

用
し

て
地

域
単

位
で

発
電

や
熱

利
用

を
行

い
、

脱
炭

素
型

温
泉

地
の

形
成

を
支

援
す

る
こ

と
で

地
域

の
経

済
好

循
環

と
地

域
活

性

化
を

図
る

と
共

に
、

温
泉

供
給

設
備

更
新

時
の

省
エ

ネ
設

備
導

入
の

支
援

を
行

う
こ

と
で

温
泉

地
の

更
な

る

C
O

２
削

減
対

策
を

推
進

す
る

。

①
温

泉
熱

等
を

利
活

用
し

、
地

域
単

位
で

バ
イ

ナ
リ

ー
発

電
や

熱
利

用
す

る
事

業
に

対
し

計
画

策
定

、
設

備
等

導
入

支
援

を
行

う
。

（
補

助
：

補
助

率
計

画
策

定
3
/4

,設
備

等
導

入
2
/3

）

②
温

泉
供

給
事

業
者

等
の

温
泉

供
給

設
備

更
新

時
の

省
エ

ネ
設

備
導

入
、

計
画

策
定

に
対

し
て

支
援

を
行

う
。

（
補

助
：

補
助

率
計

画
策

定
3
/4

,改
修

事
業

1
/2

）

③
全

国
温

泉
地

自
治

体
首

長
会

議
等

で
発

信
や

、
温

泉
熱

等
の

利
活

用
の

促
進

を
図

る
（

委
託

）

バ
イ

ナ
リ

ー
発

電
イ

メ
ー

ジ
写

真
：

富
士

化
工

(株
)、

新
那

須
温

泉
供

給
(株

)
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

脱
炭

素
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
循

環
共

生
圏

構
築

事
業

の
う

ち
、

（
３

）
地

域
の

脱
炭

素
交

通
モ

デ
ル

構
築

支
援

事
業

事
業

イ
メ

ー
ジ

委
託

事
業

／
間

接
補

助
事

業
（

3
/4

,1
/2

,1
/3

,1
/4

※
一

部
上

限
あ

り
）

①
自

動
車

C
A

S
E
活

用
に

よ
る

脱
炭

素
型

地
域

交
通

モ
デ

ル
構

築
支

援
事

業
（

補
助

：
補

助
率

計
画

策
定

3
/
4

,設
備

等
導

入
1

/
2

）

・
新

た
な

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
に

合
わ

せ
た

、
電

動
モ

ビ
リ

テ
ィ

の
シ

ェ
ア

リ
ン

グ
サ

ー
ビ

ス
を

活
用

し
た

脱
炭

素
型

地

域
交

通
モ

デ
ル

構
築

に
必

要
な

設
備

等
の

導
入

支
援

を
行

う
。

②
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

導
入

実
証

・
促

進
事

業
（

委
託

／
補

助
：

補
助

率
車

両
等

導
入

1
/
2

）

・
C
N

F
、

Io
T
技

術
等

の
先

進
技

術
を

活
用

し
た

グ
リ

ー
ン

ス
ロ

ー
モ

ビ
リ

テ
ィ

の
導

入
方

法
の

実
証

及
び

、
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
の

導
入

支
援

を
行

う
。

③
交

通
シ

ス
テ

ム
の

低
炭

素
化

と
利

用
促

進
に

向
け

た
設

備
整

備
事

業
（

補
助

）

・
マ

イ
カ

ー
へ

の
依

存
度

が
高

い
地

方
都

市
部

を
中

心
に

､C
O

2
排

出
量

の
少

な
い

公
共

交
通

へ
の

シ
フ

ト
を

促
進

す

る
た

め
､L

R
T
及

び
B
R
T
の

車
両

等
の

導
入

支
援

を
行

う
。

（
補

助
率

1
/
2

）

・
鉄

道
事

業
等

に
お

け
る

省
C
O

2
化

を
促

進
す

る
た

め
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

効
率

的
に

使
用

す
る

た
め

の
先

進
的

な
省

エ

ネ
設

備
・

機
器

の
導

入
を

支
援

す
る

。
(補

助
率

車
両

新
造

・
改

修
(中

小
・

公
営

・
準

大
手

等
1

/
2

)、
回

生
電

力

（
中

小
1

/
2

,公
営

・
準

大
手

・
JR

(本
州

3
社

以
外

）
等

1
/
3

,大
手

・
JR

本
州

３
社

1
/
4

）
）

•
自

動
車

C
A
S
E
等

を
活

用
し

た
地

域
の

脱
炭

素
交

通
モ

デ
ル

構
築

を
通

じ
て

、
2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

・
脱

炭
素

社
会

の
実

現
の

ト
リ

ガ
ー

と
な

る
先

導
的

モ
デ

ル
を

構
築

し
、

ひ
い

て
は

地
域

循
環

共
生

圏
の

構
築

を
図

り
ま

す
。

•
グ

リ
ー

ン
ス

ロ
ー

モ
ビ

リ
テ

ィ
や

LR
T
・

B
R
T
の

導
入

、
鉄

道
事

業
等

の
省

C
O

２
化

を
通

じ
て

地
域

循
環

共
生

圏
の

構
築

を
図

り
ま

す
。

地
域

の
脱

炭
素

交
通

モ
デ

ル
の

構
築

を
通

じ
て

地
域

循
環

共
生

圏
の

構
築

を
図

り
ま

す
。

民
間

事
業

者
・

団
体

、
地

方
公

共
団

体
等

令
和

元
年

度
～

令
和

５
年

度

地
球

環
境

局
地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室
:

0
5

7
0

-0
2

8
-3

4
1

水
・

大
気

環
境

局
自

動
車

環
境

対
策

課
：

0
3

-5
5

2
1

-8
3

0
3

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

グ
リ

ー
ン

ス
ロ

ー
モ

ビ
リ

テ
ィ

（
※

）

電
動

モ
ビ

リ
テ

ィ
×

デ
ジ

タ
ル

技
術

L
R

T
・

B
R

T
鉄

道
事

業
等

の
省

C
O

2
化

※
電

動
で

時
速

2
0
㎞

未
満

で
公

道
を

走
る

4
人

乗
り

以
上

の
モ

ビ
リ

テ
ィ

＊
①

に
お

い
て

EV
を

購
入

に
よ

り
導

入
す

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
通

信
・

制
御

機
器

、
充

放
電

設
備

又
は

充
電

設
備

と
セ

ッ
ト

で
外

部
給

電
可

能
な

EV
を

導
入

す
る

場
合

に
限

り
、

蓄
電

容
量

の
1/

2×
2万

円
/k

W
hを

補
助

す
る

。
（

上
限

あ
り

）
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

脱
炭

素
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
循

環
共

生
圏

構
築

事
業

の
う

ち
、

（
４

）
地

域
再

エ
ネ

の
活

用
に

よ
り

ゼ
ロ

エ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

化
を

目
指

す
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

構
築

支
援

事
業

（
総

務
省

連
携

事
業

）

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

補
助

率
１

／
２

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

、
急

速
な

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
の

デ
ジ

タ
ル

化
が

進
行

し
て

お
り

、
IC

T
活

用
に

よ
る

通
信

ト
ラ

フ
ィ

ッ
ク

及
び

電

力
消

費
量

の
激

増
が

予
見

さ
れ

る
。

2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

の
達

成
に

向
け

、
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

中
で

も
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン

化
（

再
エ

ネ
活

用
比

率
・

省
エ

ネ
性

能
の

向
上

等
）

に
向

け
た

取
組

を
支

援
す

る
と

と
も

に
、

地
方

分
散

立
地

推
進

や
再

エ
ネ

活
用

に
よ

る
災

害
時

の
継

続
能

力
向

上
等

の
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

デ
ジ

タ
ル

社
会

と
グ

リ
ー

ン
社

会
の

同
時

実
現

、
さ

ら
に

は
グ

リ
ー

ン
成

長
を

実
現

す
る

。

地
域

の
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
最

大
限

活
用

し
た

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

新
設

を
支

援
し

ま
す

。

民
間

事
業

者
・

団
体

、
地

方
公

共
団

体
等

令
和

３
年

度
～

令
和

５
年

度

地
球

環
境

局
地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室
:0

5
7

0
-0

2
8

-3
4

1

■
委

託
先

及
び

補
助

対
象

地
域

再
エ

ネ
の

活
用

に
よ

り
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

を
目

指
す

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
構

築
支

援
事

業

2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

を
達

成
す

る
に

は
、

将
来

的
に

は
、

徹
底

し
た

省
エ

ネ
を

行
い

な
が

ら
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
1
0
0
％

活
用

す
る

ゼ
ロ

エ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

・
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

が
不

可

欠
と

な
る

。
ま

た
、

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
は

自
ら

が
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
と

な
る

だ
け

で
は

な
く

、
太

陽

光
や

風
力

由
来

の
変

動
す

る
電

力
供

給
に

対
し

て
、

Ａ
Ｉ

等
も

活
用

し
な

が
ら

そ
の

大
き

な
電

力
需

要

を
調

整
す

る
こ

と
で

、
地

域
の

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

最
大

限
活

用
に

も
貢

献
す

る
こ

と
が

期
待

さ

れ
る

（
例

：
再

エ
ネ

供
給

量
が

多
い

時
に

は
多

大
な

タ
ス

ク
を

実
行

）
。

さ
ら

に
、

再
エ

ネ
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
が

豊
富

な
地

域
や

サ
ー

バ
冷

却
に

外
気

等
を

活
用

で
き

る
寒

冷
地

等
へ

の
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の

立
地

推
進

は
、

都
市

部
に

偏
在

し
が

ち
な

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
の

分
散

立
地

（
エ

ッ
ジ

D
C
含

む
）

に
つ

な
が

り
、

地
震

な
ど

の
自

然
災

害
に

対
す

る
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
に

も
つ

な
が

る
。

こ
の

た
め

、
本

事
業

で
は

、
地

域
の

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

最
大

限
活

用
し

た
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
新

設
に

伴
う

設
計

費
や

再
エ

ネ
設

備
・

蓄
エ

ネ
設

備
・

省
エ

ネ
設

備
等

導
入

へ
の

支
援

を
行

う
こ

と

で
、

ゼ
ロ

エ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

化
を

目
指

す
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

の
モ

デ
ル

を
創

出
し

、
そ

の
知

見
を

公
表

、

横
展

開
に

つ
な

げ
て

い
く

。

再
エ

ネ
設

備
の

導
入

（
地

域
の

再
エ

ネ
電

力
）

新
設

デ
ー

タ
セ

ン
タ

ー
（

一
定

規
模

以
上

の
モ

ジ
ュ

ー
ル

型
含

む
）

サ
ー

バ
ー

冷
却

の
省

エ
ネ

電
力

供
給

（
自

営
線

等
）

高
効

率
空

調
設

備
等

寒
冷

外
気

・
雪

氷
熱

利
用

等

ൾ ೸
ഐ ਞ

AI
等

の
需

給
制

御
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No. 82  R3 当初予算 6,580 百万円 

事業名 
脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用

推進事業 
府省庁名 環境省 

概 要 

地域の再生可能エネルギーや未利用エネルギーから水素を「つくり」「ため・はこび」

「つかう」まで一貫した脱炭素な地域水素サプライチェーンの構築を推進するとともに、

既存インフラを活用したモデル構築、自立・分散型エネルギーシステム構築の支援等を

行う。 

水素内燃機関を活用した重量車両等の開発・実証、産業車両等の燃料電池化を進める

とともに、再エネ由来電力を活用した水素ステーションの保守点検等を支援する。 

支援対象 地方公共団体、民間事業者・団体等 補助率 １／３、１／２、２／３ 

対象事業 

（１）脱炭素な地域水素サプライチェーン構築事業のうち 

④再エネ由来等水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業 

脱炭素社会構築に向け、防災価値を有する、再エネ等由来水素を活用した自立・分

散型エネルギーシステム構築支援や、水素の需要拡大につながる設備導入支援を行う。 

（２）水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業のうち 

①水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証事業（一部） 

水素活用の選択肢を増やすため、重量車両等における水素内燃機関を活用した車両

の開発、実証を行う。 

②水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進事業 

運輸部門等の脱炭素化及び水素需要の増大に向け、燃料電池バス等のモビリティへ

の水素活用を支援する。 

③地域再エネ水素ステーション保守点検等支援事業 

燃料電池車両等の活用促進に向け、再エネ由来電力による水素ステーションの保 

守点検や設備の高効率化改修を支援する。 

支援内容 

（１）④：補助率２／３（中小企業及び政令指定都市以外の市町村）、１／２（中小企業

以外の企業、都道府県、政令指定都市又は特別区等） 

（２）①の一部：補助率１／２ 

（２）②：燃料電池バスは補助率１／２、燃料電池フォークリフトは補助率１／２など 

（２）③：保守点検支援は補助率２／３など 

離島での 
実績 

― 

備 考 ― 

担当部署 地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 

連絡先 TEL: 03-5521-8339 

参照 HP http://www.heco-hojo.jp/_yR02/d02.html 
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お
問

合
せ

先
：

2.
 事

業
内

容

3.
 事

業
ス

キ
ー

ム

1.
 事

業
目

的

■
実
施
期
間

■
事
業
形
態

4.
 

脱
炭

素
社

会
構

築
に

向
け

た
再

エ
ネ

等
由

来
水

素
活

用
推

進
事

業
（

一
部

経
済

産
業

省
、

国
土

交
通

省
連

携
事

業
）

事
業

イ
メ

ー
ジ

委
託

事
業

・
補

助
事

業
（

補
助

率
：

1
/3

, 
1
/2

, 
 2

/3
）

（
１

）
脱

炭
素

な
地

域
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
構

築
事

業

①
水

素
利

活
用
CO
2排

出
削

減
効

果
等

評
価

・
検

証
事

業
…

委
託

②
地

域
連

携
・

低
炭

素
水

素
技

術
実

証
事

業
…

委
託

③
既

存
の

再
エ

ネ
を

活
用

し
た

水
素

供
給

低
コ

ス
ト

化
に

向
け

た
モ

デ
ル

構
築

・
実

証
事

業
…

委
託

④
再

エ
ネ

由
来

等
水

素
を

活
用

し
た

自
立

・
分

散
型

エ
ネ

ル
ギ

ー
シ

ス
テ

ム
構

築
事

業
…

補
助

（
２

）
水

素
活

用
に

よ
る

運
輸

部
門

等
の

脱
炭

素
化

支
援

事
業

①
水

素
内

燃
機

関
活

用
に

よ
る

重
量

車
等

脱
炭

素
化

実
証

事
業

…
委

託
・

補
助

②
水

素
社

会
実

現
に

向
け

た
産

業
車

両
等

に
お

け
る

燃
料

電
池

化
促

進
事

業
…

補
助

③
地

域
再

エ
ネ

水
素

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

保
守

点
検

等
支

援
事

業
…

補
助

（
１

）
脱

炭
素

社
会

構
築

に
向

け
、

地
域

で
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

等
か

ら
水

素
を

製
造

、
貯

蔵
・

運
搬

及
び

利
活

用
す

る
こ

と
を

支
援

し
ま

す
。

（
２

）
運

輸
部

門
等

の
脱

炭
素

化
及

び
水

素
需

要
の

増
大

に
向

け
、

モ
ビ

リ
テ

ィ
へ

の
水

素
活

用
を

支
援

し
ま

す
。

脱
炭

素
社

会
構

築
に

向
け

た
再

エ
ネ

等
由

来
水

素
の

活
用

を
推

進
し

ま
す

。

【
令

和
３

年
度

予
算

額
6
,5

8
0
百

万
円

（
3
,5

8
0
百

万
円

）
】

地
方

公
共

団
体

、
民

間
事

業
者

・
団

体
等

平
成

2
7
年

度
～

令
和

７
年

度

（
１

）
環

境
省

地
球

環
境

局
地

球
温

暖
化

対
策

課
地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室
電

話
: 

0
5

7
0

-0
2

8
-3

4
1

（
２

）
環

境
省

水
・

大
気

環
境

局
自

動
車

環
境

対
策

課
電

話
: 

0
3

-5
5

2
1

-8
3

0
2

■
委

託
先

・
補

助
対

象

地
域

資
源

の
活

用

水
素

社
会

を
見

据
え

た
新

た
な

利
用

H
2

様
々

な
輸

送
体

制

電
気

と
熱

の
利

用

水
素

の
特

性
を

活
か

し
た

自
立

分
散

電
源

再
エ

ネ
を

補
完
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No. 83  Ｒ３予算額 800 百万の内数 

事業名 
社会変革と物流脱炭素化を同時実現する 

先進技術導入促進事業 
（物流分野における CO2 削減対策促進事業） 

府省庁名 
環境省 

国土交通省連携事業 

概 要 

 
荷量の限られる過疎地域等において、既存物流からドローン物流への転換を支援。 
輸配送の効率化による CO2 排出量の大幅削減とともに、労働力不足対策や災害時、感

染症流行時も含め持続可能な物流網の構築を同時実現する。 
（過疎地域等における無人航空機を活用した物流の実用化） 

支援対象 
民間事業者・団体等 
※地方公共団体と共同申請をする

者に限定 
補助率 

①定額（上限 500 万円） 
②1/2 

対象事業 
過疎地域等における無人航空機を活用した物流の実用化を推進するため、ドローン物

流の実用化に向けた（１）計画策定経費及び（２）機材・設備導入経費の一部を支援。 
 

支援内容 
（１）は定額補助（上限 500 万円） 
（２）は補助率 1/2 

離島での 
実績  

備 考 公募期間：令和３年～ 

担当部署 
環境省地球環境局地球温暖化対策課低炭素物流推進室・国土交通省総合政策局物流政策

課 
連絡先 03-5521-8329・03-5253－8799 

参照 HP  
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

社
会

変
革

と
物

流
脱

炭
素

化
を

同
時

実
現

す
る

先
進

技
術

導
入

促
進

事
業

（
国

土
交

通
省

連
携

事
業

）

事
業

イ
メ

ー
ジ

補
助

事
業

（
１

・
２

：
間

接
、

３
：

直
接

）

１
．

自
立

型
ゼ

ロ
エ

ネ
ル

ギ
ー

倉
庫

モ
デ

ル
促

進
事

業

物
流

倉
庫

に
お

い
て

、
省

人
化

・
省

エ
ネ

型
機

器
と

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
の

同

時
導

入
を

支
援

。
C
O

2
排

出
量

の
大

幅
削

減
と

と
も

に
、

労
働

力
不

足
対

策
や

防
災

・
減

災
対

策
、

感
染

症
流

行
時

の
物

流
機

能
の

維
持

を
同

時
実

現
。

２
．

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
無

人
航

空
機

を
活

用
し

た
物

流
実

用
化

事
業

荷
量

の
限

ら
れ

る
過

疎
地

域
等

に
お

い
て

、
既

存
物

流
か

ら
ド

ロ
ー

ン
物

流
へ

の
転

換

を
支

援
。

輸
配

送
の

効
率

化
に

よ
る

C
O

2
排

出
量

の
大

幅
削

減
と

と
も

に
、

労
働

力
不

足

対
策

や
災

害
時

、
感

染
症

流
行

時
も

含
め

持
続

可
能

な
物

流
網

の
構

築
を

同
時

実
現

。

３
．

LN
G

燃
料

シ
ス

テ
ム

等
導

入
促

進
事

業

LN
G

燃
料

シ
ス

テ
ム

及
び

最
新

の
省

C
O

2
機

器
を

組
合

せ
た

先
進

的
な

航
行

シ
ス

テ
ム

の
実

用
化

を
支

援
。

L
N

G
燃

料
等

を
用

い
た

先
進

技
術

に
よ

る
C
O

2
排

出
量

の
大

幅
削

減

と
と

も
に

、
低

廉
化
や
省
力
化
に
よ
る
船
員
の
労
働
環
境
改
善
等
も
同
時
実
現
。

①
地

球
温

暖
化

対
策

計
画

に
掲

げ
る

C
O

2
排

出
量

削
減

目
標

達
成

の
た

め
、

物
流

の
脱

炭
素

化
に

資
す

る
先

進
的

な
設

備
・

シ
ス

テ
ム

導

入
を

支
援

し
、

一
定

の
需

要
を

生
み

出
す

こ
と

に
よ

り
、

機
器

の
低

廉
化

を
促

進
。

②
機

器
の

自
立

的
普

及
を

目
指

し
、

物
流

の
C
O

2
排

出
量

削
減

と
と

も
に

人
口

減
少

・
高

齢
化

に
伴

う
労

働
力

不
足

、
労

働
環

境
の

改
善

、

防
災

・
減

災
や

感
染

症
流

行
時

を
踏

ま
え

た
物

流
機

能
の

維
持

等
の

課
題

解
決

を
図

り
、

社
会

変
革

を
同

時
実

現
す

る
。

社
会

課
題

と
物

流
の

脱
炭

素
化

の
同

時
解

決
を

図
る

先
進

的
な

設
備

の
導

入
を

支
援

し
ま

す
。

【
令

和
３

年
度

予
算

8
0
0
百

万
円

（
7
8
2
百

万
円

）
】

民
間

事
業

者
・

団
体

令
和

２
年

度
～

令
和

７
年

度

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

低
炭

素
物

流
推

進
室

電
話

：
0

3
-5

5
2

1
-8

3
2

9
地

球
温

暖
化

対
策

事
業

室
電

話
：

0
5

7
0

-0
2

8
-3

4
1

■
補

助
対

象

一
定

規
模

以
上

の
倉

庫
へ

の
横

展
開

に
よ

り
倉

庫
業

全
体

で
C
O

2
排

出
量

2
0
3
0
年

４
割

削
減

＜
過

疎
地

域
等

の
課

題
＞

・
人

口
減

少
に

伴
う

荷
量

の
減

少
に

よ
る

積
載

効
率

の
低

下
や

輸
送

コ
ス

ト
の

増
加

・
ト

ラ
ッ

ク
ド

ラ
イ

バ
ー

の
高

齢
化

や
人

手
不

足

過
疎

地
域

等
の

物
流

網
維

持
と

物
流

脱
炭

素
化

に
よ

る
社

会
変

革

ド
ロ

ー
ン

物
流

へ
の

転
換

＋

LN
G

燃
料

シ
ス

テ
ム

等
の

導
入

で
、

内
航

海
運

の
C
O

2
排

出
量

2
0
3
0
年

３
割

削
減

LN
G

タ
ン

ク
ガ

ス
供

給
シ

ス
テ

ム

ガ
ス

エ
ン

ジ
ン

省
C
O

2
機

器
と

組
合

せ

蓄
電

池
最

適
航

路
計

画
支

援
機

器

１
．

自
立

型
ゼ

ロ
エ

ネ
ル

ギ
ー

倉
庫

モ
デ

ル
促

進
事

業

２
．

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
無

人
航

空
機

を
活

用
し

た
物

流
実

用
化

事
業

３
．

LN
G

燃
料

シ
ス

テ
ム

等
導

入
促

進
事

業
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実

施
期

間

■
事

業
形

態

4
. 

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
無

人
航

空
機

を
活

用
し

た
物

流
実

用
化

事
業

（
国

土
交

通
省

連
携

事
業

）

事
業

イ
メ

ー
ジ

間
接

補
助

事
業

（
①

定
額

、
②

補
助

率
１

／
２

）

少
子

高
齢

化
の

進
展

等
我

が
国

の
社

会
構

造
が

変
化

し
て

い
く

中
、

特
に

過
疎

地
域

等
で

は
、

輸
配

送
の

効
率

を
向

上
さ

せ
る

と
と

も
に

、
生

活
の

利
便

を
抜

本
的

に
改

善
す

る
こ

と
に

加
え

、
災

害
時

や
感

染
症

発
生

時
等

の
非

常
時

に
も

活
用

可
能

な
新

た
な

物
流

手
段

と
し

て
、

無
人

航
空

機
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

無
人

航
空

機
を

活
用

し
た

物
流

は
新

し
い

ビ
ジ

ネ
ス

分
野

で
あ

り
市

場
開

拓
途

上
で

あ
る

た
め

、
無

人
航

空
機

を
活

用
し

た
物

流
の

実
施

に
係

る
高

額
な

初
期

コ
ス

ト
等

が
障

壁
と

な
っ

て
い

る
。

こ
の

た
め

、
無

人
航

空
機

等
の

導
入

等
を

支
援

す
る

こ
と

で
、

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
地

域
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
新

た
な

低
炭

素
型

物
流

の
実

現
、

生
活

の
利

便
の

抜
本

的
改

善
、

非
常

時
を

含
め

た
物

流
の

維
持

を
図

る
こ

と
で

、
地

域
循

環
共

生
圏

の
構

築
に

貢
献

す
る

。
＜

補
助

対
象

＞
①

事
業

性
が

見
込

ま
れ

る
無

人
航

空
機

を
活

用
し

た
物

流
低

炭
素

化
に

向
け

た
計

画
策

定
②

無
人

航
空

機
を

活
用

し
た

物
流

の
実

用
化

に
必

要
な

機
材

・
設

備
等

の
導

入
・

改
修

①
「

環
境

基
本

計
画

」
（

平
成

3
0
年

４
月

1
7
日

閣
議

決
定

）
及

び
「

パ
リ

協
定

に
基

づ
く

成
長

戦
略

と
し

て
の

長
期

戦
略

」
（

令
和

元
年

６
月

1
1
日

閣
議

決
定

）
に

基
づ

き
、

既
存

物
流

手
段

に
よ

る
積

載
率

の
低

い
非

効
率

な
輸

配
送

を
無

人
航

空
機

で
代

替
す

る
こ

と
に

よ
り

、
C
O

2

排
出

量
を

大
幅

削
減

す
る

と
と

も
非

常
時

を
含

め
た

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
物

流
網

の
維

持
等

に
貢

献
す

る
。

②
取

組
の

認
知

と
と

も
に

、
導

入
機

数
増

加
に

よ
り

購
入

経
費

も
低

廉
化

さ
せ

、
自

立
的

な
導

入
を

促
し

、
過

疎
地

域
等

の
C
O

2
 排

出
量

の
削

減
及

び
物

流
の

効
率

化
・

省
人

化
を

推
進

す
る

過
疎

地
域

等
に

お
け

る
ド

ロ
ー

ン
を

活
用

し
た

物
流

実
用

化
を

支
援

し
ま

す
。

地
方

公
共

団
体

と
共

同
申

請
す

る
民

間
事

業
者

・
団

体
等

令
和

２
年

度
～

令
和

４
年

度
（

予
定

）

環
境

省
地

球
環

境
局

地
球

温
暖

化
対

策
課

低
炭

素
物

流
推

進
室

電
話

：
0

3
-5

5
2

1
-8

3
2

9

■
補

助
対

象

○
過

疎
地

域
等

に
お

け
る

無
人

航
空

機
を

活
用

し
た

物
流

実
用

化

○
付

帯
設

備
及

び
ド

ロ
ー

ン
物

流
シ

ス
テ

ム
の

例

風
向

風
速

計
ド

ロ
ー

ン
物

流
シ

ス
テ

ム
宅

配
ロ

ッ
カ

ー
型

ド
ロ

ー
ン

ポ
ー

ト

【
令

和
３

年
度

予
算

8
0
0
百

万
円

の
内

数
（

7
8
2
百

万
円

の
内

数
）

】
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No. 84  Ｒ３予算額 500 百万円 

事業名 
環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくり

プラットフォーム事業費 
府省庁名 環境省 

概 要 
地域循環共生圏づくりプラットフォームを構築し、地域循環共生圏の創造を目指す地域

を支援する中で、環境整備と事業化に向けた支援を行う。 

支援対象 
地方公共団体、NPO、NGO、民間事

業者等 
補助率 

環境整備団体：200 万円まで負担 
事業化支援団体：請負業者のコンサ

ルティング料を含めて 1000 万円ま

で負担 

対象事業 

【環境整備団体】 
地域循環共生圏の創造に向けて取り組む地域・自治体の人材の発掘、地域の核となるス

テークホルダーの組織化や、事業計画策定に向けた構想の具体化などの環境整備を推進

する。 
 
【事業化支援団体】 
地域・自治体が、地域の総合的な取組となる事業計画を策定するにあたって、必要な支

援を行う専門家のチームを形成し派遣するなど、事業化の支援を実施する。 

支援内容 

地域循環共生圏の創造を目指し、地域プラットフォームの構築にあたっての環境整備、

事業化を請負業者と共同実施者として取り組む。 
環境整備団体は、環境整備にかかる費用を年 200 万円まで請負業者が負担。 
事業化支援の場合は、事業化にかかる調査、地域コーディネーター費用等を請負業者の

コンサルティング料を含めて年 1000 万円まで負担。 

離島での 
実績 

本事業の選定実績 
R1：AMA ホールディングス 株式会社（島根県隠岐郡海士町） 
R2：AMA ホールディングス 株式会社（島根県隠岐郡海士町） 

一般社団法人 MIT（長崎県対馬市） 

備 考  

担当部署 環境省大臣官房環境計画課 
連絡先 03-5521-8328 

参照 HP http://chiikijunkan.env.go.jp/ 
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お
問

合
せ

先
：

2
. 

事
業

内
容

3
. 

事
業

ス
キ

ー
ム

1
. 

事
業

目
的

■
実
施
期
間

■
事
業
形
態

4
. 

環
境

で
地

方
を

元
気

に
す

る
地

域
循

環
共

生
圏

づ
く

り
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
事

業
費

事
業

イ
メ

ー
ジ

共
同
実
施
／
請
負
事
業

「
第
五
次
環
境
基
本
計
画
」
（
平
成
3
0
年
４
月
閣
議
決
定
）
で
は
、
地
域
の
活
力
を
最
大

限
に
発
揮
す
る
「
地
域
循
環
共
生
圏
」
の
考
え
方
を
新
た
に
提
唱
し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
地

域
循
環
共
生
圏
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
し
、
①
～
④
の
業
務
を
行
う
。

①
地
域
循
環
共
生
圏
の
創
造
に
向
け
て
取
り
組
む
地
域
・
自
治
体
の
人
材
の
発
掘
、
地
域
の

核
と
な
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
組
織
化
や
、
事
業
計
画
策
定
に
向
け
た
構
想
の
具
体
化

な
ど
の
環
境
整
備
を
推
進
す
る
。

②
地
域
・
自
治
体
が
、
地
域
の
総
合
的
な
取
組
と
な
る
事
業
計
画
を
策
定
す
る
に
あ
た
っ
て
、

必
要
な
支
援
を
行
う
専
門
家
の
チ
ー
ム
を
形
成
し
派
遣
す
る
。

③
先
行
事
例
を
詳
細
に
分
析
・
評
価
し
、
そ
の
結
果
を
他
の
地
域
・
自
治
体
に
対
し
て

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
こ
と
に
よ
り
、
取
組
の
充
実
を
促
す
。

④
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
シ
フ
ト
等
に
向
け
た
戦
略
的
な
広
報
活
動
（
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
開
催
、

国
内
外
へ
の
発
信
）
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
取
組
の
横
展
開
を
図
る
。

①
地
域
循
環
共
生
圏
創
造
に
向
け
た
環
境
整
備

②
地
域
循
環
共
生
圏
創
造
支
援
チ
ー
ム
形
成

③
総
合
的
分
析
に
よ
る
方
策
検
討
・
指
針
の
作
成
等

④
戦
略
的
な
広
報
活
動

地
域

循
環

共
生

圏
の

創
造

を
強

力
に

推
進

す
る

た
め

、
地

域
循

環
共

生
圏

づ
く

り
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

構
築

し
ま

す
。

【
令
和
３
年
度
予
算
5
0
0
百
万
円
（
5
0
0
百
万
円
）
】

地
方
公
共
団
体
／
民
間
事
業
者
・
団
体

令
和
元
年
度
～
令
和
５
年
度
（
予
定
）

環
境

省
大

臣
官

房
環

境
計

画
課

電
話

：
0

3
-5

5
2

1
-8

3
2

8

■
共
同
実
施
先
・
請
負
先

地
域

循
環

共
生

圏

民
間
団
体

地
域
循
環
共
生
圏
づ
く
り

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

地
域 ・

自
治
体

事
業
ス
キ
ー
ム

環
境
省

N
P

O
/
N

G
O

 等
経

営
の

専
門

団
体

…

請
負

支
援

派
遣
指
示

登
録
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